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1 前見
返し 左下

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）

国名　国連加盟国
国名　国連非加盟の独立国
〔　〕は属領を表す
■は200海里水域

カナダ

アメリカ合衆国

メキシコ

エクアドル

バハマ

キューバ

ジャマイカ

ハイチ

ベネズエラ
コロンビア

ガイアナ スリナム

ブラジルペルー

チリ

アルゼンチン

ウルグアイ

パラグアイ

ボリビア

セントルシア
グレナダ

ギアナ〔フ〕

ドミニカ
バルバドス

トリニダード・トバゴ

セントビンセント・
グレナディーン諸島

ドミニカ共和国

グリーンランド
〔デ〕

アイスランド
デンマーク

イギリス
アイルランド

モロッコ

（西サハラ）

モーリタニア

ガンビア
ギニアビサウ
ギニア
シエラレオネ
リベリア

コートジボワール

カーボベルデ

アルジェリア
チュニジア

リビア エジプト

マリ ニジェール
チャド スーダン

南スーダンナイジェリア
中央アフリカ

サウジアラビア

カメルーン
コンゴ共和国
コンゴ
民主共和国

ジンバブエ

モザンビーク

タンザニア

ケニア

ソマリア
ウガンダ
ルワンダ
ブルンジ セーシェル

コモロ
マラウイ

マダガスカル

エチオピア

イエメン
エリトリア
ジブチ

オマーン

カタール

イラン
パキスタン

アフガニスタン

インド

スリランカ
モルディブ

トルコ

ロシア連邦ポーランド
ハンガリー
ルーマニア

アルバニア
ブルガリア

スロバキア
チェコ

オーストリア

ドイツ

フィンランド

ノルウェー
スウェーデン

フランス

スイス

イタリア

カザフスタン モンゴル

中華人民共和国

（台湾）

フィリピン

たいわん

ベトナムバングラデシュ
ラオス

ミャンマー

ブータンネパール

タイ

カンボジア

ブルネイ・ダルサラームマレーシア

マーシャル諸島
ミクロネシア連邦

パラオ

キリバス
ナウル

サモア

フィジー

ツバル

バヌアツ

トンガ
ニューカレドニア
〔フ〕

シンガポール

インドネシア

東ティモール

オーストラリア

ニュージーランド

パプアニューギニア
ソロモン諸島

日本

朝鮮民主主義
人民共和国

大韓民国

イラク
クウェート
バーレーンヨルダン

シリアキプロス
イスラエル

レバノン
ギリシャ　

マルタ
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アラブ首長国連邦

アンゴラ
ザンビア

ボツワナ
ナミビア

南アフリカ共和国

エスワティニ
レソト

モーリシャス

ブルキナファソ

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ポルトガル
スペイン
アンドラ

セントクリストファー・ネービス

ベリーズ
グアテマラ
エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

アンティグア・バーブーダ

コソボ

セネガル

ガーナ
トーゴ
ベナン

サントメ・プリンシペ
赤道ギニア

ガボン

ニウエ
クック諸島

1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス

● メキシコ
 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
 ニカラグア
● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
● コロンビア
● エクアドル
 スリナム
 ガイアナ

米州機構（35か国）

M
メ ル コ ス ー ル

ERCOSUR
（6か国）

● アルゼンチン
● ブラジル
● パラグアイ
● ウルグアイ
● ベネズエラ
● ボリビア

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ
アルバニア

モンテネグロ
北マケドニア

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア
デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ

アイルランド
スウェーデン
オーストリア

フィンランド
マルタ
キプロス

ハンガリー
ポーランド　
スロバキア
スロベニア
エストニア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ルーマニア
クロアチア

N
ナ ト ー

ATO（30か国）

EU（27か国）

E
エ フ タ

FTA（4か国）
スイス
リヒテンシュタイン

ノルウェー
アイスランド

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク
アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ

OECD（38か国）

トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
大韓民国
オーストラリア
ニュージーランド
ハンガリー
チェコ
ポーランド
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

アフリカ地域の全独立国と西サハラ

AU（55か国・地域）

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
トルクメニスタン

CIS（10か国）

タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
大韓民国
シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ

A
エイペック

PEC（21か国・地域）

ブルネイ・ダルサラーム
中華人民共和国
台
たい

湾
わん

香
ホン

港
コン

メキシコ
チリ
パプアニューギニア
ベトナム
ペルー
ロシア連邦

ベネズエラ
イラン
ナイジェリア
赤道ギニア

O
オ ペ ッ ク

PEC（13か国）

アンゴラ
ガボン
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

O
オ ア ペ ッ ク

APEC（10か国）

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

中華人民共和国
ロシア連邦
カザフスタン
ウズベキスタン

上
シャン

海
ハイ

協力機構（8か国）

タジキスタン
キルギス
インド
パキスタン

独立国・国際機関の加盟国は2022年9月現在

世 界 の 現 状

R
アールセップ

CEP協定（15か国）

A
ア セ ア ン

SEAN（10か国）

TPP11協定（11か国）

インドネシア ラオス
カンボジア フィリピン
タイ ミャンマー

シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム マレーシア

日本 オーストラリア
ニュージーランド

カナダ ペルー
チリ メキシコ

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）
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国名　国連非加盟の独立国
〔　〕は属領を表す
■は200海里水域
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アラブ首長国連邦
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ガーナ
トーゴ
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赤道ギニア

ガボン

ニウエ
クック諸島

1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス

● メキシコ
 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
 ニカラグア
● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
● コロンビア
● エクアドル
 スリナム
 ガイアナ

米州機構（35か国）

M
メ ル コ ス ー ル

ERCOSUR
（6か国）

● アルゼンチン
● ブラジル
● パラグアイ
● ウルグアイ
● ベネズエラ
● ボリビア

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ
アルバニア

モンテネグロ
北マケドニア

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
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デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ
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マルタ
キプロス
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スロベニア
エストニア
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N
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ATO（31か国）

EU（27か国）
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エ フ タ

FTA（4か国）
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ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
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OECD（38か国）
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イスラエル
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アフリカ地域の全独立国と西サハラ

AU（55か国・地域）
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ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
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CIS（10か国）

タジキスタン
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アゼルバイジャン
モルドバ
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PEC（13か国）

アンゴラ
ガボン
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア
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APEC（10か国）

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

中華人民共和国
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独立国・国際機関の加盟国は2023年9月現在

世 界 の 現 状

R
アールセップ

CEP協定（15か国）

A
ア セ ア ン

SEAN（10か国）

TPP11協定（CPTPP）（12か国）

インドネシア ラオス
カンボジア フィリピン
タイ ミャンマー

シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム マレーシア

日本 オーストラリア
ニュージーランド

カナダ ペルー
チリ メキシコ
イギリス

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

更新が適切な事実の記載
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返し 右下

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）

国名　国連加盟国
国名　国連非加盟の独立国
〔　〕は属領を表す
■は200海里水域

カナダ

アメリカ合衆国
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キューバ
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ハイチ
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ブラジルペルー
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パラグアイ
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セントルシア
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ドミニカ
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セントビンセント・
グレナディーン諸島

ドミニカ共和国
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サウジアラビア

カメルーン
コンゴ共和国
コンゴ
民主共和国
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ジブチ
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トルコ
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スウェーデン
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イタリア

カザフスタン モンゴル

中華人民共和国

（台湾）

フィリピン

たいわん

ベトナムバングラデシュ
ラオス

ミャンマー

ブータンネパール

タイ

カンボジア
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南アフリカ共和国
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レソト
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ブルキナファソ

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ポルトガル
スペイン
アンドラ

セントクリストファー・ネービス

ベリーズ
グアテマラ
エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

アンティグア・バーブーダ

コソボ

セネガル

ガーナ
トーゴ
ベナン

サントメ・プリンシペ
赤道ギニア

ガボン

ニウエ
クック諸島

1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス
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 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
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● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
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米州機構（35か国）
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ERCOSUR
（6か国）
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独立国・国際機関の加盟国は2022年9月現在

世 界 の 現 状
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CEP協定（15か国）

A
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SEAN（10か国）

TPP11協定（11か国）

インドネシア ラオス
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シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
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チリ メキシコ

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）
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ツバル
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トンガ
ニューカレドニア
〔フ〕

シンガポール

インドネシア

東ティモール
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ニュージーランド

パプアニューギニア
ソロモン諸島
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朝鮮民主主義
人民共和国

大韓民国
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ベナン
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1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス

● メキシコ
 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
 ニカラグア
● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
● コロンビア
● エクアドル
 スリナム
 ガイアナ

米州機構（35か国）
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メ ル コ ス ー ル
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（6か国）

● アルゼンチン
● ブラジル
● パラグアイ
● ウルグアイ
● ベネズエラ
● ボリビア

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ
アルバニア

モンテネグロ
北マケドニア

オランダ
ベルギー
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ドイツ
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スペイン
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チェコ
ポーランド
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スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
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アフリカ地域の全独立国と西サハラ
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アンゴラ
ガボン
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア
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アルジェリア
リビア
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APEC（10か国）

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

中華人民共和国
ロシア連邦
カザフスタン
ウズベキスタン
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協力機構（8か国）
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独立国・国際機関の加盟国は2023年9月現在

世 界 の 現 状

R
アールセップ

CEP協定（15か国）

A
ア セ ア ン

SEAN（10か国）

TPP11協定（CPTPP）（12か国）

インドネシア ラオス
カンボジア フィリピン
タイ ミャンマー

シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム マレーシア

日本 オーストラリア
ニュージーランド

カナダ ペルー
チリ メキシコ
イギリス

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

2 更新が適切な事実の記載

3 変更が適切な体裁、記載

（よりわかりやすい表現に

するため）

4 前見
返し 左上

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）

国名　国連加盟国
国名　国連非加盟の独立国
〔　〕は属領を表す
■は200海里水域
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アルバニア
ブルガリア

スロバキア
チェコ

オーストリア

ドイツ

フィンランド

ノルウェー
スウェーデン

フランス

スイス

イタリア

カザフスタン モンゴル

中華人民共和国

（台湾）

フィリピン

たいわん

ベトナムバングラデシュ
ラオス

ミャンマー

ブータンネパール

タイ

カンボジア

ブルネイ・ダルサラームマレーシア

マーシャル諸島
ミクロネシア連邦

パラオ

キリバス
ナウル

サモア

フィジー

ツバル

バヌアツ

トンガ
ニューカレドニア
〔フ〕

シンガポール

インドネシア

東ティモール

オーストラリア

ニュージーランド

パプアニューギニア
ソロモン諸島
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朝鮮民主主義
人民共和国
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イラク
クウェート
バーレーンヨルダン

シリアキプロス
イスラエル

レバノン
ギリシャ　

マルタ

5 671
4
3
2

8

11
12
1314

15
16

17
1819 21

20 23
22

109

アラブ首長国連邦

アンゴラ
ザンビア

ボツワナ
ナミビア

南アフリカ共和国
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ポルトガル
スペイン
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ベリーズ
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コソボ
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トーゴ
ベナン
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赤道ギニア

ガボン

ニウエ
クック諸島

1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス

● メキシコ
 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
 ニカラグア
● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
● コロンビア
● エクアドル
 スリナム
 ガイアナ

米州機構（35か国）

M
メ ル コ ス ー ル

ERCOSUR
（6か国）

● アルゼンチン
● ブラジル
● パラグアイ
● ウルグアイ
● ベネズエラ
● ボリビア

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ
アルバニア

モンテネグロ
北マケドニア

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア
デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ

アイルランド
スウェーデン
オーストリア

フィンランド
マルタ
キプロス

ハンガリー
ポーランド　
スロバキア
スロベニア
エストニア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ルーマニア
クロアチア

N
ナ ト ー

ATO（30か国）

EU（27か国）

E
エ フ タ

FTA（4か国）
スイス
リヒテンシュタイン

ノルウェー
アイスランド

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク
アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ

OECD（38か国）

トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
大韓民国
オーストラリア
ニュージーランド
ハンガリー
チェコ
ポーランド
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

アフリカ地域の全独立国と西サハラ

AU（55か国・地域）

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
トルクメニスタン

CIS（10か国）

タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
大韓民国
シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ

A
エイペック

PEC（21か国・地域）

ブルネイ・ダルサラーム
中華人民共和国
台
たい

湾
わん

香
ホン

港
コン

メキシコ
チリ
パプアニューギニア
ベトナム
ペルー
ロシア連邦

ベネズエラ
イラン
ナイジェリア
赤道ギニア

O
オ ペ ッ ク

PEC（13か国）

アンゴラ
ガボン
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

O
オ ア ペ ッ ク

APEC（10か国）

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

中華人民共和国
ロシア連邦
カザフスタン
ウズベキスタン

上
シャン

海
ハイ

協力機構（8か国）

タジキスタン
キルギス
インド
パキスタン

独立国・国際機関の加盟国は2022年9月現在

世 界 の 現 状

R
アールセップ

CEP協定（15か国）

A
ア セ ア ン

SEAN（10か国）

TPP11協定（11か国）

インドネシア ラオス
カンボジア フィリピン
タイ ミャンマー

シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム マレーシア

日本 オーストラリア
ニュージーランド

カナダ ペルー
チリ メキシコ

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

一人あたりGNI（ドル）
■13206以上（高所得国）
■4256～13205（中所得国・上位）
■1086～4255（中所得国・下位）
■1085以下（低所得国）
■データなし
調査年 2021年 
（世界銀行“World Development Indicators”）

国名　国連加盟国
国名　国連非加盟の独立国
〔　〕は属領を表す
■は200海里水域

カナダ

アメリカ合衆国

メキシコ

エクアドル

バハマ

キューバ

ジャマイカ

ハイチ

ベネズエラ
コロンビア

ガイアナ スリナム

ブラジルペルー

チリ

アルゼンチン

ウルグアイ

パラグアイ

ボリビア

セントルシア
グレナダ

ギアナ〔フ〕

ドミニカ
バルバドス

トリニダード・トバゴ

セントビンセント・
グレナディーン諸島

ドミニカ共和国

グリーンランド
〔デ〕

アイスランド
デンマーク

イギリス
アイルランド

モロッコ

（西サハラ）

モーリタニア

ガンビア
ギニアビサウ
ギニア
シエラレオネ
リベリア

コートジボワール

カーボベルデ

アルジェリア
チュニジア

リビア エジプト

マリ ニジェール
チャド スーダン

南スーダンナイジェリア
中央アフリカ

サウジアラビア

カメルーン
コンゴ共和国
コンゴ
民主共和国

ジンバブエ

モザンビーク

タンザニア

ケニア

ソマリア
ウガンダ
ルワンダ
ブルンジ セーシェル

コモロ
マラウイ

マダガスカル

エチオピア

イエメン
エリトリア
ジブチ

オマーン

カタール

イラン
パキスタン

アフガニスタン

インド

スリランカ
モルディブ

トルコ

ロシア連邦ポーランド
ハンガリー
ルーマニア

アルバニア
ブルガリア

スロバキア
チェコ

オーストリア

ドイツ

フィンランド

ノルウェー
スウェーデン

フランス

スイス

イタリア

カザフスタン モンゴル

中華人民共和国

（台湾）

フィリピン

たいわん

ベトナムバングラデシュ
ラオス

ミャンマー

ブータンネパール

タイ

カンボジア

ブルネイ・ダルサラームマレーシア

マーシャル諸島
ミクロネシア連邦

パラオ

キリバス
ナウル

サモア

フィジー

ツバル

バヌアツ

トンガ
ニューカレドニア
〔フ〕

シンガポール

インドネシア

東ティモール

オーストラリア

ニュージーランド

パプアニューギニア
ソロモン諸島

日本

朝鮮民主主義
人民共和国

大韓民国

イラク
クウェート
バーレーンヨルダン

シリアキプロス
イスラエル

レバノン
ギリシャ　

マルタ

5 671
4
3
2

8

11
12
1314

15
16

17
1819 21

20 23
22

109

アラブ首長国連邦

アンゴラ
ザンビア

ボツワナ
ナミビア

南アフリカ共和国

エスワティニ
レソト

モーリシャス

ブルキナファソ

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ポルトガル
スペイン
アンドラ

セントクリストファー・ネービス

ベリーズ
グアテマラ
エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

アンティグア・バーブーダ

コソボ

セネガル

ガーナ
トーゴ
ベナン

サントメ・プリンシペ
赤道ギニア

ガボン

ニウエ
クック諸島

1  モナコ
2  リヒテンシュタイン
3  サンマリノ
4  バチカン
5  スロベニア
6  クロアチア

7  ボスニア・ヘルツェゴビナ
8  セルビア
9  モンテネグロ
10  北マケドニア
11  エストニア

12  ラトビア
13  リトアニア
14  ベラルーシ
15  ウクライナ
16  モルドバ

17  ジョージア
18  アルメニア
19  アゼルバイジャン
20  ウズベキスタン
21  トルクメニスタン

22  タジキスタン
23  キルギス

＊ 2020年にN
ナ フ タ
AFTAにかわって米国・メキシコ・

　カナダ協定（USMCA）が発足した

アメリカ合衆国　カナダ　メキシコ

USMCA（3か国）＊

アメリカ合衆国 カナダ
アンティグア・バーブーダ ドミニカ
グレナダ コスタリカ
ジャマイカ 
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントクリストファー・ネービス

● メキシコ
 グアテマラ
 ベリーズ
 ホンジュラス
 エルサルバドル
 ニカラグア
● パナマ
 ハイチ
 ドミニカ共和国
 バルバドス
 トリニダード・トバゴ
 バハマ
● キューバ
● チリ

● はラテンアメリカ統合連合（A
ア ラ デ ィ
LADI）加盟国 （13か国）

● ペルー
● コロンビア
● エクアドル
 スリナム
 ガイアナ

米州機構（35か国）

M
メ ル コ ス ー ル

ERCOSUR
（6か国）

● アルゼンチン
● ブラジル
● パラグアイ
● ウルグアイ
● ベネズエラ
● ボリビア

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ
アルバニア

モンテネグロ
北マケドニア

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア
デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ

アイルランド
スウェーデン
オーストリア

マルタ
キプロス

ハンガリー
ポーランド　
スロバキア
スロベニア
エストニア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ルーマニア
クロアチア
フィンランド

N
ナ ト ー

ATO（31か国）

EU（27か国）

E
エ フ タ

FTA（4か国）
スイス
リヒテンシュタイン

ノルウェー
アイスランド

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク
アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ

OECD（38か国）

トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
大韓民国
オーストラリア
ニュージーランド
ハンガリー
チェコ
ポーランド
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

アフリカ地域の全独立国と西サハラ

AU（55か国・地域）

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
トルクメニスタン

CIS（10か国）

タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
大韓民国
シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ

A
エイペック

PEC（21か国・地域）

ブルネイ・ダルサラーム
中華人民共和国
台
たい

湾
わん

香
ホン

港
コン

メキシコ
チリ
パプアニューギニア
ベトナム
ペルー
ロシア連邦

ベネズエラ
イラン
ナイジェリア
赤道ギニア

O
オ ペ ッ ク

PEC（13か国）

アンゴラ
ガボン
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

O
オ ア ペ ッ ク

APEC（10か国）

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

中華人民共和国
ロシア連邦
カザフスタン
ウズベキスタン

上
シャン

海
ハイ

協力機構（8か国）

タジキスタン
キルギス
インド
パキスタン

独立国・国際機関の加盟国は2023年9月現在

世 界 の 現 状

R
アールセップ

CEP協定（15か国）

A
ア セ ア ン

SEAN（10か国）

TPP11協定（CPTPP）（12か国）

インドネシア ラオス
カンボジア フィリピン
タイ ミャンマー

シンガポール ブルネイ・ダルサラーム
ベトナム マレーシア

日本 オーストラリア
ニュージーランド

カナダ ペルー
チリ メキシコ
イギリス

中華人民共和国 大韓民国

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

更新が適切な事実の記載

番号2 番号2

番号2 番号2
番号2

番号3 番号3



別紙様式第 16号別紙

図書の記号・番号

2

政経 701

番
号

訂正箇所
原文 訂正文 訂正理由

ページ 行

5 21 図版 2

　多数決とその限界　　民主政治では，政治的な意思決定は多数決で
行われるのが一般的である。全員一

いっ

致
ち

による決定方式は，一人ひとりが
拒否権をもつことになるので，決定がしづらいなどの弊

へい

害
がい

がある。しか
し，多数決による決定が暴走する場合，たとえば多数意見が少数派の権
利を不当に侵

しん

害
がい

するような場合には，それは「多数者の専制」（ト
A.Tocqueville（1805～59）

ックビル，
J
J.S.Mill（1806～73）
.S.ミル）となり許されない。「多数者の専制」を避けるためにも，民主政
治では性急な決定に走らず，参加者が理由と根拠を示しながらよく話し
合うこと（熟

deliberation
議）が大切である。

　　人種，宗教，言語，階級などを軸
じく

にした超えがたく深い対立・亀
き

裂
れつ

が
ある社会では，少数派は少数派としての地位にとどまり続けるという絶
望から，暴力的な行動にさえ走る可能性がある。これを避けるために，
異質な集団の間の合意と共存に重点をおいた政治のしくみがとられるこ
ともある。スイスなどでは，地域ごとの多様性に対応するために，地域
が自治権をもつ連邦制を採用している。また，この地域では国政レベル
でも，イギリスに代表される多数者支配型民主主義とは対照的に，多様
な言語集団などの間で合意形成を図る多極共存型民主主義がみられる。

₈

7

❸

❹

　民主主義では，人々が参加し，議論を深め，物事について決定
するが，これらのうちのどの側面をとりわけ重視するかによって，
あるべき民主主義についての見解が分かれる。
　多くの人々が参加することを何より重視するのが参加民主主義
論である。参加民主主義の立場からすれば，代表としての政治家
に重大な決定を任せることは民主主義の形

けい

骸
がい

化であり，決定のさ
まざまな局面で一般の人々が参加することが必要である。
　これに対して，さまざまな政治家の間での競争を経て，決定権
をもつ代表を決めることを民主主義の主眼とするのが，競争的民
主主義論である。競争的民主主義の立場からすれば，選挙の結果
が重要であり，人々の政治参加はさほど重視されない。選挙が終
われば，次の選挙までは政治家たちの判断に任せるべきとされる。
　さらに，近年，強く主張されている立場として，熟議民主主義
論がある。これは，人々が考えを深め，議論を活発に行うことを
何よりも重視するものである。こうした立場からすれば，人々が
漫
まん

然
ぜん

と参加しているのでは十分ではなく，議論の質を上げること
が求められる。一方で，競争的民主主義と比べると，政治家間の
競争は中心的な事

こと

柄
がら

ではない。むしろ一般の人々の間の議論が重
視されるのである。
　このように，民主主義をめぐってはさまざまな立場があり，ど
の考え方が適切か，考えてみることに意義がある。

①参加民主主義論，競争的民主主義論，熟議民主主義論それぞれの特徴をまとめてみよう。
②それぞれの民主主義論の長所と短所を具体的に考え，今後私たちがとるべき立場について話し合ってみよう。

これからの民主主義はどうあるべきか

自由民主主義
体制

世界にはさまざまな政治体制があるが，日本
や欧米では政治的な自由が重視され，競争的

な選挙にもとづいて政治が行われる自
liberal democracy
由民主主義体制が採用され

ている。自由民主主義体制は，議院内閣制と大統領制とに大きく
分けられる。
議院内閣制　議院内閣制では，議会を基

き

盤
ばん

として内閣などの
政府が生まれるため，立法権と行政権とは密接な関係にある。こ
のしくみでは，国民が議会の議員を選挙で選び，議会の全議席の
過半数を占める政党または政党集団（与

よ

党
とう

）が内閣を組織し，政権
を担当し，行政権を行使する。政権につかない政党は，野

や

党
とう

とし
て，与党に政策や選挙で挑むことになる。
　一つの政党が内閣をつくるのが単独政権であり，複数の政党に
より内閣をつくるのが連立政権である。連立政権は一般に不安定
であると考えられがちだが，安定した連立政権もみられる。議会
制が有効に機能するためには，政党が過度の離

り

合
ごう

集
しゅう

散
さん

を繰り返さ
ず，一貫性を保つことも必要である。

　イギリスの政治機構　　イギリスは王政（君主
政）であるが，古くから「君

くん

臨
りん

すれども統
とう

治
ち

せず」
といわれるように，国王に実質的な権限はない（立
憲君主政）。政治を実際に担うのは議会であり，「議
院内閣制の母国」とよばれている。イギリスの議
会は，世

せ

襲
しゅう

貴族などの終身議員からなる上
じょう

院
いん

（貴
族院）と国民が選挙で選んだ議員からなる下

か

院
いん

（庶
しょ

民
みん

院）によって構成され，上院に対する下院優位
の原則が確立している。下院で多数を占める政党
の党首が首相になって内閣を組織し，この内閣は
下院の信任があるかぎり存続する。野党は「影の
内閣」（シ

shadow cabinet
ャドー・キャビネット）を組織し，議会で

の論戦を通して次の選挙での政権奪
だっ

還
かん

の準備をす
る。イギリスは小選挙区制

➡p.70
を採用しており，長い間，

保守党と労働党の二大政党の間で頻
ひん

繁
ぱん

な政権交代

A

❶₂

₁

₁イギリス下院の議場　議長か
ら見て右側に与党，左側に野党
が対面して並ぶ。幹部が最前列に
座るほかは，自由に座ることがで
きる。最前列から30cmのところ
に，これ以上踏み込まないよう引
いてあるのが「剣線」(ソード・ラ
イン）で，議会が討議の場である
ことを象

しょう

徴
ちょう

している。

❸連邦制　日本のような単一国家と
異なり，大きな権限をもつ州など
の単位が連合する形で国家を形成
する制度。アメリカ合衆国，ドイ
ツ連邦共和国などが典型である。

❹�多極共存型民主主義　多様な宗教，
言語，人種集団や階級がそれぞれ
に強固に組織され，これらの集団
を背景とする指導者たちが互いの
合意を踏まえながら決定を行って
いく政治の方式のこと。

₂イギリスの政治機構　 イギリスの政治機構では権力分
立の原理をどのように実現しているだろうか。

▶議院内閣制と大統領制にはどのような違いがあるだろうか。
▶旧社会主義圏

けん

や旧植民地諸国ではどのような政治が行われているだろうか。
▶民主政治の諸原理は各国の政治体制にどのように反映されているだろうか。

世界のおもな政治体制5

❶�イギリスの議院内閣制　ウォルポー
ル内閣（1721～42年）が1742年に
下院の支持を失って総辞職したこ
とが起源とされる。

■■₈討論型世論調査による意見の変化（下）と，
討論の様子（上，2012年）　討論型世論調査
は，1回かぎりの世論調査（➡p.74）だけでな
く，情報提供と討論を経たうえで，再度世
論調査を行って意見の変化をみる手法。
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15.4 13.0 15.49.546.7

討論フォーラム参加者に
討論資料を事前送付

●原子力発電の電力量に占める
割合を2030年までにどうするか

討論フォーラム
（285人，2日間）
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小グループ討論
全体会議

アンケート調査
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15%
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20～25%
程度

複数
支持

積極支持
なし

世論調査
（6849人を無作為抽出）

7スイスの言語地図　多民族・多
言語国家であるスイスは，26の州
（カントン）の自治権が大きい。

＊ 内閣は下院による不信任決議が可決された場合のみ解散権を行使することが
可能で，下院は総議員の３分の２の賛成で解散（自主解散）することができる
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　多数決とその限界　　民主政治では，政治的な意思決定は多数決で
行われるのが一般的である。全員一

いっ

致
ち

による決定方式は，一人ひとりが
拒否権をもつことになるので，決定がしづらいなどの弊

へい

害
がい

がある。しか
し，多数決による決定が暴走する場合，たとえば多数意見が少数派の権
利を不当に侵

しん

害
がい

するような場合には，それは「多数者の専制」（ト
A.Tocqueville（1805～59）

ックビル，
J
J.S.Mill（1806～73）
.S.ミル）となり許されない。「多数者の専制」を避けるためにも，民主政
治では性急な決定に走らず，参加者が理由と根拠を示しながらよく話し
合うこと（熟

deliberation
議）が大切である。

　　人種，宗教，言語，階級などを軸
じく

にした超えがたく深い対立・亀
き

裂
れつ

が
ある社会では，少数派は少数派としての地位にとどまり続けるという絶
望から，暴力的な行動にさえ走る可能性がある。これを避けるために，
異質な集団の間の合意と共存に重点をおいた政治のしくみがとられるこ
ともある。スイスなどでは，地域ごとの多様性に対応するために，地域
が自治権をもつ連邦制を採用している。また，この地域では国政レベル
でも，イギリスに代表される多数者支配型民主主義とは対照的に，多様
な言語集団などの間で合意形成を図る多極共存型民主主義がみられる。

8

7

❸

❹

　民主主義では，人々が参加し，議論を深め，物事について決定
するが，これらのうちのどの側面をとりわけ重視するかによって，
あるべき民主主義についての見解が分かれる。
　多くの人々が参加することを何より重視するのが参加民主主義
論である。参加民主主義の立場からすれば，代表としての政治家
に重大な決定を任せることは民主主義の形

けい

骸
がい

化であり，決定のさ
まざまな局面で一般の人々が参加することが必要である。
　これに対して，さまざまな政治家の間での競争を経て，決定権
をもつ代表を決めることを民主主義の主眼とするのが，競争的民
主主義論である。競争的民主主義の立場からすれば，選挙の結果
が重要であり，人々の政治参加はさほど重視されない。選挙が終
われば，次の選挙までは政治家たちの判断に任せるべきとされる。
　さらに，近年，強く主張されている立場として，熟議民主主義
論がある。これは，人々が考えを深め，議論を活発に行うことを
何よりも重視するものである。こうした立場からすれば，人々が
漫
まん

然
ぜん

と参加しているのでは十分ではなく，議論の質を上げること
が求められる。一方で，競争的民主主義と比べると，政治家間の
競争は中心的な事

こと

柄
がら

ではない。むしろ一般の人々の間の議論が重
視されるのである。
　このように，民主主義をめぐってはさまざまな立場があり，ど
の考え方が適切か，考えてみることに意義がある。

①参加民主主義論，競争的民主主義論，熟議民主主義論それぞれの特徴をまとめてみよう。
②それぞれの民主主義論の長所と短所を具体的に考え，今後私たちがとるべき立場について話し合ってみよう。

これからの民主主義はどうあるべきか

自由民主主義
体制

世界にはさまざまな政治体制があるが，日本
や欧米では政治的な自由が重視され，競争的

な選挙にもとづいて政治が行われる自
liberal democracy
由民主主義体制が採用され

ている。自由民主主義体制は，議院内閣制と大統領制とに大きく
分けられる。
議院内閣制　議院内閣制では，議会を基

き

盤
ばん

として内閣などの
政府が生まれるため，立法権と行政権とは密接な関係にある。こ
のしくみでは，国民が議会の議員を選挙で選び，議会の全議席の
過半数を占める政党または政党集団（与

よ

党
とう

）が内閣を組織し，政権
を担当し，行政権を行使する。政権につかない政党は，野

や

党
とう

とし
て，与党に政策や選挙で挑むことになる。
　一つの政党が内閣をつくるのが単独政権であり，複数の政党に
より内閣をつくるのが連立政権である。連立政権は一般に不安定
であると考えられがちだが，安定した連立政権もみられる。議会
制が有効に機能するためには，政党が過度の離

り

合
ごう

集
しゅう

散
さん

を繰り返さ
ず，一貫性を保つことも必要である。

　イギリスの政治機構　　イギリスは王政（君主
政）であるが，古くから「君

くん

臨
りん

すれども統
とう

治
ち

せず」
といわれるように，国王に実質的な権限はない（立
憲君主政）。政治を実際に担うのは議会であり，「議
院内閣制の母国」とよばれている。イギリスの議
会は，世

せ

襲
しゅう

貴族などの終身議員からなる上
じょう

院
いん

（貴
族院）と国民が選挙で選んだ議員からなる下

か

院
いん

（庶
しょ

民
みん

院）によって構成され，上院に対する下院優位
の原則が確立している。下院で多数を占める政党
の党首が首相になって内閣を組織し，この内閣は
下院の信任があるかぎり存続する。野党は「影の
内閣」（シ

shadow cabinet
ャドー・キャビネット）を組織し，議会で

の論戦を通して次の選挙での政権奪
だっ

還
かん

の準備をす
る。イギリスは小選挙区制

➡p.70
を採用しており，長い間，

保守党と労働党の二大政党の間で頻
ひん

繁
ぱん

な政権交代

A

❶2

₁

₁イギリス下院の議場　議長か
ら見て右側に与党，左側に野党
が対面して並ぶ。幹部が最前列に
座るほかは，自由に座ることがで
きる。最前列から30cmのところ
に，これ以上踏み込まないよう引
いてあるのが「剣線」(ソード・ラ
イン）で，議会が討議の場である
ことを象

しょう

徴
ちょう

している。

❸連邦制　日本のような単一国家と
異なり，大きな権限をもつ州など
の単位が連合する形で国家を形成
する制度。アメリカ合衆国，ドイ
ツ連邦共和国などが典型である。
❹�多極共存型民主主義　多様な宗教，
言語，人種集団や階級がそれぞれ
に強固に組織され，これらの集団
を背景とする指導者たちが互いの
合意を踏まえながら決定を行って
いく政治の方式のこと。

2イギリスの政治機構　 イギリスの政治機構では権力分
立の原理をどのように実現しているだろうか。

▶議院内閣制と大統領制にはどのような違いがあるだろうか。
▶旧社会主義圏

けん

や旧植民地諸国ではどのような政治が行われているだろうか。
▶民主政治の諸原理は各国の政治体制にどのように反映されているだろうか。

世界のおもな政治体制5

❶�イギリスの議院内閣制　ウォルポー
ル内閣（1721〜42年）が1742年に
下院の支持を失って総辞職したこ
とが起源とされる。

■■8討論型世論調査による意見の変化（下）と，
討論の様子（上，2012年）　討論型世論調査
は，1回かぎりの世論調査（➡p.74）だけでな
く，情報提供と討論を経たうえで，再度世
論調査を行って意見の変化をみる手法。
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32.6 16.8 13.0 23.9 13.7

18.2 13.3 13.7 13.741.1

15.4 13.0 15.49.546.7

討論フォーラム参加者に
討論資料を事前送付

●原子力発電の電力量に占める
割合を2030年までにどうするか

討論フォーラム
（285人，2日間）

アンケート調査

小グループ討論
全体会議

小グループ討論
全体会議

アンケート調査

ゼロ
15%
程度

20～25%
程度

複数
支持

積極支持
なし

世論調査
（6849人を無作為抽出）

7スイスの言語地図　多民族・多
言語国家であるスイスは，26の州
（カントン）の自治権が大きい。
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更新が適切な事実の記載

6 41
写真 13

タイトル

人権を実現する
ための権利

さまざまな人権が確立されるためには，そ
れを実現するために働きかける権利が認め

られなければならない。憲法は，自らの権利や自由が侵害された
と考える場合，裁判所

➡p.56
で裁判を受ける権利を認めている（第32条）。

また，公務員によって権利の侵害がなされた場合には政府に損害
賠
ばい

償
しょう

を請求する権利（損害賠償請求権
➡判例⑫

，第17条）があり，これに
もとづいて国

1947年
家賠償法が定められている。公共事業などのために

私有財産を収用された場合には，その補償を求めることができる
（損失補償請求権，第29条3項）。さらに，抑留・拘禁された者
が裁判で無罪になった場合には，刑事補償を受ける権利（刑事補
償請求権，第40条）があり，刑

1950年
事補償法が定められている。

　さらに，政治や政策を通して権利の実現を図るための権利とし
て参政権（第15条1項）や請願権（第16条）が認められている。こ
のほか，直接民主制的な制度として憲法改正の際の国民投票

➡p.29
（第

96条1項）や最高裁判所裁判官の国民審査
➡p.60
（第79条2，3項），特

定の地方公共団体にのみ適用される特別法についての住民投票
（第95条）が認められている。

国民の義務
権利を実現するためには，公

おおやけ

の機関を設けた
り，さまざまな政策を実施したりしなければ

ならない。そうした活動を支えるためにも，国民は納税の義務（第
30条）を負う。また，社会権に対応するものとして，子どもに普
通教育を受けさせる義務（第26条2項），勤労の義務（第27条1項）
を負うことが定められている。なお，日本国憲法は明治憲法と異
なり兵

へい

役
えき

の義務は定めていない。

�

⓱

⓱ 請願権　歴史的には専制君主に国
民が政治的意思を表明するための
有力な手段であったが，議会政治
が発達するなかでその意義が減少
してきた。現在では政治に対する
国民の意思表示の権利として，参
政権としての意味合いが強くなっ
ている。なお，請願が議会で採択
されても法的拘束力はなく，また
請願権の行使に年齢や国籍による
制限はない。

ハンセン病患者に対する
強制隔

かく

離
り

を認めた「らい予
防法」(1996年廃止)によっ
て基本的人権を侵害され
たとして元患者などが提訴
し，熊本地裁は国の責任を
認め損害賠償を命じる判決
を下した(2001年)。政府
は控訴を断念して謝罪を行
い，衆参両院での謝罪決議
も採択された。
　その後，元患者の家族も
隔離政策によって差別を受
けたとして提訴し（家族訴
訟），熊本地裁は国の責任
を認めて損害賠償を命じた
(2019年)。

ハンセン病国家
賠償請求訴訟

判例
⓬

　インターネットやスマートフォンの普
ふ

及
きゅう

で，私た
ちはいつでもどこでも情報を取得し，また発信する
ことができるようになった。しかしその半面，私た
ちの行動は把握されやすくなり，私たちの発言が問
題にされる危険性も増している。
　スマートフォンは非常に便利だが，その位置情報
などからは，私たちがいつどこで何をしていたか，
だれと会っていたかなどがわかる可能性がある。こ
れが悪用されれば，私たちのプライバシー（➡p.37）
は損なわれることになる。
　インターネットでの検

けん

索
さく

履歴や，通信販売の購
こう

入
にゅう

履歴なども，個人の関心や嗜
し

好
こう

，経済状態などにつ
いての情報を含む高度にプライベートな情報だが，
こうしたものがデジタルデータとして蓄積されてい
る。それをもとにして，本人の関心に即した情報提
供などがなされ，便利な面もあるが，情報が漏洩す
れば，悪用される恐れもある。
　SNSは，個人間のコミュニケーションを円

えん

滑
かつ

化し，
人と人とのつながりを支えるものとして，もはやな
くてはならないものとなっている。しかし，それは
一部では，根拠のないうわさや中傷を拡散する道具
となり，深刻な被害を生んでいる。マスメディア（➡
p.74）などでは情報発信に裏づけが求められるが，
SNSなどでは裏づけなしでの情報発信が可能である。
そのため，即時の発信が可能になり，かつてであれ
ば埋もれてしまったような情報が表面化することで，
社会的な利益につながることもある。しかし，その
一方で，うその情報（フェイクニュース）を広める危

険性もともなっているのである。また，軽い気持ち
で発信した内容がいつまでも蓄積され，悪い評判が
ついて回るといった事態も起こっている。
　このように，機動的で柔軟な情報通信手段の獲得
によって私たちは新たな自由を得たが，その自由が
過度の監視や排除につながることがないようにしな
ければならない。

便利な情報通信手段の獲得によって得た自由が
過度の監視や排除につながらないようにするにはど
うすべきか，話し合ってみよう。

ネット社会で自由をどう守るか

■�検索履歴を利用し
たターゲット広告の
しくみの例

■�政府が提供する新型
コロナウイルス接触確
認アプリ（2020年）
このアプリでは位置情
報を集めないような設
計がされている。

基本的人権と
「公共の福祉」

人が基本的人権を行使する際に，他人の権利
と衝突した場合には調整が必要になる。そう

した調整の原理として「公共の福祉」がある。憲法は国民の権利や
自由について，「これを濫用してはならないのであつ

（つ）

て，常に公
共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ

（う）

」（第12条）とし，生
命，自由および幸福追求の権利について「公共の福祉に反しない
限り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする」（第
13条）としている。社会全体の利益のためには「公共の福祉」とい
う観点が必要であるが，他方で，これが強調されすぎて個人の権
利主張が不当に制約されるようなことがあってはならない。

土地収用法
（1951年公布，抜粋）
■�

第1条　この法律は，公共の
利益となる事業に必要な
土地等の収用又は使用に
関し，その要件，手

て

続
つづき

及
び効果並びにこれに伴う
損失の補償等について規
定し，公共の利益の増進
と私有財産との調整を図
り，もつ

（っ）

て国土の適正且
か

つ合理的な利用に寄与す
ることを目的とする。

新築 マンション

②検索履歴データ
　の蓄積

①検索エンジンを利用して
　情報を検索

④検索履歴に合った
　広告の表示

データサーバ

③Webページを閲覧
○○

レジデンス
堂々完成

感染症対策と人権
　2020年から新型コロナウイルス感

かん

染
せん

症
しょう

が世界的
な流行をみせ，各国に多大な人的・経済的被害をも
たらした（➡p.233）。そのなかで，日本では感染症対
策として，新型インフルエンザ等対策特別措置法に
もとづく緊急事態宣言が発出された。緊急事態宣言
は，国民の生活や健康に著しく重大な被害を与える
恐れがある感染症が全国的かつ急速にまん延して，
国民生活や国民経済に重大な影響を及ぼす場合に出
され，これにより各都道府県知事は，住民に対して
外出制限を，学校や娯楽施設などに対して施設使用
制限などを要請・指示できるようになる。2021年
2月には，特別措置法の改正により，市町村等の区

域を対象とするまん延防止等重点措置と，営業時間
の短縮や休業の要請に応じない事業者への過

か

料
りょう

が，
また感染症法の改正により，入院を拒否したり入院
先から逃亡したりした感染者への過料が規定された。
　感染症対策として，人と人との接触頻

ひん

度
ど

を減らす
ことは有益である。しかし，基本的人権である移動
の自由や営業の自由などを侵害しないよう，慎重な
適用が必要である。諸外国では，事実上の都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）などの厳しい措置に対して，反対す
るデモなどが行われた。いっぽう日本では，他の地
域からの来訪者や感染者に対する差別的な中傷など
がみられ，問題となった。
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人権を実現する
ための権利

さまざまな人権が確立されるためには，そ
れを実現するために働きかける権利が認め
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➡p.56
で裁判を受ける権利を認めている（第32条）。

また，公務員によって権利の侵害がなされた場合には政府に損害
賠
ばい

償
しょう

を請求する権利（損害賠償請求権
➡判例⑫

，第17条）があり，これに
もとづいて国

1947年
家賠償法が定められている。公共事業などのために

私有財産を収用された場合には，その補償を求めることができる
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1950年
事補償法が定められている。
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➡p.29
（第

96条1項）や最高裁判所裁判官の国民審査
➡p.60
（第79条2，3項），特

定の地方公共団体にのみ適用される特別法についての住民投票
（第95条）が認められている。

国民の義務
権利を実現するためには，公

おおやけ

の機関を設けた
り，さまざまな政策を実施したりしなければ

ならない。そうした活動を支えるためにも，国民は納税の義務（第
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なり兵

へい

役
えき

の義務は定めていない。

11

17
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国民の意思表示の権利として，参
政権としての意味合いが強くなっ
ている。なお，請願が議会で採択
されても法的拘束力はなく，また
請願権の行使に年齢や国籍による
制限はない。

ハンセン病患者に対する
強制隔

かく

離
り

を認めた「らい予
防法」(1996年廃止)によっ
て基本的人権を侵害され
たとして元患者などが提訴
し，熊本地裁は国の責任を
認め損害賠償を命じる判決
を下した(2001年)。政府
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ハンセン病国家
賠償請求訴訟

判例
12
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ふ

及
きゅう
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けん

索
さく
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こう

入
にゅう
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し

好
こう
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化し，
人と人とのつながりを支えるものとして，もはやな
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このアプリでは位置情
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更新が適切な事実の記載

7 
8 

43 図版 2

平和主義の
意義

国の内外に大きな被害をもたらした悲
ひ

惨
さん

な戦
争への反省から，日本国憲法前文は「政府の

行為によつ
（っ）

て再び戦争の惨
さん

禍
か

が起
おこ

ることのないや
（よ

う
う）

にする」とい
う覚悟の上にこの憲法が制定されたとし，日本国民は「恒

こう

久
きゅう

の平
和を念願し」，世界の人々が「平和のうちに生存する権利を有する」
とした。ここには平和的生存権の考えがみられる。これを受けて
憲法第9条

➡判例⑬
は，戦争の放

ほう

棄
き

（1項）とともに，「戦力の不保持」と「交
戦権の否認」（2項）を定めている。

自衛隊と
防衛政策

1950年の朝鮮戦争
➡p.183

の勃
ぼっ

発
ぱつ

をきっかけに，
GHQ
➡p.27

の指令により，警察予備隊
1950年創設

が設けられ
た。独立後

➡p.183
，警察予備隊は保安

1952年創設
隊と改められ，1954年に自衛隊

法の制定により，「我が国の平和と独立を守り，国の安全を保つ」
ため，「我が国を防衛することを主

しゅ

たる任務」として自衛隊がつく
られた。憲法第9条との関係で，自衛隊はその発足以来，「戦力」
にあたるのではないかという違憲論が唱えられてきた。政府は，
日本が主権国家である以上，国家がそれ自体を守る自衛権（個別

₁

❶

❷

的自衛権）は憲法によって否定されないため，
自衛のための「必要最小限度の実力」をもつこ
とは禁止されないという立場をとってきた。
　その後自衛隊は，一連の防衛力整備計画に
よって増強されてきており，日本の防衛費は
世界有数の額に達している。専守防衛が防衛
政策の基本とされているが，行動の範囲や自
衛力の限界をめぐって議論が行われてきた。
　核兵器については「もたず，つくらず，も
ちこませず」という非

1967年表明
核三原則が政府によっ

て宣言されているが，このうち「もちこませず」については，米軍
の活動との関係でさまざまな疑惑が指摘されてきた。2010年に
外務省は，1960年に核持ち込みに関する広い意味での密約が，
また1972年の沖縄復帰時にも，有事の際の核持ち込みに関する
密約が，アメリカと交わされたことを認めた。
　このほかに平和主義に関わる国の方針として，武器などの輸出
を対象国によって禁止または慎重に対処するべきとする武

1967年表明
器輸出

三原則があったが，2014年に防衛装備移転三原則に変更された。

日米安全保障
条約

1951年，日本はサンフランシスコ平和条約
➡p.183

を締
てい

結
けつ

すると同時に日米安全保障条約（安
あん

保
ぽ

条約）を結び，冷戦のなかで米軍の駐
ちゅう

留
りゅう

継続と基地使用を認めた。

4

₂

₃

❸

₂日本の防衛関係費の推移（防衛白書ほか）
  　近年，防衛関係費が増加傾向にあるのはなぜだろうか。

₃おもな国の軍事支出（S
シ プ リ

IPRI資
料）

▶憲法第9条をめぐってどのような意見の対立があるだろうか。
▶国際情勢が変化するなか，日本の安全保障体制はどのように変化してきただろうか。
▶平和主義の下

もと

，今後の日本の安全保障はどうあるべきだろうか。

平和主義3

❶ 平和的生存権　平和の享
きょう

受
じゅ

を新し
い人権としてとらえる見解。長

なが

沼
ぬま

ナイキ基地訴
そ

訟
しょう

第
だい

一
いっ

審
しん

判決と自衛
隊イラク派遣差し止め訴訟名

な

古
ご

屋
や

高裁判決では認められた。
❷自衛隊法制定　同年の日米相互防
衛援助協定（MSA協定）により日本
は自衛力増強の義務を負った。

❸防衛装備移転三原則　国際条約違
反国への輸出禁止，輸出を認める
場合の厳格審査，移転先での適正
管理（第三国への移転等）などの原
則の下で，武器の輸出や共同開発
を認めている。

₁原爆ドーム（広島市）　第二次
世界大戦の死者は，全世界で
5000万人，日本で310万人にの
ぼると推計される。

■砂
すな

川
がわ

事件（1957年起訴)
　米軍立

たち

川
かわ

基地拡張に反対する学生，労働者らが基
地内に入り，日米安全保障条約にもとづく刑事特別
法違反として起訴された。第一審は，在日米軍は戦
力にあたり米軍駐留は違憲と判示し，学生らは無罪。
跳
ちょう

躍
やく

上告で最高裁は統治行為論（➡p.60）により原判決
を破棄差し戻しとした。その後，第一，二審で有罪，
最高裁は上告棄

き

却
きゃく

（1963年）。
■恵

え

庭
にわ

事件（1963年起訴）
騒
そう

音
おん

被害のため演習中止を訴えていた酪農家が，
自衛隊演習場の通信線を切断（1962年）。翌年，自
衛隊法第121条違反として起訴された。第一審は，
通信線は自衛隊法にいう「防衛の用に供

きょう

する物」でな
いとし，被告人は無罪。憲法判断は回避（1967年）。

■長
なが

沼
ぬま

ナイキ基地訴訟（1969年提訴）
　航空自衛隊の地対空ミサイル（ナイキ）基地建設の
ために政府が保安林指定を解除したため，住民が解
除無効を訴えた。第一審は，自衛隊は陸海空軍に該
当し，憲法違反と判示され，住民側が勝訴。第二審
は原判決を取り消し，訴えを却下。統治行為論によ
り自衛隊についての憲法判断を回

かい

避
ひ

した（1976年）。
最高裁も第二審を支持し，上告を棄却（1982年）。
■百

ひゃく

里
り

基地訴訟（1958年提訴）
　航空自衛隊基地建設予定地の土地所有をめぐり，
国と基地反対住民が争い，これに関連して自衛隊の
合憲性・違憲性が争点となった。第一，二，三審と
も自衛隊についての司法判断をせず，国側が勝訴
（1989年〔最高裁〕）。

憲法第９条をめぐる裁判判例
⓭

政府の第9条解釈の変遷 ■4

【1946年 衆議院 吉
よし

田
だ

茂
しげる

首相答弁】　戦争放棄に関する
本案の規定は，直接には自衛権を否定して居

お

りませぬ
が，第9条第2項において一切の軍備と国の交戦権を認
めない結果，自衛権の発動としての戦争も，又交戦権
も放棄したものであります。
【1950年 参議院 吉田茂首相答弁】　警察予備隊の目的
は全く治

ち

安
あん

維
い

持
じ

にある。……従ってそれは軍隊ではない。
【1952年 吉田茂内閣統一見解】　憲法第9条第2項は，
侵
しん

略
りゃく

の目的たると自衛の目的たるとを問わず「戦力」の
保持を禁止している。……「戦力」に至らざる程度の実
力を保持し，これを直接侵略防衛の用に供

きょう

することは
違憲ではない。
【1972年 田

た

中
なか

角
かく

栄
えい

内閣統一見解】 　憲法第9条第2項が
保持を禁じている「戦力」は……自衛のための必要最小
限度をこえるものである。

【1994年 衆議院 村
むら

山
やま

富
とみ

市
いち

首相答弁】　専守防衛に徹し，
自衛のための必要最小限度の実力組織である自衛隊は，
憲法の認めるものであると認識する。
【2014年 安

あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣閣議決定】　我が国と密接な関
係にある他国に対する武力攻撃が発生し，これにより
我が国の存立が脅

おびや

かされ，国民の生命，自由及
およ

び幸福
追求の権利が根底から覆

くつがえ

される明白な危険がある場合
において，これを排

はい

除
じょ

し，我が国の存立を全
まっと

うし，国
民を守るために他に適当な手段がないときに，必要最
小限度の実力を行使することは，……自衛のための措

そ

置
ち

として，憲法上許容されると考えるべきである……。

自衛権について，政府の第９条解釈は1946年と
2014年とでどのような違いがあるだろうか。また，
その変化はなぜ生じたのだろうか。
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平和主義の
意義

国の内外に大きな被害をもたらした悲
ひ

惨
さん

な戦
争への反省から，日本国憲法前文は「政府の

行為によつ
（っ）

て再び戦争の惨
さん

禍
か

が起
おこ

ることのないや
（よ

う
う）

にする」とい
う覚悟の上にこの憲法が制定されたとし，日本国民は「恒

こう

久
きゅう

の平
和を念願し」，世界の人々が「平和のうちに生存する権利を有する」
とした。ここには平和的生存権の考えがみられる。これを受けて
憲法第9条

➡判例⑬
は，戦争の放

ほう

棄
き

（1項）とともに，「戦力の不保持」と「交
戦権の否認」（2項）を定めている。

自衛隊と
防衛政策

1950年の朝鮮戦争
➡p.183

の勃
ぼっ

発
ぱつ

をきっかけに，
GHQ
➡p.27

の指令により，警察予備隊
1950年創設

が設けられ
た。独立後

➡p.183
，警察予備隊は保安

1952年創設
隊と改められ，1954年に自衛隊

法の制定により，「我が国の平和と独立を守り，国の安全を保つ」
ため，「我が国を防衛することを主

しゅ

たる任務」として自衛隊がつく
られた。憲法第9条との関係で，自衛隊はその発足以来，「戦力」
にあたるのではないかという違憲論が唱えられてきた。政府は，
日本が主権国家である以上，国家がそれ自体を守る自衛権（個別

1

❶

❷

的自衛権）は憲法によって否定されないため，
自衛のための「必要最小限度の実力」をもつこ
とは禁止されないという立場をとってきた。
　その後自衛隊は，一連の防衛力整備計画に
よって増強されてきており，日本の防衛費は
世界有数の額に達している。専守防衛が防衛
政策の基本とされているが，行動の範囲や自
衛力の限界をめぐって議論が行われてきた。
　核兵器については「もたず，つくらず，も
ちこませず」という非

1967年表明
核三原則が政府によっ

て宣言されているが，このうち「もちこませず」については，米軍
の活動との関係でさまざまな疑惑が指摘されてきた。2010年に
外務省は，1960年に核持ち込みに関する広い意味での密約が，
また1972年の沖縄復帰時にも，有事の際の核持ち込みに関する
密約が，アメリカと交わされたことを認めた。
　このほかに平和主義に関わる国の方針として，武器などの輸出
を対象国によって禁止または慎重に対処するべきとする武

1967年表明
器輸出

三原則があったが，2014年に防衛装備移転三原則に変更された。

日米安全保障
条約

1951年，日本はサンフランシスコ平和条約
➡p.183

を締
てい

結
けつ

すると同時に日米安全保障条約（安
あん

保
ぽ

条約）を結び，冷戦のなかで米軍の駐
ちゅう

留
りゅう

継続と基地使用を認めた。

4

2

3

❸

2日本の防衛関係費の推移（防衛白書ほか）
  　近年，防衛関係費が増加傾向にあるのはなぜだろうか。

3おもな国の軍事支出（S
シ プ リ

IPRI資
料）

▶憲法第9条をめぐってどのような意見の対立があるだろうか。
▶国際情勢が変化するなか，日本の安全保障体制はどのように変化してきただろうか。
▶平和主義の下

もと

，今後の日本の安全保障はどうあるべきだろうか。

平和主義3

❶ 平和的生存権　平和の享
きょう

受
じゅ

を新し
い人権としてとらえる見解。長

なが

沼
ぬま

ナイキ基地訴
そ

訟
しょう

第
だい

一
いっ

審
しん

判決と自衛
隊イラク派遣差し止め訴訟名

な

古
ご

屋
や

高裁判決では認められた。
❷自衛隊法制定　同年の日米相互防
衛援助協定（MSA協定）により日本
は自衛力増強の義務を負った。
❸防衛装備移転三原則　国際条約違
反国への輸出禁止，輸出を認める
場合の厳格審査，移転先での適正
管理（第三国への移転等）などの原
則の下で，武器の輸出や共同開発
を認めている。

1原爆ドーム（広島市）　第二次
世界大戦の死者は，全世界で
5000万人，日本で310万人にの
ぼると推計される。

■砂
すな

川
がわ

事件（1957年起訴)
　米軍立

たち

川
かわ

基地拡張に反対する学生，労働者らが基
地内に入り，日米安全保障条約にもとづく刑事特別
法違反として起訴された。第一審は，在日米軍は戦
力にあたり米軍駐留は違憲と判示し，学生らは無罪。
跳
ちょう

躍
やく

上告で最高裁は統治行為論（➡p.60）により原判決
を破棄差し戻しとした。その後，第一，二審で有罪，
最高裁は上告棄

き

却
きゃく

（1963年）。
■恵

え

庭
にわ

事件（1963年起訴）
騒
そう

音
おん

被害のため演習中止を訴えていた酪農家が，
自衛隊演習場の通信線を切断（1962年）。翌年，自
衛隊法第121条違反として起訴された。第一審は，
通信線は自衛隊法にいう「防衛の用に供

きょう

する物」でな
いとし，被告人は無罪。憲法判断は回避（1967年）。

■長
なが

沼
ぬま

ナイキ基地訴訟（1969年提訴）
　航空自衛隊の地対空ミサイル（ナイキ）基地建設の
ために政府が保安林指定を解除したため，住民が解
除無効を訴えた。第一審は，自衛隊は陸海空軍に該
当し，憲法違反と判示され，住民側が勝訴。第二審
は原判決を取り消し，訴えを却下。統治行為論によ
り自衛隊についての憲法判断を回

かい

避
ひ

した（1976年）。
最高裁も第二審を支持し，上告を棄却（1982年）。
■百

ひゃく

里
り

基地訴訟（1958年提訴）
　航空自衛隊基地建設予定地の土地所有をめぐり，
国と基地反対住民が争い，これに関連して自衛隊の
合憲性・違憲性が争点となった。第一，二，三審と
も自衛隊についての司法判断をせず，国側が勝訴
（1989年〔最高裁〕）。

憲法第９条をめぐる裁判判例
13

政府の第9条解釈の変遷 ■4

【1946年 衆議院 吉
よし

田
だ

茂
しげる

首相答弁】　戦争放棄に関する
本案の規定は，直接には自衛権を否定して居

お

りませぬ
が，第9条第2項において一切の軍備と国の交戦権を認
めない結果，自衛権の発動としての戦争も，又交戦権
も放棄したものであります。
【1950年 参議院 吉田茂首相答弁】　警察予備隊の目的
は全く治

ち

安
あん

維
い

持
じ

にある。……従ってそれは軍隊ではない。
【1952年 吉田茂内閣統一見解】　憲法第9条第2項は，
侵
しん

略
りゃく

の目的たると自衛の目的たるとを問わず「戦力」の
保持を禁止している。……「戦力」に至らざる程度の実
力を保持し，これを直接侵略防衛の用に供

きょう

することは
違憲ではない。
【1972年 田

た

中
なか

角
かく

栄
えい

内閣統一見解】 　憲法第9条第2項が
保持を禁じている「戦力」は……自衛のための必要最小
限度をこえるものである。

【1994年 衆議院 村
むら

山
やま

富
とみ

市
いち

首相答弁】　専守防衛に徹し，
自衛のための必要最小限度の実力組織である自衛隊は，
憲法の認めるものであると認識する。
【2014年 安

あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣閣議決定】　我が国と密接な関
係にある他国に対する武力攻撃が発生し，これにより
我が国の存立が脅

おびや

かされ，国民の生命，自由及
およ

び幸福
追求の権利が根底から覆

くつがえ

される明白な危険がある場合
において，これを排

はい

除
じょ

し，我が国の存立を全
まっと

うし，国
民を守るために他に適当な手段がないときに，必要最
小限度の実力を行使することは，……自衛のための措

そ

置
ち

として，憲法上許容されると考えるべきである……。

自衛権について，政府の第９条解釈は1946年と
2014年とでどのような違いがあるだろうか。また，
その変化はなぜ生じたのだろうか。
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7 更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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とイギリスがイラクへの攻撃を開始し（イラク戦争
➡p.187
），自衛隊はイ

ラ
2003年
ク復興支援特別措置法にもとづき，2004年にイラクに派遣さ

れた
➡判例⑭
。また，ソマリアなどを拠点とする海

かい

賊
ぞく

が船
せん

舶
ぱく

の航行を妨
ぼう

害
がい

する事件が相
あい

次
つ

いだことに対し，2009年に海賊対処法が制定され，
海上自衛隊が公海上で取り締まりを行えることとなり，2016年
にはPKO協力法改正により，武装勢力に襲

おそ

われた国連や民間
NGO職員，他国軍兵士らへの「駆

か

けつけ警護」が可能となった。
2020年には防衛省設置法にもとづく「調査・研究」目的で海上自
衛隊がオマーン湾などの海域に派遣された。

安全保障関連
法の制定

集団的自衛権とは，同盟関係にある外国に対
する武力攻撃に対して，自国が攻撃されてい

ないにもかかわらず，武力をもってこれを阻
そ

止
し

する権利のことで
ある。政府は1970年代以来，日本にはこの権利はあるが，憲法
の下でその行使は禁止されるとしてきた。しかし2014年，政府
はそれまでの憲法解釈を変更し，集団的自衛権の行使を可能とす
る閣議決定がなされた。これについては，内閣による事実上の憲
法改正（「解釈改憲」）ではないかとの批判もある。2015年には日
米両政府により，世界規模の米軍支援などを内容とする新たなガ
イドラインが合意され，これらを受けて，一連の安

2015年
全保障関連法

が制定された。そこに含まれるものの一つが改正武力攻撃事態対
処法で，日本と密接な関係にある他国への武力攻撃により，①日
本の存立が脅

おびや

かされ，国民の生命・自由・幸福追求の権利が根底

➡p.174�

�

�

➡p.434

�

自衛隊法（自衛隊の活動を規定）

防衛出動

アメリカ軍などへの
後方支援など

平和協力など

● 重要影響事態法

国際緊急援助隊法

○国際平和支援法

テロ対策特別措置法（2001～07年）
新テロ対策特別措置法（2008～10年）

イラク復興支援特別措置法（2003～09年）

●PKO協力法
(国際平和協力法)

有事法制

＊●に船舶検査活動法を加えた10法の改正と○を総称して安全保障関連法という。

●

●

捕虜等取扱法
ほ  りょ とりあつかい

●武力攻撃事態対処法

国民保護法

国際人道法違反処罰法

●

●特定公共施設利用法

●外国軍用品等海上輸送規制法

●国家安全保障会議設置法

日本有事 国際協力

恒久法

特別措置法
えんかつ

米軍等行動円滑化法

�日本の安全保障法制

から覆
くつがえ

される明白な危険がある事態（「存立危機事態」）において，
②国民を守るために他に適当な手段がない場合には，③必要最小
限度の実力行使にとどまる形で（武力行使の新三要件），集団的自
衛権を行使できるとしている。ほかに，自衛隊の海外派遣のため
の新たな恒久法である国際平和支援法，周辺事態法を改正して「周
辺事態」を「我が国周辺の地域」に限定しない「重要影響事態」へと
変更した重要影響事態法などがある。この安全保障関連法に対し
ては，憲法第9条で認められる自衛の範囲を超えており，違憲で
あるとの指摘もある。

平和に向けた
課題

平和を実現するには，紛争を未然に防ぐため，
信頼醸

じょう

成
せい

に向けた外交努力が何よりも必要で
ある。平和憲法は国際平和の実現をめざす活発な外交的努力を求
めている。
　かつての軍部が「統

とう

帥
すい

権の独立
➡p.26
」を振りかざして政治の意向を無

視した行動をとったとの反省から，自衛隊は，文民（軍人でない人）
で構成される内閣（憲法第66条2項）によってコントロールされ
ている。また，国会が自衛隊の定員や予算，組織などについて決
定を行うことなども，文民が軍事的組織を統制する文民統制（シ
ビ
civilian control
リアン・コントロール）のしくみである。2013年に内閣に設

けられた国家安全保障会議（日本版N
National Security Council
SC）は，安全保障上の重要

事項を決定する権限が首相，外務大臣，防衛大臣，官房長官に集
中し，また，事務局に現役の自衛官が入るため，情報の透明性や，
文民統制の観点からの問題点が指摘されている。2015年には，
防衛省内で文官が自衛官に優位するしくみを見直し，両者を対等
とする，防衛省設置法の改正が行われた。
　外交力を高めながら，近

きん

隣
りん

諸国との関係を改善していくことが，
今後の日本の課題である。

❺

�

�安全保障関連法に反対する国
会前デモ（2015年）

個別的自衛権

集団的自衛権

同盟関係

③反撃に
協力・参加

②反撃
①攻撃

②反撃

①攻撃

❺ 武力行使の新三要件　2014年閣
議決定。なお旧三要件では，①は
「我が国に対する急

きゅう

迫
はく

不正の侵
しん

害
がい

がある」こととされており，集団
的自衛権は想定されていなかった。

�個別的自衛権と集団的自衛権
集団的自衛権の行使にはどの

ようなメリット・デメリットが
あるだろうか。

　2004年に自衛隊がイラクに派遣されると，
その合憲性を争う訴訟が各地で起こされた。名
古屋での訴訟では，イラク派遣は憲法第9条に
違反し，平和的生存権を侵害するとして賠

ばい

償
しょう

と
派遣差し止めが請求されたが，地裁では原告
敗訴。高裁では，平和的生存権の具体的権利
性を認め，この権利にもとづき裁判所へ救

きゅう

済
さい

を
求めることができるとしたうえで，多国籍軍の
武装兵員を輸送する自衛隊の活動は他国によ
る武力行使と一体化した行動であり，イラク復
興支援特別措置法および憲法第9条1項に違反
すると判断したが，平和的生存権の侵害は認め
ず，賠償・差し止め請求については棄却した。

自衛隊イラク派遣差し止め訴訟判例
⓮

節のまとめ

日本国憲法は現在の日本においてどのような役割を果たしているだろうか。近年の
「新しい人権」や安全保障などをめぐる議論も踏まえて，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  日本国憲法の成立にはどのような意義があったか，話し合ってみよう。
•   「新しい人権」の主張や安全保障体制の変化の背景にある，日本や世界の変化についてまとめて
みよう。

2
�日本の防衛関係の動き

1947 日本国憲法施行
1950 朝鮮戦争勃

ぼっ

発
ぱつ

警察予備隊設置（52年保安
隊設置）

1951 サンフランシスコ平和条約
調印
日米安全保障条約調印

1954 MSA協定締結
自衛隊発足，防衛庁設置
（2007年防衛省に改組）

1960 日米相互協力及び安全保障
条約（新安保条約）調印

1971「非核三原則」国会決議
1972 沖縄復帰
1978「日米防衛協力のための指

針（ガイドライン）」策定
1992 PKO協力法制定

自衛隊カンボジアPKO派遣
1997 新ガイドライン策定
1999 ガイドライン関連法制定
2001 テロ対策特別措置法制定
2003 有事法制関連3法制定

イラク復興支援特別措置法
制定

2004 自衛隊イラク派遣
有事法制関連7法制定

2006 日米，在日米軍再編合意
2007 防衛庁が防衛省に昇格
2008 新テロ対策特別措置法制定

宇宙基本法制定
2009 海賊対処法制定

ソマリア沖に自衛隊派遣
2013 国家安全保障会議設置
2014 集団的自衛権の行使容認を

閣議決定
2015 新ガイドライン策定

安全保障関連法制定
2020 オマーン湾などに自衛隊派遣
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とイギリスがイラクへの攻撃を開始し（イラク戦争
➡p.187
），自衛隊はイ

ラ
2003年
ク復興支援特別措置法にもとづき，2004年にイラクに派遣さ

れた
➡判例⑭
。また，ソマリアなどを拠点とする海

かい

賊
ぞく

が船
せん

舶
ぱく

の航行を妨
ぼう

害
がい

する事件が相
あい

次
つ

いだことに対し，2009年に海賊対処法が制定され，
海上自衛隊が公海上で取り締まりを行えることとなり，2016年
にはPKO協力法改正により，武装勢力に襲

おそ

われた国連や民間
NGO職員，他国軍兵士らへの「駆

か

けつけ警護」が可能となった。
2020年には防衛省設置法にもとづく「調査・研究」目的で海上自
衛隊がオマーン湾などの海域に派遣された。

安全保障関連
法の制定

集団的自衛権とは，同盟関係にある外国に対
する武力攻撃に対して，自国が攻撃されてい

ないにもかかわらず，武力をもってこれを阻
そ

止
し

する権利のことで
ある。政府は1970年代以来，日本にはこの権利はあるが，憲法
の下でその行使は禁止されるとしてきた。しかし2014年，政府
はそれまでの憲法解釈を変更し，集団的自衛権の行使を可能とす
る閣議決定がなされた。これについては，内閣による事実上の憲
法改正（「解釈改憲」）ではないかとの批判もある。2015年には日
米両政府により，世界規模の米軍支援などを内容とする新たなガ
イドラインが合意され，これらを受けて，一連の安

2015年
全保障関連法

が制定された。そこに含まれるものの一つが改正武力攻撃事態対
処法で，日本と密接な関係にある他国への武力攻撃により，①日
本の存立が脅

おびや

かされ，国民の生命・自由・幸福追求の権利が根底

➡p.1742

16

13

➡p.434

15

自衛隊法（自衛隊の活動を規定）

防衛出動

アメリカ軍などへの
後方支援など

平和協力など

● 重要影響事態法

国際緊急援助隊法

○国際平和支援法

テロ対策特別措置法（2001～07年）
新テロ対策特別措置法（2008～10年）

イラク復興支援特別措置法（2003～09年）

●PKO協力法
(国際平和協力法)

有事法制

＊●に船舶検査活動法を加えた10法の改正と○を総称して安全保障関連法という。

●

●

捕虜等取扱法
ほ  りょ とりあつかい

●武力攻撃事態対処法

国民保護法

国際人道法違反処罰法

●

●特定公共施設利用法

●外国軍用品等海上輸送規制法

●国家安全保障会議設置法

日本有事 国際協力

恒久法

特別措置法
えんかつ

米軍等行動円滑化法

15日本の安全保障法制

から覆
くつがえ

される明白な危険がある事態（「存立危機事態」）において，
②国民を守るために他に適当な手段がない場合には，③必要最小
限度の実力行使にとどまる形で（武力行使の新三要件），集団的自
衛権を行使できるとしている。ほかに，自衛隊の海外派遣のため
の新たな恒久法である国際平和支援法，周辺事態法を改正して「周
辺事態」を「我が国周辺の地域」に限定しない「重要影響事態」へと
変更した重要影響事態法などがある。この安全保障関連法に対し
ては，憲法第9条で認められる自衛の範囲を超えており，違憲で
あるとの指摘もある。

平和に向けた
課題

平和を実現するには，紛争を未然に防ぐため，
信頼醸

じょう

成
せい

に向けた外交努力が何よりも必要で
ある。平和憲法は国際平和の実現をめざす活発な外交的努力を求
めている。
　かつての軍部が「統

とう

帥
すい

権の独立
➡p.26
」を振りかざして政治の意向を無

視した行動をとったとの反省から，自衛隊は，文民（軍人でない人）
で構成される内閣（憲法第66条2項）によってコントロールされ
ている。また，国会が自衛隊の定員や予算，組織などについて決
定を行うことなども，文民が軍事的組織を統制する文民統制（シ
ビ
civilian control
リアン・コントロール）のしくみである。2013年に内閣に設

けられた国家安全保障会議（日本版N
National Security Council
SC）は，安全保障上の重要

事項を決定する権限が首相，外務大臣，防衛大臣，官房長官に集
中し，また，事務局に現役の自衛官が入るため，情報の透明性や，
文民統制の観点からの問題点が指摘されている。2015年には，
防衛省内で文官が自衛官に優位するしくみを見直し，両者を対等
とする，防衛省設置法の改正が行われた。
　外交力を高めながら，近

きん

隣
りん

諸国との関係を改善していくことが，
今後の日本の課題である。

❺

14

14安全保障関連法に反対する国
会前デモ（2015年）

個別的自衛権

集団的自衛権

同盟関係

③反撃に
協力・参加

②反撃
①攻撃

②反撃

①攻撃

❺ 武力行使の新三要件　2014年閣
議決定。なお旧三要件では，①は
「我が国に対する急

きゅう

迫
はく

不正の侵
しん

害
がい

がある」こととされており，集団
的自衛権は想定されていなかった。

13個別的自衛権と集団的自衛権
集団的自衛権の行使にはどの

ようなメリット・デメリットが
あるだろうか。

　2004年に自衛隊がイラクに派遣されると，
その合憲性を争う訴訟が各地で起こされた。名
古屋での訴訟では，イラク派遣は憲法第9条に
違反し，平和的生存権を侵害するとして賠

ばい

償
しょう

と
派遣差し止めが請求されたが，地裁では原告
敗訴。高裁では，平和的生存権の具体的権利
性を認め，この権利にもとづき裁判所へ救

きゅう

済
さい

を
求めることができるとしたうえで，多国籍軍の
武装兵員を輸送する自衛隊の活動は他国によ
る武力行使と一体化した行動であり，イラク復
興支援特別措置法および憲法第9条1項に違反
すると判断したが，平和的生存権の侵害は認め
ず，賠償・差し止め請求については棄却した。

自衛隊イラク派遣差し止め訴訟判例
14

節のまとめ

日本国憲法は現在の日本においてどのような役割を果たしているだろうか。近年の
「新しい人権」や安全保障などをめぐる議論も踏まえて，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  日本国憲法の成立にはどのような意義があったか，話し合ってみよう。
•   「新しい人権」の主張や安全保障体制の変化の背景にある，日本や世界の変化についてまとめて
みよう。

2
16日本の防衛関係の動き

1947 日本国憲法施行
1950 朝鮮戦争勃

ぼっ

発
ぱつ

警察予備隊設置（52年保安
隊設置）

1951 サンフランシスコ平和条約調印
日米安全保障条約調印

1954 MSA協定締結
自衛隊発足，防衛庁設置

1960 日米相互協力及び安全保障
条約（新安保条約）調印

1971「非核三原則」国会決議
1972 沖縄復帰
1978「日米防衛協力のための指

針（ガイドライン）」策定
1992 PKO協力法制定

自衛隊カンボジアPKO派遣
1997 新ガイドライン策定
1999 ガイドライン関連法制定
2001 テロ対策特別措置法制定
2003 有事法制関連3法制定

イラク復興支援特別措置法制定
2004 自衛隊イラク派遣

有事法制関連7法制定
2006 日米，在日米軍再編合意
2007 防衛庁が防衛省に昇格
2008 新テロ対策特別措置法制定

宇宙基本法制定
2009 海賊対処法制定

ソマリア沖に自衛隊派遣
2013 国家安全保障会議設置
2014 集団的自衛権の行使容認を

閣議決定
2015 新ガイドライン策定

安全保障関連法制定
2020 オマーン湾などに自衛隊派遣
2022 安全保障3文書（国家安全保

障戦略，国家防衛戦略，防衛
力整備計画）改定
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更新が適切な事実の記載
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番
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₁首相官邸（東京都千
ち

代
よ

田
だ

区）

▶内閣はどのような権限をもっているだろうか。
▶内閣と国会はどのような関係にあるだろうか。
▶今

こん

日
にち

の日本の行政にはどのような課題があり，それをどのように解決すべきだろうか。

内閣と行政2 化された点にある。内閣総理大臣は内閣の首長（第66条1項）と
して，他の国務大臣を任命・罷

ひ

免
めん

する権限をもち（第68条1，2項），
それによって閣内の一

いっ

致
ち

を保ち，国会に対して内閣を代表して一
般国務や外交について報告をする職務がある（第72条）。内閣の
活動は，内閣総理大臣と国務大臣とが参加する閣議の決定による
が，閣議を主

しゅ

宰
さい

するのも内閣総理大臣である。閣議での決定は全
会一致で行われる。内閣の内部調整や国会との調整，さらには内
閣の公式見解を発表する役割を担う国務大臣として，内閣官房長
官がいる。また，各省には国務大臣のほかに内閣が任免する副大
臣や大臣政務官がおかれている（これらを政務三役という）。

内閣の機能
内閣は行政権をもち，一般行政事務を担当す
るほか，法律を実際に執行する。予算を編成

して国会に提出するだけでなく，外交関係を処理し，恩
おん

赦
しゃ

を決定
し，天皇の国事行為に対して助言と承認を行う（第3，7条）。また，
内閣は国会に法律案を提出することができる。そして行政を行う
ために，法律の範囲内で政令を定める権限が与えられている（第
73条）。内閣は裁判所との関係で，最高裁判所長官を指名し，最
高裁判所のその他の裁判官を任命し，最高裁判所の提出する名簿
に従って下級裁判所の裁判官を任命する権限をもってい

➡p.57
る。

　内閣総理大臣は行政各部を指
し

揮
き

監
かん

督
とく

する権限をもつが（第72条），
実際に行政事務を行うためには膨

ぼう

大
だい

な数の公務員からなる行政機
構が必要になる。府，省，庁，委員会といった機関がそれで，こ
れらは国務大臣を長とするのが一般的である。2001年には中央
省
1998年制定
庁等改革基本法にもとづき，1府22省庁から1府12省庁体制

❹

4

❺

❻

➡p.495

56

内閣と国会との
関係

法律にもとづいて実際に政策を実施するこ
とを行政という。国政において行政は内閣

を中心として行われる。内閣の長である内閣総理大臣（首相）は国
会議員のなかから国会が指名する（第67条1項）。日本国憲法は，
国務大臣の過半数が国会議員でなければならないこと（第68条1
項），シ

civilian control
ビリアン・コントロー

➡p.47
ルの観点から内閣総理大臣および

国務大臣は文民でなければならないこと（第66条2項），内閣は
連帯して国会に対して責任を負い（同3項），衆議院が内閣不信任
決議案を可決した場合には，内閣は10日以内に衆議院の解散を
しないかぎり，総辞職しなければならないこと（第69条）を定め
ている。国務大臣の人数は原則として14人以内と内閣法で定め
られている。なお，不信任案可決の場合以外に，首相の意思で内
閣の決定にもとづき解散が行われることが多いが，これは憲法第
7条（天皇の国事行為）が根

こん

拠
きょ

とされる（7条解散）。そして，解散
から40日以内に衆議院議員総選挙が行われ，選挙から30日以内
に特別会が召集され（第54条1項），その際，内閣は総辞職し（第
70条），新たに内閣総理大臣の指名が行われる。

内閣総理大臣と
大臣との関係

明治憲
➡p.26
法との大きな違いは，内閣総理大臣

の，他の国務大臣に対する権限が非常に強

❶

₁

₂

❷

❸

₃

❶ 内閣　内閣総理大臣とその他の国
務大臣からなる合議体。1999年に
成立した改正内閣法により内閣総
理大臣が発議権をもつことが明確
化され，2001年には総合調整機能
をもつ内閣府が設置されるなど，
内閣機能の強化が進んだ。
❷ 国務大臣の人数　ただし特別に必
要な場合には17人まで増やすこ
とができる。さらに，復興担当と
大阪・関西万国博覧会担当の，二
人の枠

わく

が設けられている。
❸7条解散　日本国憲法の下

もと

で行わ
れた衆議院解散のうち，憲法第
69条によるものは4回であり，
それ以外は7条解散である。なお，
任期満了にともなう衆議院議員
総選挙は，1976年の1回のみで
ある（2022年9月現在）。

解散（7・69）

連帯責任（66-③）

緊急集会要求
（54-②）

臨時会召集
（53）

総理大臣指名
（67）

不信任決議
（69）

＊（  ）内は日本国憲法の条項天 皇
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しょう   りかん        り

国  会 裁判所内  閣
内閣総理大臣

国務大臣（原則14名以内）

（65・73）

天皇の国事行為についての助言・承認（3・7）
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）
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の
解
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内閣が解散を
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内閣不信任案の
可決または
内閣信任案の
否決（69）

内閣総理大臣が
欠けたとき(70)
内閣が自ら
総辞職を決定

衆議院議員の
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以
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＊（  ）内は日本国憲法の条項

‐

‐

‐

₂内閣の権限と国会・裁判所との関係
₃衆議院解散後の流れ　　  衆議院の解散または総辞職に
ついて，内閣はどのようなことを考えて判断するのだろうか。

❹ 閣内の一致　明治憲法は第55条
で各国務大臣が天皇を輔

ほ

弼
ひつ

すると
した。内閣総理大臣は他の国務大
臣と対等の地位（同

どう

輩
はい

中の首席）で
その任免権がなく，閣内の不一致
がしばしば総辞職につながった。

❺ 副大臣，大臣政務官　ともに大臣
を補佐する役職で、1999年制定
の国会審

しん

議
ぎ

活性化法（➡p.51）に
より設けられた。かつての政務次
官にかわるものであり，国会議員
を選ぶのが慣例である。

❻恩赦　行政権によって公訴権を消
滅させたり，刑の全部または一部
を消滅させたりすること。

6日本の行政機構　復興庁は，東日本大震災からの復興を担っており，2031年3月を設置期限としている。

5中央官庁街（東京都千代田区）

4閣議

公
正
取
引
委
員
会

個
人
情
報
保
護
委
員
会（
16
年
）

カ
ジ
ノ
管
理
委
員
会（
20
年
）

金
融
庁

警
察
庁

国
家
公
安
委
員
会

消
費
者
庁（
09
年
）

こ
ど
も
家
庭
庁（
23
年
予
定
）

会計検査院

内閣法制局
国家安全保障会議（13年）
人事院

（12年）
内
閣
官
房

復興庁

（21年）
デジタル庁

財務省

国
税
庁

経済
産業省

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

特
許
庁

中
小
企
業
庁

国土
交通省

観
光
庁（
08
年
）

気
象
庁

運
輸
安
全
委
員
会

（
08
年
）

海
上
保
安
庁

農林
水産省

林
野
庁

水
産
庁

総務省

消
防
庁

公
害
等
調
整
委
員
会

国会
内閣

厚生
労働省

中
央
労
働
委
員
会

環境省

原
子
力
規
制
委
員
会

（
12
年
）

防衛省

防
衛
装
備
庁（
15
年
）

裁判所

責任者は国務大臣
＊（  ）内は2001年の中央省庁再編よりあとに設置された組織の設置年

沖縄および北方対策担当
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₁首相官邸（東京都千
ち

代
よ

田
だ

区）

▶内閣はどのような権限をもっているだろうか。
▶内閣と国会はどのような関係にあるだろうか。
▶今

こん

日
にち

の日本の行政にはどのような課題があり，それをどのように解決すべきだろうか。

内閣と行政2 化された点にある。内閣総理大臣は内閣の首長（第66条1項）と
して，他の国務大臣を任命・罷

ひ

免
めん

する権限をもち（第68条1，2項），
それによって閣内の一

いっ

致
ち

を保ち，国会に対して内閣を代表して一
般国務や外交について報告をする職務がある（第72条）。内閣の
活動は，内閣総理大臣と国務大臣とが参加する閣議の決定による
が，閣議を主

しゅ

宰
さい

するのも内閣総理大臣である。閣議での決定は全
会一致で行われる。内閣の内部調整や国会との調整，さらには内
閣の公式見解を発表する役割を担う国務大臣として，内閣官房長
官がいる。また，各省には国務大臣のほかに内閣が任免する副大
臣や大臣政務官がおかれている（これらを政務三役という）。

内閣の機能
内閣は行政権をもち，一般行政事務を担当す
るほか，法律を実際に執行する。予算を編成

して国会に提出するだけでなく，外交関係を処理し，恩
おん

赦
しゃ

を決定
し，天皇の国事行為に対して助言と承認を行う（第3，7条）。また，
内閣は国会に法律案を提出することができる。そして行政を行う
ために，法律の範囲内で政令を定める権限が与えられている（第
73条）。内閣は裁判所との関係で，最高裁判所長官を指名し，最
高裁判所のその他の裁判官を任命し，最高裁判所の提出する名簿
に従って下級裁判所の裁判官を任命する権限をもってい

➡p.57
る。

　内閣総理大臣は行政各部を指
し

揮
き

監
かん

督
とく

する権限をもつが（第72条），
実際に行政事務を行うためには膨

ぼう

大
だい

な数の公務員からなる行政機
構が必要になる。府，省，庁，委員会といった機関がそれで，こ
れらは国務大臣を長とするのが一般的である。2001年には中央
省
1998年制定
庁等改革基本法にもとづき，1府22省庁から1府12省庁体制

❹

₄

❺

❻

➡p.49₅

₅₆

内閣と国会との
関係

法律にもとづいて実際に政策を実施するこ
とを行政という。国政において行政は内閣

を中心として行われる。内閣の長である内閣総理大臣（首相）は国
会議員のなかから国会が指名する（第67条1項）。日本国憲法は，
国務大臣の過半数が国会議員でなければならないこと（第68条1
項），シ

civilian control
ビリアン・コントロー

➡p.47
ルの観点から内閣総理大臣および

国務大臣は文民でなければならないこと（第66条2項），内閣は
連帯して国会に対して責任を負い（同3項），衆議院が内閣不信任
決議案を可決した場合には，内閣は10日以内に衆議院の解散を
しないかぎり，総辞職しなければならないこと（第69条）を定め
ている。国務大臣の人数は原則として14人以内と内閣法で定め
られている。なお，不信任案可決の場合以外に，首相の意思で内
閣の決定にもとづき解散が行われることが多いが，これは憲法第
7条（天皇の国事行為）が根

こん

拠
きょ

とされる（7条解散）。そして，解散
から40日以内に衆議院議員総選挙が行われ，選挙から30日以内
に特別会が召集され（第54条1項），その際，内閣は総辞職し（第
70条），新たに内閣総理大臣の指名が行われる。

内閣総理大臣と
大臣との関係

明治憲
➡p.26
法との大きな違いは，内閣総理大臣

の，他の国務大臣に対する権限が非常に強

❶

₁

₂

❷

❸

3

❶�内閣　内閣総理大臣とその他の国
務大臣からなる合議体。1999年に
成立した改正内閣法により内閣総
理大臣が発議権をもつことが明確
化され，2001年には総合調整機能
をもつ内閣府が設置されるなど，
内閣機能の強化が進んだ。
❷�国務大臣の人数　ただし特別に必
要な場合には17人まで増やすこ
とができる。さらに，復興担当と
大阪・関西万国博覧会担当の，二
人の枠

わく

が設けられている。
❸7条解散　日本国憲法の下

もと

で行わ
れた衆議院解散のうち，憲法第
69条によるものは4回であり，
それ以外は7条解散である。なお，
任期満了にともなう衆議院議員
総選挙は，1976年の1回のみで
ある（2022年9月現在）。

解散（7・69）

連帯責任（66-③）

緊急集会要求
（54-②）

臨時会召集
（53）

総理大臣指名
（67）

不信任決議
（69）

＊（  ）内は日本国憲法の条項天 皇

参
議
院

最
高
裁
判
所

下
級
裁
判
所

裁判官任命
（79-①）

裁判官任命
（80-①）

命令・規則・処分
の違憲審査（81-①）

長官指名（6-②）
・一般行政事務
・法律の執行
・国務の総理
・外交関係の処理
・条約の締結
・官吏事務の掌理
・予算の作成および
  国会への提出
・政令の制定
・恩赦の決定

任命・罷免

しょう   りかん         り

国  会 裁判所内  閣
内閣総理大臣

国務大臣（原則14名以内）

（65・73）

天皇の国事行為についての助言・承認（3・7）
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・
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）
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員
総
選
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 ①
）

‐
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の
解
散

内閣が解散を
決定（7）

内閣不信任案の
可決または
内閣信任案の
否決（69）

内閣総理大臣が
欠けたとき(70)
内閣が自ら
総辞職を決定

衆議院議員の
任期満了
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30日以内
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日
以
内

40
日
以
内

30
日
以
内

＊（  ）内は日本国憲法の条項

‐

‐

‐

₂内閣の権限と国会・裁判所との関係
3衆議院解散後の流れ　　��衆議院の解散または総辞職に
ついて，内閣はどのようなことを考えて判断するのだろうか。

❹�閣内の一致　明治憲法は第55条
で各国務大臣が天皇を輔

ほ

弼
ひつ

すると
した。内閣総理大臣は他の国務大
臣と対等の地位（同

どう

輩
はい

中の首席）で
その任免権がなく，閣内の不一致
がしばしば総辞職につながった。

❺�副大臣，大臣政務官　ともに大臣
を補佐する役職で、1999年制定
の国会審

しん

議
ぎ

活性化法（➡p.51）に
より設けられた。かつての政務次
官にかわるものであり，国会議員
を選ぶのが慣例である。

❻恩赦　行政権によって公訴権を消
滅させたり，刑の全部または一部
を消滅させたりすること。

₆日本の行政機構　復興庁は，東日本大震災からの復興を担っており，2031年3月を設置期限としている。
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＊（  ）内は2001年の中央省庁再編よりあとに設置された組織の設置年

沖縄および北方対策担当
消費者および食品安全担当 少子化対策担当　

金融担当
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●男女共同参画会議 など
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更新が適切な事実の記載
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へと省庁の再編が行われた。このなか
には，行政事務を行うものがある一方
で，内閣府のように一段高い立場から
主
しゅ

として行政活動の調整を行う機関も
あり，さらに，行政委員会のように内
閣から独立した合議制の機関もある。
また，内閣総理大臣は，重要政策につ
いて助言する内閣総理大臣補佐官（首
相補佐官）を任命することもできる。
　内閣は政策全体を方向づけて行政機

❼

なかで官僚制がしだいに強化され，国民の行動を許
きょ

認
にん

可
か

権によっ
てすみずみまで規制する行政国家化が進んだ。そして，諸省庁の
権限と業界団体の利益が深く絡

から

み合い，退職した官僚が企業・業
界団体などへと再就職する「天

あま

下
くだ

り」が常態となった。さらに，そ
こに政治家が「族

ぞく

議
➡p.67
員」として関

かん

与
よ

することで政・官・業（政治家・
官僚・業界団体）の癒

ゆ

着
ちゃく

が生まれ，さまざまな腐
ふ

敗
はい

や不透明な関
係が生じたのである。これに対して行政改革の必要性が叫ばれ，
行
1993年
政手

て

続
つづき

法や情
1999年
報公開

➡p.38
法が制定された。また，公務員の規律を正

すために国
1999年
家公務員倫理法が制定され，官僚が関係業者から贈与・

接待を受けた場合の報告義務が定められた。
　近年，行政国家化に歯止めをかけ，より効率的な「小さな政府

➡p.85
」

を実現すべきだとの主張が強まっている。また，公共性はあるが
国が実施する必要のない事務・事業を行う独立行政法人も設けら
れた。いっそうの地方分権化，省庁間のセクショナリズム（なわ
張り争い）や「縦割り行政」の見直しなども課題である。
　1990年代以来の政治改革では，強力な官僚制を選挙によって
選ばれた政治家が民主的に統制する「政治主導」の推進が目的とし
て掲げられた。そのため，民

2009〜12年
主党政権の下

もと

では，政策決定過程か
ら官僚を外すなどの方針がとられた。第二次世界大戦後，公務員
人事は内閣から独立して活動する人事院が行ってきた

➡p.144
が，2014

年に幹部官僚の人事を内閣主導で決定する目的で内閣人事局が新
設され，内閣総理大臣などが上から統制する「官邸主導」の傾向が
強まった。こうした一連の改革は，政治家による行政の民主的統
制という意義をもつが，その半面，政治家に対する「忖

そん

度
たく

」の横
おう

行
こう

など，行政の中立性という原則が損
そこ

なわれないか危
き

惧
ぐ

もある。

₈
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❿
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構を民主的に統制し，国会への責任を負うことを通して国民に対
して責任を果たす。議院内閣制において，内閣総理大臣は国会の
多数派である与党に支えられ，政治，行政双

そう

方
ほう

にわたってリーダー
シップを発揮すべき地位を与えられている。
　法律を制定するのは国会の役割であるが，日本では重要法律案
の多くは内閣提出法案（閣法）による政府立法であり，議員自らが
中心となって法律案をつくる議員立法はあまり多くない。提出法
案が憲法や既存の法律などと矛

む

盾
じゅん

しないよう助言する役割をもつ
ものとして，内閣法制局がおかれている。

行政国家化と
官僚制

政府の役割は国防や治
ち

安
あん

の維
い

持
じ

から，さまざ
まなサービスの提供へと広がり，政策の処理

に必要な情報をもつ行政官（官僚）の役割が大きくなった。法律を
つくるのは議会であるが，それを具体化するために行政機関に命
令や規則の制定が委

ゆだ

ねられることになった（委任立法）。このよう
に行政機構の役割が肥

ひ

大
だい

した国家は行政国家とよばれており，政
策決定の実権は議会から行政機関に移った。行政国家では，職務
権限が細分化され，専門能力を基準に選抜された行政官（官僚）の
集団が必要になった。このように行政国家化にともなって官僚制
（ビ
bureaucracy
ューロクラシー）が成立した。人々の生活を政府が保障する福

祉国家
➡p.6
においては，官僚制の役割はさらに大きくなる。

日本の行政の
課題

日本では明治期以来，官僚が「天皇の官
かん

吏
り

」「お
上
かみ

」として支配的な地位にあった。第二次世
界大戦後に，国民主権の成立によって公務員は「全体の奉仕者」（第
15条2項），すなわち「公

こう

僕
ぼく

」とされたが，戦後日本経済の繁栄の
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❼ 行政委員会　国には，公正取引委
員会（➡p.100），国家公安委員会，
中央労働委員会（➡p.144），人事
院（➡p.144）などがあり，地方に
は，教育委員会，選挙管理委員会
（➡p.72），人事委員会などがある
（➡p.62 ₃）。
❽ 議員立法　法律案の提出には，衆
議院で20人以上，参議院では10
人以上（予算措

そ

置
ち

をともなうもの
は衆議院で50人以上，参議院で
20人以上）の議員の賛成が必要と，
国会法で定められている。

❾ 委任立法　法律の委任にもとづい
て立法府以外の機関が制定する法
規のことで，政令，省令，行政委
員会の制定する規則などがこれに
あたる。

₈許認可権数の推移と省庁別の内
訳（総務省資料）　行政機関が民間
に対して許可や認可を行う権限を
許認可権という。
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❿ 行政手続法　行政指導の内容と責
任者を明確にすることなど，許認
可行政や行政指導の透明性を確保
する目的で制定された。なお，法
律にもとづいて具体的な命令等を
定める前には，広く一般に意見を
求めるパブリックコメントの手続
きが必要となる。

⓫ 独立行政法人　行政の簡素化，効
率化のために，各省庁から事業部
門や研究部門が分離したもの。国
立病院や国立博物館などがこれに
移行している。
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  日本は今後どのような行政改革を行うべきだろうか。諸外国の公務員数や行政のあり方を踏まえて，話し合ってみよう。

7議員立法と政府立法の推移（内閣法制局資料）
  日本の議員立法と政府立法にはどのような特徴があるだろうか。
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へと省庁の再編が行われた。このなか
には，行政事務を行うものがある一方
で，内閣府のように一段高い立場から
主
しゅ

として行政活動の調整を行う機関も
あり，さらに，行政委員会のように内
閣から独立した合議制の機関もある。
また，内閣総理大臣は，重要政策につ
いて助言する内閣総理大臣補佐官（首
相補佐官）を任命することもできる。
　内閣は政策全体を方向づけて行政機

❼

なかで官僚制がしだいに強化され，国民の行動を許
きょ

認
にん

可
か

権によっ
てすみずみまで規制する行政国家化が進んだ。そして，諸省庁の
権限と業界団体の利益が深く絡

から

み合い，退職した官僚が企業・業
界団体などへと再就職する「天

あま

下
くだ

り」が常態となった。さらに，そ
こに政治家が「族

ぞく

議
➡p.67
員」として関

かん

与
よ

することで政・官・業（政治家・
官僚・業界団体）の癒

ゆ

着
ちゃく

が生まれ，さまざまな腐
ふ

敗
はい

や不透明な関
係が生じたのである。これに対して行政改革の必要性が叫ばれ，
行
1993年
政手

て

続
つづき

法や情
1999年
報公開

➡p.38
法が制定された。また，公務員の規律を正

すために国
1999年
家公務員倫理法が制定され，官僚が関係業者から贈与・

接待を受けた場合の報告義務が定められた。
　近年，行政国家化に歯止めをかけ，より効率的な「小さな政府

➡p.85
」

を実現すべきだとの主張が強まっている。また，公共性はあるが
国が実施する必要のない事務・事業を行う独立行政法人も設けら
れた。いっそうの地方分権化，省庁間のセクショナリズム（なわ
張り争い）や「縦割り行政」の見直しなども課題である。
　1990年代以来の政治改革では，強力な官僚制を選挙によって
選ばれた政治家が民主的に統制する「政治主導」の推進が目的とし
て掲げられた。そのため，民

2009〜12年
主党政権の下

もと

では，政策決定過程か
ら官僚を外すなどの方針がとられた。第二次世界大戦後，公務員
人事は内閣から独立して活動する人事院が行ってきた

➡p.144
が，2014

年に幹部官僚の人事を内閣主導で決定する目的で内閣人事局が新
設され，内閣総理大臣などが上から統制する「官邸主導」の傾向が
強まった。こうした一連の改革は，政治家による行政の民主的統
制という意義をもつが，その半面，政治家に対する「忖

そん

度
たく

」の横
おう

行
こう

など，行政の中立性という原則が損
そこ

なわれないか危
き

惧
ぐ

もある。
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構を民主的に統制し，国会への責任を負うことを通して国民に対
して責任を果たす。議院内閣制において，内閣総理大臣は国会の
多数派である与党に支えられ，政治，行政双

そう

方
ほう

にわたってリーダー
シップを発揮すべき地位を与えられている。
　法律を制定するのは国会の役割であるが，日本では重要法律案
の多くは内閣提出法案（閣法）による政府立法であり，議員自らが
中心となって法律案をつくる議員立法はあまり多くない。提出法
案が憲法や既存の法律などと矛

む

盾
じゅん

しないよう助言する役割をもつ
ものとして，内閣法制局がおかれている。

行政国家化と
官僚制

政府の役割は国防や治
ち

安
あん

の維
い

持
じ

から，さまざ
まなサービスの提供へと広がり，政策の処理

に必要な情報をもつ行政官（官僚）の役割が大きくなった。法律を
つくるのは議会であるが，それを具体化するために行政機関に命
令や規則の制定が委

ゆだ

ねられることになった（委任立法）。このよう
に行政機構の役割が肥

ひ

大
だい

した国家は行政国家とよばれており，政
策決定の実権は議会から行政機関に移った。行政国家では，職務
権限が細分化され，専門能力を基準に選抜された行政官（官僚）の
集団が必要になった。このように行政国家化にともなって官僚制
（ビ
bureaucracy
ューロクラシー）が成立した。人々の生活を政府が保障する福

祉国家
➡p.6
においては，官僚制の役割はさらに大きくなる。

日本の行政の
課題

日本では明治期以来，官僚が「天皇の官
かん

吏
り

」「お
上
かみ

」として支配的な地位にあった。第二次世
界大戦後に，国民主権の成立によって公務員は「全体の奉仕者」（第
15条2項），すなわち「公

こう

僕
ぼく

」とされたが，戦後日本経済の繁栄の
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❼�行政委員会　国には，公正取引委
員会（➡p.100），国家公安委員会，
中央労働委員会（➡p.144），人事
院（➡p.144）などがあり，地方に
は，教育委員会，選挙管理委員会

（➡p.72），人事委員会などがある
（➡p.62 3）。
❽�議員立法　法律案の提出には，衆

議院で20人以上，参議院では10
人以上（予算措

そ

置
ち

をともなうもの
は衆議院で 50 人以上，参議院で
20人以上）の議員の賛成が必要と，
国会法で定められている。

❾�委任立法　法律の委任にもとづい
て立法府以外の機関が制定する法
規のことで，政令，省令，行政委
員会の制定する規則などがこれに
あたる。

8許認可権数の推移と省庁別の内
訳（総務省資料）　行政機関が民間
に対して許可や認可を行う権限を
許認可権という。
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��行政手続法　行政指導の内容と責
任者を明確にすることなど，許認
可行政や行政指導の透明性を確保
する目的で制定された。なお，法
律にもとづいて具体的な命令等を
定める前には，広く一般に意見を
求めるパブリックコメントの手続
きが必要となる。

��独立行政法人　行政の簡素化，効
率化のために，各省庁から事業部
門や研究部門が分離したもの。国
立病院や国立博物館などがこれに
移行している。
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

12 　（欠番）
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影響力は大きい。さらには，特定の問題のためでなく常設型の住
民投票を制度化する地方公共団体もみられる。

地方財政の
現状

地方財政は，かつてはその歳
さい

入
にゅう

の3割程度し
か自主財源がなく，地方交付税や国庫支出金

という国からの資金に依
い

存
そん

している実態から「三割自治」といわれ
てきた。首長たちは財政を確保するため，中央省庁とのつながり
に頼らざるをえなかった。さらに，中央省庁の「縦割り行政」のた
め，地方公共団体は総合的な施策を行うことが難しかった。2000
年代には，国から地方への税源の移

い

譲
じょう

，国庫支出金の削減，地方
交付税の見直しを同時に推進する，いわゆる「三

さん

位
み

一
いっ

体
たい

の改革
➡p.124
」が

行われた。しかし，地
ち

方
ほう

債
さい

の発行を増やす地方公共団体も多く，
財政状

じょう

況
きょう

の悪化など，さまざまな課題が残されている。2008年
から，応援する地方公共団体に寄付をすれば，所得税，住民税が
控
こう

除
じょ

される「ふるさと納税」制度が実施されたが，高額な返礼品等
をめぐって，そのあり方が問われている。

地方自治の
課題

教育やまちづくりなどについて，地方公共団
体に一定の選択の自由が認められるようにな

り，効率的な地方行政を実現するために，地方分権一括法による
「平成の大合

がっ

併
ぺい

」などで市町村合併も進展した。
　しかし，経済のグローバル

➡p.220
化にともなう工場の海外移転などで，

地域経済は疲
ひ

弊
へい

している。また，高齢化が進行するなかで，介
かい

護
ご

負担の増加など地方公共団体の負担が増し，深刻な財政状況にお
ちいるところも出てきている。かつて産炭地として繁栄しながら，

₈
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➡p.160₁
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閉山後に新たな雇
こ

用
よう

創出に失敗し，2007年に財政再建団体（の
ち財政再生団体）となって事実上破

は

綻
たん

した北海道夕
ゆう

張
ばり

市などの例
もある。地域経済が疲

ひ

弊
へい

するなかで，かつての中心街が空
くう

洞
どう

化し，
「シャッター街」となっているところも多い。人口の半数以上が
65歳以上の高齢者である「限界集落」も中

ちゅう

山
さん

間
かん

地域などで増え，
将来，消滅の危機に直面する地域もあるとされる。
　こうしたなかで，各地の地方公共団体では，財政再建や地域経
済の活性化，地方自治の確立のためにさまざまな試みを行ってい
る。住民自治の基本原則を「自治体の憲法」ともいうべき自治基本
条例（「まちづくり条例」などの名称もある）として定める地方公共
団体もある。いくつかの地方公共団体では，消防や上下水道など
の公共サービスを共同で実施して財政負担を低く抑える広域連合
や，地方公共団体の都市機能の郊外への分散化を防ぎ，行政の効
率化や中心市街地の活性化を図るコンパクトシティが試みられて
いる。行政から自立したオンブズマンが行政サービスについての
苦情を受けつけるオ

Ombudsman system
ンブズマン（行政監察官）制度も，神奈川県川

かわ

崎
さき

市など一部の地方公共団体で導入されている。

❽

❾

❿�

❺  地方交付税　地方公共団体間の財
政格差を均等化するために，国税
の一部を地方に配分する制度。使
途は地方公共団体が決められる。
所得税・法人税・酒税・消費税の
一部，および地方法人税の全部が
これにあてられる。

❻ 国庫支出金　義務教育や道路，河
川の整備などの経費の一部を国が
負担する制度。使途は国によって
あらかじめ決められている。国庫
支出金の負担額が実際の経費より
低く算定されるので，不足分が地
方公共団体の超過負担となる。

❼ 平成の大合併　1999年に3232
だった市町村数は，2010年には
1727にまで減少した。

₈地方財政の歳入と歳出（総務省
資料）

❽道州制　近年，都道府県を廃止し，
かわりにより広域の道・州を設置
する道州制の議論もある。

❾コンパクトシティ　青森市，富山
市などで試行されている。

❿ オンブズマン制度　もとは「代表
者」を意味するスウェーデン語。
市民の人権や利益を公権力による
侵害から守るための行政監察，苦
情処理のしくみとして近年各国に
導入されているが，日本では中央
政府レベルでは導入されていない。

�オンブズマン制度（川崎市の例）
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外国人住民の社会参加
　外国人住民は，社会のなかでともに生きていく存
在である。こうした人々が社会の構成員として十分
に包

ほう

摂
せつ

されるためには，教育を受ける権利や，社会
保障を受ける権利が認められなければならない。
　外国人参政権については，憲法第15条1項が「国民
固有の権利」としていることもあり，国政選挙では
認められないとされるが，地方公共団体の選挙権（地
方参政権）は認められうるとの学説もある。川崎市
では，地域の外国人住民の声を市政に反映するため，
外国人市民代表者会議を設け（1996年），公募で選

考された外国人から意見を聞くなどの取り組みを
行っている。
　また，外国人は一定の地位以上の公務員にはなれ
ないとされてきたが，川崎市をはじめ，地方公務員
の国籍条項を廃止する地方公共団体が増えている。

■�川崎市の外
国人市民代表
者会議の様子
（2018年）

節のまとめ

日本の政治機構にはどのような課題があり，どうすればそれを解決できるだろうか。
各機構で行われた改革に着目して，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  現在の日本における三権のバランスや，国と地方との関係は，適切なものになっているといえ
るか，話し合ってみよう。

•  国会，内閣，裁判所，地方自治が抱える課題の特徴を，民主主義の視点からまとめてみよう。

3

�都道府県の実質公債費比率（総務省資料）

₉地方債残高の推移（総務省資料）　地方債の発行は，2006年，総務大
臣（都道府県・政令指定都市の場合）・知事（その他の市町村の場合）によ
る許可制から，それぞれとの事前協議制に移行した。　  地方財政が抱
える課題を克服するためにはどうすればよいか，話し合ってみよう。
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般
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地方譲与税 2.8
じょう  よ地方特例

交付金 0.2

地方税
    46.6％
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地方債
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影響力は大きい。さらには，特定の問題のためでなく常設型の住
民投票を制度化する地方公共団体もみられる。

地方財政の
現状

地方財政は，かつてはその歳
さい

入
にゅう

の3割程度し
か自主財源がなく，地方交付税や国庫支出金

という国からの資金に依
い

存
そん

している実態から「三割自治」といわれ
てきた。首長たちは財政を確保するため，中央省庁とのつながり
に頼らざるをえなかった。さらに，中央省庁の「縦割り行政」のた
め，地方公共団体は総合的な施策を行うことが難しかった。2000
年代には，国から地方への税源の移

い

譲
じょう

，国庫支出金の削減，地方
交付税の見直しを同時に推進する，いわゆる「三

さん

位
み

一
いっ

体
たい

の改革
➡p.124
」が

行われた。しかし，地
ち

方
ほう

債
さい

の発行を増やす地方公共団体も多く，
財政状

じょう

況
きょう

の悪化など，さまざまな課題が残されている。2008年
から，応援する地方公共団体に寄付をすれば，所得税，住民税が
控
こう

除
じょ

される「ふるさと納税」制度が実施されたが，高額な返礼品等
をめぐって，そのあり方が問われている。

地方自治の
課題

教育やまちづくりなどについて，地方公共団
体に一定の選択の自由が認められるようにな

り，効率的な地方行政を実現するために，地方分権一括法による
「平成の大合

がっ

併
ぺい

」などで市町村合併も進展した。
　しかし，経済のグローバル

➡p.220
化にともなう工場の海外移転などで，

地域経済は疲
ひ

弊
へい

している。また，高齢化が進行するなかで，介
かい

護
ご

負担の増加など地方公共団体の負担が増し，深刻な財政状況にお
ちいるところも出てきている。かつて産炭地として繁栄しながら，
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創出に失敗し，2007年に財政再建団体（の
ち財政再生団体）となって事実上破

は

綻
たん

した北海道夕
ゆう

張
ばり

市などの例
もある。地域経済が疲

ひ

弊
へい

するなかで，かつての中心街が空
くう

洞
どう

化し，
「シャッター街」となっているところも多い。人口の半数以上が
65歳以上の高齢者である「限界集落」も中

ちゅう

山
さん

間
かん

地域などで増え，
将来，消滅の危機に直面する地域もあるとされる。
　こうしたなかで，各地の地方公共団体では，財政再建や地域経
済の活性化，地方自治の確立のためにさまざまな試みを行ってい
る。住民自治の基本原則を「自治体の憲法」ともいうべき自治基本
条例（「まちづくり条例」などの名称もある）として定める地方公共
団体もある。いくつかの地方公共団体では，消防や上下水道など
の公共サービスを共同で実施して財政負担を低く抑える広域連合
や，地方公共団体の都市機能の郊外への分散化を防ぎ，行政の効
率化や中心市街地の活性化を図るコンパクトシティが試みられて
いる。行政から自立したオンブズマンが行政サービスについての
苦情を受けつけるオ

Ombudsman system
ンブズマン（行政監察官）制度も，神奈川県川

かわ

崎
さき

市など一部の地方公共団体で導入されている。

❽

❾

��

❺ �地方交付税　地方公共団体間の財
政格差を均等化するために，国税
の一部を地方に配分する制度。使
途は地方公共団体が決められる。
所得税・法人税・酒税・消費税の
一部，および地方法人税の全部が
これにあてられる。

❻�国庫支出金　義務教育や道路，河
川の整備などの経費の一部を国が
負担する制度。使途は国によって
あらかじめ決められている。国庫
支出金の負担額が実際の経費より
低く算定されるので，不足分が地
方公共団体の超過負担となる。

❼�平成の大合併　1999年に3232
だった市町村数は，2010年には
1727にまで減少した。

8地方財政の歳入と歳出（総務省
資料）

❽道州制　近年，都道府県を廃止し，
かわりにより広域の道・州を設置
する道州制の議論もある。

❾コンパクトシティ　青森市，富山
市などで試行されている。

��オンブズマン制度　もとは「代表
者」を意味するスウェーデン語。
市民の人権や利益を公権力による
侵害から守るための行政監察，苦
情処理のしくみとして近年各国に
導入されているが，日本では中央
政府レベルでは導入されていない。

�オンブズマン制度（川崎市の例）
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外国人住民の社会参加
　外国人住民は，社会のなかでともに生きていく存
在である。こうした人々が社会の構成員として十分
に包

ほう

摂
せつ

されるためには，教育を受ける権利や，社会
保障を受ける権利が認められなければならない。
　外国人参政権については，憲法第15条1項が「国民
固有の権利」としていることもあり，国政選挙では
認められないとされるが，地方公共団体の選挙権（地
方参政権）は認められうるとの学説もある。川崎市
では，地域の外国人住民の声を市政に反映するため，
外国人市民代表者会議を設け（1996年），公募で選

考された外国人から意見を聞くなどの取り組みを
行っている。
　また，外国人は一定の地位以上の公務員にはなれ
ないとされてきたが，川崎市をはじめ，地方公務員
の国籍条項を廃止する地方公共団体が増えている。

■�川崎市の外
国人市民代表
者会議の様子
（2018年）

節のまとめ

日本の政治機構にはどのような課題があり，どうすればそれを解決できるだろうか。
各機構で行われた改革に着目して，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  現在の日本における三権のバランスや，国と地方との関係は，適切なものになっているといえ
るか，話し合ってみよう。

•  国会，内閣，裁判所，地方自治が抱える課題の特徴を，民主主義の視点からまとめてみよう。

3

�都道府県の実質公債費比率（総務省資料）

9地方債残高の推移（総務省資料）　地方債の発行は，2006年，総務大
臣（都道府県・政令指定都市の場合）・知事（その他の市町村の場合）によ
る許可制から，それぞれとの事前協議制に移行した。　��地方財政が抱
える課題を克服するためにはどうすればよいか，話し合ってみよう。

［2018～20年度平均］
実質公債費比率
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12～18%未満
6～12%未満
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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影響力は大きい。さらには，特定の問題のためでなく常設型の住
民投票を制度化する地方公共団体もみられる。

地方財政の
現状
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の3割程度し
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している実態から「三割自治」といわれ
てきた。首長たちは財政を確保するため，中央省庁とのつながり
に頼らざるをえなかった。さらに，中央省庁の「縦割り行政」のた
め，地方公共団体は総合的な施策を行うことが難しかった。2000
年代には，国から地方への税源の移

い

譲
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，国庫支出金の削減，地方
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の悪化など，さまざまな課題が残されている。2008年
から，応援する地方公共団体に寄付をすれば，所得税，住民税が
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こう

除
じょ

される「ふるさと納税」制度が実施されたが，高額な返礼品等
をめぐって，そのあり方が問われている。
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教育やまちづくりなどについて，地方公共団
体に一定の選択の自由が認められるようにな

り，効率的な地方行政を実現するために，地方分権一括法による
「平成の大合
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」などで市町村合併も進展した。
　しかし，経済のグローバル
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ちいるところも出てきている。かつて産炭地として繁栄しながら，
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閉山後に新たな雇
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創出に失敗し，2007年に財政再建団体（の
ち財政再生団体）となって事実上破

は

綻
たん

した北海道夕
ゆう

張
ばり

市などの例
もある。地域経済が疲

ひ

弊
へい

するなかで，かつての中心街が空
くう

洞
どう

化し，
「シャッター街」となっているところも多い。人口の半数以上が
65歳以上の高齢者である「限界集落」も中

ちゅう

山
さん

間
かん

地域などで増え，
将来，消滅の危機に直面する地域もあるとされる。
　こうしたなかで，各地の地方公共団体では，財政再建や地域経
済の活性化，地方自治の確立のためにさまざまな試みを行ってい
る。住民自治の基本原則を「自治体の憲法」ともいうべき自治基本
条例（「まちづくり条例」などの名称もある）として定める地方公共
団体もある。いくつかの地方公共団体では，消防や上下水道など
の公共サービスを共同で実施して財政負担を低く抑える広域連合
や，地方公共団体の都市機能の郊外への分散化を防ぎ，行政の効
率化や中心市街地の活性化を図るコンパクトシティが試みられて
いる。行政から自立したオンブズマンが行政サービスについての
苦情を受けつけるオ

Ombudsman system
ンブズマン（行政監察官）制度も，神奈川県川

かわ

崎
さき

市など一部の地方公共団体で導入されている。

❽

❾

❿�

❺  地方交付税　地方公共団体間の財
政格差を均等化するために，国税
の一部を地方に配分する制度。使
途は地方公共団体が決められる。
所得税・法人税・酒税・消費税の
一部，および地方法人税の全部が
これにあてられる。

❻ 国庫支出金　義務教育や道路，河
川の整備などの経費の一部を国が
負担する制度。使途は国によって
あらかじめ決められている。国庫
支出金の負担額が実際の経費より
低く算定されるので，不足分が地
方公共団体の超過負担となる。

❼ 平成の大合併　1999年に3232
だった市町村数は，2010年には
1727にまで減少した。

₈地方財政の歳入と歳出（総務省
資料）

❽道州制　近年，都道府県を廃止し，
かわりにより広域の道・州を設置
する道州制の議論もある。

❾コンパクトシティ　青森市，富山
市などで試行されている。

❿ オンブズマン制度　もとは「代表
者」を意味するスウェーデン語。
市民の人権や利益を公権力による
侵害から守るための行政監察，苦
情処理のしくみとして近年各国に
導入されているが，日本では中央
政府レベルでは導入されていない。

�オンブズマン制度（川崎市の例）
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外国人住民の社会参加
　外国人住民は，社会のなかでともに生きていく存
在である。こうした人々が社会の構成員として十分
に包

ほう

摂
せつ

されるためには，教育を受ける権利や，社会
保障を受ける権利が認められなければならない。
　外国人参政権については，憲法第15条1項が「国民
固有の権利」としていることもあり，国政選挙では
認められないとされるが，地方公共団体の選挙権（地
方参政権）は認められうるとの学説もある。川崎市
では，地域の外国人住民の声を市政に反映するため，
外国人市民代表者会議を設け（1996年），公募で選

考された外国人から意見を聞くなどの取り組みを
行っている。
　また，外国人は一定の地位以上の公務員にはなれ
ないとされてきたが，川崎市をはじめ，地方公務員
の国籍条項を廃止する地方公共団体が増えている。

■�川崎市の外
国人市民代表
者会議の様子
（2018年）

節のまとめ

日本の政治機構にはどのような課題があり，どうすればそれを解決できるだろうか。
各機構で行われた改革に着目して，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  現在の日本における三権のバランスや，国と地方との関係は，適切なものになっているといえ
るか，話し合ってみよう。

•  国会，内閣，裁判所，地方自治が抱える課題の特徴を，民主主義の視点からまとめてみよう。

3

�都道府県の実質公債費比率（総務省資料）

₉地方債残高の推移（総務省資料）　地方債の発行は，2006年，総務大
臣（都道府県・政令指定都市の場合）・知事（その他の市町村の場合）によ
る許可制から，それぞれとの事前協議制に移行した。　  地方財政が抱
える課題を克服するためにはどうすればよいか，話し合ってみよう。
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般
財
源
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地方譲与税 2.8
じょう  よ地方特例

交付金 0.2

地方税
    46.6％
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財源地方

交付税
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支出金
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的経費
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地方債
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影響力は大きい。さらには，特定の問題のためでなく常設型の住
民投票を制度化する地方公共団体もみられる。

地方財政の
現状

地方財政は，かつてはその歳
さい

入
にゅう

の3割程度し
か自主財源がなく，地方交付税や国庫支出金

という国からの資金に依
い

存
そん

している実態から「三割自治」といわれ
てきた。首長たちは財政を確保するため，中央省庁とのつながり
に頼らざるをえなかった。さらに，中央省庁の「縦割り行政」のた
め，地方公共団体は総合的な施策を行うことが難しかった。2000
年代には，国から地方への税源の移

い

譲
じょう

，国庫支出金の削減，地方
交付税の見直しを同時に推進する，いわゆる「三

さん

位
み

一
いっ

体
たい

の改革
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」が

行われた。しかし，地
ち

方
ほう

債
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の発行を増やす地方公共団体も多く，
財政状

じょう

況
きょう

の悪化など，さまざまな課題が残されている。2008年
から，応援する地方公共団体に寄付をすれば，所得税，住民税が
控
こう

除
じょ

される「ふるさと納税」制度が実施されたが，高額な返礼品等
をめぐって，そのあり方が問われている。

地方自治の
課題

教育やまちづくりなどについて，地方公共団
体に一定の選択の自由が認められるようにな

り，効率的な地方行政を実現するために，地方分権一括法による
「平成の大合

がっ

併
ぺい

」などで市町村合併も進展した。
　しかし，経済のグローバル

➡p.220
化にともなう工場の海外移転などで，

地域経済は疲
ひ

弊
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している。また，高齢化が進行するなかで，介
かい

護
ご

負担の増加など地方公共団体の負担が増し，深刻な財政状況にお
ちいるところも出てきている。かつて産炭地として繁栄しながら，
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創出に失敗し，2007年に財政再建団体（の
ち財政再生団体）となって事実上破
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した北海道夕
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市などの例
もある。地域経済が疲

ひ

弊
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するなかで，かつての中心街が空
くう

洞
どう

化し，
「シャッター街」となっているところも多い。人口の半数以上が
65歳以上の高齢者である「限界集落」も中

ちゅう

山
さん

間
かん

地域などで増え，
将来，消滅の危機に直面する地域もあるとされる。
　こうしたなかで，各地の地方公共団体では，財政再建や地域経
済の活性化，地方自治の確立のためにさまざまな試みを行ってい
る。住民自治の基本原則を「自治体の憲法」ともいうべき自治基本
条例（「まちづくり条例」などの名称もある）として定める地方公共
団体もある。いくつかの地方公共団体では，消防や上下水道など
の公共サービスを共同で実施して財政負担を低く抑える広域連合
や，地方公共団体の都市機能の郊外への分散化を防ぎ，行政の効
率化や中心市街地の活性化を図るコンパクトシティが試みられて
いる。行政から自立したオンブズマンが行政サービスについての
苦情を受けつけるオ

Ombudsman system
ンブズマン（行政監察官）制度も，神奈川県川

かわ

崎
さき

市など一部の地方公共団体で導入されている。

❽
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❺ �地方交付税　地方公共団体間の財
政格差を均等化するために，国税
の一部を地方に配分する制度。使
途は地方公共団体が決められる。
所得税・法人税・酒税・消費税の
一部，および地方法人税の全部が
これにあてられる。

❻�国庫支出金　義務教育や道路，河
川の整備などの経費の一部を国が
負担する制度。使途は国によって
あらかじめ決められている。国庫
支出金の負担額が実際の経費より
低く算定されるので，不足分が地
方公共団体の超過負担となる。

❼�平成の大合併　1999年に3232
だった市町村数は，2010年には
1727にまで減少した。

8地方財政の歳入と歳出（総務省
資料）

❽道州制　近年，都道府県を廃止し，
かわりにより広域の道・州を設置
する道州制の議論もある。

❾コンパクトシティ　青森市，富山
市などで試行されている。

��オンブズマン制度　もとは「代表
者」を意味するスウェーデン語。
市民の人権や利益を公権力による
侵害から守るための行政監察，苦
情処理のしくみとして近年各国に
導入されているが，日本では中央
政府レベルでは導入されていない。

�オンブズマン制度（川崎市の例）
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外国人住民の社会参加
　外国人住民は，社会のなかでともに生きていく存
在である。こうした人々が社会の構成員として十分
に包

ほう

摂
せつ

されるためには，教育を受ける権利や，社会
保障を受ける権利が認められなければならない。
　外国人参政権については，憲法第15条1項が「国民
固有の権利」としていることもあり，国政選挙では
認められないとされるが，地方公共団体の選挙権（地
方参政権）は認められうるとの学説もある。川崎市
では，地域の外国人住民の声を市政に反映するため，
外国人市民代表者会議を設け（1996年），公募で選

考された外国人から意見を聞くなどの取り組みを
行っている。
　また，外国人は一定の地位以上の公務員にはなれ
ないとされてきたが，川崎市をはじめ，地方公務員
の国籍条項を廃止する地方公共団体が増えている。

■�川崎市の外
国人市民代表
者会議の様子
（2018年）

節のまとめ

日本の政治機構にはどのような課題があり，どうすればそれを解決できるだろうか。
各機構で行われた改革に着目して，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  現在の日本における三権のバランスや，国と地方との関係は，適切なものになっているといえ
るか，話し合ってみよう。

•  国会，内閣，裁判所，地方自治が抱える課題の特徴を，民主主義の視点からまとめてみよう。

3

�都道府県の実質公債費比率（総務省資料）

9地方債残高の推移（総務省資料）　地方債の発行は，2006年，総務大
臣（都道府県・政令指定都市の場合）・知事（その他の市町村の場合）によ
る許可制から，それぞれとの事前協議制に移行した。　��地方財政が抱
える課題を克服するためにはどうすればよいか，話し合ってみよう。

［2018～20年度平均］
実質公債費比率

18～25%未満
12～18%未満
6～12%未満
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

15 72
図版 7

下部

や議員の選挙は，公
1950年
職選挙法にもとづいて行われ，選挙が正しく

行われるよう実際に事務を担当するのは選挙管理委員会である。
　小選挙区制の特徴　　衆議院議員総選挙の小選挙区制では得票率と
議席数の乖

かい

離
り

が大きい。2021年の小選挙区では得票率約48％の自民
党が65％の議席を獲得した。また，議席に結びつかない死票も半数近
くにのぼった。国民の意見が多様化しているなかで，「つくられた多数派」
を生み出す選挙制度の問題点が指摘されている。政治の根幹ともいえる
選挙については常に制度の是

ぜ

非
ひ

を検討する必要がある。

選挙をめぐる
諸問題

投票権の平等という原則からすると，選挙区
ごとの有権者数と議員定数との均

きん

衡
こう

が必要で
ある。選挙区ごとの一票の価値の比率（「一票の格差」）については，
選挙区割りの変更や議員定数の増減などにより改善が図られてき
たが，とりわけ参議院では3倍程度と大きいままである。裁判所
からは違憲判決

➡p.59判例
や違憲状態とする判決が何度も出されており，格

差を是正することは，国民に対する国会の責任である。
　選挙活動における買

ばい

収
しゅう

や供
きょう

応
おう

などの腐
ふ

敗
はい

があとを絶たない。こ
れに対しては，公職選挙法の改正で，有権者の冠

かん

婚
こん

葬
そう

祭
さい

への寄付
などが規制され，選挙違反について連座制の強化などが実施され
た。また，政治資金の透明化を目的とする政治資金規正法の改

1994年
正

により政治資金の透明化が図られ，政治家個人への企業団体献
けん

金
きん

も禁止された。さらに，政
1994年
党助成法が制定され，政党は多額の政

治資金（政党交付金）を税金から支出されている。しかし，政党支
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部の乱立によって政治資金の流れが複雑になり，政治資金の透明
化は十分には実現していない。
　選挙をめぐる深刻な問題は，投票率が長期低落傾向にあること
で，国政選挙の投票率が50％を下回ることもある。地方選挙で
も低投票率が目立ち，候補者減少により無投票で当選することも
ある。投票率には世代間の差も大きく，一般に高齢者ほど投票率
が高いため，高齢者に有利な政策が実現されやすいといわれる
（「シルバーデモクラシー」）。近年，政治への信頼を回復するため，
各政党が政策目標を選挙前に選挙公約やマ

manifesto
ニフェストとして公表

している。2013年にはインターネットでの選挙運動が解禁され
たが，今後は，公職選挙法で禁止されている戸

こ
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訪問解禁の是非
も含め，選挙運動のあり方を検討する必要があるだろう。

政治的無関心
と無党派層

低投票率の背景には政
political apathy
治的無関心がある。特

に注目されるのは，有権者の政党離れと，有
権者の半数に達することもある無党派層（政党支持なし層）の急増
である。この現象の原因としては，経営者団体や労働組合などの
利益集団を基礎としてきた政党政治の従来のしくみが壊れ，政党
の離

り

合
ごう

集
しゅう

散
さん

によって有権者と政党との関係が弱まったことがあげ
られる。有権者が自らの意見を代表すると期待できる政党がない
とすれば問題であり，政党側の真

しん

摯
し

な対応が求められる。
　2015年に選挙権年齢は18歳以上に引き下げられた（18歳選挙
権）。これは国際水準に合わせることに加えて，若い時期から政
治的関心を高めるべきとの判断からである。政治的対

たい

立
りつ

軸
じく

な
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ついて理解を深め，積極的に政治に参加することが重要である。
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₈政治資金の流れ  　　現在の政治資金の流れにはどのよう
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❹ 一票の格差　2021年の衆議院議員
総選挙では最大2.08倍，2022年
の参議院議員通常選挙では3.03倍
であった。
❺ 連座制　選挙運動の統

とう
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者，
出
すい

納
とう

責任者などが買収などの罪を
犯し刑に処せられた場合には，候
補者が関知していなくても当選は
無効になる。
❻ 政治資金規正法　企業，団体によ
る政治家個人への献

けん

金
きん

は禁止され
たが，政党や政党の政治資金団体
への献金は禁止されておらず，政
治資金の透明化には不十分である
との批判がある。

₉国政選挙における投票率の推
移（総務省資料）

7おもな公職選挙法改正 ＊1994年より前の議員定数変更は省略

�投票に行かなかった理由（明る
い選挙推進協会資料）

❼ 政党交付金　国会議員が5名以上
いるか，国会議員が1名以上かつ
直近の選挙で2％以上の得票率を
得た政党には公費での助成が行わ
れ，国民一人あたり年額250円
を負担している。

❽ 政治的無関心　アメリカの社会学
者リースマン（1909～2002）は，
政治的無知による「伝統型無関心」
と，政治的知識をもっているにも
かかわらず政治に冷淡な「現代型
無関心」に分類している。

6小選挙区での得票率と議席数
小選挙区制にはどのような

特徴があるだろうか。

�「一票の格差」と最高裁判決（総務省資料ほか）
衆議院と参議院とで，違憲または違憲状態とする「一

票の格差」の値が異なるのはなぜだろうか。
日本の国政選挙にはどのような課題があり，どうす

ればその課題を克
こく
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ふく

できるか，話し合ってみよう。
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政治的無知による「伝統型無関心」
と，政治的知識をもっているにも
かかわらず政治に冷淡な「現代型
無関心」に分類している。

6小選挙区での得票率と議席数
小選挙区制にはどのような

特徴があるだろうか。

�「一票の格差」と最高裁判決（総務省資料ほか）
衆議院と参議院とで，違憲または違憲状態とする「一
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できるか，話し合ってみよう。
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変更が適切な体裁、記載

（年表内で表記を統一す

るため）

16 　（欠番）

17 92

図版 2

および

キャプ

ション

▶企業はどのような活動を行っているだろうか。
▶株式会社はどのような特徴をもっているだろうか。
▶現代の企業に求められているものは何だろうか。

生産のしくみと企業2

企業の活動
企業は，財やサービスを生産して，利

り

潤
じゅん

を得
る。利潤とは，一定の期間における売

うり

上
あげ

高
だか

か
ら，その期間に発生したさまざまな費用を差し引いた残額である。
費用には原材料費，従業員の人件費のほか，広告・宣伝費

➡p.100
，借入

金に対する利子支払い，設備を更新するために取っておかれる減
価償

しょう

却
きゃく

費なども含まれる。企業のなかには，市
し

場
じょう

占
せん

有
ゆう

率（マーケッ
ト
market share
・シェア）を高めることに主眼をおくところもあるが，これも
利潤追求の一つの表れである。企業は，これらの活動のために従
業員を雇

こ

用
よう

し，その人材育成にも力を入れている。
　企業は，設備投資

➡p.91
によって機械設備を導入するだけでなく，研

究・開発（R
research and development
&D）によって自ら新技術を開発したりして，生産性

の向上にも努めている。

株式会社の
しくみ

企業には，政府や公的機関が出資して設立し
た公企業と，民間が出資した私

し

企業がある。
私企業はその形態によって，農家や個人商店のように，個人が自
己の財産を用いて自ら経営にあたる個人企業と，株式会社，合名
会社，合資会社，合同会社など，複数の個人が共同出資して設立
された法

ほう

人
じん

企業（会社ともよばれる）とに大
たい

別
べつ

できる。現代の法人
企業は，多くが株式会社の形態をとり，その出資者を株

かぶ

主
ぬし

という。
　株主は，出資比率などに応じて, 企業から利潤の分配（配当）を

₃

❶

₁

❷₂4

6

受ける権利や，株主総会での議決権などをもつ。その権利は持ち
分（株式会社の場合は株式）とよばれる。上

じょう

場
じょう

企業の株式は証券市
場
➡p.106
などで売買され，需

じゅ

要
よう

と供給の関係
➡p.96
で株価が決まる。

　株主は，会社が負
ふ

債
さい

を抱えて倒産したとき，株主としての権利
は失うが，自分の個人的財産をもって負債を弁

べん

償
しょう

する必要はない
（有限責任）。また，株式会社では，株主（所有者）と経営者の役割
を分ける所有（資本）と経営の分離によって，経営の自律性が保た
れる点が特徴である。株式会社の最高議決機関は株主総会であり，
そこで選任された経営者が会社の経営にあたる。戦後の日本では，
株主が経営者の方針をほぼ是

ぜ

認
にん

することが多かったが，近年では
株主が経営方針に積極的に意見をいうことが増えている。

株式会社の
活動と資金

株式会社が設備投資などの活動を行うには，
多額の資金を調達する必要がある。資金の調

達方法には，利潤を株主に配当せずに資金を蓄積する（内部留保）
ほか，社債や株式の発行がある。社債を発行したり，金融機関

➡p.106
か

ら直接借り入れたりして資金を調達する場合は，将来，利子の支
払いと元

がん

本
ぽん

の返
へん

済
さい

が必要となる。いっぽう，株式を発行して資金
調達する場合，出資金を株主に直接返金する必要はなく，配当は
利潤があがったときのみ支払われる。そのかわりに，株主は企業
の経営に関

かん

与
よ

できる。企業が内部留保や株式発行によって調達し
た資金（資本）を自己資本，社債発行や金融機関からの借り入れに
よってまかなった資本を他人資本という。あるいは，銀行借り入
れや株式発行など，企業の外部から資金を調達することを外部金
融，内部留保など企業内部から調達することを内部金融という。

5

7

❸

❹

❺

❻

➡p.94�

❶ 市場占有率　一企業の製品がその
産業の市場全体に占める割合。こ
れが非常に高ければ独占や寡占（➡
p.99）となる。
❷ 会社法　2006年に会社企業の制
度や運営などを定めた会社法が施
行され，合同会社の創設，有限会
社の新規設立不可，株式会社にお
ける資本金の最低金額の撤

てっ

廃
ぱい

など
が規定された。

原材料
労働力
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配
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へ
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配
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資
金
の
回
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設
備
拡
張

設
備
投
資

₃企業の活動

種類 出資者 経営者 特徴

株
式
会
社

公開会社

有限責任の株主

取締役
（3人以上）

旧来の株式会社制度に
近い。多額の資本を要す
る企業に適する

株式譲
じょう

渡
と

制限会社
取締役
（1人以上）

旧来の有限会社のしくみ
を取り入れた。中小規模
の会社が多い

合名会社 無限責任社員 無限責任社員 家族，知人などによる小
規模会社が多い

合資会社 無限責任社員と
有限責任社員

無限責任社員と
有限責任社員 小規模会社が多い

合同会社 有限責任社員 有限責任社員
広く定

てい

款
かん

による組織の運
営を認め，かつ出資者が
有限責任を負う

4会社企業の種類

6株式会社のしくみ　取締役会・監査役を設置しない形
態の株式会社もある。

7日本における株式保有比率の推移（日本取引所グループ
資料）　　  外国法人・外国人の保有比率が1990年代以降
に増加したのはなぜだろうか。

株主（有限責任）

監査役
業務・会計
の監査

出席

出資

配当
委任

選任 選任

取締役会（経営者による執行機関）
具体的な経営方針の決定

株主総会（最高議決機関）
経営方針の決定，取締役・
監査役等の選出など

課 課 課 課 課 課

製造部 営業部 経理部

利潤

代表取締役社長
その他の取締役

❸株式の売買　証券市場で売買され
る公開株と，そこで扱われない未
公開株があり，未公開株の株価は
公開されない。未公開株は証券市
場を通さず個別に売買される。

❹ 有限責任と無限責任　会社が倒産
したときに，会社の負債を出資者
が自分の財産を投げうってでも弁
償しなければならないことを無限
責任とよぶ。

❺ 経営者 取
とり

締
しまり

役
やく

が日常の経営業務
を行い，監

かん

査
さ

役
やく

がその業務および
会計を監査する。経営者のなかで，
CEO（最高経営責任者）が経営実務
の最終的な責任を負い，COO（最
高執行責任者），CFO（最高財務責
任者）らと分担して実務にあたる
ことがある。
❻内部留保　内部留保となった資金
は，使われないまま放置されるの
ではなく，負債や株式のかわりの
原資として，設備投資や研究・開
発にあてられる。

5株主総会の様子

₁企業の種類

私
企
業

個人企業 個人商店
農家 など

法
人
企
業

会社企業 株式会社 など

組合企業 生活協同組合
農業協同組合 など

公
企
業

地方公営企業 水道  バス
ガスなど

独立行政法人
形態ほか

国立印刷局
造
ぞう

幣
へい

局 など

公私合同企業 ＮＴＴ  JT など

₂日本における企業数の内訳（全
国証券取引所協議会資料）

［2016年］385.6万社

株式会社
41.5%

個人企業
 51.3

合名会社・合資会社 0.4
その他法人 6.4

合同会社 0.4
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▶企業はどのような活動を行っているだろうか。
▶株式会社はどのような特徴をもっているだろうか。
▶現代の企業に求められているものは何だろうか。

生産のしくみと企業2

企業の活動
企業は，財やサービスを生産して，利

り

潤
じゅん

を得
る。利潤とは，一定の期間における売

うり

上
あげ

高
だか

か
ら，その期間に発生したさまざまな費用を差し引いた残額である。
費用には原材料費，従業員の人件費のほか，広告・宣伝費

➡p.100
，借入

金に対する利子支払い，設備を更新するために取っておかれる減
価償

しょう

却
きゃく

費なども含まれる。企業のなかには，市
し

場
じょう

占
せん

有
ゆう

率（マーケッ
ト
market share
・シェア）を高めることに主眼をおくところもあるが，これも
利潤追求の一つの表れである。企業は，これらの活動のために従
業員を雇

こ

用
よう

し，その人材育成にも力を入れている。
　企業は，設備投資

➡p.91
によって機械設備を導入するだけでなく，研

究・開発（R
research and development
&D）によって自ら新技術を開発したりして，生産性

の向上にも努めている。

株式会社の
しくみ

企業には，政府や公的機関が出資して設立し
た公企業と，民間が出資した私

し

企業がある。
私企業はその形態によって，農家や個人商店のように，個人が自
己の財産を用いて自ら経営にあたる個人企業と，株式会社，合名
会社，合資会社，合同会社など，複数の個人が共同出資して設立
された法

ほう

人
じん

企業（会社ともよばれる）とに大
たい

別
べつ

できる。現代の法人
企業は，多くが株式会社の形態をとり，その出資者を株

かぶ

主
ぬし

という。
　株主は，出資比率などに応じて, 企業から利潤の分配（配当）を

3

❶

1

❷24

6

受ける権利や，株主総会での議決権などをもつ。その権利は持ち
分（株式会社の場合は株式）とよばれる。上

じょう

場
じょう

企業の株式は証券市
場
➡p.106
などで売買され，需

じゅ

要
よう

と供給の関係
➡p.96
で株価が決まる。

　株主は，会社が負
ふ

債
さい

を抱えて倒産したとき，株主としての権利
は失うが，自分の個人的財産をもって負債を弁

べん

償
しょう

する必要はない
（有限責任）。また，株式会社では，株主（所有者）と経営者の役割
を分ける所有（資本）と経営の分離によって，経営の自律性が保た
れる点が特徴である。株式会社の最高議決機関は株主総会であり，
そこで選任された経営者が会社の経営にあたる。戦後の日本では，
株主が経営者の方針をほぼ是

ぜ

認
にん

することが多かったが，近年では
株主が経営方針に積極的に意見をいうことが増えている。

株式会社の
活動と資金

株式会社が設備投資などの活動を行うには，
多額の資金を調達する必要がある。資金の調

達方法には，利潤を株主に配当せずに資金を蓄積する（内部留保）
ほか，社債や株式の発行がある。社債を発行したり，金融機関

➡p.106
か

ら直接借り入れたりして資金を調達する場合は，将来，利子の支
払いと元

がん

本
ぽん

の返
へん

済
さい

が必要となる。いっぽう，株式を発行して資金
調達する場合，出資金を株主に直接返金する必要はなく，配当は
利潤があがったときのみ支払われる。そのかわりに，株主は企業
の経営に関

かん

与
よ

できる。企業が内部留保や株式発行によって調達し
た資金（資本）を自己資本，社債発行や金融機関からの借り入れに
よってまかなった資本を他人資本という。あるいは，銀行借り入
れや株式発行など，企業の外部から資金を調達することを外部金
融，内部留保など企業内部から調達することを内部金融という。

5

7

❸

❹

❺

❻

➡p.9410

❶ 市場占有率　一企業の製品がその
産業の市場全体に占める割合。こ
れが非常に高ければ独占や寡占（➡
p.99）となる。
❷ 会社法　2006年に会社企業の制
度や運営などを定めた会社法が施
行され，合同会社の創設，有限会
社の新規設立不可，株式会社にお
ける資本金の最低金額の撤

てっ

廃
ぱい

など
が規定された。
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3企業の活動

種類 出資者 経営者 特徴

株
式
会
社

公開会社

有限責任の株主

取締役
（3人以上）

旧来の株式会社制度に
近い。多額の資本を要す
る企業に適する

株式譲
じょう

渡
と

制限会社
取締役
（1人以上）

旧来の有限会社のしくみ
を取り入れた。中小規模
の会社が多い

合名会社 無限責任社員 無限責任社員 家族，知人などによる小
規模会社が多い

合資会社 無限責任社員と
有限責任社員

無限責任社員と
有限責任社員 小規模会社が多い

合同会社 有限責任社員 有限責任社員
広く定

てい

款
かん

による組織の運
営を認め，かつ出資者が
有限責任を負う

4会社企業の種類

6株式会社のしくみ　取締役会・監査役を設置しない形
態の株式会社もある。

7日本における株式保有比率の推移（日本取引所グループ
資料）　　  外国法人・外国人の保有比率が1990年代以降
に増加したのはなぜだろうか。

株主（有限責任）

監査役
業務・会計
の監査

出席

出資

配当
委任

選任 選任

取締役会（経営者による執行機関）
具体的な経営方針の決定

株主総会（最高議決機関）
経営方針の決定，取締役・
監査役等の選出など

課 課 課 課 課 課

製造部 営業部 経理部

利潤

代表取締役社長
その他の取締役

❸株式の売買　証券市場で売買され
る公開株と，そこで扱われない未
公開株があり，未公開株の株価は
公開されない。未公開株は証券市
場を通さず個別に売買される。
❹ 有限責任と無限責任　会社が倒産
したときに，会社の負債を出資者
が自分の財産を投げうってでも弁
償しなければならないことを無限
責任とよぶ。
❺ 経営者 取

とり

締
しまり

役
やく

が日常の経営業務
を行い，監

かん

査
さ

役
やく

がその業務および
会計を監査する。経営者のなかで，
CEO（最高経営責任者）が経営実務
の最終的な責任を負い，COO（最
高執行責任者），CFO（最高財務責
任者）らと分担して実務にあたる
ことがある。
❻内部留保　内部留保となった資金
は，使われないまま放置されるの
ではなく，負債や株式のかわりの
原資として，設備投資や研究・開
発にあてられる。

5株主総会の様子

1企業の種類

私
企
業

個人企業 個人商店
農家 など

法
人
企
業

会社企業 株式会社 など

組合企業 生活協同組合
農業協同組合 など

公
企
業

地方公営企業 水道  バス
ガスなど

独立行政法人
形態ほか

国立印刷局
造
ぞう

幣
へい

局 など

公私合同企業 ＮＴＴ  JT など

2日本における企業数の内訳（経
済センサス）

［2021年］368.4万社

株式会社
46.8%

個人企業
 43.9

合名会社・合資会社 0.4
その他法人 7.7

合同会社 1.2

0 20 40 60 80 100%

1970
年度

外国法人・外国人証券・保険会社など
普通銀行 政府・地方公共団体 0.6

1980

1990

2000

2010

2020

事業法人など

17.115.8% 23.9 個人その他37.74.9
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0.3
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新、

最新の数値を記載するた

め出典を変更）
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図版 10

タイトル

金融市場と
金融機関

資金が不足している経済主体と，資金に余裕
がある経済主体との間で資金を貸し借りする

のが金融である。金融取り引きには情報の非対称性や不確実性が
生じるため，信用が大切となる。
　金融は資金の貸し手と借り手が直接に資金を融

ゆう

通
ずう

し合う直接金
融と，銀行などの金融機関を介

かい

して資金の貸し借りを行う間接金
融とに大

たい

別
べつ

される。金融機関としては，銀行，信用金庫，信用組
合，証券会社，保険会社，ノンバンクなどがあり，これら民間の
金融機関のほかに，公庫などの公的金融機関がある。資金の貸し
手と借り手の間で資金を取り引きする市

し

場
じょう

が金融市場である。
　株式

➡p.93
や債

さい

券
けん

などの有価証券が売買される市場が証券市場である。
証券市場は，新しく株式などを発行して出資者を募

つの

る発行市場で
あるとともに，すでに発行された株式などを投資家の間で売買す
る流通市場でもある。売買は証券取引所などで行われ，証券取引
所で株式が売買されるようになることを上

じょう

場
じょう

という。
証券会社は，証券市場において，株式や社債などを発行したい
企業や国債を発行したい国などを手助けしたり，それを引き受け

❷

57

❸

6

❹

❺

₈

て購入したい人（投資家）を募集したりする株式や債券の売買仲介，
ディーリング業務（証券会社自らによる株式や債券の売買），M

➡p.94
&A

の仲介などの仕事をしている。証券会社は，こうした業務で，仲
介手数料や運用益を得ている。
　金利のしくみ　　借り手が貸し手から資金を融通してもらう対価とし
て支払われるのが利子（利息ともよぶ）であり，その元

がん

金
きん

（元
がん

本
ぽん

）に対する
割合が金利（利子率ともよぶ）である

➡レクチャー
。金利は金融市場で決まり，資金の

需
じゅ

要
よう

量が供給量に比べて増大すれば上昇し，逆の場合は低下する。また，
借り手の返

へん

済
さい

能力（信用度）が落ちると金利は上昇し，返済能力が上がる
と金利は低下する。
　　同様に，債券の場合，債券の購入価格（元金）に対する，受け取れる利
子や売

ばい

却
きゃく

・返済時に得られる収益の割合を利回りという。受け取れる利
子が発行時にあらかじめ定められているため，債券価格が下がると利回
りは上昇し，債券価格が上がると利回りは低下する。

銀行の役割
銀行は資金の貸し借りを仲介する専門の金融
機関である。銀行のなかでも代表的なものが，

都市銀行などの普通銀行である。銀行は家計
➡p.90
などから預かったお

金（預金）を元手として，企業
➡p.92
などに資金を貸し出す。銀行は，預

金者に利子（預金金利）を支払うとともに，借り手からは利子（貸
かし

出
だし

金利）を受け取る。銀行は，通常，預金金利よりも貸出金利を
高くしており，その差が銀行の利

り

潤
じゅん

となる。銀行はほかにも代金
支払いや金銭授受などの為

か わ せ

替業
➡p.207

務（決済業務）などを行っている。
預金には，普通預金や当座預金，定期預金や譲

じょう

渡
と

性預金がある。

❻

�

₉

中央銀行 日本銀行

民
間
金
融
機
関

預
金
取と
り

扱あ
つ
か
い

金
融
機
関

普通銀行（都市銀行，
地方銀行，第二地方銀行）
信託銀行
信用金庫，信用組合
労働金庫
農業協同組合
漁業協同組合 など

そ
の
他
の

金
融
機
関

生命保険会社
損害保険会社
消費者金融会社
証券会社 など

公的
金融機関

日本政策投資銀行
日本政策金融公庫 など

6日本のおもな金融機関

日本の家計と企業の金融は，欧米と比べてどのような特徴をもっているだろうか。
7家計の金融資産構成（左）と，法

ほう

人
じん

企業の金融負債構成（右）（日本銀行資料）　　  

5金融の循
じゅん

環
かん

　　  家計は企業の資金調達とどのように関わっているだろうか。

❷ 信用　支払い能力の裏づけがある
ことにもとづいて取り引きを行う
こと。銀行などの貸し手が借り手
に担保を取らずに貸しつけて，信
用を与える（与

よ

信
しん

）ことがある。
❸  ノンバンク　預金などを受け入れ
ないで，貸し出しのみを行う消費
者金融会社や信

しん

販
ぱん

会社，クレジッ
トカード会社などをいう。

❹ 金融市場　金融市場には，1年未
満の短期資金が取り引きされる短
期金融市場と，1年以上の長期資
金が取り引きされる長期金融市場
がある。前者にはコール市場（金
融機関の間で通常1か月未満で資
金を貸し借りする市場）や手

て

形
がた

市
場（金融機関の間で手形を売り買
いする市場）といったインターバ
ンク（銀行間）市場が，後者には株
式市場や公

こう

社
しゃ

債
さい

市場などがある。
❺ 債券　資金の借り手が貸し手に発
行する有価証券。返

へん

済
さい

（償
しょう

還
かん

）額が
あらかじめ決まっており，貸し手
は一定期間ごとに利子を受け取り，
満期で返済される。企業が発行す
る社債（➡p.93）のほか，政府が発
行する公債（➡p.116）などがある。

金利の変化と暮らし
　家計にとって，預金金利が高いほどより多くの利
子が得られる。それに対して，住宅や車を買うとき
の借り入れ（ローン）に対する金利は，低いほどより
少ない負担で買うことができる。景気がよくなって
金利が高くなるほど，ローンを組んで住宅や車を買
うと負担が重く，貯蓄することで多く利子が稼

かせ

げる。
逆に，景気が悪くなって金利が低くなると，ローン
を低利で組むことができる。
　貯蓄には，預金だけでなく，債券を購入して利子
を得る方法もある。債券は購入時の値段によって利
回りが変わる。満期時にあらかじめ定まった額面の
元金と利子が戻ってくるので，購入時の価格がより
低いと，利回りがより高くなる。

■�金利の決定要因

■�利回りとは

₈東京証券取引所　株価から景
気動向を測る指標として日経平均
株価やT

トピックス

OPIX（東証株価指数）な
どがある。

種類 内容

要
求
払
い
預
金

普
通
預
金

常に引き出し可能な要求払
いの預金。利子がつく

当
座
預
金

企業などが決済に利用し，
支払いには手形や小切手
が用いられる。利子はつか
ない

定期
預金

預金期間を定めた預金。普
通預金より高い利子がつく

譲渡性
預金

第三者に譲渡可能な定期
性の預金で，企業などが決
算などに用いる。普通預金
より高い利子がつく

₉預金のおもな種類

金利 要因

高くなる
・資金を借りたい人が多い（好況時）
・借りる人の信用度が低い
・借入期間が長い

低くなる
・資金を借りたい人が少ない（不況時）
・借りる人の信用度が高い
・借入期間が短い

❻ 株式・債券の売買　株式や債券の
値上がりによって得られる利益を
キャピタル・ゲインという。

債券発行時 満期（1年後）

額面価格　100万円
表面金利　3%（年）
満期　　　1年後

償還金　100万円
利子収入 3万円
合計　　103万円

［流通市場］
95万円で
債券を購入

利回り＝収益÷購入金額×100＝（103万円-95万円）÷95万円×100＝8.4%

株式・公社債発行
（資金調達）

株式・公社債購入
（証券買い入れ）

間接金融直接金融

公的
金融
機関

公的
金融
機関

租税

貸しつけ

預金
投資金融政策

貸しつけ

資金の
取り扱い

預金

租税

社会保障費など

財政投融資

証券
市場
証券
市場

民間
金融
機関

民間
金融
機関

貸しつけ預金

貸しつけ 預金

政府

企業

家計

日本
銀行
日本
銀行

0 20 40 60 80 100%

ユーロ圏
けん

アメリカ

日本

債券 1.4

現金・預金 54.3% 

13.3

34.3 9.6 18.2 33.8

2.3

4.2

13.2 37.8 29.0

2.5

保険・年金など
27.4

株式など 10.0
その他 2.6

投資信託 4.3
しんたく

［2021年3月末］

1.8

0 20 40 60 80 100%

借入 24.6 %

4.9

9.3 68.8 17.0

13.055.5

4.1

27.4

債券 4.4 

株式など 54.9 その他
16.1

［2021年3月末］
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金融市場と
金融機関

資金が不足している経済主体と，資金に余裕
がある経済主体との間で資金を貸し借りする

のが金融である。金融取り引きには情報の非対称性や不確実性が
生じるため，信用が大切となる。
　金融は資金の貸し手と借り手が直接に資金を融

ゆう

通
ずう

し合う直接金
融と，銀行などの金融機関を介

かい

して資金の貸し借りを行う間接金
融とに大

たい

別
べつ

される。金融機関としては，銀行，信用金庫，信用組
合，証券会社，保険会社，ノンバンクなどがあり，これら民間の
金融機関のほかに，公庫などの公的金融機関がある。資金の貸し
手と借り手の間で資金を取り引きする市

し

場
じょう

が金融市場である。
　株式

➡p.93
や債

さい

券
けん

などの有価証券が売買される市場が証券市場である。
証券市場は，新しく株式などを発行して出資者を募

つの

る発行市場で
あるとともに，すでに発行された株式などを投資家の間で売買す
る流通市場でもある。売買は証券取引所などで行われ，証券取引
所で株式が売買されるようになることを上

じょう

場
じょう

という。
証券会社は，証券市場において，株式や社債などを発行したい

企業や国債を発行したい国などを手助けしたり，それを引き受け

❷

57

❸

6

❹

❺

8

て購入したい人（投資家）を募集したりする株式や債券の売買仲介，
ディーリング業務（証券会社自らによる株式や債券の売買），M

➡p.94
&A

の仲介などの仕事をしている。証券会社は，こうした業務で，仲
介手数料や運用益を得ている。
　金利のしくみ　　借り手が貸し手から資金を融通してもらう対価とし
て支払われるのが利子（利息ともよぶ）であり，その元

がん

金
きん

（元
がん

本
ぽん

）に対する
割合が金利（利子率ともよぶ）である

➡レクチャー
。金利は金融市場で決まり，資金の

需
じゅ

要
よう

量が供給量に比べて増大すれば上昇し，逆の場合は低下する。また，
借り手の返

へん

済
さい

能力（信用度）が落ちると金利は上昇し，返済能力が上がる
と金利は低下する。
　　同様に，債券の場合，債券の購入価格（元金）に対する，受け取れる利
子や売

ばい

却
きゃく

・返済時に得られる収益の割合を利回りという。受け取れる利
子が発行時にあらかじめ定められているため，債券価格が下がると利回
りは上昇し，債券価格が上がると利回りは低下する。

銀行の役割
銀行は資金の貸し借りを仲介する専門の金融
機関である。銀行のなかでも代表的なものが，

都市銀行などの普通銀行である。銀行は家計
➡p.90
などから預かったお

金（預金）を元手として，企業
➡p.92
などに資金を貸し出す。銀行は，預

金者に利子（預金金利）を支払うとともに，借り手からは利子（貸
かし

出
だし

金利）を受け取る。銀行は，通常，預金金利よりも貸出金利を
高くしており，その差が銀行の利

り

潤
じゅん

となる。銀行はほかにも代金
支払いや金銭授受などの為

か わ せ

替業
➡p.207

務（決済業務）などを行っている。
預金には，普通預金や当座預金，定期預金や譲

じょう

渡
と

性預金がある。

❻

11

9

中央銀行 日本銀行

民
間
金
融
機
関

預
金
取と
り

扱あ
つ
か
い

金
融
機
関

普通銀行（都市銀行，
地方銀行，第二地方銀行）
信託銀行
信用金庫，信用組合
労働金庫
農業協同組合
漁業協同組合 など

そ
の
他
の

金
融
機
関

生命保険会社
損害保険会社
消費者金融会社
証券会社 など

公的
金融機関

日本政策投資銀行
日本政策金融公庫 など

6日本のおもな金融機関

日本の家計と企業の金融は，欧米と比べてどのような特徴をもっているだろうか。
7家計の金融資産構成（左）と，法

ほう

人
じん

企業の金融負債構成（右）（日本銀行資料）　　  

5金融の循
じゅん

環
かん

　　  家計は企業の資金調達とどのように関わっているだろうか。

❷ 信用　支払い能力の裏づけがある
ことにもとづいて取り引きを行う
こと。銀行などの貸し手が借り手
に担保を取らずに貸しつけて，信
用を与える（与

よ

信
しん

）ことがある。
❸  ノンバンク　預金などを受け入れ
ないで，貸し出しのみを行う消費
者金融会社や信

しん

販
ぱん

会社，クレジッ
トカード会社などをいう。
❹ 金融市場　金融市場には，1年未
満の短期資金が取り引きされる短
期金融市場と，1年以上の長期資
金が取り引きされる長期金融市場
がある。前者にはコール市場（金
融機関の間で通常1か月未満で資
金を貸し借りする市場）や手

て

形
がた

市
場（金融機関の間で手形を売り買
いする市場）といったインターバ
ンク（銀行間）市場が，後者には株
式市場や公

こう

社
しゃ

債
さい

市場などがある。
❺ 債券　資金の借り手が貸し手に発
行する有価証券。返

へん

済
さい

（償
しょう

還
かん

）額が
あらかじめ決まっており，貸し手
は一定期間ごとに利子を受け取り，
満期で返済される。企業が発行す
る社債（➡p.93）のほか，政府が発
行する公債（➡p.116）などがある。

金利の変化と暮らし
　家計にとって，預金金利が高いほどより多くの利
子が得られる。それに対して，住宅や車を買うとき
の借り入れ（ローン）に対する金利は，低いほどより
少ない負担で買うことができる。景気がよくなって
金利が高くなるほど，ローンを組んで住宅や車を買
うと負担が重く，貯蓄することで多く利子が稼

かせ

げる。
逆に，景気が悪くなって金利が低くなると，ローン
を低利で組むことができる。
　貯蓄には，預金だけでなく，債券を購入して利子
を得る方法もある。債券は購入時の値段によって利
回りが変わる。満期時にあらかじめ定まった額面の
元金と利子が戻ってくるので，購入時の価格がより
低いと，利回りがより高くなる。

■10金利のおもな決定要因

■11利回りとは

8東京証券取引所　株価から景
気動向を測る指標として日経平均
株価やT

トピックス

OPIX（東証株価指数）な
どがある。

種類 内容

要
求
払
い
預
金

普
通
預
金

常に引き出し可能な要求払
いの預金。利子がつく

当
座
預
金

企業などが決済に利用し，
支払いには手形や小切手
が用いられる。利子はつか
ない

定期
預金

預金期間を定めた預金。普
通預金より高い利子がつく

譲渡性
預金

第三者に譲渡可能な定期
性の預金で，企業などが決
算などに用いる。普通預金
より高い利子がつく

9預金のおもな種類

金利 要因

高くなる
・資金を借りたい人が多い（好況時）
・借りる人の信用度が低い
・借入期間が長い

低くなる
・資金を借りたい人が少ない（不況時）
・借りる人の信用度が高い
・借入期間が短い

❻ 株式・債券の売買　株式や債券の
値上がりによって得られる利益を
キャピタル・ゲインという。

債券発行時 満期（1年後）

額面価格　100万円
表面金利　3%（年）
満期　　　1年後

償還金　100万円
利子収入　3万円
合計　　103万円

［流通市場］
95万円で
債券を購入

利回り＝収益÷購入金額×100＝（103万円-95万円）÷95万円×100＝8.4%

株式・公社債発行
（資金調達）

株式・公社債購入
（証券買い入れ）

間接金融直接金融

公的
金融
機関

公的
金融
機関

租税

貸しつけ

預金
投資金融政策

貸しつけ

資金の
取り扱い

預金

租税

社会保障費など

財政投融資

証券
市場
証券
市場

民間
金融
機関

民間
金融
機関

貸しつけ預金

貸しつけ 預金

政府

企業

家計

日本
銀行
日本
銀行

0 20 40 60 80 100%

ユーロ圏
けん

アメリカ

日本

債券 1.4

現金・預金 54.3% 

13.3

34.3 9.6 18.2 33.8

2.3

4.2

13.2 37.8 29.0

2.5

保険・年金など
27.4

株式など 10.0
その他 2.6

投資信託 4.3
しんたく

［2021年3月末］

1.8

0 20 40 60 80 100%

借入 24.6 %

4.9

9.3 68.8 17.0

13.055.5

4.1

27.4

債券 4.4 

株式など 54.9 その他
16.1

［2021年3月末］
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変更が適切な体裁、記載

（より適切な表現にするため）
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ゼロ金利政策
買いオペレーションにより無担保コ
ールレート（オーバーナイト物）を0％
程度に近づけようとする政策 
実施時期  1999.2～2000.8
　　　　  2001.2～2006.7
　　　　  2010.10～2013.4

量的緩和政策
買いオペレーションにより銀行の資
金の量（日銀当座預金残高）を増加さ
せようとする政策
実施時期  2001.3～2006.3

インフレ・ターゲット政策
消費者物価上昇率（インフレ率）が2
％になることを目標に金融緩和を行
う政策
実施時期  2013.1～

量的・質的金融緩和（異次元緩和）
買い入れ対象資産を多様化させたう
えで（＝質的側面）， 買いオペレーショ
ンによりマネタリーベースを増加させ
ようとする（＝量的側面）政策
実施時期  2013.4～

マイナス金利
日銀当座預金の一部にマイナス0.1％
の金利を適用する政策
実施時期  2016.2～

量の国債を発行した。こうしたことが契
けい

機
き

となって，1980年代
に入ると金融の国際化と自由化が進み，イギリスでは金融・証券
制度の大改革（金

1986年実施
融ビッグバン）が断行された。

　日本でも，1991年のバブル経済崩
ほう

壊
かい

後
➡p.123

，金融の自由化が緊急
の課題となり，政府は，預金金利や貸出金利などに対する規制を
解く「金利の自由化」と，銀行・信託・証券・保険の相互参入を認
める「金融業務の自由化」に乗り出した。そして

1996～98年
，橋

はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣
は日本版金融ビッグバン構想を打

1996年
ち出し，金

1998年
融システム改革法を

制定して，金融市場の規制緩和を促進した。その結果，外国為替
関連業務の自由化や，銀行・証券・保険業界への新規参入などが
実現した。
　金融の自由化により，保護と規制を中心とした，従来の「護送
船団方式」とよばれた弱小金融機関に足

あし

並
な

みをそろえる金融行政
は転換を迫

せま

られた。護送船団方式の下では，金融機関が破
は

綻
たん

しそ
うになれば政府は救済するとの見通しから，金融機関が返済能力
を確かめずに多額の貸し出しを行うなどの現象（モ

moral hazard
ラルハザード）

がみられた。また，バブル経済の崩壊によって金融機関は回収が
困難になった巨額の不良債権を抱え，経営破綻におちいる金融機
関も現れた。さらに銀行の保有する株式などの資産の価値が目

め

減
べ

りしたために自己資本比率が低下し，自己資本比率に対する国際
規制（

Bank for International Settlements
B
ビ ス

IS規制）を遵
じゅん

守
しゅ

するため，貸し出しを抑制する貸し渋
しぶ

りと
いう現象が起こった。

非伝統的
金融政策

政府は混乱する金融システムの安定化を図る
ために，自己資本比率の低下した銀行に公的

❾

�

❿

➡p.124₁ ⓫

⓬ ⓭

資金を注入するとともに，不良債権処理・破綻銀行再生のための
条件整備に乗り出した。また，金融持

もち

株
かぶ

会社
➡p.94
が解

1997年
禁されたことな

どもあり，金融機関の再編も進んだ。さらに，金融システムを安
定化させるためには預金者の規律も高める必要があるとの考えか
ら，これまで金融機関が破綻した場合に全額保証されていた預金
は，一金融機関あたり1000万円とその利子を限度に保証される
のみとなった（ペ

2005年全面解禁
イオフ制度）。金融システムの安定化が図られる

一方で，日銀は景気回復を図るために，直接の政策目標とした無
担保コールレートを0％に近づけるゼロ金利政策をとった。
　しかし，デフレーションが止まらないことから，政策目標を金
利から日銀当座預金残高に切りかえ，通貨量の増加を図る量的緩
和政策を2001年に導入した。これもあって，デフレーションは
一時止まりかけたが，世

2008年
界金融危機

➡p.221
後に再びデフレーションにお

ちいった。そこで政府と日銀は，2013年から消費者物価上昇率
を2％とするインフレ・ターゲットを導入し，マネタリーベース
（現金通貨と日銀当座預金残高の合計）を政策目標とする「量的・
質的金融緩和」によって，デフレーションからの脱却をめざした。
　「量的・質的金融緩和」によって，日銀は公開市場操作で銀行な
どがもつ国債などを買い入れて通貨量を増やそうとした。しかし，
銀行などが，日銀に国債を売って得た資金を日銀当座預金に残し
たままだったため，貸し出しは見込みどおりに増えなかった。そ
こで，銀行などがもつ日銀当座預金の一部にマイナスの金利をつ
ける（銀行などが日銀に利子を支払う），「マイナス金利」を導入す
るなどして，銀行などが企業に貸し出すよう誘導している。

⓮

⓯

��

�

�

❾ 日本版金融ビッグバン　1986年
のイギリスでの金融・証券制度の
大改革（金融ビッグバン）にちなん
でこのようによばれた。フリー，
フェア，グローバルの三つの原則
が掲げられた。
❿金融行政の転換　1998年には金
融機関の監

かん

督
とく

・調査の強化のため
に金融監督庁が設置され，2000
年に金融庁に改組された。
⓫ 自己資本比率　自己資本の総資本
（総資産）に対する比率。これが高
いほど企業の財務的安定性が高い
ことを示している（➡p.94コラム）。

12  BIS規制　バーゼル合意にもとづ
き国際決済銀行（BIS）が規制する
統一基準。国際業務を行う銀行に
は8％以上（2019年からは10.5％
以上）の自己資本比率が求められ
た。また国内業務のみを行う銀行
には，日本では4％以上という基
準が設けられた。

⓭ 貸し渋り　金融機関の資金貸し出
しが極端に慎重になること。返済
の取り立ても厳しくなり，「貸しは
がし」という言葉も使われた。
⓮金融機関の再編　大手銀行は競争
力強化などのために合

がっ

併
ぺい

を繰り返
し，2000年代に三つのメガバン
クを中心に再編された。

�マネタリーベース，日銀当座預金，長期金利の推移（日本銀行資料）　　  マネタ
リーベースと日銀当座預金残高が2013年以降増加しているのはなぜだろうか。

�無担保コールレート，公定歩合と預金準備率の推移（日本銀行資料）　　  1990 
年以降，無担保コールレートと公定歩合はどのように変化しただろうか。

⓯ ペイオフ制度　金融機関が破綻し
た場合，預金保険機構に積み立て
ている保険金を使い，預金者への
一定額の払い戻しを行う制度。政
府は1996年にペイオフを一時凍
結し，政府が預金を全額保証する
形にしたが，2005年にペイオフ
を全面解禁した。

�世界金融危機を報じる新聞記
事（2008年）

�日本の非伝統的金融政策

�日本版金融ビッグバンのおもな
内容

内容（かっこ内は実施年月）

フ
リ
ー

･ 投資信託・保険商品の銀行窓
口販売の解禁（1997. 12）
･ 銀行，証券，保険会社を子会
社とする金融持株会社の解禁
（1998. 3）
･ 損害保険料率の自由化
  （1998. 7）
･ 株式売買委託手数料の自由
化 （1999. 10）

フ
ェ
ア

･金融機関に対する早期是
ぜ

正
せい

措
そ

置
ち

の導入（1998.4）
･ 情報開示（ディスクロージャ
ー）の充実（1999.10）

グ
ロ
ー
バ
ル

･内外資本取引の自由化 
 （外
がい

為
ため

法改正）（1998.4）
･ 証券デリバティブ（➡p.221）
の全面解禁（1998.12）
･国際会計基準の導入
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ゼロ金利政策
買いオペレーションにより無担保コ
ールレート（オーバーナイト物）を0％
程度に近づけようとする政策 
実施時期  1999.2～2000.8
　　　　  2001.2～2006.7
　　　　  2010.10～2013.4

量的緩和政策
買いオペレーションにより銀行の資
金の量（日銀当座預金残高）を増加さ
せようとする政策
実施時期  2001.3～2006.3

インフレ・ターゲット政策
消費者物価上昇率（インフレ率）が2
％になることを目標に金融緩和を行
う政策
実施時期  2013.1～

量的・質的金融緩和（異次元緩和）
買い入れ対象資産を多様化させたう
えで（＝質的側面）， 買いオペレーショ
ンによりマネタリーベースを増加させ
ようとする（＝量的側面）政策
実施時期  2013.4～

マイナス金利
日銀当座預金の一部にマイナス0.1％
の金利を適用する政策
実施時期  2016.2～

量の国債を発行した。こうしたことが契
けい

機
き

となって，1980年代
に入ると金融の国際化と自由化が進み，イギリスでは金融・証券
制度の大改革（金

1986年実施
融ビッグバン）が断行された。

　日本でも，1991年のバブル経済崩
ほう

壊
かい

後
➡p.123

，金融の自由化が緊急
の課題となり，政府は，預金金利や貸出金利などに対する規制を
解く「金利の自由化」と，銀行・信託・証券・保険の相互参入を認
める「金融業務の自由化」に乗り出した。そして

1996～98年
，橋

はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣
は日本版金融ビッグバン構想を打

1996年
ち出し，金

1998年
融システム改革法を

制定して，金融市場の規制緩和を促進した。その結果，外国為替
関連業務の自由化や，銀行・証券・保険業界への新規参入などが
実現した。
　金融の自由化により，保護と規制を中心とした，従来の「護送
船団方式」とよばれた弱小金融機関に足

あし

並
な

みをそろえる金融行政
は転換を迫

せま

られた。護送船団方式の下では，金融機関が破
は

綻
たん

しそ
うになれば政府は救済するとの見通しから，金融機関が返済能力
を確かめずに多額の貸し出しを行うなどの現象（モ

moral hazard
ラルハザード）

がみられた。また，バブル経済の崩壊によって金融機関は回収が
困難になった巨額の不良債権を抱え，経営破綻におちいる金融機
関も現れた。さらに銀行の保有する株式などの資産の価値が目

め

減
べ

りしたために自己資本比率が低下し，自己資本比率に対する国際
規制（

Bank for International Settlements
B
ビ ス

IS規制）を遵
じゅん

守
しゅ

するため，貸し出しを抑制する貸し渋
しぶ

りと
いう現象が起こった。

非伝統的
金融政策

政府は混乱する金融システムの安定化を図る
ために，自己資本比率の低下した銀行に公的

❾

18

10

➡p.1241 11

12 13

資金を注入するとともに，不良債権処理・破綻銀行再生のための
条件整備に乗り出した。また，金融持

もち

株
かぶ

会社
➡p.94
が解
1997年
禁されたことな

どもあり，金融機関の再編も進んだ。さらに，金融システムを安
定化させるためには預金者の規律も高める必要があるとの考えか
ら，これまで金融機関が破綻した場合に全額保証されていた預金
は，一金融機関あたり1000万円とその利子を限度に保証される
のみとなった（ペ

2005年全面解禁
イオフ制度）。金融システムの安定化が図られる

一方で，日銀は景気回復を図るために，直接の政策目標とした無
担保コールレートを0％に近づけるゼロ金利政策をとった。
　しかし，デフレーションが止まらないことから，政策目標を金
利から日銀当座預金残高に切りかえ，通貨量の増加を図る量的緩
和政策を2001年に導入した。これもあって，デフレーションは
一時止まりかけたが，世

2008年
界金融危機

➡p.221
後に再びデフレーションにお

ちいった。そこで政府と日銀は，2013年から消費者物価上昇率
を2％とするインフレ・ターゲットを導入し，マネタリーベース
（現金通貨と日銀当座預金残高の合計）を政策目標とする「量的・
質的金融緩和」によって，デフレーションからの脱却をめざした。
　「量的・質的金融緩和」によって，日銀は公開市場操作で銀行な
どがもつ国債などを買い入れて通貨量を増やそうとした。しかし，
銀行などが，日銀に国債を売って得た資金を日銀当座預金に残し
たままだったため，貸し出しは見込みどおりに増えなかった。そ
こで，銀行などがもつ日銀当座預金の一部にマイナスの金利をつ
ける（銀行などが日銀に利子を支払う），「マイナス金利」を導入す
るなどして，銀行などが企業に貸し出すよう誘導している。

14

15

1920

21

22

❾ 日本版金融ビッグバン　1986年
のイギリスでの金融・証券制度の
大改革（金融ビッグバン）にちなん
でこのようによばれた。フリー，
フェア，グローバルの三つの原則
が掲げられた。

10金融行政の転換　1998年には金
融機関の監

かん

督
とく

・調査の強化のため
に金融監督庁が設置され，2000
年に金融庁に改組された。

11 自己資本比率　自己資本の総資本
（総資産）に対する比率。これが高
いほど企業の財務的安定性が高い
ことを示している（➡p.94コラム）。
12  BIS規制　バーゼル合意にもとづ
き国際決済銀行（BIS）が規制する
統一基準。国際業務を行う銀行に
は8％以上（2019年からは10.5％
以上）の自己資本比率が求められ
た。また国内業務のみを行う銀行
には，日本では4％以上という基
準が設けられた。

13 貸し渋り　金融機関の資金貸し出
しが極端に慎重になること。返済
の取り立ても厳しくなり，「貸しは
がし」という言葉も使われた。
14金融機関の再編　大手銀行は競争
力強化などのために合

がっ

併
ぺい

を繰り返
し，2000年代に三つのメガバン
クを中心に再編された。

21マネタリーベース，日銀当座預金，長期金利の推移（日本銀行資料）　　  マネタ
リーベースと日銀当座預金残高が2013年以降増加しているのはなぜだろうか。

19無担保コールレート，公定歩合と預金準備率の推移（日本銀行資料）　　  1990 
年以降，無担保コールレートと公定歩合はどのように変化しただろうか。

15 ペイオフ制度　金融機関が破綻し
た場合，預金保険機構に積み立て
ている保険金を使い，預金者への
一定額の払い戻しを行う制度。政
府は1996年にペイオフを一時凍
結し，政府が預金を全額保証する
形にしたが，2005年にペイオフ
を全面解禁した。

22世界金融危機を報じる新聞記
事（2008年）

20日本の非伝統的金融政策

18日本版金融ビッグバンのおもな
内容

内容（かっこ内は実施年月）

フ
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･ 投資信託・保険商品の銀行窓
口販売の解禁（1997. 12）
･ 銀行，証券，保険会社を子会
社とする金融持株会社の解禁
（1998. 3）
･ 損害保険料率の自由化
  （1998. 7）
･ 株式売買委託手数料の自由
化 （1999. 10）
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･金融機関に対する早期是
ぜ
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せい
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そ
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ち

の導入（1998.4）
･ 情報開示（ディスクロージャ
ー）の充実（1999.10）

グ
ロ
ー
バ
ル

･内外資本取引の自由化 
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ため

法改正）（1998.4）
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の全面解禁（1998.12）
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

20 111 図版 21

ゼロ金利政策
買いオペレーションにより無担保コ
ールレート（オーバーナイト物）を0％
程度に近づけようとする政策 
実施時期  1999.2～2000.8
　　　　  2001.2～2006.7
　　　　  2010.10～2013.4

量的緩和政策
買いオペレーションにより銀行の資
金の量（日銀当座預金残高）を増加さ
せようとする政策
実施時期  2001.3～2006.3

インフレ・ターゲット政策
消費者物価上昇率（インフレ率）が2
％になることを目標に金融緩和を行
う政策
実施時期  2013.1～

量的・質的金融緩和（異次元緩和）
買い入れ対象資産を多様化させたう
えで（＝質的側面）， 買いオペレーショ
ンによりマネタリーベースを増加させ
ようとする（＝量的側面）政策
実施時期  2013.4～

マイナス金利
日銀当座預金の一部にマイナス0.1％
の金利を適用する政策
実施時期  2016.2～

量の国債を発行した。こうしたことが契
けい

機
き

となって，1980年代
に入ると金融の国際化と自由化が進み，イギリスでは金融・証券
制度の大改革（金

1986年実施
融ビッグバン）が断行された。

　日本でも，1991年のバブル経済崩
ほう

壊
かい

後
➡p.123

，金融の自由化が緊急
の課題となり，政府は，預金金利や貸出金利などに対する規制を
解く「金利の自由化」と，銀行・信託・証券・保険の相互参入を認
める「金融業務の自由化」に乗り出した。そして

1996～98年
，橋

はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣
は日本版金融ビッグバン構想を打

1996年
ち出し，金

1998年
融システム改革法を

制定して，金融市場の規制緩和を促進した。その結果，外国為替
関連業務の自由化や，銀行・証券・保険業界への新規参入などが
実現した。
　金融の自由化により，保護と規制を中心とした，従来の「護送
船団方式」とよばれた弱小金融機関に足

あし

並
な

みをそろえる金融行政
は転換を迫

せま

られた。護送船団方式の下では，金融機関が破
は

綻
たん

しそ
うになれば政府は救済するとの見通しから，金融機関が返済能力
を確かめずに多額の貸し出しを行うなどの現象（モ

moral hazard
ラルハザード）

がみられた。また，バブル経済の崩壊によって金融機関は回収が
困難になった巨額の不良債権を抱え，経営破綻におちいる金融機
関も現れた。さらに銀行の保有する株式などの資産の価値が目

め

減
べ

りしたために自己資本比率が低下し，自己資本比率に対する国際
規制（

Bank for International Settlements
B
ビ ス

IS規制）を遵
じゅん

守
しゅ

するため，貸し出しを抑制する貸し渋
しぶ

りと
いう現象が起こった。

非伝統的
金融政策

政府は混乱する金融システムの安定化を図る
ために，自己資本比率の低下した銀行に公的

❾

�

❿

➡p.124₁ ⓫

⓬ ⓭

資金を注入するとともに，不良債権処理・破綻銀行再生のための
条件整備に乗り出した。また，金融持

もち

株
かぶ

会社
➡p.94
が解

1997年
禁されたことな

どもあり，金融機関の再編も進んだ。さらに，金融システムを安
定化させるためには預金者の規律も高める必要があるとの考えか
ら，これまで金融機関が破綻した場合に全額保証されていた預金
は，一金融機関あたり1000万円とその利子を限度に保証される
のみとなった（ペ

2005年全面解禁
イオフ制度）。金融システムの安定化が図られる

一方で，日銀は景気回復を図るために，直接の政策目標とした無
担保コールレートを0％に近づけるゼロ金利政策をとった。
　しかし，デフレーションが止まらないことから，政策目標を金
利から日銀当座預金残高に切りかえ，通貨量の増加を図る量的緩
和政策を2001年に導入した。これもあって，デフレーションは
一時止まりかけたが，世

2008年
界金融危機

➡p.221
後に再びデフレーションにお

ちいった。そこで政府と日銀は，2013年から消費者物価上昇率
を2％とするインフレ・ターゲットを導入し，マネタリーベース
（現金通貨と日銀当座預金残高の合計）を政策目標とする「量的・
質的金融緩和」によって，デフレーションからの脱却をめざした。
　「量的・質的金融緩和」によって，日銀は公開市場操作で銀行な
どがもつ国債などを買い入れて通貨量を増やそうとした。しかし，
銀行などが，日銀に国債を売って得た資金を日銀当座預金に残し
たままだったため，貸し出しは見込みどおりに増えなかった。そ
こで，銀行などがもつ日銀当座預金の一部にマイナスの金利をつ
ける（銀行などが日銀に利子を支払う），「マイナス金利」を導入す
るなどして，銀行などが企業に貸し出すよう誘導している。

⓮

⓯

��

�

�

❾ 日本版金融ビッグバン　1986年
のイギリスでの金融・証券制度の
大改革（金融ビッグバン）にちなん
でこのようによばれた。フリー，
フェア，グローバルの三つの原則
が掲げられた。

❿金融行政の転換　1998年には金
融機関の監

かん

督
とく

・調査の強化のため
に金融監督庁が設置され，2000
年に金融庁に改組された。

⓫ 自己資本比率　自己資本の総資本
（総資産）に対する比率。これが高
いほど企業の財務的安定性が高い
ことを示している（➡p.94コラム）。
12  BIS規制　バーゼル合意にもとづ
き国際決済銀行（BIS）が規制する
統一基準。国際業務を行う銀行に
は8％以上（2019年からは10.5％
以上）の自己資本比率が求められ
た。また国内業務のみを行う銀行
には，日本では4％以上という基
準が設けられた。

⓭ 貸し渋り　金融機関の資金貸し出
しが極端に慎重になること。返済
の取り立ても厳しくなり，「貸しは
がし」という言葉も使われた。
⓮金融機関の再編　大手銀行は競争
力強化などのために合

がっ

併
ぺい

を繰り返
し，2000年代に三つのメガバン
クを中心に再編された。

�マネタリーベース，日銀当座預金，長期金利の推移（日本銀行資料）　　  マネタ
リーベースと日銀当座預金残高が2013年以降増加しているのはなぜだろうか。

�無担保コールレート，公定歩合と預金準備率の推移（日本銀行資料）　　  1990 
年以降，無担保コールレートと公定歩合はどのように変化しただろうか。

⓯ ペイオフ制度　金融機関が破綻し
た場合，預金保険機構に積み立て
ている保険金を使い，預金者への
一定額の払い戻しを行う制度。政
府は1996年にペイオフを一時凍
結し，政府が預金を全額保証する
形にしたが，2005年にペイオフ
を全面解禁した。

�世界金融危機を報じる新聞記
事（2008年）

�日本の非伝統的金融政策

�日本版金融ビッグバンのおもな
内容

内容（かっこ内は実施年月）

フ
リ
ー

･ 投資信託・保険商品の銀行窓
口販売の解禁（1997. 12）
･ 銀行，証券，保険会社を子会
社とする金融持株会社の解禁
（1998. 3）
･ 損害保険料率の自由化
  （1998. 7）
･ 株式売買委託手数料の自由
化 （1999. 10）

フ
ェ
ア

･金融機関に対する早期是
ぜ

正
せい

措
そ

置
ち

の導入（1998.4）
･ 情報開示（ディスクロージャ
ー）の充実（1999.10）
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ー
バ
ル

･内外資本取引の自由化 
 （外
がい

為
ため

法改正）（1998.4）
･ 証券デリバティブ（➡p.221）
の全面解禁（1998.12）
･国際会計基準の導入
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ゼロ金利政策
買いオペレーションにより無担保コ
ールレート（オーバーナイト物）を0％
程度に近づけようとする政策 
実施時期  1999.2～2000.8
　　　　  2001.2～2006.7
　　　　  2010.10～2013.4

量的緩和政策
買いオペレーションにより銀行の資
金の量（日銀当座預金残高）を増加さ
せようとする政策
実施時期  2001.3～2006.3

インフレ・ターゲット政策
消費者物価上昇率（インフレ率）が2
％になることを目標に金融緩和を行
う政策
実施時期  2013.1～

量的・質的金融緩和（異次元緩和）
買い入れ対象資産を多様化させたう
えで（＝質的側面）， 買いオペレーショ
ンによりマネタリーベースを増加させ
ようとする（＝量的側面）政策
実施時期  2013.4～

マイナス金利
日銀当座預金の一部にマイナス0.1％
の金利を適用する政策
実施時期  2016.2～

量の国債を発行した。こうしたことが契
けい

機
き

となって，1980年代
に入ると金融の国際化と自由化が進み，イギリスでは金融・証券
制度の大改革（金

1986年実施
融ビッグバン）が断行された。

　日本でも，1991年のバブル経済崩
ほう

壊
かい

後
➡p.123

，金融の自由化が緊急
の課題となり，政府は，預金金利や貸出金利などに対する規制を
解く「金利の自由化」と，銀行・信託・証券・保険の相互参入を認
める「金融業務の自由化」に乗り出した。そして

1996～98年
，橋

はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣
は日本版金融ビッグバン構想を打

1996年
ち出し，金

1998年
融システム改革法を

制定して，金融市場の規制緩和を促進した。その結果，外国為替
関連業務の自由化や，銀行・証券・保険業界への新規参入などが
実現した。
　金融の自由化により，保護と規制を中心とした，従来の「護送
船団方式」とよばれた弱小金融機関に足

あし

並
な

みをそろえる金融行政
は転換を迫

せま

られた。護送船団方式の下では，金融機関が破
は

綻
たん

しそ
うになれば政府は救済するとの見通しから，金融機関が返済能力
を確かめずに多額の貸し出しを行うなどの現象（モ

moral hazard
ラルハザード）

がみられた。また，バブル経済の崩壊によって金融機関は回収が
困難になった巨額の不良債権を抱え，経営破綻におちいる金融機
関も現れた。さらに銀行の保有する株式などの資産の価値が目

め

減
べ

りしたために自己資本比率が低下し，自己資本比率に対する国際
規制（

Bank for International Settlements
B
ビ ス

IS規制）を遵
じゅん

守
しゅ

するため，貸し出しを抑制する貸し渋
しぶ

りと
いう現象が起こった。

非伝統的
金融政策

政府は混乱する金融システムの安定化を図る
ために，自己資本比率の低下した銀行に公的

❾

18

10

➡p.1241 11

12 13

資金を注入するとともに，不良債権処理・破綻銀行再生のための
条件整備に乗り出した。また，金融持

もち

株
かぶ

会社
➡p.94
が解
1997年
禁されたことな

どもあり，金融機関の再編も進んだ。さらに，金融システムを安
定化させるためには預金者の規律も高める必要があるとの考えか
ら，これまで金融機関が破綻した場合に全額保証されていた預金
は，一金融機関あたり1000万円とその利子を限度に保証される
のみとなった（ペ

2005年全面解禁
イオフ制度）。金融システムの安定化が図られる

一方で，日銀は景気回復を図るために，直接の政策目標とした無
担保コールレートを0％に近づけるゼロ金利政策をとった。
　しかし，デフレーションが止まらないことから，政策目標を金
利から日銀当座預金残高に切りかえ，通貨量の増加を図る量的緩
和政策を2001年に導入した。これもあって，デフレーションは
一時止まりかけたが，世

2008年
界金融危機

➡p.221
後に再びデフレーションにお

ちいった。そこで政府と日銀は，2013年から消費者物価上昇率
を2％とするインフレ・ターゲットを導入し，マネタリーベース
（現金通貨と日銀当座預金残高の合計）を政策目標とする「量的・
質的金融緩和」によって，デフレーションからの脱却をめざした。
　「量的・質的金融緩和」によって，日銀は公開市場操作で銀行な
どがもつ国債などを買い入れて通貨量を増やそうとした。しかし，
銀行などが，日銀に国債を売って得た資金を日銀当座預金に残し
たままだったため，貸し出しは見込みどおりに増えなかった。そ
こで，銀行などがもつ日銀当座預金の一部にマイナスの金利をつ
ける（銀行などが日銀に利子を支払う），「マイナス金利」を導入す
るなどして，銀行などが企業に貸し出すよう誘導している。

14

15

1920

21

22

❾ 日本版金融ビッグバン　1986年
のイギリスでの金融・証券制度の
大改革（金融ビッグバン）にちなん
でこのようによばれた。フリー，
フェア，グローバルの三つの原則
が掲げられた。

10金融行政の転換　1998年には金
融機関の監

かん

督
とく

・調査の強化のため
に金融監督庁が設置され，2000
年に金融庁に改組された。

11 自己資本比率　自己資本の総資本
（総資産）に対する比率。これが高
いほど企業の財務的安定性が高い
ことを示している（➡p.94コラム）。

12  BIS規制　バーゼル合意にもとづ
き国際決済銀行（BIS）が規制する
統一基準。国際業務を行う銀行に
は8％以上（2019年からは10.5％
以上）の自己資本比率が求められ
た。また国内業務のみを行う銀行
には，日本では4％以上という基
準が設けられた。

13 貸し渋り　金融機関の資金貸し出
しが極端に慎重になること。返済
の取り立ても厳しくなり，「貸しは
がし」という言葉も使われた。
14金融機関の再編　大手銀行は競争
力強化などのために合

がっ

併
ぺい

を繰り返
し，2000年代に三つのメガバン
クを中心に再編された。

21マネタリーベース，日銀当座預金，長期金利の推移（日本銀行資料）　　  マネタ
リーベースと日銀当座預金残高が2013年以降増加しているのはなぜだろうか。

19無担保コールレート，公定歩合と預金準備率の推移（日本銀行資料）　　  1990 
年以降，無担保コールレートと公定歩合はどのように変化しただろうか。

15 ペイオフ制度　金融機関が破綻し
た場合，預金保険機構に積み立て
ている保険金を使い，預金者への
一定額の払い戻しを行う制度。政
府は1996年にペイオフを一時凍
結し，政府が預金を全額保証する
形にしたが，2005年にペイオフ
を全面解禁した。

22世界金融危機を報じる新聞記
事（2008年）

20日本の非伝統的金融政策

18日本版金融ビッグバンのおもな
内容

内容（かっこ内は実施年月）

フ
リ
ー

･ 投資信託・保険商品の銀行窓
口販売の解禁（1997. 12）
･ 銀行，証券，保険会社を子会
社とする金融持株会社の解禁
（1998. 3）
･ 損害保険料率の自由化
  （1998. 7）
･ 株式売買委託手数料の自由
化 （1999. 10）

フ
ェ
ア

･金融機関に対する早期是
ぜ

正
せい

措
そ

置
ち

の導入（1998.4）
･ 情報開示（ディスクロージャ
ー）の充実（1999.10）

グ
ロ
ー
バ
ル

･内外資本取引の自由化 
 （外
がい

為
ため

法改正）（1998.4）
･ 証券デリバティブ（➡p.221）
の全面解禁（1998.12）
･国際会計基準の導入
  （1999.4） 1973 75 80 85 90 95 2000 10 15 20 25年05

無担保コールレート
（オーバーナイト物）

99
・
2 

ゼ
ロ
金
利
政
策
を
導
入

1994
・
10 

金
利
の
完
全
自
由
化

01
・
2 

ゼ
ロ
金
利
政
策
を
再
導
入

06
・
7 

ゼ
ロ
金
利
政
策
を
解
除

10
・
10 

ゼ
ロ
金
利
政
策
を
導
入

06
・
3 

量
的
緩
和
政
策
を
解
除

01
・
3 

量
的
緩
和
政
策
を
導
入

補
完
貸
付
制
度
導
入

2000
・
8 

ゼ
ロ
金
利
政
策
を
解
除

9.0

6.5

5.0

6.0

2.52.252.0
1.625 1.75

0.5
0.1 0.3

1.75
1.2預金準備率

（指定勘定区分の上限額を超える
  定期性預金の場合）

13
・
4
「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」を
導
入

16
・
2
「
マ
イ
ナ
ス
金
利
」を
導
入

16
・
9
長
短
金
利
操
作
を
導
入

10
%

5

0

公定歩合
（2006年から
基準割引率お
よび基準貸付
利率）

16
・
9
長
短
金
利
操
作
導
入

16
・
9
長
短
金
利
操
作
導
入

ゼ
ロ
金
利
政
策

99
・
2
〜
00
・
8

ゼ
ロ
金
利
政
策

99
・
2
〜
00
・
8

量
的
緩
和
政
策

01
・
3
〜
06
・
3

量
的
緩
和
政
策

01
・
3
〜
06
・
3

ゼ
ロ
金
利
政
策

01
・
3
〜
06
・
7
、10
・
10
〜
13
・
4

ゼ
ロ
金
利
政
策

01
・
3
〜
06
・
7
、10
・
10
〜
13
・
4

量
的
・
質
的
金
融
緩
和

13
・
4
〜

量
的
・
質
的
金
融
緩
和

13
・
4
〜

08
・
9
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

08
・
9
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

16
・
2「
マ
イ
ナ
ス
金
利
」導
入

16
・
2「
マ
イ
ナ
ス
金
利
」導
入

0

100

200

300

400

500

600

700

800
兆円

-0.5
0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0
％

25年2015100520001996

マネタリーベース
（兆円）

マネタリーベース
（兆円）

日本銀行当座預金
（兆円）

日本銀行当座預金
（兆円）無担保コールレート

（オーバーナイト物）（％）
無担保コールレート

（オーバーナイト物）（％）長期金利
（国債10年物）（％）

長期金利
（国債10年物）（％）

5

10

15

20

5

10

15

20

110 第 2 章 現代日本の経済 1112 節 現代経済のしくみ

更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）



別紙様式第 16号別紙

図書の記号・番号

8

政経 701

番
号

訂正箇所
原文 訂正文 訂正理由

ページ 行

21 114 図版 2

資源配分の調整　道路などの公共財
➡p.99
は，市

し

場
じょう

を通して供給す
ることができないか，供給が可能でも国民の必要とする量に満た
ないことが多い。公共財を供給して市場の失敗

➡p.98
を是

ぜ

正
せい

し，私
し

的
てき

財
と公共財のバランスを調整するのが政府の役割である。
所得の再分配　所得格差を是正するために，政府は所得税に

累
るい

進
しん

税率を適用（累進課税制度）し，また，ナショナル・ミニマ
➡p.62
ム

を保障するなど，社会保障のための財政支出を行って，所得の再
分配を行う。
景気の安定化　政府は，税制や歳出によって景気を安定化さ

せようとする。たとえば，不
ふ

況
きょう

になると減税を行ったり，公共事
業を増やしたりして，総需

じゅ

要
よう

を拡大させ，景気回復を図ろうとす
る。このような景気安定化のための人

じん

為
い

的な財政政策は，裁量的
財政政策（フ

fiscal policy
ィスカル・ポリシー）とよばれる。このほかに，財政

制度のなかに組み込まれている景気の自動安定化装置（ビルト・
イ
built-in stabilizer
ン・スタビライザー）も景気の安定に寄

き

与
よ

する。
　政府の経済目標は財政政策だけではなく，物価の安定や国際収
支
➡p.209
の安定を図ることも含んでいる。今

こん

日
にち

の財政政策は，景気，物
価，国際収支の同時安定をめざして，金融政策や産業政策などと
一体となったポ

policy mix
リシー・ミックスをとることが求められている。

租税と公債
歳入の中心は租税（国税，地方税）である。民
主主義の下

もと

では，政府は事前に議会で議決さ
れた法律にもとづいて課税しなければならない（租税法律主義，
第84条）。租税は直接税と間接税に分けられ，国税では，所得税
や法

ほう

人
じん

税など納税者と担税者（実際の税負担者）が同
どう

一
いつ

と想定され

A

B
❸ ₃

C

❹

5

❺

財政制度
政府の行う経済活動が財政であり，一会計年
度における収入を歳

さい

入
にゅう

，支出を歳出とよぶ。
財政はその主体によって国家財政と地方財政

➡p.64
に分かれる。政府が　　

収入と支出を管理するために設ける会計には，収入と支出を総合
的に管理する一般会計と，特定の事業を行うために特定の収入を
あてるべく一般会計から切り離された特別会計がある。
　日本の予算編成　　政府は毎年，一般会計予算，特別会計予算，政
府関係機関予算を作成して国会に提出し，これらを一体として国会の承
認を得て

➡p.50
実行に移す（憲法第86条）。国会の審

しん

議
ぎ

・議決を経て新年度か
ら実施される予算を本予算（当初予算），年度途中で追加や変更を行わざ
るをえなくなり，国会の議決を経て修正された予算を補正予算という。
本予算が年度開始前に成立しなかったときには，暫

ざん

定
てい

予算が組まれる。
また，政府は，国

こく

債
さい

などで財源をまかなって中小企業向けの融
ゆう

資
し

や奨
しょう

学
がく

金の支給などを行っている。こうした投融資活動を，財政投
とう

融
ゆう

資
し

という。
政府は，予算と合わせて，毎年，財政投融資計画を作成している。

財政の役割
政府は公共の目的を達成するために財政をそ
の手段として用いる。これが財政政策である。

財政政策の目的には，大
たい

別
べつ

すると次の三つのものがあげられる。

❶

₂

4

₁

❷

▶財政にはどのような役割があるだろうか。
▶公平な税制とはどのようなものだろうか。
▶日本の財政はどのような課題を抱えているだろうか。

財政のしくみと機能6

❶ 会計年度　行政府が行使する収入
（課税や公

こう

債
さい

発行）と支出の権限を，
立法府が時限を区切るために設け
た一定の期間。日本では，4月1日
から翌年3月31日までが一会計
年度である。
❷ 財政投融資計画　特殊法

ほう

人
じん

（➡p.
124）などへの投融資のために郵
便貯金や年金積

つみ

立
たて

金などを大蔵省
（現在の財務省）資金運用部に預

よ

託
たく

する制度は，2001年度に廃
はい

止
し

さ
れた。現在，財投機関（特殊法人
や独立行政法人など）が必要な資
金は，財政投融資特別会計が発行
する財投債（国債）や，財投機関が
発行する政府保証債などで調達さ
れる。また，計画外で政府保証の
ない財投機関債も独自発行する。

₂日本の一般会計の歳入と歳出（財務
省資料）　　  1965年度以降大きく増
加した歳出項目は何だろうか。 4財政のしくみ 5財政政策による景気の安定化

❸ 累進課税　所得の増加に従って税
率が高くなる課税方法。これに対
し，所得が低くなるに従って相対
的に税率が高くなる課税方法を逆
進課税という。消費税は逆進性を
もつといわれている。

❹ 景気の自動安定化装置　景気が悪
化すると所得は減少し，その結果
消費支出も減るが，累進課税制度
や雇

こ

用
よう

保険（➡p.151）の失業給付
制度によって，消費支出の減少を
ある程度は抑えることができる。
逆に景気が過熱しているときには，
累進課税制度により所得の増加率
以上に税負担が増え，失業給付も
減ることで消費支出も減少し，景
気の過熱を冷ますことができる。

❺ 国会の議決　国の財政は国会の議
決にもとづいて処理されなければ
ならないことを財政民主主義とい
い，憲法第83条に定められている。

　  課税所得が500万円の場合，
所得税はいくらになるだろうか。

₃所得税の累進税率（国税庁資料）

1編3章 p.166～167

₁予算編成のプロセス

内閣

内閣

各府省

財務省

内閣

内閣

国会（常会）

成立

予算の提出

     審議＊

　衆議院　　参議院
＊3月末までの成立をめざす

成立した予算にもとづき
政策を行う

6月

7月
下旬

8月末

9～
12月
ごろ

12月
下旬

1月～

3月
下旬

4月

予算編成の方針を
閣議決定

＊財務省が各府省に示す予算方針

概算要求基準
（シーリング）＊の閣議了解

政府案を閣議決定

概算要求
財務省の概算要求基準に
もとづき各大臣が要求

財務省の予算査定
（各府省から説明聴取・査定）

財務省原案の策定

金

融

機

関

財
政
投
融
資
計
画

国 民

一般会計

料金・代金
支払い

租税・
印紙収入

財投債

融資

投融資

保証

繰り入れ

財投
機関債
政府
保証債

国債

預金・証券購入・
保険料支払いなど

こうにゅう

特別会計

政府
関係
機関等

国予算

行政サービス

支払い
料金・代金
保険料・
年金積立金

不況期

減税
公共事業の増加

累進課税による
税負担減
失業給付の増加

裁量的財政政策
（フィスカル・ポリシー）

景気の自動安定化装置
（ビルト・イン・スタビライザー）

増税
公共事業の抑制

累進課税による
税負担増
失業給付の減少

好況期

総需要を抑制

総需要を拡大

財政政策が
行われない場合

財政政策が
行われる場合

税率
45

40

33

23
20

10

5

195 330 695 900 1800
課税所得金額
4000万円

5%

10
%

20%
23
%

33%

40%

45%%

1934～36
年度平均
22.9億円

1965年度
3.7兆円

地方財政関係費0.3文教および科学振興費0.7%
防衛関係費
44.8

国債費
16.9

その他
15.77.4 6.6 7.6

公共事業関係費
20.0

地方交付税交付金等
19.114.5％ 13.2 8.2 20.14.6

0.3

恩給関係費

＊2022年度は当初予算

0.1

歳

出

1934～36
年度平均
22.9億円

1965年度
3.7兆円

1995年度
80.6兆円

2022年度
107.6兆円

1995年度
80.6兆円

2022年度
107.6兆円

所得税
26.2％

その他
28.1

公債金
38.9

その他
13.88.3

30.8 4.5 6.9 7.7法人税
23.9歳

入

所得税
法人税
10.9%

社会保障関係費
33.7％

18.1％

24.2％ 17.1 7.2 16.0 22.8 12.7

15.9 8.3 5.9

2.1

15.9 15.3 18.5

5.6 5.0 5.0 22.6 14.8 13.2

18.9% 12.4 消費税
20.1 9.2 34.3 5.1

専売納付金租税および印紙収入
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資源配分の調整　道路などの公共財
➡p.99
は，市

し

場
じょう

を通して供給す
ることができないか，供給が可能でも国民の必要とする量に満た
ないことが多い。公共財を供給して市場の失敗

➡p.98
を是

ぜ

正
せい

し，私
し

的
てき

財
と公共財のバランスを調整するのが政府の役割である。
所得の再分配　所得格差を是正するために，政府は所得税に

累
るい

進
しん

税率を適用（累進課税制度）し，また，ナショナル・ミニマ
➡p.62
ム

を保障するなど，社会保障のための財政支出を行って，所得の再
分配を行う。
景気の安定化　政府は，税制や歳出によって景気を安定化さ

せようとする。たとえば，不
ふ

況
きょう

になると減税を行ったり，公共事
業を増やしたりして，総需

じゅ

要
よう

を拡大させ，景気回復を図ろうとす
る。このような景気安定化のための人

じん

為
い

的な財政政策は，裁量的
財政政策（フ

fiscal policy
ィスカル・ポリシー）とよばれる。このほかに，財政

制度のなかに組み込まれている景気の自動安定化装置（ビルト・
イ
built-in stabilizer
ン・スタビライザー）も景気の安定に寄

き

与
よ

する。
　政府の経済目標は財政政策だけではなく，物価の安定や国際収
支
➡p.209
の安定を図ることも含んでいる。今

こん

日
にち

の財政政策は，景気，物
価，国際収支の同時安定をめざして，金融政策や産業政策などと
一体となったポ

policy mix
リシー・ミックスをとることが求められている。

租税と公債
歳入の中心は租税（国税，地方税）である。民
主主義の下

もと

では，政府は事前に議会で議決さ
れた法律にもとづいて課税しなければならない（租税法律主義，
第84条）。租税は直接税と間接税に分けられ，国税では，所得税
や法

ほう

人
じん

税など納税者と担税者（実際の税負担者）が同
どう

一
いつ

と想定され

A

B
❸ 3

C

❹

5

❺

財政制度
政府の行う経済活動が財政であり，一会計年
度における収入を歳

さい

入
にゅう

，支出を歳出とよぶ。
財政はその主体によって国家財政と地方財政

➡p.64
に分かれる。政府が　　

収入と支出を管理するために設ける会計には，収入と支出を総合
的に管理する一般会計と，特定の事業を行うために特定の収入を
あてるべく一般会計から切り離された特別会計がある。
　日本の予算編成　　政府は毎年，一般会計予算，特別会計予算，政
府関係機関予算を作成して国会に提出し，これらを一体として国会の承
認を得て

➡p.50
実行に移す（憲法第86条）。国会の審

しん

議
ぎ

・議決を経て新年度か
ら実施される予算を本予算（当初予算），年度途中で追加や変更を行わざ
るをえなくなり，国会の議決を経て修正された予算を補正予算という。
本予算が年度開始前に成立しなかったときには，暫

ざん

定
てい

予算が組まれる。
また，政府は，国

こく

債
さい

などで財源をまかなって中小企業向けの融
ゆう

資
し

や奨
しょう

学
がく

金の支給などを行っている。こうした投融資活動を，財政投
とう

融
ゆう

資
し

という。
政府は，予算と合わせて，毎年，財政投融資計画を作成している。

財政の役割
政府は公共の目的を達成するために財政をそ
の手段として用いる。これが財政政策である。

財政政策の目的には，大
たい

別
べつ

すると次の三つのものがあげられる。

❶

2

4

1

❷

▶財政にはどのような役割があるだろうか。
▶公平な税制とはどのようなものだろうか。
▶日本の財政はどのような課題を抱えているだろうか。

財政のしくみと機能6

❶ 会計年度　行政府が行使する収入
（課税や公

こう

債
さい

発行）と支出の権限を，
立法府が時限を区切るために設け
た一定の期間。日本では，4月1日
から翌年3月31日までが一会計
年度である。

❷ 財政投融資計画　特殊法
ほう

人
じん

（➡p.
124）などへの投融資のために郵
便貯金や年金積

つみ

立
たて

金などを大蔵省
（現在の財務省）資金運用部に預

よ

託
たく

する制度は，2001年度に廃
はい

止
し

さ
れた。現在，財投機関（特殊法人
や独立行政法人など）が必要な資
金は，財政投融資特別会計が発行
する財投債（国債）や，財投機関が
発行する政府保証債などで調達さ
れる。また，計画外で政府保証の
ない財投機関債も独自発行する。

2日本の一般会計の歳入と歳出（財務
省資料）　　  1965年度以降大きく増
加した歳出項目は何だろうか。 4財政のしくみ 5財政政策による景気の安定化

❸ 累進課税　所得の増加に従って税
率が高くなる課税方法。これに対
し，所得が低くなるに従って相対
的に税率が高くなる課税方法を逆
進課税という。消費税は逆進性を
もつといわれている。
❹ 景気の自動安定化装置　景気が悪
化すると所得は減少し，その結果
消費支出も減るが，累進課税制度
や雇

こ

用
よう

保険（➡p.151）の失業給付
制度によって，消費支出の減少を
ある程度は抑えることができる。
逆に景気が過熱しているときには，
累進課税制度により所得の増加率
以上に税負担が増え，失業給付も
減ることで消費支出も減少し，景
気の過熱を冷ますことができる。
❺ 国会の議決　国の財政は国会の議
決にもとづいて処理されなければ
ならないことを財政民主主義とい
い，憲法第83条に定められている。

　  課税所得が500万円の場合，
所得税はいくらになるだろうか。

3所得税の累進税率（国税庁資料）

1編3章 p.166～167

1予算編成のプロセス

内閣

内閣

各府省

財務省

内閣

内閣

国会（常会）

成立

予算の提出

     審議＊

　衆議院　　参議院
＊3月末までの成立をめざす

成立した予算にもとづき
政策を行う

6月

7月
下旬

8月末

9～
12月
ごろ

12月
下旬

1月～

3月
下旬

4月

予算編成の方針を
閣議決定

＊財務省が各府省に示す予算方針

概算要求基準
（シーリング）＊の閣議了解

政府案を閣議決定

概算要求
財務省の概算要求基準に
もとづき各大臣が要求

財務省の予算査定
（各府省から説明聴取・査定）

財務省原案の策定

金

　
融

　
機

　
関

財
政
投
融
資
計
画

国 民

一般会計

料金・代金
支払い

租税・
印紙収入

財投債

融資

投融資

保証

繰り入れ

財投
機関債
政府
保証債

国債

預金・証券購入・
保険料支払いなど

こうにゅう

特別会計

政府
関係
機関等

国予算

行政サービス

支払い
料金・代金
保険料・
年金積立金

不況期

減税
公共事業の増加

累進課税による
税負担減
失業給付の増加

裁量的財政政策
（フィスカル・ポリシー）

景気の自動安定化装置
（ビルト・イン・スタビライザー）

増税
公共事業の抑制

累進課税による
税負担増
失業給付の減少

好況期

総需要を抑制

総需要を拡大

財政政策が
行われない場合

財政政策が
行われる場合

税率
45

40

33

23
20

10

5

195 330 695 900 1800
課税所得金額
4000万円

5%

10
%

20%
23
%

33%

40%

45%%

1934～36
年度平均
22.9億円

1965年度
3.7兆円

地方財政関係費0.3文教および科学振興費0.7%
防衛関係費
44.8

国債費
16.9

その他
15.77.4 6.6 7.6

公共事業関係費
20.0

地方交付税交付金等
19.114.5％ 13.2 8.2 20.14.6

0.3

恩給関係費

＊2023年度は当初予算

0.1

歳

　
出

1934～36
年度平均
22.9億円

1965年度
3.7兆円

1995年度
80.6兆円

2023年度
114.4兆円

1995年度
80.6兆円

2023年度
114.4兆円

所得税
26.2％

その他
28.1

公債金
38.9

その他
13.88.3

30.8 4.5 6.9 7.7法人税
23.9歳

　
入

所得税
法人税
10.9%

社会保障関係費
32.3％

18.1％

24.2％ 17.1 7.2 16.0 22.8 12.7

15.9 8.3 5.9

2.1

15.9 15.3 18.5

5.3 4.7 8.9 22.1 14.3 12.3

18.4% 12.8 消費税
20.4 9.1 31.1 8.2

専売納付金租税および印紙収入
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

22 116 図版 7

るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得

ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.118�� 7

❼

❽

➡p.118�

❾

❿

⓫

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2022年度末には1055兆円（国と地方
を合わせると1244兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

��

➡p.55₉

⓬₈

➡p.166₂₉

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

❿ 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

⓫  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。

直接税 間接税

国
税

所得税　法人税
相
そう

続
ぞく

税　贈
ぞう

与
よ

税　
ほか

消費税　酒税　
たばこ税　揮

き

発
はつ

油
ゆ

税
関税　印紙税　ほか

地
方
税

（
都
）道
府
県
税

（都）道府県民税
事業税
不動産取得税
自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
（都）道府県たばこ税
軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税

市（区）町村民税
固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

�国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

�国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

⓬プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

₉おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

₈プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。

均衡した状態
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きん  こう
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赤字の状態

（歳入）（歳出）
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公債金
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利払い
費

税収
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など

赤字
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1934～36
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1965年度
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2022年度
70.0 兆円

4.9

0.7

相続税 2.4 印紙収入 6.8
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1.3＊2022年度は当初予算
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得
ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.1181314 7

❼

❽

➡p.11812

❾

10

11

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2023年度末には1097兆円（国と地方
を合わせると1279兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

1011

➡p.559

128

➡p.16629

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。
❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

10 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

11  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。

直接税 間接税

国
税

所得税　法人税
相
そう

続
ぞく

税　贈
ぞう

与
よ

税　
ほか

消費税　酒税　
たばこ税　揮

き

発
はつ

油
ゆ

税
関税　印紙税　ほか

地
方
税

（
都
）道
府
県
税

（都）道府県民税
事業税
不動産取得税
自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
（都）道府県たばこ税
軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税

市（区）町村民税
固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

10国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

11国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

12プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

9おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

8プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。

均衡した状態
（歳入）

きん  こう

（歳出）
赤字の状態

（歳入）（歳出）

公債金
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利払い
費

税収
など

一般歳出
など

公債金
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費
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しょうかん
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1.3＊2023年度は当初予算

間接税 33.9直接税 66.1%直接税 66.1%

間接税 42.5直接税 57.5%

間接税 40.8直接税 59.2%
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

23 117 8-9

るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得
ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.118�� 7

❼

❽

➡p.118�

❾

❿

⓫

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2022年度末には1055兆円（国と地方
を合わせると1244兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

��

➡p.55₉

⓬₈

➡p.166₂₉

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

❿ 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

⓫  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。
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6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

�国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

�国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

⓬プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

₉おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。
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　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得

ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.1181314 7

❼

❽

➡p.11812

❾

10

11

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2023年度末には1097兆円（国と地方
を合わせると1279兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

1011

➡p.559

128

➡p.16629

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。
❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

10 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

11  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。
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6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

10国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

11国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

12プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

9おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

8プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。
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更新が適切な事実の記載
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得
ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬
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と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革
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公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
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➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

��

➡p.55₉

⓬₈

➡p.166₂₉

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

❿ 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

⓫  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。
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税
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地
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（
都
）道
府
県
税
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事業税
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自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
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軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税
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固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

�国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

�国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

⓬プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

₉おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

₈プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得

ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.1181314 7

❼

❽

➡p.11812

❾

10

11

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2023年度末には1097兆円（国と地方
を合わせると1279兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

1011

➡p.559

128

➡p.16629

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

10 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

11  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。

直接税 間接税

国
税

所得税　法人税
相
そう

続
ぞく

税　贈
ぞう

与
よ

税　
ほか

消費税　酒税　
たばこ税　揮

き

発
はつ

油
ゆ

税
関税　印紙税　ほか

地
方
税

（
都
）道
府
県
税

（都）道府県民税
事業税
不動産取得税
自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
（都）道府県たばこ税
軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税

市（区）町村民税
固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

10国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

11国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

12プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

9おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

8プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。
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1.3＊2023年度は当初予算
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得
ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻

6

➡p.118�� 7

❼

❽

➡p.118�

❾

❿

⓫

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2022年度末には1055兆円（国と地方
を合わせると1244兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

��

➡p.55₉

⓬₈

➡p.166₂₉

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。

❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。

❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

❿ 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

⓫  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。
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税
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（
都
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県
税
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事業税
不動産取得税
自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
（都）道府県たばこ税
軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税

市（区）町村民税
固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

�国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

�国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

⓬プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

₉おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

₈プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。

均衡した状態
（歳入）
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赤字の状態
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債務
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1.3＊2022年度は当初予算

間接税 33.9直接税 66.1%直接税 66.1%

間接税 42.2直接税 57.8%

間接税 40.8直接税 59.2%
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るものを直接税，消費税や酒税，たばこ税など両者が異なるもの
を間接税という。
　戦前の日本では，間接税が国税の60％強を占めていた。しか
し戦後は，1949年のシャウプ勧

かん

告
こく

に
➡p.119

よって直接税中心の税制が
しかれた。望ましい租税の形についてはさまざまな見解があるが，
シャウプ勧告では，公平，中立，簡素，の三つの原則を満たす税
制が望ましいとされている。
　このうち公平には二つの原則がある。一つは，所得格差や資産
格差を是正する垂直的公平である。所得格差や資産格差の是正が，
生活の安定につながるいっぽう，競争などへの意欲（インセンティ
ブ
➡p.83
）を弱める要因にもなりえる。もう一つは，同程度の所得を得

ている人は，給与所得者であれ自営業者であれ，同程度の税負担
をするという水平的公平である。
　租税で歳出をまかなうことができないとき，不足分は公債（国債，
地方債）の発行によってまかなわれることになる。もっとも，日
本では財政法において原則として公債発行が認められていない。
これは，公債発行が財政を硬

こう

直
ちょく

化させたり，公債費（元
がん

金
きん

と利子
の支払い）の負担に関して世代間の不公平が生じたりするためで
ある。また，日本銀行が公債を直接引き受けることを原則として
禁止している（市中消化の原則）。しかし，第

1973年
一次石油危機

➡p.121
後の

1975年，不況のために大幅な税収不足が生じたことから，これ
以降，特別立法によって継続的に国債を発行せざるをえなくなっ
た。この特別立法による国債は，特例国債（赤字国債）とよばれる。

財政の課題と
財政改革

1980年代の財政の最大の課題は財政再建で
あった。第一次石油危機後，政府は赤字国債

❻
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❽
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❾

10

11

を発行せざるをえず，国債残高はしだいに増加した。政府が歳出
を抑制したり，三

1985，87年
公社を民営化するなど行財政改革を推進したり

した結果，財政収支は改善し，バブル経済
➡p.123
も手伝って，1990年

度の当初予算では赤字国債の新規発行はゼロ，国債依
い

存
そん

度も
10％を下回った。また，所得税の累進度を弱めて最高税率を引
き下げるとともに，消費税を導

1989年
入した。

　しかし，バ
1991年
ブル経済崩

ほう

壊
かい

後の不況の下で，国債発行額も大幅に
増加した。国の借金残高は2023年度末には1097兆円（国と地方
を合わせると1279兆円）に達すると見込まれ，また，基礎的財
政収支（プ

primary balance
ライマリー・バランス）も大幅な赤字となっており，財

政危機の状態にあるといえる。
　巨額の財政赤字を抱える今

こん

日
にち

，少子高齢化
➡p.126レクチャー

の進行や日本のおか
れた国際環境の変化によって，今後支出はかなり増大することが
予想される。このまま国債残高が増えていくと，社会保障

➡p.150
や教育

などの公共サービスへの支出に回す資金が減り，柔軟に予算が組
めなくなる財政の硬直化も起こる。また，社会保障の財源の負担
を将来に先送りすれば，国債残高がさらに増え，将来世代につけ
を回してしまう。こうした現状を踏まえ，増大する社会保障給付
の財源を消費税でまかない，社会保障の充実と財政健全化の両立
を図るため，「社

2012年法制定
会保障と税の一体改革」が実施された。増大する

支出をいかなる形の収入でまかなうかは今後の大きな課題である。
社会保障の充実などによる受益に対し，その財源をどう負担する
かが問われている。それぞれの税がもつ性質を比べながら，国民
的な合意を得ることが重要である。

1011

➡p.559

128

➡p.16629

❻ 消費税 購
こう

入
にゅう

するすべての商品・
サービスに課せられる間接税。
1989年に税率3％で導入され，
1997年に5％，2014年に8％に
引き上げられた。そして，2019
年に10％に引き上げられ，同時に，
飲食料品（酒類，外食除く）と新聞
（定期購読などの条件あり）に対す
る軽減税率（8％）が導入された。

❼ シャウプ勧告　GHQによる占領
の下，アメリカのシャウプを団長
とする税制調査団が出した，税制
改革についての勧告。
❽ 中立の原則　課税により家計や企
業の経済活動に影響を与えないよ
うにする原則。
❾ 税負担の公平化　日本の所得税は，
働き方によって所得の捕

ほ

捉
そく

率に差
があるといわれる。源

げん

泉
せん

徴
ちょう

収
しゅう

され
る給与所得者の捕捉率が9割であ
るのに対し，自己申告の自営業者
は6割，農業従事者は4割しか捕
捉されないため，クロヨン（九・六・
四）あるいはトーゴーサン（十・五・
三）とよばれている。

10 公債発行　財政法第4条は「国の
歳出は，公債又は借入金以外の歳
入を以

もっ

て，その財源としなければ
ならない」と定めている。ただし，
公共事業費と公的機関への出資
金・貸

かし

付
つけ

金の財源については，国
会の議決を経たうえで公債（建設
国債など）の発行を認めている。

11  日銀引き受け　発行された公債を
日本銀行が政府から直接買い取る
ことによって資金を提供すること。
これが行われると，通貨量が急増
し急激なインフレーションが起こ
る恐れがある。

直接税 間接税

国
税

所得税　法人税
相
そう

続
ぞく

税　贈
ぞう

与
よ

税　
ほか

消費税　酒税　
たばこ税　揮

き

発
はつ

油
ゆ

税
関税　印紙税　ほか

地
方
税

（
都
）道
府
県
税

（都）道府県民税
事業税
不動産取得税
自動車税　ほか

地方消費税
ゴルフ場利用税
（都）道府県たばこ税
軽油引取税　ほか

市（
区
）町
村
税

市（区）町村民税
固定資産税
軽自動車税
都市計画税　ほか

市（区）町村たばこ税
入湯税

6租税の種類 7国税の内訳・直間比率の推移（財務省資料）

10国債発行額とその一般会計歳入に占める割合（国債依存
度）の推移（財務省資料）　 1990～93年度に特例国債が
発行されなかったのはなぜだろうか。

11国債残高とその対GDP比率の推移（財務省資料）
現在の国債残高は近年の予算規模および税収の何年

分に相当するだろうか。

12プライマリー・バランス　国債発
行による収入を除いた税収などの
歳入と，国債の元利払いを除いた
歳出の差のことで，財政の健全化
を示す指標になる。

9おもな国の公的債務残高の対
GDP比の推移（IMF資料）　　  国
際的に突出した債務残高を抱え
る日本の財政は今後どうあるべ
きか，話し合ってみよう。

8プライマリー・バランス
　  プライマリー・バランスの黒
字化はなぜ重要なのだろうか。
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1.3＊2023年度は当初予算
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データや情報を効率よく活用するデジタル社会へとどのように変
革していくかが検討されている。
　いっぽう，日本は少子高齢化と人口減少が進行しており（人口
減少社会
➡レクチャー

），このような状況下で所得分配の公平，福祉社会の実現，
そして農林水産業の育成をいかにして図るかということは重要な
課題である。先進諸国では労働分配率が1980年代から徐

じょ

々
じょ

に低
下してきたことが指摘されており，こうした所得の変化は今後，
中間層の衰退と社会の分断化へと結びつく恐れがある。また，
2018年発効のT

2018年調印
PP 11協定

➡p.216
や，2019年発効の日

2018年調印
EU経済連

れん

携
けい

協定，
2020年発効の日

2019年調印
米貿易協定では，農産物などの関税の大部分が

撤
てっ

廃
ぱい

されるため，その是
ぜ

非
ひ

が問われている。厳しさを増す国際経
済競争にどう対応していくか，そのなかで日本はどのような政策
をとるのか。私たちは大きな課題の前に立たされている。

❺

���

7

❺ デジタル社会　デジタル社会へと
移行することを，デジタル化，ま
たはデジタル・トランスフォーメー
ション（DX）とよぶことがある。
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7おもな先進国の労働分配率の
推移（OECD資料）　労働分配率
は，企業が生産した付加価値が
所得として労働者に分配される
率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
　人口が減少することで，労働力減少による経済活
動の停滞，過

か

疎
そ

化による地域間格差の拡大やライフ
ラインの荒

こう

廃
はい

などが懸
け

念
ねん

されている。一般に，人口
増加は生産年齢人口を増加させ，経済成長がプラス
に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，

現在は人口減少が経済成長にマイナスに働く人口
オーナスの状態になっている。
　日本で少子化が進んだ背景には，未

み

婚
こん

の人が増え
たこと，晩

ばん

婚
こん

化が進んだこと，出産年齢が高くなっ
ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。
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■₈日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。

•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。

3

　グローバル化が進展するなか，1980年代以降，アメリカや
イギリスを中心に，多くの先進国で所得や資産の格差が拡大し
た。これらの国では，世帯間の所得分布を示すローレンツ曲線
が下方にシフトし，それによって，格差の大きさを示す指標で
あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
　格差が拡大することの大きな問題は，個人の所得の不平等だ
けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
られている。アメリカでは少数派（マイノリティ）が優先的に教
育を受けられるようにするアファーマティブ・アクション（積
極的是正措

そ

置
ち

，➡p.29）が採用されることがあるが，批判もある。

①日本の当初所得のジニ係数が上昇傾向で推移しているのは 
何を意味しているだろうか。
②所得格差を解消するためには何が重要か，話し合ってみよう。

格差を解消するにはどうすればよいか

■�子どもの相対的貧
ひん

困
こん

率（U
ユ ニ セ フ

NICEF資料）
日本では7人に1人の子どもが貧困状態に
あるとされている。

［2018年］
*2015年
**2016年

（注）子どもの貧困率は世帯の可処分所得が中央値の 60％未満の
世帯で暮らす子どもの割合を示す（UNICEF による定義）
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■₉ローレンツ曲線とジニ係数
ローレンツ曲線は，所得の低い
世帯から高い世帯の順に並べた
場合の，世帯数の累

るい

積
せき

比率と，
所得の累積比率との関係を示し
ている。ジニ係数は，原点を通
る45度線（均等分布線）より右
下の三角形の面積に対する，均
等分布線とローレンツ曲線には
さまれた部分の面積の比率であ
り，1に近づくほど所得格差が
大きいことを示す。
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データや情報を効率よく活用するデジタル社会へとどのように変
革していくかが検討されている。
　いっぽう，日本は少子高齢化と人口減少が進行しており（人口
減少社会
➡レクチャー

），このような状況下で所得分配の公平，福祉社会の実現，
そして農林水産業の育成をいかにして図るかということは重要な
課題である。先進諸国では労働分配率が1980年代から徐

じょ

々
じょ

に低
下してきたことが指摘されており，こうした所得の変化は今後，
中間層の衰退と社会の分断化へと結びつく恐れがある。また，
2018年発効のT
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PP 11協定
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2019年調印
米貿易協定では，農産物などの関税の大部分が
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廃
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されるため，その是
ぜ

非
ひ

が問われている。厳しさを増す国際経
済競争にどう対応していくか，そのなかで日本はどのような政策
をとるのか。私たちは大きな課題の前に立たされている。
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❺ デジタル社会　デジタル社会へと
移行することを，デジタル化，ま
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7おもな先進国の労働分配率の
推移（OECD資料）　労働分配率
は，企業が生産した付加価値が
所得として労働者に分配される
率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
　人口が減少することで，労働力減少による経済活
動の停滞，過

か

疎
そ

化による地域間格差の拡大やライフ
ラインの荒

こう

廃
はい

などが懸
け

念
ねん

されている。一般に，人口
増加は生産年齢人口を増加させ，経済成長がプラス
に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，

現在は人口減少が経済成長にマイナスに働く人口
オーナスの状態になっている。
　日本で少子化が進んだ背景には，未

み

婚
こん

の人が増え
たこと，晩

ばん

婚
こん

化が進んだこと，出産年齢が高くなっ
ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。

■8日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。
•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。
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　グローバル化が進展するなか，1980年代以降，アメリカや
イギリスを中心に，多くの先進国で所得や資産の格差が拡大し
た。これらの国では，世帯間の所得分布を示すローレンツ曲線
が下方にシフトし，それによって，格差の大きさを示す指標で
あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
　格差が拡大することの大きな問題は，個人の所得の不平等だ
けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
られている。アメリカでは少数派（マイノリティ）が優先的に教
育を受けられるようにするアファーマティブ・アクション（積
極的是正措

そ

置
ち

，➡p.29）が採用されることがあるが，批判もある。

①日本の当初所得のジニ係数が上昇傾向で推移しているのは 
何を意味しているだろうか。
②所得格差を解消するためには何が重要か，話し合ってみよう。

格差を解消するにはどうすればよいか

■12子どもの相対的貧
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困
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ユ ニ セ フ

NICEF資料）
日本では7人に1人の子どもが貧困状態に
あるとされている。

［2018年］
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**2016年  

（注）子どもの貧困率は世帯の可処分所得が中央値の 60％未満の
　　世帯で暮らす子どもの割合を示す（UNICEF による定義）
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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データや情報を効率よく活用するデジタル社会へとどのように変
革していくかが検討されている。
　いっぽう，日本は少子高齢化と人口減少が進行しており（人口
減少社会
➡レクチャー

），このような状況下で所得分配の公平，福祉社会の実現，
そして農林水産業の育成をいかにして図るかということは重要な
課題である。先進諸国では労働分配率が1980年代から徐
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に低
下してきたことが指摘されており，こうした所得の変化は今後，
中間層の衰退と社会の分断化へと結びつく恐れがある。また，
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推移（OECD資料）　労働分配率
は，企業が生産した付加価値が
所得として労働者に分配される
率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
　人口が減少することで，労働力減少による経済活
動の停滞，過

か

疎
そ

化による地域間格差の拡大やライフ
ラインの荒
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廃
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などが懸
け

念
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されている。一般に，人口
増加は生産年齢人口を増加させ，経済成長がプラス
に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，

現在は人口減少が経済成長にマイナスに働く人口
オーナスの状態になっている。
　日本で少子化が進んだ背景には，未

み

婚
こん

の人が増え
たこと，晩

ばん

婚
こん

化が進んだこと，出産年齢が高くなっ
ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。
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■₈日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。

•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。
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　グローバル化が進展するなか，1980年代以降，アメリカや
イギリスを中心に，多くの先進国で所得や資産の格差が拡大し
た。これらの国では，世帯間の所得分布を示すローレンツ曲線
が下方にシフトし，それによって，格差の大きさを示す指標で
あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
　格差が拡大することの大きな問題は，個人の所得の不平等だ
けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
られている。アメリカでは少数派（マイノリティ）が優先的に教
育を受けられるようにするアファーマティブ・アクション（積
極的是正措

そ

置
ち

，➡p.29）が採用されることがあるが，批判もある。

①日本の当初所得のジニ係数が上昇傾向で推移しているのは 
何を意味しているだろうか。
②所得格差を解消するためには何が重要か，話し合ってみよう。

格差を解消するにはどうすればよいか

■�子どもの相対的貧
ひん
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率（U
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NICEF資料）
日本では7人に1人の子どもが貧困状態に
あるとされている。
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（注）子どもの貧困率は世帯の可処分所得が中央値の 60％未満の
世帯で暮らす子どもの割合を示す（UNICEF による定義）
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所得の累積比率との関係を示し
ている。ジニ係数は，原点を通
る45度線（均等分布線）より右
下の三角形の面積に対する，均
等分布線とローレンツ曲線には
さまれた部分の面積の比率であ
り，1に近づくほど所得格差が
大きいことを示す。
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データや情報を効率よく活用するデジタル社会へとどのように変
革していくかが検討されている。
　いっぽう，日本は少子高齢化と人口減少が進行しており（人口
減少社会
➡レクチャー

），このような状況下で所得分配の公平，福祉社会の実現，
そして農林水産業の育成をいかにして図るかということは重要な
課題である。先進諸国では労働分配率が1980年代から徐

じょ

々
じょ

に低
下してきたことが指摘されており，こうした所得の変化は今後，
中間層の衰退と社会の分断化へと結びつく恐れがある。また，
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が問われている。厳しさを増す国際経
済競争にどう対応していくか，そのなかで日本はどのような政策
をとるのか。私たちは大きな課題の前に立たされている。
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7おもな先進国の労働分配率の
推移（OECD資料）　労働分配率
は，企業が生産した付加価値が
所得として労働者に分配される
率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
　人口が減少することで，労働力減少による経済活
動の停滞，過

か

疎
そ

化による地域間格差の拡大やライフ
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されている。一般に，人口
増加は生産年齢人口を増加させ，経済成長がプラス
に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，

現在は人口減少が経済成長にマイナスに働く人口
オーナスの状態になっている。
　日本で少子化が進んだ背景には，未

み

婚
こん

の人が増え
たこと，晩

ばん

婚
こん

化が進んだこと，出産年齢が高くなっ
ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。

■8日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。
•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。
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あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
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けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
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に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，
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ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。
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■₈日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。

•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。
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　グローバル化が進展するなか，1980年代以降，アメリカや
イギリスを中心に，多くの先進国で所得や資産の格差が拡大し
た。これらの国では，世帯間の所得分布を示すローレンツ曲線
が下方にシフトし，それによって，格差の大きさを示す指標で
あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
　格差が拡大することの大きな問題は，個人の所得の不平等だ
けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
られている。アメリカでは少数派（マイノリティ）が優先的に教
育を受けられるようにするアファーマティブ・アクション（積
極的是正措

そ

置
ち

，➡p.29）が採用されることがあるが，批判もある。

①日本の当初所得のジニ係数が上昇傾向で推移しているのは 
何を意味しているだろうか。
②所得格差を解消するためには何が重要か，話し合ってみよう。

格差を解消するにはどうすればよいか

■�子どもの相対的貧
ひん

困
こん

率（U
ユ ニ セ フ

NICEF資料）
日本では7人に1人の子どもが貧困状態に
あるとされている。

［2018年］
*2015年
**2016年

（注）子どもの貧困率は世帯の可処分所得が中央値の 60％未満の
世帯で暮らす子どもの割合を示す（UNICEF による定義）
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■₉ローレンツ曲線とジニ係数
ローレンツ曲線は，所得の低い
世帯から高い世帯の順に並べた
場合の，世帯数の累

るい

積
せき

比率と，
所得の累積比率との関係を示し
ている。ジニ係数は，原点を通
る45度線（均等分布線）より右
下の三角形の面積に対する，均
等分布線とローレンツ曲線には
さまれた部分の面積の比率であ
り，1に近づくほど所得格差が
大きいことを示す。

世帯数の累積比率
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データや情報を効率よく活用するデジタル社会へとどのように変
革していくかが検討されている。
　いっぽう，日本は少子高齢化と人口減少が進行しており（人口
減少社会
➡レクチャー

），このような状況下で所得分配の公平，福祉社会の実現，
そして農林水産業の育成をいかにして図るかということは重要な
課題である。先進諸国では労働分配率が1980年代から徐

じょ

々
じょ

に低
下してきたことが指摘されており，こうした所得の変化は今後，
中間層の衰退と社会の分断化へと結びつく恐れがある。また，
2018年発効のT

2018年調印
PP 11協定

➡p.216
や，2019年発効の日

2018年調印
EU経済連

れん

携
けい

協定，
2020年発効の日

2019年調印
米貿易協定では，農産物などの関税の大部分が

撤
てっ

廃
ぱい

されるため，その是
ぜ

非
ひ

が問われている。厳しさを増す国際経
済競争にどう対応していくか，そのなかで日本はどのような政策
をとるのか。私たちは大きな課題の前に立たされている。

❺

101112

7

❺ デジタル社会　デジタル社会へと
移行することを，デジタル化，ま
たはデジタル・トランスフォーメー
ション（DX）とよぶことがある。

10年0520009590851980
0

60

65

70

75

80
%

ドイツ

アメリカ
日本

イギリス

フランス

7おもな先進国の労働分配率の
推移（OECD資料）　労働分配率
は，企業が生産した付加価値が
所得として労働者に分配される
率を示す。　　日本の労働分配
率が低いのはなぜだろうか。

少子高齢化と人口減少
　日本では少子高齢化が進み，2010年代には人口減
少社会に突入した。このままの状況が進むと，2041
年以降は毎年100万人以上の人口が減り続け，2050
年代には総人口が1億人を下回ると予測されている。
　人口が減少することで，労働力減少による経済活
動の停滞，過

か

疎
そ

化による地域間格差の拡大やライフ
ラインの荒

こう

廃
はい

などが懸
け

念
ねん

されている。一般に，人口
増加は生産年齢人口を増加させ，経済成長がプラス
に働く人口ボーナスという効果をもたらすとされて
おり，日本は高度経済成長期にこれを経験したが，

現在は人口減少が経済成長にマイナスに働く人口
オーナスの状態になっている。
　日本で少子化が進んだ背景には，未

み

婚
こん

の人が増え
たこと，晩

ばん

婚
こん

化が進んだこと，出産年齢が高くなっ
ていることなどがある。また，子育てや教育に費用
がかかりすぎることも原因とされている。
　結婚や子育てについての個人の選択を尊重しなが
らも，子育て支援の充実や保育施設の拡充など，出産・
育児を社会全体で支えるしくみを構築することが重
要である（➡p.158）。

■8日本の人口構成の変化（国立社会保障・人口問題研究所資料）
少子化の原因を整理し，少子高齢化や人口減少に対してどのような対策が必要か話し合ってみよう。

節のまとめ

戦後の日本経済は世界経済の影響を受けながら，どのような変遷をたどってきただろ
うか。今日の日本経済の課題とのつながりも踏まえて，自分の考えをまとめてみよう。

節の課題に
取り組もう

•  戦後日本経済はどのような道のりを歩んできたか，戦後復興期，高度経済成長期，安定成長期，
低迷期の四つに分け，その転換点に着目してまとめてみよう。
•  今日の日本が抱える経済的な課題から一つ選び，それが私たちにどう関わるか，またどうすれ
ば解決できるか，話し合ってみよう。
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　グローバル化が進展するなか，1980年代以降，アメリカや
イギリスを中心に，多くの先進国で所得や資産の格差が拡大し
た。これらの国では，世帯間の所得分布を示すローレンツ曲線
が下方にシフトし，それによって，格差の大きさを示す指標で
あるジニ係数が上昇しつつある。日本のジニ係数は，OECD諸
国のなかでは平均よりも高い水準となっている。
　格差が拡大することの大きな問題は，個人の所得の不平等だ
けでなく，その格差が世代を超えて固定化することにある。日
本では子どもの教育費について家庭が負担する割合が多く，教
育への公的支出の割合は低い水準にある。そのため家庭の経済
格差が教育の機会の不平等を生み，それがさらに次世代での所
得格差を生む要因となることがある。
　格差が生じる要因はさまざまだが，その解消には行政の施策
や企業の対応などが不可欠である。特に教育に関しては，教育
の機会の平等を実現するための政策による積極的な対応が求め
られている。アメリカでは少数派（マイノリティ）が優先的に教
育を受けられるようにするアファーマティブ・アクション（積
極的是正措

そ

置
ち

，➡p.29）が採用されることがあるが，批判もある。

①日本の当初所得のジニ係数が上昇傾向で推移しているのは 
何を意味しているだろうか。
②所得格差を解消するためには何が重要か，話し合ってみよう。

格差を解消するにはどうすればよいか

■12子どもの相対的貧
ひん

困
こん

率（U
ユ ニ セ フ

NICEF資料）
日本では7人に1人の子どもが貧困状態に
あるとされている。

［2018年］
*2015年  
**2016年  

（注）子どもの貧困率は世帯の可処分所得が中央値の 60％未満の
　　世帯で暮らす子どもの割合を示す（UNICEF による定義）
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■11日本の年層別のジニ係数（厚生労働省資料）■9ローレンツ曲線とジニ係数
ローレンツ曲線は，所得の低い
世帯から高い世帯の順に並べた
場合の，世帯数の累
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比率と，
所得の累積比率との関係を示し
ている。ジニ係数は，原点を通
る45度線（均等分布線）より右
下の三角形の面積に対する，均
等分布線とローレンツ曲線には
さまれた部分の面積の比率であ
り，1に近づくほど所得格差が
大きいことを示す。
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

31 
32　

154 図版 13

果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。

B
�

⓬

⓭

C

⓮

�

D

➡p.158₁

⓯

福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2021年現在で28.9%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。

⓰ �

�

⓱

⓲�

⓬公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
⓮ 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
負担
(原則1割＊)

介護
サービス

原則， 年金
から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

�公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。

•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

�おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

�医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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�おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

⓯待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

⓰ 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年に1.26と過去最低を記録し，
2021年には1.30となっている。

⓱ 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

⓲ バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

�バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。
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福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2022年現在で29.0%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。
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12公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
14 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
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から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

11公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。
•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

13おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

12医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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14おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

15待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。
16 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年と2022年に過去最低となる
1.26を記録した。
17 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。
18 バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

15バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。

0

5

10

15

20

25

30

35

40

 2050年2000195019001850

%

日本日本

フランスフランス

ドイツドイツ

スウェーデンスウェーデン

イタリアイタリア
アメリカアメリカ

イギリスイギリス

スウェーデンスウェーデン

アメリカアメリカ

日本日本

韓国韓国

フランスフランス

ドイツドイツ

イギリスイギリス

0

1.0

0.8

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

年2010 1505200095901985

5

10

15

5

10

15

20

25

154 第 2 章 現代日本の経済 1554 節 福祉社会と日本経済の課題

31 更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

32 変更が適切な体裁、

記載（年次の表示をより

適切にするため）
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。
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福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出
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しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2021年現在で28.9%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。
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⓬公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
⓮ 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。
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�公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。

•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

�おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

�医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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�おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

⓯待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

⓰ 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年に1.26と過去最低を記録し，
2021年には1.30となっている。

⓱ 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

⓲ バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

�バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。
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福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2022年現在で29.0%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。
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12公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
14 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
負担
(原則1割＊)

介護
サービス

原則， 年金
から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

11公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。
•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

13おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

12医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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65歳未満医療費兆円

医療費総額（兆円）

一人あたり医療費（万円）

65歳以上医療費
万円

14おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

15待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

16 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年と2022年に過去最低となる
1.26を記録した。

17 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

18 バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

15バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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更新が適切な事実の記載

34 155 側注 16

果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。
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福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2021年現在で28.9%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。

⓰ �

�

⓱

⓲�

⓬公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
⓮ 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
負担
(原則1割＊)

介護
サービス

原則， 年金
から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

�公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。

•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。
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�おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

�医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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�おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

⓯待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

⓰ 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年に1.26と過去最低を記録し，
2021年には1.30となっている。

⓱ 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

⓲ バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

�バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。

B
12

12

13

C

14

11

D

➡p.1581

15

福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2022年現在で29.0%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。

16 13

14

17

1815

12公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
14 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
負担
(原則1割＊)

介護
サービス

原則， 年金
から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

11公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。
•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

13おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

12医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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15年度10052000959085801975

65歳未満医療費兆円

医療費総額（兆円）

一人あたり医療費（万円）

65歳以上医療費
万円

14おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

15待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。
16 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年と2022年に過去最低となる
1.26を記録した。

17 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

18 バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

15バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　人口減少と高齢化，そして産業の空洞化などにより，地方の財政は枯
こ

渇
かつ

し，地域社会は疲弊しつつあ
る。こうした状

じょう

況
きょう

を打開するためには，国や地方の行政による対策とともに，地域住民自身が積極的に
問題を受け止め，対策を講

こう

じていく必要がある。地域社会の活性化のためには何が必要か，どのような
手段があるのか，地域社会の一員として自分にできることを考え，実践しよう。

　少子高齢化や人口減少が進むなか，都市と地方との格差は，経済面で
も拡大を余

よ

儀
ぎ

なくされている。地域社会が自立し，活性化するにはどう
すればよいか，身近な地域の実態を踏まえながら，具体的な課題を立て
て探究しよう。（右の写真は，徳島県神

かみ

山
やま

町にあるIT企業のサテライト
オフィスの様子〔2016年〕。）

　地域社会がそれぞれの独自性を活
い

かしながら，住民の生活水準を維持・向上していくにはどうすれば
よいか，次の四つの視点などを踏まえて考察しよう。

地域社会を活性化させる方法を考えよう

持続可能な地域社会に向けて

地域社会の活性化テ
ー
マ2

地域社会の独自性を活かしながら
活性化を図るにはどうすべきか

探 究 課 題 の 設 定
　それぞれの地域社会の特性に注目し，それを活
かした産業などを振興することを，ブランディン
グという。地域の特産品や特色あるサービスを打
ち出すことで，特産品の需

じゅ

要
よう

のみならず，観光需
要なども掘り起こすことができるかもしれない。
しかし，その一方で，すべての地域社会が，その
魅力を簡単にアピールできるわけではない。どう
すれば競争力がある形でブランディングをするこ
とができるだろうか。

ブランディング視点A

　地方から都市への人口流出が止まらない最大の
原因は，地方に雇用が少ないことにある。工場誘

ゆう

致
ち

など従来型の産業振興策（外来型開発）では，地
域経済の活性化はなかなかみえてこない。地域の
伝統を活かすコミュニティ・ビジネスの立ち上げ
など，地域内の資源を活かした地域経済の構築（内
発的発展）を進める必要がある。地方に雇用をも
たらし，活性化につながるビジネス・モデルとして，
どのようなものが考えられるだろうか。

内発的発展視点B

　中央政府は国民に対して最低限の水準（ナショ
ナル・ミニマム，➡p.62）の生活を保障する義務を
負う。教育や医療のようなサービスが，自治体の
財政難を理由に切り詰められ，ナショナル・ミニ
マムが満たされないようなことがあってはならな
い。かといって，地方分権が進む現在，かつての
ような中央集権に戻すことはできない。地域社会
の独自性を尊重しつつ，どのようにしてナショナ
ル・ミニマムを保障していけばよいだろうか。

ナショナル・ミニマム視点C

 　「幸福な暮らし」とは何だろうか。これまでは，
経済的な豊かさや便利さに重点がおかれがちで，
都市が圧倒的に有利とされてきた。しかし，地方
には豊かな自然環境があり，住環境も良好である
場合が多い。地方では大都市に比べて通勤時間な
ども短く，家族ですごす時間を長くとれるなどの
メリットもある。幸福観の多様化にともない，地
域社会についての評価も変わりうる。「幸福な暮
らし」の条件とはどのようなものだろうか。

幸福観の多様化視点D

地域社会の現状はどうなっているか
地方の人口減少と高齢化 
　日本では人口減少と高齢化が大きな問題となっ
ている
➡p.126 レクチャー

が，この問題はとりわけ地方で深刻である。
求職などの理由で，地方から都市への人口流出が
続き，過

か

疎
そ

化が進んでいる。近年では，住民の過
半数が65歳以上で，そのままでは地域社会の維

い

持
じ

が困難となる「限界集落」も多くなっている。近
い将来，多くの地方自治体が消滅を余儀なくされ
る（「消滅可能性都市」）との報告もある。
地方の財政力の課題 
　地域社会の疲

ひ

弊
へい

は，自治体の財政力の低下とい
う形でも表れている。経済のグローバル化

➡p.220
にとも

ない，それまでは地方に立地していた工場が海外
に移転して雇

こ

用
よう

が失われ，人口流出とともに地域
経済が弱まる（産業の空

くう

洞
どう

化）という構図が各地で
みられる。地方分権改革により分権化が進んだこ

₁

₂ 

との負の側面として，財政力が弱い自治体では，
財政難から教育や医

い

療
りょう

のような必要不可欠のサー
ビスまで削減せざるをえなくなっている。条例に
よる独自課税などの自主財源確保の試みもあるが，
あまり成果はあがっていない。
行政主導と住民主導
　地域社会を活性化するうえで，国や自治体など
の行政が産業振

しん

興
こう

，観光振興，まちづくりなどを
リードする行政主導のやり方と，地域住民や
NPOなどがリードし，行政がそれを支援すると
いう住民主導のやり方がある。行政主導について
は，いわゆる「縦割り行政

➡p.55
」の弊

へい

害
がい

があり，柔軟な
政策がとれないなどの問題点が指摘されている。
一方で，地域住民が主体的に地域社会の活性化に
取り組む住民主導については，財政的な裏づけが
弱い傾向がある。

₃都道府県の幸福度ランキング（日本
総合研究所資料）

₁都道府県の老年人口割合の予測（国
立社会保障・人口問題研究所資料）

₂都道府県の財政力指数（総務省資
料）

その他の探究課題例　

•東京への一極集中をどう解消するか  
•道州制を導入すべきか
•地域コミュニティが抱える課題をどう解決するか

5国の予算と地方財政計画（財務省資料）　　　地方の
財政格差を是

ぜ

正
せい

するにはどうすればよいだろうか。

4山梨県のワインツーリズム（甲
こう

州
しゅう

市，2017年） 地元名
産のワインを活かして，農園などをめぐりながら地域の人・
歴史・景観を総合的に感じられるツアーを実施している。
　　地域資源を活かしたまちづくりの事例を調べてみよう。

老年人口の割合
［2040年の推計値］

40%以上
35～40%未満
30～35%未満
30%未満

1.0以上
0.7～1.0未満
0.5～0.7未満
0.5未満

財政力指数
［2020年度］

＊都道府県の標準的 
　な財政収入額を財
　政需要額で割った
指数

１～9位
10～19位
20～29位
30～39位
40～47位

幸福度ランキング
［2020年］

＊健康，文化，仕事，
　生活，教育などの
　分野を総合して順
　位づけしたもの

関連 1編1章 p.62～65

5

10

15

老年人口の割合

30～35%未満

老年人口の割合老年人口の割合老年人口の割合老年人口の割合
［2040年の推計値］［2040年の推計値］［2040年の推計値］

40%以上40%以上40%以上
35～40%未満35～40%未満35～40%未満
30～35%未満30～35%未満30～35%未満
30%未満30%未満30%未満

歳入 107.6兆円 歳出 107.6兆円 歳入 90.6兆円 歳出 90.6兆円
税収 60.6％
地方交付税率
所得税 33.1
法人税 33.1
酒税 50
消費税 19.5
地方法人税 100

公債金
34.3

こうさいきん

さいにゅう

じょうよ

その他 5.1

地方交付税等
14.8

一般歳出
62.6

国債費
22.6

その他 6.4その他 6.9

地方交付税等
19.9

地方税
45.5

地方譲与税
2.9

給与関係費
22.0

一般行政経費
45.8

国庫支出金
16.4

地方債 8.4

投資的経費
13.2

公債費 12.6

［2022年度当初予算］
国の一般会計 地方財政計画
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3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　人口減少と高齢化，そして産業の空洞化などにより，地方の財政は枯
こ

渇
かつ

し，地域社会は疲弊しつつあ
る。こうした状

じょう

況
きょう

を打開するためには，国や地方の行政による対策とともに，地域住民自身が積極的に
問題を受け止め，対策を講

こう

じていく必要がある。地域社会の活性化のためには何が必要か，どのような
手段があるのか，地域社会の一員として自分にできることを考え，実践しよう。

　少子高齢化や人口減少が進むなか，都市と地方との格差は，経済面で
も拡大を余

よ

儀
ぎ

なくされている。地域社会が自立し，活性化するにはどう
すればよいか，身近な地域の実態を踏まえながら，具体的な課題を立て
て探究しよう。（右の写真は，徳島県神

かみ

山
やま

町にあるIT企業のサテライト
オフィスの様子〔2016年〕。）

　地域社会がそれぞれの独自性を活
い

かしながら，住民の生活水準を維持・向上していくにはどうすれば
よいか，次の四つの視点などを踏まえて考察しよう。

地域社会を活性化させる方法を考えよう

持続可能な地域社会に向けて

地域社会の活性化テ
ー
マ2

地域社会の独自性を活かしながら
活性化を図るにはどうすべきか

探究課題の設定
　それぞれの地域社会の特性に注目し，それを活
かした産業などを振興することを，ブランディン
グという。地域の特産品や特色あるサービスを打
ち出すことで，特産品の需

じゅ

要
よう

のみならず，観光需
要なども掘り起こすことができるかもしれない。
しかし，その一方で，すべての地域社会が，その
魅力を簡単にアピールできるわけではない。どう
すれば競争力がある形でブランディングをするこ
とができるだろうか。

ブランディング視点A

　地方から都市への人口流出が止まらない最大の
原因は，地方に雇用が少ないことにある。工場誘

ゆう

致
ち

など従来型の産業振興策（外来型開発）では，地
域経済の活性化はなかなかみえてこない。地域の
伝統を活かすコミュニティ・ビジネスの立ち上げ
など，地域内の資源を活かした地域経済の構築（内
発的発展）を進める必要がある。地方に雇用をも
たらし，活性化につながるビジネス・モデルとして，
どのようなものが考えられるだろうか。

内発的発展視点B

　中央政府は国民に対して最低限の水準（ナショ
ナル・ミニマム，➡p.62）の生活を保障する義務を
負う。教育や医療のようなサービスが，自治体の
財政難を理由に切り詰められ，ナショナル・ミニ
マムが満たされないようなことがあってはならな
い。かといって，地方分権が進む現在，かつての
ような中央集権に戻すことはできない。地域社会
の独自性を尊重しつつ，どのようにしてナショナ
ル・ミニマムを保障していけばよいだろうか。

ナショナル・ミニマム視点C

 　「幸福な暮らし」とは何だろうか。これまでは，
経済的な豊かさや便利さに重点がおかれがちで，
都市が圧倒的に有利とされてきた。しかし，地方
には豊かな自然環境があり，住環境も良好である
場合が多い。地方では大都市に比べて通勤時間な
ども短く，家族ですごす時間を長くとれるなどの
メリットもある。幸福観の多様化にともない，地
域社会についての評価も変わりうる。「幸福な暮
らし」の条件とはどのようなものだろうか。

幸福観の多様化視点D

地域社会の現状はどうなっているか
地方の人口減少と高齢化 
　日本では人口減少と高齢化が大きな問題となっ
ている
➡p.126 レクチャー

が，この問題はとりわけ地方で深刻である。
求職などの理由で，地方から都市への人口流出が
続き，過

か

疎
そ

化が進んでいる。近年では，住民の過
半数が65歳以上で，そのままでは地域社会の維

い

持
じ

が困難となる「限界集落」も多くなっている。近
い将来，多くの地方自治体が消滅を余儀なくされ
る（「消滅可能性都市」）との報告もある。
地方の財政力の課題 
　地域社会の疲

ひ

弊
へい

は，自治体の財政力の低下とい
う形でも表れている。経済のグローバル化

➡p.220
にとも

ない，それまでは地方に立地していた工場が海外
に移転して雇

こ

用
よう

が失われ，人口流出とともに地域
経済が弱まる（産業の空

くう

洞
どう

化）という構図が各地で
みられる。地方分権改革により分権化が進んだこ

1

2 

との負の側面として，財政力が弱い自治体では，
財政難から教育や医

い

療
りょう

のような必要不可欠のサー
ビスまで削減せざるをえなくなっている。条例に
よる独自課税などの自主財源確保の試みもあるが，
あまり成果はあがっていない。
行政主導と住民主導
　地域社会を活性化するうえで，国や自治体など
の行政が産業振

しん

興
こう

，観光振興，まちづくりなどを
リードする行政主導のやり方と，地域住民や
NPOなどがリードし，行政がそれを支援すると
いう住民主導のやり方がある。行政主導について
は，いわゆる「縦割り行政

➡p.55
」の弊

へい

害
がい

があり，柔軟な
政策がとれないなどの問題点が指摘されている。
一方で，地域住民が主体的に地域社会の活性化に
取り組む住民主導については，財政的な裏づけが
弱い傾向がある。

3都道府県の幸福度ランキング（日本
総合研究所資料）

1都道府県の老年人口割合の予測（国
立社会保障・人口問題研究所資料）

2都道府県の財政力指数（総務省資
料）

その他の探究課題例　

•東京への一極集中をどう解消するか  
•道州制を導入すべきか
•地域コミュニティが抱える課題をどう解決するか

5国の予算と地方財政計画（財務省資料）　　　地方の
財政格差を是

ぜ

正
せい

するにはどうすればよいだろうか。

4山梨県のワインツーリズム（甲
こう

州
しゅう

市，2017年） 地元名
産のワインを活かして，農園などをめぐりながら地域の人・
歴史・景観を総合的に感じられるツアーを実施している。
　　地域資源を活かしたまちづくりの事例を調べてみよう。

老年人口の割合
［2040年の推計値］

40%以上
35～40%未満
30～35%未満
30%未満

1.0以上
0.7～1.0未満
0.5～0.7未満
0.5未満

財政力指数
 ［2020年度］

＊都道府県の標準的 
　な財政収入額を財
　政需要額で割った
　指数

１～9位
10～19位
20～29位
30～39位
40～47位

幸福度ランキング
 ［2020年］

＊健康，文化，仕事，
　生活，教育などの
　分野を総合して順
　位づけしたもの
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15

老年人口の割合

30～35%未満

老年人口の割合老年人口の割合老年人口の割合老年人口の割合
［2040年の推計値］［2040年の推計値］［2040年の推計値］

40%以上40%以上40%以上
35～40%未満35～40%未満35～40%未満
30～35%未満30～35%未満30～35%未満
30%未満30%未満30%未満

歳入 114.4兆円 歳出 114.4兆円 歳入 92.0兆円 歳出 92.0兆円
さいにゅう ［2023年度当初予算］

国の一般会計 地方財政計画

その他 7.5

給与関係経費
21.6

一般行政経費
45.7

投資的経費
13.0

公債費 12.2
その他 6.9

地方交付税等
20.0

地方税
46.6

じょう  よ
地方譲与税
2.8

国庫支出金
16.3

地方債 7.4

地方交付税等
14.3

一般歳出
63.6

国債費
22.1

税収 60.7％
地方交付税率
所得税 33.1
法人税 33.1
酒税 50
消費税 19.5
地方法人税 100

公債金
31.1

こうさいきん

その他 8.2
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35 更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

36 変更が適切な体裁、

記載（より適切な表記に

するため）

37 166 図版 1 3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　政府が国民から期待される役割を果たすために，その財源となる税負担は欠かせない。国民全体でど
れだけの税負担をどのように負い，それをどのような支出にあてて国民に還

かん

元
げん

するのか。そのあり方に
は国民の意見が反映される。税制のあり方や，財政支出の規模と内容について，主権者および納税者と
しての自分の考えをまとめ，その実現に向けてできることを考えよう。

　日本の政府債
さい

務
む

は先進国のなかでも非常に多く，政府がその機能を維
い

持
じ

していくためには，政府の役割や国家のあり方そのものを考えていく
必要がある。日本の財政および政府はどうあるべきか，具体的な課題を
立てて探究しよう。（右の写真は，過去最高額となった2020年度一般会
計予算の第３次補正可決時の参議院本会議場〔2021年〕。）

　日本の財政の現状を踏まえ，私たちはどのような政府のあり方を選択すべきか，次の四つの視点など
を踏まえて考察しよう。

日本の「福祉国家」としてのあり方を考えよう

主権者として財政のあり方を考えよう

日本の財政の健全化テ
ー
マ5

日本はどのような
「福祉国家」をめざすべきか

探究課題の設定
市
し

場
じょう

経済において政府は，資源配分の調整や，
所得の再分配，景気の安定化などの重要な役割（➡
p.115）を担っており，それらは家計や企業などの
民間では十分に果たすことができない。また，政
府には規制的手法など財政以外の政策手段もある。
政府は，公共財（➡p.99）をどの水準まで供給すれ
ばよいだろうか。所得格差はどの程度是

ぜ

正
せい

すれば
よいだろうか。また，景気変動をどの程度安定化
させればよいだろうか。

政府の役割視点A

　政府がその役割を果たそうとすればするほど，
国民により重い税負担を求めることになる。税負
担が重くなると，消費が減退するなど，民間の経
済活動が萎

い

縮
しゅく

する恐れがある。逆に家計や企業の
自発的な活動を促

うなが

すには，税負担を軽くしたり，
規制を緩

かん

和
わ

したりすることになる。日本は，市場
と自助努力を重視する「小さな政府」に向かうべき
だろうか。それとも政府の役割と所得再分配を重
視する「大きな政府」に向かうべきだろうか。

「小さな政府」と「大きな政府」視点B

　プライマリー・バランスは，その年度の行政サー
ビスの経費を税収だけでまかなえない場合に，赤
字になる。そしてそのぶん公債を増発することに
なり，将来に負担を先送りする。このプライマリー・
バランスを黒字化するために必要なことは何だろ
うか。歳出を削減するために，社会保障費や公共
事業費などの経費を削減するのがよいだろうか。
それとも税収を確保するために，所得税や法人税，
消費税などの増税をするのがよいだろうか。

プライマリー・バランス視点C

　政府債務の返
へん

済
さい

を滞
とどこお

らせずに，持続可能な財政
にすることを考

こう

慮
りょ

する必要がある。今年度に建設
する社会資本のなかには，将来の国民にも便

べん

益
えき

が
及
およ

ぶものがある。一方で，今年度の社会保障費は，
現在の国民が恩

おん

恵
けい

を受け，将来の国民には恩恵が
及ばない。また，現在の税負担において，高齢世
代の負担は現役世代よりも相対的に少ない。この
ようななか，世代間の公平性を確保し，将来への
責任を果たすにはどうすればよいだろうか。

将来への責任視点D

日本の財政の現状はどうなっているか
日本の財政状況
　日本の財政は，かつてないほど巨額の債務を抱
えている。さらに，少子高齢化にともない，税負
担の担い手となる現

げん

役
えき

世代が減るいっぽう，社会
保障給付を受ける高齢世代が増えていく

➡p.153
。財政支

出が増えるのに税収が十分に確保できないと，財
政赤字が続き，債務残高はますます増えていく。
　1990年代にバブル経済が崩

ほう

壊
かい

して税収が減っ
ていくなかで，日本政府は景気対策として財政支
出を増やし，財政赤字が増えた

➡p.124
。しかし，税収が

増えるほどにまで景気は回復しなかった。2000
年代には歳

さい

出
しゅつ

・歳入一体改革が行われ，財政赤字
が減ったものの，2008年の世界金融危機

➡p.221
の影響

で税収が落ち込み，再び財政赤字が増えた。
2020年度には，新型コロナウイルス感

かん

染
せん

症
しょう

への
対策のため，一般会計予算の64.1％にあたる
112.6兆円もの新規国債を発行した。
日本と諸外国の国民負担
　新型コロナウイルスの感染拡大前まで，ヨー

➡p.117₉�

₁ 

➡p.125，233コラム

➡p.117�

ロッパ諸国は財政赤字を減らす財政健全化に取り
組んでいた。その一方でアメリカでは，政府が民
間に干

かん

渉
しょう

することを避ける傾向があり，医
い

療
りょう

や介
かい

護
ご

は民間に委
ゆだ

ねる部分が大きく，公的保険の規模
が小さいこともあって，政府支出の規模は小さく，
国民負担率も低い。日本は，政府支出の規模は相
対的に小さいが，そのぶん，国民負担率も低く，
財政赤字が大きい状態にある。
日本の財政改革の現状
　財政赤字を減らすために，日本ではプライマ
リー・バランス

➡p.117
を黒字化すべく，財政健全化に取

り組んでいる。財政赤字が減れば，政府債務残高
の増加も抑えられる。財政赤字を減らすには，税
収を増やしたり，歳出を減らしたりする必要があ
る。増税も社会保障給付の削減も当事者の暮らし
に大きな影響を与えるが，かといって「税負担は
減らしてほしいが，支出も増やしてほしい」という
ことでは財政赤字は減らず，将来の世代につけを
回すことになってしまう。

➡p.1525 ₃ 

₂ 

₁日本の歳出・税収と公債発行額の推移（財務省資料） ₂おもな国のプライマリー・バランスの対GDP比の推移
（財務省資料）

その他の探究課題例　

•「財政緊
きん

縮
しゅく

」と「福祉向上」のどちらを優先すべきか

•プライマリー・バランスをどう黒字化するか
•財政支出増大にともなう租税負担はどうあるべきか

₃OECD加盟国のGDPに占める政府支出の割合（OECD資料）　　　日本の財政規模はどの程度が適正だろうか。

関連 1編2章 p.114～118
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特例国債

その他
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3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　政府が国民から期待される役割を果たすために，その財源となる税負担は欠かせない。国民全体でど
れだけの税負担をどのように負い，それをどのような支出にあてて国民に還

かん

元
げん

するのか。そのあり方に
は国民の意見が反映される。税制のあり方や，財政支出の規模と内容について，主権者および納税者と
しての自分の考えをまとめ，その実現に向けてできることを考えよう。

　日本の政府債
さい

務
む

は先進国のなかでも非常に多く，政府がその機能を維
い

持
じ

していくためには，政府の役割や国家のあり方そのものを考えていく
必要がある。日本の財政および政府はどうあるべきか，具体的な課題を
立てて探究しよう。（右の写真は，過去最高額となった2020年度一般会
計予算の第３次補正可決時の参議院本会議場〔2021年〕。）

　日本の財政の現状を踏まえ，私たちはどのような政府のあり方を選択すべきか，次の四つの視点など
を踏まえて考察しよう。

日本の「福祉国家」としてのあり方を考えよう

主権者として財政のあり方を考えよう

日本の財政の健全化テ
ー
マ5

日本はどのような
「福祉国家」をめざすべきか

探究課題の設定
市
し

場
じょう

経済において政府は，資源配分の調整や，
所得の再分配，景気の安定化などの重要な役割（➡
p.115）を担っており，それらは家計や企業などの
民間では十分に果たすことができない。また，政
府には規制的手法など財政以外の政策手段もある。
政府は，公共財（➡p.99）をどの水準まで供給すれ
ばよいだろうか。所得格差はどの程度是

ぜ

正
せい

すれば
よいだろうか。また，景気変動をどの程度安定化
させればよいだろうか。

政府の役割視点A

　政府がその役割を果たそうとすればするほど，
国民により重い税負担を求めることになる。税負
担が重くなると，消費が減退するなど，民間の経
済活動が萎

い

縮
しゅく

する恐れがある。逆に家計や企業の
自発的な活動を促

うなが

すには，税負担を軽くしたり，
規制を緩

かん

和
わ

したりすることになる。日本は，市場
と自助努力を重視する「小さな政府」に向かうべき
だろうか。それとも政府の役割と所得再分配を重
視する「大きな政府」に向かうべきだろうか。

「小さな政府」と「大きな政府」視点B

　プライマリー・バランスは，その年度の行政サー
ビスの経費を税収だけでまかなえない場合に，赤
字になる。そしてそのぶん公債を増発することに
なり，将来に負担を先送りする。このプライマリー・
バランスを黒字化するために必要なことは何だろ
うか。歳出を削減するために，社会保障費や公共
事業費などの経費を削減するのがよいだろうか。
それとも税収を確保するために，所得税や法人税，
消費税などの増税をするのがよいだろうか。

プライマリー・バランス視点C

　政府債務の返
へん

済
さい

を滞
とどこお

らせずに，持続可能な財政
にすることを考

こう

慮
りょ

する必要がある。今年度に建設
する社会資本のなかには，将来の国民にも便

べん

益
えき

が
及
およ

ぶものがある。一方で，今年度の社会保障費は，
現在の国民が恩

おん

恵
けい

を受け，将来の国民には恩恵が
及ばない。また，現在の税負担において，高齢世
代の負担は現役世代よりも相対的に少ない。この
ようななか，世代間の公平性を確保し，将来への
責任を果たすにはどうすればよいだろうか。

将来への責任視点D

日本の財政の現状はどうなっているか
日本の財政状況
　日本の財政は，かつてないほど巨額の債務を抱
えている。さらに，少子高齢化にともない，税負
担の担い手となる現

げん

役
えき

世代が減るいっぽう，社会
保障給付を受ける高齢世代が増えていく

➡p.153
。財政支

出が増えるのに税収が十分に確保できないと，財
政赤字が続き，債務残高はますます増えていく。
　1990年代にバブル経済が崩

ほう

壊
かい

して税収が減っ
ていくなかで，日本政府は景気対策として財政支
出を増やし，財政赤字が増えた

➡p.124
。しかし，税収が

増えるほどにまで景気は回復しなかった。2000
年代には歳

さい

出
しゅつ

・歳入一体改革が行われ，財政赤字
が減ったものの，2008年の世界金融危機

➡p.221
の影響

で税収が落ち込み，再び財政赤字が増えた。
2020年度には，新型コロナウイルス感

かん

染
せん

症
しょう

への
対策のため，一般会計予算の64.1％にあたる
112.6兆円もの新規国債を発行した。
日本と諸外国の国民負担
　新型コロナウイルスの感染拡大前まで，ヨー

➡p.117911

1 

➡p.125，233コラム

➡p.11710

ロッパ諸国は財政赤字を減らす財政健全化に取り
組んでいた。その一方でアメリカでは，政府が民
間に干

かん

渉
しょう

することを避ける傾向があり，医
い

療
りょう

や介
かい

護
ご

は民間に委
ゆだ

ねる部分が大きく，公的保険の規模
が小さいこともあって，政府支出の規模は小さく，
国民負担率も低い。日本は，政府支出の規模は相
対的に小さいが，そのぶん，国民負担率も低く，
財政赤字が大きい状態にある。
日本の財政改革の現状
　財政赤字を減らすために，日本ではプライマ
リー・バランス

➡p.117
を黒字化すべく，財政健全化に取

り組んでいる。財政赤字が減れば，政府債務残高
の増加も抑えられる。財政赤字を減らすには，税
収を増やしたり，歳出を減らしたりする必要があ
る。増税も社会保障給付の削減も当事者の暮らし
に大きな影響を与えるが，かといって「税負担は
減らしてほしいが，支出も増やしてほしい」という
ことでは財政赤字は減らず，将来の世代につけを
回すことになってしまう。

➡p.1525 3 

2 

1日本の歳出・税収と公債発行額の推移（財務省資料） 2おもな国のプライマリー・バランスの対GDP比の推移
（財務省資料）

その他の探究課題例　

•「財政緊
きん

縮
しゅく

」と「福祉向上」のどちらを優先すべきか

•プライマリー・バランスをどう黒字化するか
•財政支出増大にともなう租税負担はどうあるべきか

3OECD加盟国のGDPに占める政府支出の割合（OECD資料）　　　日本の財政規模はどの程度が適正だろうか。

関連 1編2章 p.114～118
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

38 170 右段 4

3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　私たちの日常生活の安全・安心を脅かす要因は意外に多い。とりわけ日本で多くみられる自然災害に
対しては，日ごろから防災・減災について考えておくことが重要である。公平かつ効果的な防災・減災
の取り組みとはどのようなものか，自助・共助・公助のバランスやそれぞれの取り組みについて，自分
の考えをまとめよう。また，その実現のために今，自分にできることを考え，実践しよう。

　私たちの暮らしの安全・安心を脅
おびや

かす要因はさまざまだが，日本では
特に，地震や水害など多様な自然災害の危険がある。暮らしの安全・安
心を確保するにはどうすればよいか，身近な地域の事情を踏まえながら，
具体的な課題を立てて探究しよう。（右の写真は，南海トラフ巨大地震
を想定した津

つ

波
なみ

避
ひ

難
なん

訓練の様子〔宮崎市，2020年〕。）

　地域の防災・減災対策はどうあるべきか，身近な地域で発生する可能性のある災害と，それに対する
自治体などの防災対策を調べたうえで，次の四つの視点などを踏まえて考察しよう。

地域の防災・減災対策を考えよう

安全・安心な暮らしの実現に向けて

防災と安全・安心な社会の実現テ
ー
マ7

私たちが暮らす地域の
防災・減災対策はどうあるべきか

探究課題の設定
　事業により得られる効果に対し，金銭や労力，
時間などの費用が適切かどうかを判断する視点が，
費用対効果である。防災・減災対策には，ダムや
堤防などのハード対策と，ハザードマップや観測
システムなどのソフト対策があるが，そうした対
策はいつ必要になるかわからないうえ，想定を超
える規模の災害には耐えられない。限られた財源
の使い道として，どの対策を優先すればよいだろ
うか。

費用対効果視点A

　安全な場所に避難するなどの防災行動をとる際
に支援を必要とする，高齢者や障がい者，乳幼児，
妊
にん

産
さん

婦
ぷ

，日本語の理解が十分でない外国人といっ
た人々のことを，災害弱者という。災害弱者は，
避難行動や避難生活，生活の再建において特別の
支援を必要とするが，必要な支援は人によって異
なり，また災害の局面や時期によっても異なる。
こうした災害弱者に対して，いつ，どのような支
援を行えばよいだろうか。

災害弱者への支援視点B

　個人間で権利が衝突した際にその権利を調整す
る考え方が「公共の福祉」（➡p.40）である。地域の
防災・減災のためにダムや堤防などを建設する際
には，そこに住む一部の人々が移転を余

よ

儀
ぎ

なくさ
れる場合がある。また，災害が生じた際には，被
害の拡大を防ぐために経済活動や移動が制限され
る場合も考えられる。このように財産権や営業の
自由といった個人の権利を，防災・減災のために
制限することは，どこまで許されるだろうか。

個人の権利と「公共の福祉」視点C

　防災・減災のための計画が災害時に機能するか
どうかが，実効性の視点である。たとえば，特に
避難対象者が多い地域では，想定どおりの避難行
動をとらない人が出てくることも考えられる。ま
た，避難者を受け入れる自治体では，計画を立案
する側とそれを運用する側が異なる場合もあり，
災害時に計画どおりに運用できない可能性も考え
られる。防災計画の実効性を確保するためには，
どのようなことに留意すべきだろうか。

実効性視点D

日本が直面する災害とその対策はどうなっているか
安全・安心を脅かす要因
　近年，世界各所で災害や事故，テロ，治

ち

安
あん

の悪
化が生じ，さらには感

かん

染
せん

症
しょう

の世界的大流行
➡p.232

も生じ
ている。安全・安心を脅かす要因にはさまざまな
ものがあるが，とりわけ日本では地震や津波と
いった自然災害が多く，南海トラフ巨大地震や首
都直下地震といった巨大地震の発生が懸

け

念
ねん

されて
いる。最近では地球温暖化

➡p.223
による気候変動の影響

で，集中豪
ごう

雨
う

や巨大台風の発生など，水害・土砂
災害の頻

ひん

発
ぱつ

，激甚化も問題となっている。2019
年の令和元年東日本台風では，静岡県や関東・甲

こう

信
しん

越
えつ

地方，東北地方を中心に広い範囲で記録的大
雨が発生し，各地で河川の堤防が決

けっ

壊
かい

して大規模
な浸
しん

水
すい

被害が生じた。
　また，自然災害以外にも，道路や橋，トンネル
といった社会資本の老

ろう

朽
きゅう

化が深刻な問題となって
いる。2012年には，中央自動車道笹

ささ

子
ご

トンネル
で天
てん

井
じょう

板が落下し死傷者が生じるという重大な事

₁ 

故が発生した。日本の社会資本の多くは高度経済
成長期
➡p.119

に整備されたため，その老朽化対策が急務
となっている。
自助・公助・共助による防災・減災
防災・減災には，自助・共助・公助の三要素が

必要である。自助とは自分の安全を自分で守るた
めに日ごろから備えをしておくこと，共助とは地
域コミュニティやボランティア，企業などが互い
に助け合うこと，公助とは公的機関による救助や
支援のことである。2011年の東日本大震災

➡p.125
では，

国や地方自治体による適切な防災計画の策定と，
それにもとづくソフト，ハード両面での対策，住
民への災害情報提供の重要性が再認識された。同
時に，想定外の規模の津波に際して地域の人たち
が声をかけ合うことで多くの命が助かり，また救
助や支援が遅れて孤

こ

立
りつ

した地域では食料や飲み物
をもち寄り助け合うことで避難生活を乗り切るな
ど，共助の重要性がいっそう明らかになった。

₂ 

₃ 

₁おもな地震の震源と活断層の分布（理科年表ほか）
₂建設後50年以上経過する社会資本の割合（国土交通省
資料）

4おもな災害弱者とそのニーズ（日本赤
せき

十
じゅう

字
じ

社資料）
  　身近な災害弱者に対して自分にできることを考えよう。

その他の探究課題例　

•巨大地震や津波等の被害を最小化するには，　　
　どのような防災・減災対策が必要か  

•激
げき

甚
じん

化する気象災害に対してどう備えるべきか

400km0
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東北地方

北海道

（2018年）

い ぶりとう ぶ
胆振東部地震

（2004年）
中越地震
ちゅうえつ
新潟県

（1995年）
南部地震
兵庫県

マグニチュード8.0以上

マグニチュード7.5～8.0未満
マグニチュード7.0～7.5未満
マグニチュード7.0未満
おもな活断層

おもな地震［1900～2019年］

港湾岸壁道路橋 トンネル
こう

下水道管渠
かんきょ わんがんぺき

河川管理施設
（水門など）

25

39

63

20
27

42

32

42

62

4
8

21
17

32

58

2018年3月 2023年3月 2033年3月

0

10

20

30

40

50

60

70

80
％

₃国土交通省「重ねるハザードマップ」で表示した津波浸
水想定（2020年2月閲

えつ

覧
らん

，高知市周辺）　 　身近な地域
のハザードマップを調べ，起こりうる災害を把

は

握
あく

しよう。

5

10

15

災害弱者 災害時・避難時のニーズ
高
齢
者

ひとり暮らし 情報伝達，避難誘導，安否確認など

要介
かい

護
ご

安否確認，車いす等の補助器具など

障
が
い
者

視覚 音声による情報伝達・状
じょう

況
きょう

説明・避難誘導など
聴覚 手話・文字による情報伝達・状況説明など

肢
し

体
たい

歩行補助，車いす等の補助器具など

知的障がい 気持ちの落ち着かせ，避難誘導など

乳幼児・児童 避難誘導など

妊
にん

産
さん

婦
ぷ

精神的動
どう

揺
よう

による状態急変への対応など
外国人 母国語による情報提供・相談など

関連 1編2章 p.124～127
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3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　私たちの日常生活の安全・安心を脅かす要因は意外に多い。とりわけ日本で多くみられる自然災害に
対しては，日ごろから防災・減災について考えておくことが重要である。公平かつ効果的な防災・減災
の取り組みとはどのようなものか，自助・共助・公助のバランスやそれぞれの取り組みについて，自分
の考えをまとめよう。また，その実現のために今，自分にできることを考え，実践しよう。

　私たちの暮らしの安全・安心を脅
おびや

かす要因はさまざまだが，日本では
特に，地震や水害など多様な自然災害の危険がある。暮らしの安全・安
心を確保するにはどうすればよいか，身近な地域の事情を踏まえながら，
具体的な課題を立てて探究しよう。（右の写真は，南海トラフ巨大地震
を想定した津

つ

波
なみ

避
ひ

難
なん

訓練の様子〔宮崎市，2020年〕。）

　地域の防災・減災対策はどうあるべきか，身近な地域で発生する可能性のある災害と，それに対する
自治体などの防災対策を調べたうえで，次の四つの視点などを踏まえて考察しよう。

地域の防災・減災対策を考えよう

安全・安心な暮らしの実現に向けて

防災と安全・安心な社会の実現テ
ー
マ7

私たちが暮らす地域の
防災・減災対策はどうあるべきか

探究課題の設定
　事業により得られる効果に対し，金銭や労力，
時間などの費用が適切かどうかを判断する視点が，
費用対効果である。防災・減災対策には，ダムや
堤防などのハード対策と，ハザードマップや観測
システムなどのソフト対策があるが，そうした対
策はいつ必要になるかわからないうえ，想定を超
える規模の災害には耐えられない。限られた財源
の使い道として，どの対策を優先すればよいだろ
うか。

費用対効果視点A

　安全な場所に避難するなどの防災行動をとる際
に支援を必要とする，高齢者や障がい者，乳幼児，
妊
にん

産
さん

婦
ぷ

，日本語の理解が十分でない外国人といっ
た人々のことを，災害弱者という。災害弱者は，
避難行動や避難生活，生活の再建において特別の
支援を必要とするが，必要な支援は人によって異
なり，また災害の局面や時期によっても異なる。
こうした災害弱者に対して，いつ，どのような支
援を行えばよいだろうか。

災害弱者への支援視点B

　個人間で権利が衝突した際にその権利を調整す
る考え方が「公共の福祉」（➡p.40）である。地域の
防災・減災のためにダムや堤防などを建設する際
には，そこに住む一部の人々が移転を余

よ

儀
ぎ

なくさ
れる場合がある。また，災害が生じた際には，被
害の拡大を防ぐために経済活動や移動が制限され
る場合も考えられる。このように財産権や営業の
自由といった個人の権利を，防災・減災のために
制限することは，どこまで許されるだろうか。

個人の権利と「公共の福祉」視点C

　防災・減災のための計画が災害時に機能するか
どうかが，実効性の視点である。たとえば，特に
避難対象者が多い地域では，想定どおりの避難行
動をとらない人が出てくることも考えられる。ま
た，避難者を受け入れる自治体では，計画を立案
する側とそれを運用する側が異なる場合もあり，
災害時に計画どおりに運用できない可能性も考え
られる。防災計画の実効性を確保するためには，
どのようなことに留意すべきだろうか。

実効性視点D

日本が直面する災害とその対策はどうなっているか
安全・安心を脅かす要因
　近年，世界各所で災害や事故，テロ，治

ち

安
あん

の悪
化が生じ，さらには感

かん

染
せん

症
しょう

の世界的大流行
➡p.232

も生じ
ている。安全・安心を脅かす要因にはさまざまな
ものがあるが，とりわけ日本では地震や津波と
いった自然災害が多く，南海トラフ巨大地震や首
都直下地震といった巨大地震の発生が懸

け

念
ねん

されて
いる。最近では地球温暖化

➡p.223
による気候変動の影響

で，集中豪
ごう

雨
う

や巨大台風の発生など，水害・土砂
災害の頻

ひん

発
ぱつ

，激甚化も問題となっている。2019
年の令和元年東日本台風では，静岡県や関東・甲

こう

信
しん

越
えつ

地方，東北地方を中心に広い範囲で記録的大
雨が発生し，各地で河川の堤防が決

けっ

壊
かい

して大規模
な浸
しん

水
すい

被害が生じた。
　また，自然災害以外にも，道路や橋，トンネル
といった社会資本の老

ろう

朽
きゅう

化が深刻な問題となって
いる。2012年には，中央自動車道笹

ささ

子
ご

トンネル
で天
てん

井
じょう

板が落下し死傷者が生じるという重大な事

1 

故が発生した。日本の社会資本の多くは高度経済
成長期
➡p.119

に整備されたため，その老朽化対策が急務
となっている。
自助・共助・公助による防災・減災
防災・減災には，自助・共助・公助の三要素が

必要である。自助とは自分の安全を自分で守るた
めに日ごろから備えをしておくこと，共助とは地
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に助け合うこと，公助とは公的機関による救助や
支援のことである。2011年の東日本大震災
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では，

国や地方自治体による適切な防災計画の策定と，
それにもとづくソフト，ハード両面での対策，住
民への災害情報提供の重要性が再認識された。同
時に，想定外の規模の津波に際して地域の人たち
が声をかけ合うことで多くの命が助かり，また救
助や支援が遅れて孤

こ

立
りつ

した地域では食料や飲み物
をもち寄り助け合うことで避難生活を乗り切るな
ど，共助の重要性がいっそう明らかになった。
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1おもな地震の震源と活断層の分布（理科年表ほか）
2建設後50年以上経過する社会資本の割合（国土交通省
資料）

4おもな災害弱者とそのニーズ（日本赤
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じ

社資料）
  　身近な災害弱者に対して自分にできることを考えよう。
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，高知市周辺）　 　身近な地域
のハザードマップを調べ，起こりうる災害を把
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しよう。
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妊
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産
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婦
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揺
よう

による状態急変への対応など
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北大西洋条約機構加盟国
欧州連合(EU)加盟国

アメリカ
一極集中体制

ソ連の解体により，冷戦後の世界ではアメリ
カが唯

ゆい

一
いつ

の超大国となった。その一方で，冷
戦の終結により世界の人々は平和の実現を期待した。しかし，
1991年には湾

わん

岸
がん

戦争が起こり，クウェートに武力侵
1990年
攻したイラク

を，アメリカを中心とする多国籍軍が制圧した。また，東・南欧
やアフリカなどでも地域紛争や民族紛争が多発するようになった

➡p.196
。

　日本は，湾岸戦争に際し，多国籍軍
➡p.180
に対して巨額の資金提供を

行ったが，人的貢
こう

献
けん

の不在を批判され，戦争終結後，自衛隊の掃
そう

海
かい

艇
てい

を機雷除去などのためペルシャ湾に派
は

遣
けん

した。翌1992年，
国内世

せ

論
ろん

が紛
ふん

糾
きゅう

するなか，PKO協力法
➡p.45
が成立し，自衛隊や警察

を海外に派遣できるようになった。それにもとづき，同年には，
内戦終結直後のカンボジアに自衛官や警察官を派遣し，2名の犠

ぎ

牲
せい

者を出しながら，その統
とう

治
ち

の安定に深く関わった。
　いっぽう，ヨーロッパでは1995年にCSCE

➡p.185
が改組されて欧州

安全保障協力機構（O
Organization for Security and Co-operation in Europe
SCE）が成立するなど，東欧諸国を含む地域

の安定化が進んだ。東アジアでも，冷戦の終結によって南北朝鮮
の国連同時加

1991年
盟が実現したが，中国・台湾の対立や南北朝鮮の分

断は存続し，朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核兵器開発など
の問題が新たに浮上した。
　グローバル化

➡p.220
が進むなか，破壊・暴力活動も国境を越えるよう

になり，2001年9月11日にはアメリカ同時多発テロが起こった。
これは，越境的な宗教原理主義勢力であるアル・カーイダの手に
よる。これに対し，単独行動主義（ユ

unilateralism
ニラテラリズム）の傾向を強

めていたアメリカは｢テロリズムに対する戦争」を宣言し，アル・
カーイダを支援していたアフガニスタンのタリバン政権を攻撃し，
崩壊させた。また，2003年には大量破壊兵器の保有を理由に，
武力攻撃を定めた安全保障理事会の決議がないなかで，アメリカ
を中心とした有志連合がイラク戦争を行い，イラクのサダム・フ
セイン政権を倒した。日本は，これらに対する後方支援や復興支
援のために，それぞれテ

2001年
ロ対策特別措

そ

置
ち

法，イ
2003年
ラク復興支援特別

措置法を制定して，自衛隊の対米協力，海外派遣を実施した
➡p.46
。

一極から
再び多極へ

同時多発テロやイラク戦争はアメリカの政治
的威

い

信
しん

を傷つけ，2008年のリーマン・ショ
➡p.221
ッ

クは，さらに経済的にもアメリカを窮
きゅう

地
ち

に追い込んだ。それに続

5

➡p.45�

4

6

7

冷戦の終結
1979年にソ連がアフガニスタンに侵

しん

攻
こう

する
と，米ソ関係は再び悪化した。これを「新冷

戦」とよぶ。しかし，ソ連は1985年にゴ
M.Gorbachev（在職1985～91）
ルバチョフが政権を握

ると，民主化などの改革と，西側陣営との協調に向けて｢新思考
外交」を展開するようになり，米ソ関係は急速に改善された。
1987年には中距離核戦力（INF）全

ぜん

廃
ぱい

条約
➡p.194
が結ばれるなど，対立

解消へ向かい，1989年12月，マルタにおける米ソ首脳会談（マ
ルタ会談）の際，ゴルバチョフは冷戦終結を宣言した。
　すでにヨーロッパでは，冷戦体制からの脱

だっ

却
きゃく

が進んでいたが，
1989年11月に「ベルリンの壁

かべ

」
➡p.183

が崩
ほう

壊
かい

し，翌90年にはドイツが
再統一された。東欧諸国でも次々と社会主義政権が倒れ，おおむ
ね平和裏

り

に民主化が進んだ。一方で中国は，1989年6月に学生
や市民による平和的な民主化運動を中国共産党政権が武力で弾

だん

圧
あつ

し（天
てん

安
あん

門
もん

事件
➡p.24
），一党独裁が続くこととなった。ソ連を盟主とす

るワルシャワ条約機構
➡p.183
は解散し，1991年末にはソ連が解体して，

ロシア連邦が継承国となった。旧ソ連諸国のうち，のちにEU・
NATOに加盟するバルト三国を除く国々は独

Commonwealth of Independent States
立国家共同体（CIS）

を創
1991年
設し，軍事的・経済的な調整を図った。

₁

₂

₃

▶冷戦終結後，国際関係はどのように変化しただろうか。
▶現在，国際社会はどのような課題を抱えているだろうか。
▶日本は国際平和や安全保障のためにどのように行動していくべきだろうか。

冷戦後の国際関係と日本2

₂「ベルリンの壁」崩壊（1989年）

₁マルタ会談（1989年）　左はア
メリカのブッシュ大統領，右はソ
連のゴルバチョフ共産党書記長。

₃旧ソビエト連邦の範囲　　��ソ連解体後，ロシア連邦とその他の
旧ソ連諸国とはどのような関係だったのだろうか。

4冷戦後のヨーロッパ（2022年9月現在）　　��冷戦
初期からどう変化したか，p.182₃と比較してみよう。

6アメリカ同時多発テロ（2001年
9月11日）　ハイジャックされた
航空機がニューヨークの世界貿易
センタービルなどに突入し，約
3000人もの犠牲者が出た。

7イラク戦争への反対デモ（イギ
リス・ロンドン，2003年）

5湾岸戦争（1991年）　多国籍軍
による攻撃の様子が，アメリカの
報道機関を通じてテレビで生中継
され，世論に影響を与えた。
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解消へ向かい，1989年12月，マルタにおける米ソ首脳会談（マ
ルタ会談）の際，ゴルバチョフは冷戦終結を宣言した。
　すでにヨーロッパでは，冷戦体制からの脱

だっ

却
きゃく

が進んでいたが，
1989年11月に「ベルリンの壁

かべ

」
➡p.183

が崩
ほう

壊
かい

し，翌90年にはドイツが
再統一された。東欧諸国でも次々と社会主義政権が倒れ，おおむ
ね平和裏

り

に民主化が進んだ。一方で中国は，1989年6月に学生
や市民による平和的な民主化運動を中国共産党政権が武力で弾

だん

圧
あつ

し（天
てん

安
あん

門
もん

事件
➡p.24
），一党独裁が続くこととなった。ソ連を盟主とす

るワルシャワ条約機構
➡p.183
は解散し，1991年末にはソ連が解体して，

ロシア連邦が継承国となった。旧ソ連諸国のうち，のちにEU・
NATOに加盟するバルト三国を除く国々は独

Commonwealth of Independent States
立国家共同体（CIS）

を創
1991年
設し，軍事的・経済的な調整を図った。

₁

₂

₃

▶冷戦終結後，国際関係はどのように変化しただろうか。
▶現在，国際社会はどのような課題を抱えているだろうか。
▶日本は国際平和や安全保障のためにどのように行動していくべきだろうか。

冷戦後の国際関係と日本2

₂「ベルリンの壁」崩壊（1989年）

₁マルタ会談（1989年）　左はア
メリカのブッシュ大統領，右はソ
連のゴルバチョフ共産党書記長。

₃旧ソビエト連邦の範囲　　��ソ連解体後，ロシア連邦とその他の
旧ソ連諸国とはどのような関係だったのだろうか。

₄冷戦後のヨーロッパ（2023年9月現在）　　��冷戦
初期からどう変化したか，p.182₃と比較してみよう。

6アメリカ同時多発テロ（2001年
9月11日）　ハイジャックされた
航空機がニューヨークの世界貿易
センタービルなどに突入し，約
3000人もの犠牲者が出た。

7イラク戦争への反対デモ（イギ
リス・ロンドン，2003年）

5湾岸戦争（1991年）　多国籍軍
による攻撃の様子が，アメリカの
報道機関を通じてテレビで生中継
され，世論に影響を与えた。
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更新が適切な事実の記載
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図版 4

および

キャプ

ション

▶世界ではなぜ地域主義の動きが進んでいるのだろうか。
▶ EUはどのようにして成立し，どのような特徴をもっているだろうか。
▶地域主義の動きに日本はどのように関わっているだろうか。

地域主義の動き3 　冷戦が終結
➡p.186
すると，統合は根底から揺さぶられた。最重要だっ

たのが，再統一するドイツへの対処である。統合の強化によりド
イツを包

ほう

摂
せつ

するために，1992年調印のマーストリヒト条約によ
りECを欧州連合（EU）に格上げし，経済通貨統合，共通外交，
共通市民権などを企図した。1998年には欧

European Central Bank
州中央銀行（ECB）が

設立され，1999年には共通通貨ユーロが導入されて通貨統合が
成立し，2002年初頭にはユーロ紙

し

幣
へい

・硬
こう

貨
か

の流通が始まった。
　冷戦終結後のEUは，加盟国を東欧などへと拡大した。また，
ソ連解体後にアメリカがヨーロッパへの関与を弱めるにしたがい，
EUは外交・安全保障の領域にも乗り出した。加盟国の拡大によっ
て全会一

いっ

致
ち

での決定が困難になるが，多数決の適用分野を広げる
など，意思決定の簡素化・合理化を図った。さらに2004年，さ
らなる統合強化をめざしてEU憲法条約が調印された。しかし，
翌2005年にフランスとオランダで行われた国民投票で否決され
たため，かわりに，実質的な条項は残しながら「憲法」という名称
を除いたリスボン条約が2007年に調印された（2009年発効）。
　EUの機構　　EUでは立法機関として，EU市民に直接選挙された議
員からなる欧州議会と，各国の閣僚１名ずつで構成されるEU理事会（閣
僚理事会）がおかれ，共同して決定を行う。執行機関は欧州委員会が務め，
日常のEUの運営を担っている。EUの基本方針を決定する欧州理事会は，
立法権はもたないものの，各国首脳で構成されるため強い影響力をもつ。
なお，EUが定める規則や指令など（EU法）は，国際法とも国内法とも異
なる独自の法体系をなし，加盟国の法律や政策に直接作用する。その最
終的な判断を下

くだ

すのが欧
European Court of Justice
州司法裁判所（ECJ）である。

4

₂

❷

₃

5

国際政治と
地域統合

グローバル化
➡p.220
が進展する一方で，ヨーロッパ，

北米，アジアなどの地域ごとに，市
し

場
じょう

，通貨，
市民権，政治機構の一部を一体化させ，単独では実現できない平
和や繁

はん

栄
えい

，影響力を実現しようとする地域統合の動きがみられる
（地域主義）。とりわけEUのように政治的統合が進んだ地域では，
加盟国の主権の一部が制限され，地域組織が加盟国の国内政治に
関
かん

与
よ

したり，独自に対外関係をもったりして，現代の国際政治に
大きな影響を与えている。

ヨーロッパ
統合の進展

ヨーロッパでは，冷戦を背景に地域統合が進
んだ。その制度的な始まりは，フランス，西

ドイツ，イタリア，およびベネルクス三国（ベルギー，オランダ，
ルクセンブルク）の6か国によって1952年に発足した欧州石炭
鉄
European Coal and Steel Community
鋼共同体（ECSC）である。1958年には欧

European Economic Community
州経済共同体（EEC）

と欧
European Atomic Energy Community
州原子力共同体（E

ユ ー ラ ト ム

URATOM）が成立し，1967年にこれらの
3機関が欧

European Communities
州共同体（EC）として合同した。ECはその後，イギリ

スや南欧諸国などに加盟国を拡大するとともに，1986年に単一
欧州議定書に調印し，一部の議決に多数決（各国拒否権の制限）を
導入した。その一方で，統合の進展にともなってECの権限が増し，
ECの民主的な制

せい

御
ぎょ

が問題となり始めた。

₁

❶

❶民主主義の赤字　ECやEUの権限
が増加し，加盟国の拒否権が制限
されるにしたがい，各国による民
主的な手続きではEC・EUの制御
が行き届かなくなっていった。こ
れを「民主主義の赤字」とよぶ。

1950 シューマン・プラン発表
1952 欧州石炭鉄鋼共同体(ECSC)

発足
1958 欧州経済共同体(EEC)，欧州

原子力共同体(EURATOM)が
発足

1960 欧州自由貿易連合（E
エ フ タ

FTA）発足
1967 欧州共同体（EC）発足
［フランス，西ドイツ，イタリア，
ベルギー，オランダ，ルクセン
ブルクの 6か国 ］

1973 拡大ECが発足［イギリス，デンマ
ーク，アイルランド加盟 9か国 ］

1979 欧州通貨制度（EMS）発足，
欧州通貨単位（E

エキュー

CU）導入
1981 ギリシャが加盟 10か国
1986 スペイン，ポルトガルが加盟

12か国

1987 単一欧州議定書発効
1990 東西ドイツ統一
1993 マーストリヒト条約発効，

欧州連合（EU）発足
1995 フィンランド，スウェーデン，

オーストリアが加盟 15か国
1998 欧州中央銀行（ECB）設立
1999 欧州経済通貨同盟（EMU）発足，

ユーロ導入
アムステルダム条約発効

2002 ユーロ紙
し

幣
へい

・硬
こう

貨
か

流通開始
2003 ニース条約発効
2004 東欧などへ拡大 25か国
2007 ブルガリア，ルーマニアが加盟

27か国

2009 リスボン条約発効
2010 ユーロ危機
2013 クロアチアが加盟 28か国
2014 ウクライナ紛争
2015 欧州難民危機
2020 イギリスがEUから離脱（ブレグ

ジット）27か国

₁ヨーロッパ統合の歩み

ヨーロッパ統合と独仏関係
　ヨーロッパ統合には，二度の世界大戦などで激しい戦火を交えたドイ
ツとフランスの二国間関係が深く関わっている。冷戦の下

もと

，アメリカが
ソ連に対抗するために西ドイツを支援しようとするのに対し，フランス
は1950年のシューマン・プランでECSCの構想を発表し，西ドイツを
その一員とすることで制御しようと試みた。また，ECSCを通じて石炭
や鉄鋼を共同管理することで，西ドイツの石炭をフランスの戦後経済再
建に生かそうとした。いっぽう，当時の西ドイツでは周辺諸国との関係
修復と国際社会への復帰が最優先の課題であり，ECSCの設立はそれを
あと押しするものであった。こうしてECSCは1952年に発足し，ヨーロッ
パ統合が制度化に踏み出す端

たん

緒
しょ

となった。

❷�リスボン条約　おもな内容は①加
盟国議会のEU立法への関与の強
化，②意思決定手続きの効率化と
簡素化，③EU基本権憲章への法
的拘

こう

束
そく

力の付加，④EUへの法
ほう

人
じん

格の付与，⑤外交政策のEU外交・
安全保障政策上級代表（「EU外相」）
への一本化，⑥欧州理事会常任議
長（「EU大統領」）職の創設である。

₂検問所のない国境（チェコ・オー
ストリア間）　1990年に調印され
たシェンゲン協定（1995年発効）
により，締結国間では出入国審

しん

査
さ

なしに自由に移動できるように
なった。

₃欧州議会（フランス・ストラス
ブール）

4ヨーロッパの地域統合（2022年9月現在）

＊欧州理事会常任議長は　
任期2年半で， 3選禁止

［最高政治機関］

［立法］

［立法］

同意手続き 法案・政策
採択

協議

［行政］法案・政策提出
委員長候補・委員人事提出

法案・政策採択
委員長選出・委員人事承認

不信任採択

法案・政策提出

選挙 選出 （各国１名）

［司法］
欧州理事会

各国首脳，欧州委員会
委員長，常任議長＊
（「EU大統領」）で構成

欧州司法裁判所

EU理事会
各国閣僚で構成

欧州議会
705名　任期5年

欧州委員会
27名　任期5年

EU市民 加盟国

5EUの政治機構　
　��EUの意思決定はどのようにして行われるだろうか。
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▶世界ではなぜ地域主義の動きが進んでいるのだろうか。
▶ EUはどのようにして成立し，どのような特徴をもっているだろうか。
▶地域主義の動きに日本はどのように関わっているだろうか。

地域主義の動き3 　冷戦が終結
➡p.186
すると，統合は根底から揺さぶられた。最重要だっ

たのが，再統一するドイツへの対処である。統合の強化によりド
イツを包

ほう

摂
せつ

するために，1992年調印のマーストリヒト条約によ
りECを欧州連合（EU）に格上げし，経済通貨統合，共通外交，
共通市民権などを企図した。1998年には欧

European Central Bank
州中央銀行（ECB）が

設立され，1999年には共通通貨ユーロが導入されて通貨統合が
成立し，2002年初頭にはユーロ紙

し

幣
へい

・硬
こう

貨
か

の流通が始まった。
　冷戦終結後のEUは，加盟国を東欧などへと拡大した。また，
ソ連解体後にアメリカがヨーロッパへの関与を弱めるにしたがい，
EUは外交・安全保障の領域にも乗り出した。加盟国の拡大によっ
て全会一

いっ

致
ち

での決定が困難になるが，多数決の適用分野を広げる
など，意思決定の簡素化・合理化を図った。さらに2004年，さ
らなる統合強化をめざしてEU憲法条約が調印された。しかし，
翌2005年にフランスとオランダで行われた国民投票で否決され
たため，かわりに，実質的な条項は残しながら「憲法」という名称
を除いたリスボン条約が2007年に調印された（2009年発効）。
　EUの機構　　EUでは立法機関として，EU市民に直接選挙された議
員からなる欧州議会と，各国の閣僚１名ずつで構成されるEU理事会（閣
僚理事会）がおかれ，共同して決定を行う。執行機関は欧州委員会が務め，
日常のEUの運営を担っている。EUの基本方針を決定する欧州理事会は，
立法権はもたないものの，各国首脳で構成されるため強い影響力をもつ。
なお，EUが定める規則や指令など（EU法）は，国際法とも国内法とも異
なる独自の法体系をなし，加盟国の法律や政策に直接作用する。その最
終的な判断を下

くだ

すのが欧
European Court of Justice
州司法裁判所（ECJ）である。

₄

₂

❷

₃

5

国際政治と
地域統合

グローバル化
➡p.220
が進展する一方で，ヨーロッパ，

北米，アジアなどの地域ごとに，市
し

場
じょう

，通貨，
市民権，政治機構の一部を一体化させ，単独では実現できない平
和や繁

はん

栄
えい

，影響力を実現しようとする地域統合の動きがみられる
（地域主義）。とりわけEUのように政治的統合が進んだ地域では，
加盟国の主権の一部が制限され，地域組織が加盟国の国内政治に
関
かん

与
よ

したり，独自に対外関係をもったりして，現代の国際政治に
大きな影響を与えている。

ヨーロッパ
統合の進展

ヨーロッパでは，冷戦を背景に地域統合が進
んだ。その制度的な始まりは，フランス，西

ドイツ，イタリア，およびベネルクス三国（ベルギー，オランダ，
ルクセンブルク）の6か国によって1952年に発足した欧州石炭
鉄
European Coal and Steel Community
鋼共同体（ECSC）である。1958年には欧

European Economic Community
州経済共同体（EEC）

と欧
European Atomic Energy Community
州原子力共同体（E

ユ ー ラ ト ム

URATOM）が成立し，1967年にこれらの
3機関が欧

European Communities
州共同体（EC）として合同した。ECはその後，イギリ

スや南欧諸国などに加盟国を拡大するとともに，1986年に単一
欧州議定書に調印し，一部の議決に多数決（各国拒否権の制限）を
導入した。その一方で，統合の進展にともなってECの権限が増し，
ECの民主的な制

せい

御
ぎょ

が問題となり始めた。

₁

❶

❶民主主義の赤字　ECやEUの権限
が増加し，加盟国の拒否権が制限
されるにしたがい，各国による民
主的な手続きではEC・EUの制御
が行き届かなくなっていった。こ
れを「民主主義の赤字」とよぶ。

1950 シューマン・プラン発表
1952 欧州石炭鉄鋼共同体(ECSC)

発足
1958 欧州経済共同体(EEC)，欧州

原子力共同体(EURATOM)が
発足

1960 欧州自由貿易連合（E
エ フ タ

FTA）発足
1967 欧州共同体（EC）発足
［フランス，西ドイツ，イタリア，
ベルギー，オランダ，ルクセン
ブルクの 6か国 ］

1973 拡大ECが発足［イギリス，デンマ
ーク，アイルランド加盟 9か国 ］

1979 欧州通貨制度（EMS）発足，
欧州通貨単位（E

エキュー

CU）導入
1981 ギリシャが加盟 10か国
1986 スペイン，ポルトガルが加盟

12か国

1987 単一欧州議定書発効
1990 東西ドイツ統一
1993 マーストリヒト条約発効，

欧州連合（EU）発足
1995 フィンランド，スウェーデン，

オーストリアが加盟 15か国
1998 欧州中央銀行（ECB）設立
1999 欧州経済通貨同盟（EMU）発足，

ユーロ導入
アムステルダム条約発効

2002 ユーロ紙
し

幣
へい

・硬
こう

貨
か

流通開始
2003 ニース条約発効
2004 東欧などへ拡大 25か国
2007 ブルガリア，ルーマニアが加盟

27か国

2009 リスボン条約発効
2010 ユーロ危機
2013 クロアチアが加盟 28か国
2014 ウクライナ紛争
2015 欧州難民危機
2020 イギリスがEUから離脱（ブレグ

ジット）27か国

₁ヨーロッパ統合の歩み

ヨーロッパ統合と独仏関係
　ヨーロッパ統合には，二度の世界大戦などで激しい戦火を交えたドイ
ツとフランスの二国間関係が深く関わっている。冷戦の下

もと

，アメリカが
ソ連に対抗するために西ドイツを支援しようとするのに対し，フランス
は1950年のシューマン・プランでECSCの構想を発表し，西ドイツを
その一員とすることで制御しようと試みた。また，ECSCを通じて石炭
や鉄鋼を共同管理することで，西ドイツの石炭をフランスの戦後経済再
建に生かそうとした。いっぽう，当時の西ドイツでは周辺諸国との関係
修復と国際社会への復帰が最優先の課題であり，ECSCの設立はそれを
あと押しするものであった。こうしてECSCは1952年に発足し，ヨーロッ
パ統合が制度化に踏み出す端

たん

緒
しょ

となった。

❷�リスボン条約　おもな内容は①加
盟国議会のEU立法への関与の強
化，②意思決定手続きの効率化と
簡素化，③EU基本権憲章への法
的拘

こう

束
そく

力の付加，④EUへの法
ほう

人
じん

格の付与，⑤外交政策のEU外交・
安全保障政策上級代表（「EU外相」）
への一本化，⑥欧州理事会常任議
長（「EU大統領」）職の創設である。

₂検問所のない国境（チェコ・オー
ストリア間）　1990年に調印され
たシェンゲン協定（1995年発効）
により，締結国間では出入国審

しん

査
さ

なしに自由に移動できるように
なった。

₃欧州議会（フランス・ストラス
ブール）

₄ヨーロッパの地域統合（2023年9月現在）

＊ 欧州理事会常任議長は　
　任期2年半で， 3選禁止

［最高政治機関］

［立法］

［立法］

同意手続き 法案・政策
採択

協議

［行政］法案・政策提出
委員長候補・委員人事提出

法案・政策採択
委員長選出・委員人事承認

不信任採択

法案・政策提出

選挙 選出 （各国１名）

［司法］
欧州理事会

各国首脳，欧州委員会
委員長，常任議長＊
（「EU大統領」）で構成

欧州司法裁判所

EU理事会
各国閣僚で構成

欧州議会
705名　任期5年

欧州委員会
27名　任期5年

EU市民 加盟国

5EUの政治機構　
　��EUの意思決定はどのようにして行われるだろうか。

スイス

オランダ★

アイスランド

エストニア
ラトビア
リトアニア

スロベニア

ルーマニア
ブルガリア

北マケドニア

アイルランド

ベルギー★
ルクセンブルク★
リヒテンシュタイン

ポルトガル
スペイン

フランス★

イタリア★

ギリシャ

ドイツ★

デンマーク

ノルウェー

スウェーデン

ポーランド

フィンランド

オーストリア

ハンガリー

ウクライナ モルドバ
ジョージア

スロバキア

チェコ

トルコ

キプロス

クロアチア セルビア

モンテネグロ
アルバニアボスニア・

ヘルツェゴビナ
★はEC原加盟の6か国

マルタEU加盟国（27か国）
EFTA加盟国（4か国）
EU加盟を申請している国
ユーロ導入国（20か国）

エ フ タ
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41 更新が適切な事実の

記載

42 変更が適切な体裁、

記載（より適切な記載に

するため）
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NPT体制の下
もと

，原子力の軍事転用を防ぐために活動している。
　米ソ間でも，軍備管理による核抑止体制の安定化が試みられた。
1970年代に入ると，核軍拡競争を相互に抑制するために戦略兵
器
Strategic Arms Limitation Talks, 1969～72年，72～79年
制限交

こう

渉
しょう

（S
ソ ル ト

ALTⅠ，Ⅱ）が行われ，限定的な成果をあげた。1978
年には国連軍縮特別総会が開かれ，核軍縮を求める国際世

せ

論
ろん

が高
まったが，1980年代初頭には再び緊張が高まり，米ソは互いに
ヨーロッパへの中

Intermediate-range Nuclear Forces 
距離核戦力（INF）の配備を進め，アメリカは相

手の核ミサイルを空中・宇宙で迎
げい

撃
げき

する戦
Strategic Defense Initiative

略防衛構想（SDI）を打
ち出した。このような動きはヨーロッパ市民を中心とする国境を
越えた反核運動をよび起こし，1985年にソ連でゴルバチョフ政
権
➡p.186

が誕生すると，一転して中
1987年調印
距離核戦力（INF）全

ぜん

廃
ぱい

条約が締結さ
れ，米ソ初の核軍縮が合意された。

冷戦終結後の
軍縮の課題

冷戦終結
➡p.186

後も米ロ両国は依
い

然
ぜん

として多くの核
兵器を保有しており，近年は中国の軍拡もめ

ざましい。また，大量破壊兵器（核兵器，生物兵器，化学兵器）や
その運

うん

搬
ぱん

手段であるミサイルなどの拡散が国際社会の脅
きょう

威
い

となっ
ている。こうした動きの背景には，国家間の対立に加えて，軍産
複合体の存在がある。
　1996年，国際司法裁判所

➡p.177
は国連総会に対し，「核兵器による

威
い

嚇
かく

または使用は一般的に国際法（特に国際人道法
➡p.181

）に反する」と
の勧

かん

告
こく

的意見を示した。また同1996年，すべての核爆発実験（未
臨界実験は除外）を禁止する

Comprehensive Nuclear Test-Ban Treaty
包
ほう

括
かつ

的核実験禁止条約（CTBT）が国
連総会で採択されたが，発効には至っていない。1998年にはイ
ンドとパキスタンが核実験を行い，北朝鮮も2006年以降，繰り

❷

4

❸

❹

返し核実験を行っており，核拡散が進んでいる。核兵器の拡散を
防ぐうえで，NPTの実効性が問われる事態となっている。 
　いっぽう，核兵器保有国による軍縮として，米ロ（ソ）は戦略兵
器
Strategic Arms Reduction Treaty, 1991年調印・94年発効，93年調印（未発効）
削減条約（S

ス タ ー ト

TARTⅠ，Ⅱ）に調印した。さらに，2009年にはオバ
マ米大統領が「核兵器のない世界」をめざすと宣言（プ

2009年
ラハ演説）し，

2010年には新
2011年発効
戦略兵器削減条約（新START）が調印された。また，

非核地帯を設定・拡大する動きもあり，2017年には核兵器の使
用や保有などを法的に禁止する核

2021年発効
兵器禁止条約も国連総会で採択

されている。しかし，2017年にトランプ米大統領が就任すると
核軍縮の機運はしぼみ，2019年にINF全廃条約は失効した。
　大量破壊兵器と同様に，通常兵器，特に無差別に人を殺傷する
兵器の規制も必要である。有志国とNGOが主導し，対

1997年採択, 99年発効
人地雷全

面禁止条約や
➡p.175トピック

ク
2008年採択，2010年発効
ラスター爆弾禁止条約が採択されている。今や，

宇宙空間やサイバー空間までもが戦争の舞台となり，戦時と平時
の区別があいまいになりつつある。また，人工知能

➡p.136
（AI）やドロー

ンなど，新興技術の軍事転用に対する規制も争点となっている。

❺

❻

❼

₃❽

₃世界の武器（通常兵器）取り引
き（S

シ プ リ

IPRI資料）

❷国際原子力機関　アメリカの主導
により1957年に設立。核兵器非
保有のNPT締約国はこの機関に
よる核査察を受ける義務を負う。

❸生物・化学兵器の削減　1925年
のジュネーブ議定書で生物・化学
兵器の使用が禁じられていたが，
1972年調印の生物兵器禁止条約
と1993年調印の化学兵器禁止条
約によって開発・生産・貯蔵が禁
止され，廃

はい

棄
き

が義務づけられた。
❹軍産複合体　企業・軍・政府によっ
て形成される，軍拡から利益を得
る政治的・経済的構造のこと。こ
の存在により，軍縮がなかなか進
みにくくなる。

❺NPT再検討会議　核拡散防止条約
発効25年目の1995年以降，NPT
体制の見直しや運用状

じょう

況
きょう

を検討す
るNPT再検討会議が5年に1度行
われている。

❻�非核地帯　核兵器の実験・製造・
取得，保有国による核兵器の実験・
配備・使用などを地域的に禁止す
るもの。多国間条約のほかモンゴ
ルのような一国による宣言もある。
❼�核兵器禁止条約　核兵器の開発，
実験，製造，保有，移

い

譲
じょう

，使用，
威
い

嚇
かく

としての使用の禁止を定めて
いる。NGOの核兵器廃絶国際キャ
ンペーン（I

アイキャン

CAN）などの主導により
採択され，2021年に発効。核兵器
保有国やN

ナ ト ー

ATO加盟国，日本など
は不参加。
❽�通常兵器の規制　戦車・戦闘用航
空機や小火器類の国際的な輸出入・
移譲の管理強化をめざす武器貿易
条約（ATT）が2013年国連総会で
採択された（2014年発効）。

　安全保障の方法には大きく二つある。「脅
おど

す」か「安
心させる」か，である。「もし攻撃してきたらもっとひ
どい目にあわせる」と脅すことで，相手国の攻撃を押
しとどめる（「抑止」）。逆に，「こちらからはひどいこ
とはしない」と安心させ，相手国の攻撃しようという
意図と能力を下げるという好循

じゅん

環
かん

をつくることもで
きる（「安心供

きょう

与
よ

」）。各国はこの二つの組み合わせや
加減によって，相手国と意図を共有し，安全を保障
しようと試みているが，これが実際には難しい。
　このことを「囚

しゅう

人
じん

のジレンマ」のモデルを使って考
えてみよう。たとえば，Ａ国が攻撃的な目的でなく，
自己の安全保障のために防衛的な意図で軍拡したと
する。ところが相手のＢ国はそれを攻撃的なものと

とらえ，防衛的な軍拡などの対抗措
そ

置
ち

へと向かう（Ⅳ）。
するとＡ国は，Ｂ国を攻撃的ととらえてしまう。こう
したやりとりが続くと，相互に相手の意図を読みまち
がえ，不信感と緊張が高まり，最後には戦争へと至っ
てしまう。このように，自己の安全を確立しようと軍
事的な行動をとればとるほど危険な状況に至ってし
まうことを「安全保障のジレンマ」という。
　この状況におちいらないためには，敵対的な相手
であってもコミュニケーションをとり合い，互いの意
図を確認し合うことが重要である。たとえば，冷戦
期の米ソ関係において，両国は当初このジレンマに
おちいったが，ホットラインを結ぶなどして，核戦争
を回

かい

避
ひ

した。■5の図は，Ａ国・Ｂ国が軍縮を選べば
平和が訪れる（Ⅰ）が，相手国が軍拡を選ぶことを想
定して（ⅡとⅢ），双

そう

方
ほう

が軍拡に向かうことになる（Ⅳ），
ということを示している。

安全保障のジレンマは克服できるか

　  ①現在の国際社会で「安全保障のジレンマ」におちい
りそうな事例はないか考えてみよう。
 ②「安全保障のジレンマ」におちいらないために具体的
にどうしたらよいか，話し合ってみよう。

政策
B国

軍縮（協調） 軍拡（非協調）

A
国

軍縮
（協調） Ⅰ A国に2点 Ⅱ A国に-1点

B国に2点 B国に3点

軍拡
（非協調） Ⅲ A国に3点 Ⅳ A国に0点

B国に-1点 B国に0点

■5安全保障のジレンマ

核保有国 初の核実験 核兵器
保有数

アメリカ 1945年 5428

ロシア連邦 1949年 5977

イギリス 1952年 225

フランス 1960年 290

中国 1964年 350

インド 1974年 160

パキスタン 1998年 165

イスラエル （不明） 90

北朝鮮 2006年 20

合計 12705

［2022年］ ＊北朝鮮の核兵器保有数は推計

4世界の非核地帯・核拡散の状況（左）と核兵器保有数（右）（SIPRI資料ほか）

イギリス2.9

中国

輸出
1360億ドル

輸入
1360億ドル

［2017～2021年の合計］

アメリカ
38.6%

ロシア連邦
18.6

中国4.6
ドイツ4.5

フランス
10.7

イタリア3.1

その他
9.3

その他
44.7

11.0

11.3%

4.8
5.4

5.7

4.6

韓国2.8
スペイン2.5
イスラエル2.4

日本2.6
アラブ首長国連邦2.8

パキスタン3.0
韓国4.1
カタール

オーストラリア
エジプト

サウジアラビア

インド

南太平洋非核地帯条約
（ラロトンガ条約，1986年発効）

イギリス

中央アジア非核兵器
地帯条約（2009年発効）

ロシア連邦

アメリカ
中国

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）
インドインド

フランス

イスラエル

パキスタン�

シリア

イランイラン

アフリカ非核
兵器地帯条約
（ペリンダバ条約，
2009年発効）

東南アジア非核兵器地帯条約
（バンコク条約，1997年発効）

［2021年現在］

核保有国（事実上の核保有国を含む）

核開発疑惑国
核保有， および核開発計画を破棄した国

（　　NPT体制における核保有国）

ラテンアメリカ
およびカリブ
核兵器禁止条約
（トラテロルコ条約，
1968年発効）
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NPT体制の下
もと

，原子力の軍事転用を防ぐために活動している。
　米ソ間でも，軍備管理による核抑止体制の安定化が試みられた。
1970年代に入ると，核軍拡競争を相互に抑制するために戦略兵
器
Strategic Arms Limitation Talks, 1969〜72年，72〜79年
制限交

こう

渉
しょう

（S
ソ ル ト

ALTⅠ，Ⅱ）が行われ，限定的な成果をあげた。1978
年には国連軍縮特別総会が開かれ，核軍縮を求める国際世

せ

論
ろん

が高
まったが，1980年代初頭には再び緊張が高まり，米ソは互いに
ヨーロッパへの中

Intermediate-range Nuclear Forces 
距離核戦力（INF）の配備を進め，アメリカは相

手の核ミサイルを空中・宇宙で迎
げい

撃
げき

する戦
Strategic Defense Initiative

略防衛構想（SDI）を打
ち出した。このような動きはヨーロッパ市民を中心とする国境を
越えた反核運動をよび起こし，1985年にソ連でゴルバチョフ政
権
➡p.186

が誕生すると，一転して中
1987年調印
距離核戦力（INF）全

ぜん

廃
ぱい

条約が締結さ
れ，米ソ初の核軍縮が合意された。

冷戦終結後の
軍縮の課題

冷戦終結
➡p.186

後も米ロ両国は依
い

然
ぜん

として多くの核
兵器を保有しており，近年は中国の軍拡もめ

ざましい。また，大量破壊兵器（核兵器，生物兵器，化学兵器）や
その運

うん

搬
ぱん

手段であるミサイルなどの拡散が国際社会の脅
きょう

威
い

となっ
ている。こうした動きの背景には，国家間の対立に加えて，軍産
複合体の存在がある。
　1996年，国際司法裁判所

➡p.177
は国連総会に対し，「核兵器による

威
い

嚇
かく

または使用は一般的に国際法（特に国際人道法
➡p.181

）に反する」と
の勧

かん

告
こく

的意見を示した。また同1996年，すべての核爆発実験（未
臨界実験は除外）を禁止する

Comprehensive Nuclear Test-Ban Treaty
包
ほう

括
かつ

的核実験禁止条約（CTBT）が国
連総会で採択されたが，発効には至っていない。1998年にはイ
ンドとパキスタンが核実験を行い，北朝鮮も2006年以降，繰り

❷

₄

❸

❹

返し核実験を行っており，核拡散が進んでいる。核兵器の拡散を
防ぐうえで，NPTの実効性が問われる事態となっている。 
　いっぽう，核兵器保有国による軍縮として，米ロ（ソ）は戦略兵
器
Strategic Arms Reduction Treaty, 1991年調印・94年発効，93年調印（未発効）
削減条約（S

ス タ ー ト

TARTⅠ，Ⅱ）に調印した。さらに，2009年にはオバ
マ米大統領が「核兵器のない世界」をめざすと宣言（プ

2009年
ラハ演説）し，

2010年には新
2011年発効，2023年ロシアが履行停止
戦略兵器削減条約（新START）が調印された。また，

非核地帯を設定・拡大する動きもあり，2017年には核兵器の使
用や保有などを法的に禁止する核

2021年発効
兵器禁止条約も国連総会で採択

されている。しかし，2017年にトランプ米大統領が就任すると
核軍縮の機運はしぼみ，2019年にINF全廃条約は失効した。
　大量破壊兵器と同様に，通常兵器，特に無差別に人を殺傷する
兵器の規制も必要である。有志国とNGOが主導し，対

1997年採択, 99年発効
人地雷全

面禁止条約や
➡p.175トピック

ク
2008年採択，2010年発効
ラスター爆弾禁止条約が採択されている。今や，

宇宙空間やサイバー空間までもが戦争の舞台となり，戦時と平時
の区別があいまいになりつつある。また，人工知能

➡p.136
（AI）やドロー

ンなど，新興技術の軍事転用に対する規制も争点となっている。

❺

❻

❼

₃❽

₃世界の武器（通常兵器）取り引
き（S

シ プ リ

IPRI資料）

❷国際原子力機関　アメリカの主導
により1957年に設立。核兵器非
保有のNPT締約国はこの機関に
よる核査察を受ける義務を負う。

❸生物・化学兵器の削減　1925年
のジュネーブ議定書で生物・化学
兵器の使用が禁じられていたが，
1972年調印の生物兵器禁止条約
と1993年調印の化学兵器禁止条
約によって開発・生産・貯蔵が禁
止され，廃

はい

棄
き

が義務づけられた。
❹軍産複合体　企業・軍・政府によっ
て形成される，軍拡から利益を得
る政治的・経済的構造のこと。こ
の存在により，軍縮がなかなか進
みにくくなる。

❺NPT再検討会議　核拡散防止条約
発効25年目の1995年以降，NPT
体制の見直しや運用状

じょう

況
きょう

を検討す
るNPT再検討会議が5年に1度行
われている。

❻�非核地帯　核兵器の実験・製造・
取得，保有国による核兵器の実験・
配備・使用などを地域的に禁止す
るもの。多国間条約のほかモンゴ
ルのような一国による宣言もある。
❼�核兵器禁止条約　核兵器の開発，
実験，製造，保有，移

い

譲
じょう

，使用，
威
い

嚇
かく

としての使用の禁止を定めて
いる。NGOの核兵器廃絶国際キャ
ンペーン（I

アイキャン

CAN）などの主導により
採択され，2021年に発効。核兵器
保有国やN

ナ ト ー

ATO加盟国，日本など
は不参加。
❽�通常兵器の規制　戦車・戦闘用航
空機や小火器類の国際的な輸出入・
移譲の管理強化をめざす武器貿易
条約（ATT）が2013年国連総会で
採択された（2014年発効）。

　安全保障の方法には大きく二つある。「脅
おど

す」か「安
心させる」か，である。「もし攻撃してきたらもっとひ
どい目にあわせる」と脅すことで，相手国の攻撃を押
しとどめる（「抑止」）。逆に，「こちらからはひどいこ
とはしない」と安心させ，相手国の攻撃しようという
意図と能力を下げるという好循

じゅん

環
かん

をつくることもで
きる（「安心供

きょう

与
よ

」）。各国はこの二つの組み合わせや
加減によって，相手国と意図を共有し，安全を保障
しようと試みているが，これが実際には難しい。
　このことを「囚

しゅう

人
じん

のジレンマ」のモデルを使って考
えてみよう。たとえば，Ａ国が攻撃的な目的でなく，
自己の安全保障のために防衛的な意図で軍拡したと
する。ところが相手のＢ国はそれを攻撃的なものと

とらえ，防衛的な軍拡などの対抗措
そ

置
ち

へと向かう（Ⅳ）。
するとＡ国は，Ｂ国を攻撃的ととらえてしまう。こう
したやりとりが続くと，相互に相手の意図を読みまち
がえ，不信感と緊張が高まり，最後には戦争へと至っ
てしまう。このように，自己の安全を確立しようと軍
事的な行動をとればとるほど危険な状況に至ってし
まうことを「安全保障のジレンマ」という。
　この状況におちいらないためには，敵対的な相手
であってもコミュニケーションをとり合い，互いの意
図を確認し合うことが重要である。たとえば，冷戦
期の米ソ関係において，両国は当初このジレンマに
おちいったが，ホットラインを結ぶなどして，核戦争
を回

かい

避
ひ

した。■5の図は，Ａ国・Ｂ国が軍縮を選べば
平和が訪れる（Ⅰ）が，相手国が軍拡を選ぶことを想
定して（ⅡとⅢ），双

そう

方
ほう

が軍拡に向かうことになる（Ⅳ），
ということを示している。

安全保障のジレンマは克服できるか

　  ①現在の国際社会で「安全保障のジレンマ」におちい
りそうな事例はないか考えてみよう。
 ②「安全保障のジレンマ」におちいらないために具体的
にどうしたらよいか，話し合ってみよう。

政策
B国

軍縮（協調） 軍拡（非協調）

A
国

軍縮
（協調） Ⅰ A国に2点 Ⅱ A国に-1点

B国に2点 B国に3点

軍拡
（非協調） Ⅲ A国に3点 Ⅳ A国に0点

B国に-1点 B国に0点

■5安全保障のジレンマ

核保有国 初の核実験 核兵器
保有数

アメリカ 1945年 5428

ロシア連邦 1949年 5977

イギリス 1952年 225

フランス 1960年 290

中国 1964年 350

インド 1974年 160

パキスタン 1998年 165

イスラエル （不明） 90

北朝鮮 2006年 20

合計 12705

［2022年］ ＊北朝鮮の核兵器保有数は推計

₄世界の非核地帯・核拡散の状況（左）と核兵器保有数（右）（SIPRI資料ほか）

イギリス2.9

中国

輸出
1360億ドル

輸入
1360億ドル

［2017～2021年の合計］

アメリカ
38.6%

ロシア連邦
18.6

中国4.6
ドイツ4.5

フランス
10.7

イタリア3.1

その他
9.3

その他
44.7

11.0

11.3%

4.8
5.4

5.7

4.6

韓国2.8
スペイン2.5
イスラエル2.4

日本2.6
アラブ首長国連邦2.8

パキスタン3.0
韓国4.1
カタール

オーストラリア
エジプト

サウジアラビア

インド

南太平洋非核地帯条約
（ラロトンガ条約，1986年発効）

イギリス

中央アジア非核兵器
地帯条約（2009年発効）

ロシア連邦

アメリカ
中国

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）
インドインド

フランス

イスラエル

パキスタン 

シリア

イランイラン

アフリカ非核
兵器地帯条約
（ペリンダバ条約，
2009年発効）

東南アジア非核兵器地帯条約
（バンコク条約，1997年発効）

［2021年現在］

核保有国（事実上の核保有国を含む）

核開発疑惑国
核保有， および核開発計画を破棄した国

（　　NPT体制における核保有国）

ラテンアメリカ
およびカリブ
核兵器禁止条約
（トラテロルコ条約，
1968年発効）
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5

10

15

20

194 第�1�章 現代の国際政治 1952�節 複雑化する国際政治と日本

更新が適切な事実の記載

番号42番号 42
番号 41番号 41

番号 41番号 41
番号 41番号 41



別紙様式第 16号別紙

図書の記号・番号

14

政経 701

番
号

訂正箇所
原文 訂正文 訂正理由

ページ 行

44 196 図版 2

▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約2669万人（2021年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤

せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。

₁ ❶

₂₃

❷

❸4

5

地域紛争
冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。

❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828～1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。

❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

4日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。

2編3章 p.246～247
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難民認定申請者
（左目盛り）

難民認定者数
（右目盛り）

アメリカ
34 イラン

   80イラク 28
レバノン 85
トルコ 376

ヨルダン 71

パキスタン
149
インド
21

コンゴ民主共和国
52

チャド 56

ケニア 48
ウガンダ 153

エチオピア 82

南スーダン
33

中国
30

バングラデシュ
92

ドイツ 126
スウェーデン 24

フランス 50

エジプト 28

スーダン 110
ニジェール 25

カメルーン 46

タンザニア 21

100万人以上
50万～100万人未満
10万～50万人未満
1万～10万人未満
5000～1万人未満

難民発生国

国名：難民受け入れ国
数字：受け入れ人数（万人）
矢印：10万人以上の難民発生・受入国

1,255,694人

499,914人

339,179人

240,853人

144,862人

99,586人

1,132人

ドイツ

フランス

アメリカ

スウェーデン

イタリア

オランダ

日本

おもな先進国の
難民受け入れ数[2021年末]

［2021年末］

₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約2941万人（2022年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤

せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。

₁ ❶

₂₃

❷

❸₄

5

地域紛争
冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。
❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828〜1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。
❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

₄日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。

2編3章 p.246〜247

₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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（次年度供給本から更新）
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▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約2669万人（2021年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤

せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。
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地域紛争
冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。

❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828～1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。

❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

4日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。
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₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫
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そう
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してはならないと
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を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
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国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆
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UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
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し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
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は，世界に衝
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を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
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バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ
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威
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となって
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内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
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に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。
❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828〜1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。
❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

₄日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。
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₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

46 197 5

▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約2669万人（2021年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤

せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。

₁ ❶

₂₃

❷

❸4

5

地域紛争
冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。

❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828～1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。

❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

4日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。
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国名：難民受け入れ国
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おもな先進国の
難民受け入れ数[2021年末]
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₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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▶ 地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶ 日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶ なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約3530万人（2022年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立

連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤
せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避

ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism

ロリズムとは，殺人や破
は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。
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冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
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をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
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に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維
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多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中

心主義（エ
ethnocentrism

スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性
を受け入れたうえで（多

multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

1ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

3難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　  難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶ 難民の地位に関する条約　1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と 1967 年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。

❷ 赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828〜1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。

❸ 日本の難民受け入れ　日本は，
1970 年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡ p.146）を整備し，19 
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

4日本の難民認定（法務省資料）
　  日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。
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▶地域紛争を予防し解決するためにはどうすればよいだろうか。
▶日本は難民問題に対してどのように向き合うべきだろうか。
▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。

紛争・難民・テロリズム5 難民問題
戦争や紛争が起こるたび，難民が生み出され
る。難民とは，「難

1951年採択
民の地位に関する条約」で

規定されているように，人種，宗教，国籍などの違いや政治的意
見の相違などによる迫

はく

害
がい

の恐れから，あるいは戦争や内戦のため
に，国外に逃れた人たちで，世界各地で約2669万人（2021年現在）
にのぼる。難民はこの条約および難

1967年採択
民議定書によって保護されて

おり， 迫害の恐れがある国・地域へ追放・送
そう

還
かん

してはならないと
いうノ

non-refoulement
ン・ルフールマン原則が定められている。

　難民に対しては，国
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees，1950年設立
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や赤

せき

十
じゅう

字
じ

社，各種のNGOによって人道的支援が行われているが，日本
を含め，難民の受け入れには消極的な国も多い。近年では，一次
避
ひ

難
なん

国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆

ぜい

弱
じゃく

性の是
ぜ

正
せい

，地域紛争の予防，政治的・社会的抑圧の解決，貧
ひん

困
こん

の
解消に向けて努力することが重要である。また近年，内戦などに
よって国内にいながら難民同様の生活を送っている国内避難民も
UNHCRの援助対象であり，救

きゅう

済
さい

が必要である。

国境を越える
テロリズム

テ
terrorism
ロリズムとは，殺人や破

は

壊
かい

などの暴力行使
によって，直接の対象だけでなく，第三者た

る一般市民に恐怖を与え，自らの勢力や主張を誇
こ

示
じ

し，政治的目
的を達成しようとする行為である。特に2001年9月11日，反米
的な宗教原理主義勢力アル・カーイダが起こしたアメリカ同時多
発テロ

➡p.187
は，世界に衝

しょう

撃
げき

を与えた。テロ集団は，宗教や理念などを
媒
ばい

介
かい

に，容易に国境を越えて結びつき，テロ活動は結果的にグロー
バル化し，国内の治安警察活動では十分な対処が難しい。また，
自国出身者による「ホ

homegrown-terrorism
ームグロウン・テロリズム」も脅

きょう

威
い

となって
いる。2015年のパリにおける同時多発テロは，「イスラーム

Islamic State
国

（IS）」と称する勢力によるものとされ，テロの一部はフランス国
内で育った者たちが担った。「テロとの戦い」は，従来の国家と国
家との紛争とはまったく異なる様相を呈

てい

している。
　なお，近年のテロは銃

じゅう

や爆弾によるものばかりでなく，相手の
情報通信ネットワークに侵入して，インフラ中

ちゅう

枢
すう

を麻
ま

痺
ひ

させたり
するサイバーテロも問題となっている。

₁ ❶

₂₃

❷

❸4

5

地域紛争
冷戦終結

➡p.186
後，各地で地域紛争

➡p.198レクチャー
が多発した。そ

の原因は多様で複合的である。冷戦期から続
くパレスチナ問題

➡p.246
のように民族や宗教上の歴史的対立に主因があ

るものや，冷戦後のユーゴスラビア紛争
➡p.199

のように，そうした要因
に経済的な格差などが結びついて起こったもの，ウクライナ紛争

➡p.188

のように領土や勢力圏
けん

をめぐる争い，湾
わん

岸
がん

戦争
➡p.187

のように侵
しん

略
りゃく

行為
に起因するものなどがある。
　地域紛争の解決のために，国連平和維

い

持
じ

軍（PKF
➡p.180

），N
ナ ト ー

ATO軍，
多国籍軍，あるいは米ロなど各国の軍事力が投入される場合があ
るが，武力介

かい

入
にゅう

によって地域紛争を根本的に解決することは難し
い。民族や宗教の違いは必ずしも対立を生むものではなく，そこ
に政治的計算，経済的・社会的不平等，あるいは文化的な差別・
偏見が加わり，対立や紛争に発展する。大切なことは，自文化中
心主義（エ

ethnocentrism
スノセントリズム）におちいることなく，文化の多様性

を受け入れたうえで（多
multiculturalism
文化主義），対立を生む要因の緩

かん

和
わ

や武器
輸出の制限などを通じて，紛争を予防し制

せい

御
ぎょ

することである。

₁ロヒンギャ難民（バングラデシュ，
2019年）　おもにミャンマー西部
に暮らすイスラーム系少数民族で，
差別と迫害に苦しめられている。

₃難民の発生国・受け入れ国と，おもな先進国の難民受け入れ数（UNHCR資料）　　��難民の発生数が多い国はどこだ
ろうか。また，難民発生国に隣

りん

接
せつ

していなくても受け入れに積極的な国はどこだろうか。

❶難民の地位に関する条約 1951年
採択の「難民の地位に関する条約」
と1967年採択の難民議定書を合
わせて難民条約とよぶ。なお，こ
の難民条約で，保護する対象から
意図的に除外されたのが，いわゆ
る移民（経済難民）である。
❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828～1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。
❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

4日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。
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▶なぜ近年，国境を越えたテロリズムが多発しているのだろうか。
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る。難民とは，「難
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国で十分な保護を受けられない難民を他の国で受け入れる第
三国定住の取り組みも進められている。難民保護と並んで重要な
のは，難民を生み出す要因の解消である。特に，国家機構の脆
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❷赤十字社　スイスの実業家デュナ
ン（1828〜1910）の提唱により創
設され，戦争や自然災害による傷
病者の救護活動などを行う国際組
織。国によって赤

せき

新
しん

月
げつ

社，赤十字
会などの名称もある。

❸日本の難民受け入れ　日本は，
1970年代後半からベトナム・ラ
オス・カンボジアからの難民（イ
ンドシナ難民）を数多く受け入れ
た。そして，この経験を経て，「出
入国管理及

およ

び難民認定法」（出入国
管理法，➡p.146）を整備し，19
81年から82年にかけて難民条約
を批

ひ

准
じゅん

した。しかし，他の先進国
に比べて難民認定者数が極端に少
ないことや，受け入れ体制の不備，
難民認定申

しん

請
せい

者の長期拘
こう

束
そく

などが，
国際的に批判されている。

5パリ同時多発テロを受け献
けん

花
か

す
る人 （々フランス，2015年）

₄日本の難民認定（法務省資料）
　��日本の難民受け入れはどうあ
るべきか，話し合ってみよう。

2編3章 p.246〜247

₂UNHCRの援助対象者数の推
移（UNHCR資料）
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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外交の課題
日本を取り巻く近年の東アジア情勢は，領土・
海洋をめぐる緊張の高まり，軍拡や覇

は

権
けん

争い
の過熱など，けっして良好とはいいがたい。いっぽう，日本の安
全保障政策がもっぱら軍事力に頼るものに偏

かたよ

れば，東アジアにお
ける軍拡競争や緊張の激化に自ら加担することになる。当面のと
ころ，アメリカとの同盟関係を基礎に高まりゆく緊張に対処して
いるが，同国の力や世界を主導する意思には陰りがみられる。
　日本固有の領土については，ロシア連邦との間で北方領土，韓
国との間で竹

たけ

島
しま

をめぐる問題がある
➡レクチャー

。ロシア連邦との間では領土
問題を解決し平和条約を締

てい

結
けつ

するための交
こう

渉
しょう

が断続的に行われて
いるが，成果は乏

とぼ

しい。竹島を不法占
せん

拠
きょ

する韓国は領土問題の存
在を認めておらず，日本政府は抗議を続けている。また，中国が
尖
せん

閣
かく

諸島の領有を主張しているが，日本政府は領土問題は存在し
ないという立場をとっている。1991年から始まった北朝鮮との
国交正常化交渉には進展がみられず，核・ミサイル問題も拉

ら

致
ち

問
題も解決の糸口がつかめないままである。
　さらに，歴史認識問題が中国や韓国との友好関係を阻

そ

害
がい

する要
因となっている。これは，日本が戦前や戦中にアジア諸国に対し
て行った植民地支配や侵

しん

略
りゃく

について，戦後どう取り組んできたか，
またそれをどう評価するかという問題である。これまで日本政府
は植民地支配と侵略に対する「反省」と「お詫

わ

び」を明確にしてきた
が，この問題は収束していない。また，「慰

い

安
あん

婦
ふ

問題」のように，

₁

₂ ❶

▶日本の外交や安全保障が直面している課題にはどのようなものがあるだろうか。
▶今日の国際社会において，日本にはどのような役割が求められているだろうか。
▶日本の国際協力や開発援助はどうあるべきだろうか。

国際社会における日本の役割6

₁日朝首脳会談によって帰国した
日本人拉致被害者たち（2002年）
　��日朝関係のその後の動きをま
とめてみよう。

河野談話（1993年，抜粋）　「慰安婦問題」に関する調査結果を受け，当時の河
こう

野
の

洋
よう

平
へい

内閣官房長官が発表した談話。■₂

　本件（慰安婦問題）は，当時の軍の関与の下
もと

に，多数の
女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題である。政府は，
この機会に，改めて，その出身地のいかんを問わず，い
わゆる従軍慰安婦として数

あま

多
た

の苦痛を経験され，心身に
わたり癒

いや

しがたい傷を負われたすべての方々に対し心か
らお詫びと反省の気持ちを申し上げる。……
　われわれはこのような歴史の真実を回

かい

避
ひ

することなく，

むしろこれを歴史の教訓として直視していきたい。われ
われは，歴史研究，歴史教育を通じて，このような問題
を永く記憶にとどめ，同じ過

あやま

ちを決して繰り返さないと
いう固い決意を改めて表明する。

「慰安婦問題」への日本軍関与を認めた談話で，日本政府の
公式見解となっている。2021年に「従軍慰安婦」ではなく「慰
安婦」の用語を用いることが適切との閣議決定が行われた。

日本の領土をめぐる問題

◆北方領土問題
　北方領土（歯

はぼ

舞
まい

群島，色
しこ

丹
たん

島
とう

，国
くな

後
しり

島
とう

，択
え

捉
とろふ

島
とう

）は，
日本のポツダム宣言受

じゅ

諾
だく

直後にソ連が不法に占領し
て，自国領に編入した。日本は，19世紀から続く国
境画

かく

定
てい

の歴史的経緯から，北方領土が日本固有の領土
であることを主張して，返

へん

還
かん

を求めている。これに対
し，ソ連はヤルタ協定やサンフランシスコ平和条約な
どによりこの問題が解決済みと主張している。
　日ソ間の交渉では，1956年の日ソ共同宣言で，平
和条約締結後，歯舞群島と色丹島を日本に返還するこ
とで合意した。しかし，1960年の日米相互協力及

およ

び
安全保障条約調印後，ソ連は「日本領土から外国軍隊
が撤

てっ

退
たい

しないかぎり返還しない」と一方的に通告した。
その後も断続的に交渉があり，1993年には日本とソ
連を継承したロシア連邦との間で，北方領土問題解決
と平和条約締結に向けた交渉を継続することで合意
した。これを受けて，ロシア連邦との間で平和条約締
結などに向けた話し合いが行われている。
◆竹島問題
　竹島は，1905年に明治政府が日本領土とする閣議
決定を行い，島根県告示により島根県に編入した。第
二次世界大戦後，韓国が領有を主張し，52年には「李

イ

承
スン

晩
マン

ライン」を設定して竹島（韓国名は独
トク

島
ト

）を韓国の
領域内に含め，その後，不法占拠を続けている。これ
に対し日本政府は抗議を続けている。
　1965年の日韓基本条約締結によって「李承晩ライ

   り

しょうばん

ン」は消滅したが，竹島については意見が対立し，未
解決のままになっている。1996年には，国連海洋法
条約批

ひ

准
じゅん

にともない日本が設定した排
はい

他
た

的経済水域
に竹島が含まれていることに韓国が強く抗議したが，
1998年の日韓漁業協定で海域についての基本合意が
成立した。しかし，2005年に島根県議会が「竹島の日」
条例を制定すると韓国での抗議が高まった。日本は国
際司法裁判所に提

てい

訴
そ

して解決を図ることを提案して
いるが，韓国はこれに応じていない。
◆尖閣諸島をめぐる問題
　尖閣諸島は，1895年に明治政府が閣議決定によっ
て沖縄県に編入した。第二次世界大戦後，一時アメリ
カの施政下におかれたが，1972年の沖縄復帰にとも
ない日本領に復帰した。
　しかし，1960年代末に東シナ海の海底に豊富な石
油資源がある可能性が指摘されると，中国政府と台

たい

湾
わん

当局が領有権を主張するようになった。1992年には
中国政府が尖閣諸島を中国の領土とする中国領海法
を制定し，2008年以降，中国政府の船

せん

舶
ぱく

や民間漁船
による尖閣諸島付近への領海侵犯が繰り返されるよ
うになった。それに対して日本政府が2012年に魚

うお

釣
つり

島
しま

などを国有化すると，中国で激しい抗議デモが繰り
返され，日中間の緊張が高まった。日本政府は，尖閣
諸島が日本固有の領土であることは歴史的にも国際
法上も疑いなく，実効的に支配しており，領有権をめ
ぐる問題は存在しないとの立場をとっている。

■₃日本の領域　日本の領土は約 38 万㎢で，世界で 61 番目の広さだが，領海および排他的経済水域（EEZ）は約
447万㎢で，6番目である。日本政府は，領土をめぐる問題の平和的な解決に向けて外交的な努力を続けている。

日本の西端
与那国島
よ　な ぐにじま

せいたん

北方領土

日本の東端
南鳥島

とりみなみ しま

日本の領海および排他的経
済水域（200海里水域）
日本の大陸棚

（　　 は海上保安庁資料による）

たいりくだな

竹島（女島〔手前〕と男島〔奥〕）
め じま お じま

日本の北端 択捉島（写真は散布山）
えとろふとう やまちりっぷ

尖閣諸島（魚釣島〔奥〕と
南小島〔左〕・北小島〔右〕）

うおつりしま

みなみ　こ　じま きた　こ　じま

中華人民共和国

ロシア連邦

朝鮮民主主義
人民共和国（北朝鮮）

大韓民国
（韓国）

台湾

とりしまおき

日本の南端 沖ノ鳥島日本の南端 沖ノ鳥島

❶「慰安婦問題」　1995 年に民間か
ら資金を募

つの

った「女性のためのア
ジア平和国民基金（アジア女性基
金）」が発足し，韓国やインドネシ
アなどで元慰安婦に対する償

つぐな

い事
業が実施された（2007 年解散）。
また，2015 年の日韓外相会談で，
韓国政府が設立する財団へ日本政
府が資金を拠

きょ

出
しゅつ

することなどに
よってこの問題を「最終的かつ不
可逆的に解決」することで合意し
たが，韓国での政権交代後，その
財団は正式に解散した。
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外交の課題
日本を取り巻く近年の東アジア情勢は，領土・
海洋をめぐる緊張の高まり，軍拡や覇

は

権
けん

争い
の過熱など，けっして良好とはいいがたい。いっぽう，日本の安
全保障政策がもっぱら軍事力に頼るものに偏

かたよ

れば，東アジアにお
ける軍拡競争や緊張の激化に自ら加担することになる。当面のと
ころ，アメリカとの同盟関係を基礎に高まりゆく緊張に対処して
いるが，同国の力や世界を主導する意思には陰りがみられる。
　日本固有の領土については，ロシア連邦との間で北方領土，韓
国との間で竹

たけ

島
しま

をめぐる問題がある
➡レクチャー

。ロシア連邦との間では領土
問題を解決し平和条約を締

てい

結
けつ

するための交
こう

渉
しょう

が断続的に行われて
いるが，成果は乏

とぼ

しい。竹島を不法占
せん

拠
きょ

する韓国は領土問題の存
在を認めておらず，日本政府は抗議を続けている。また，中国が
尖
せん

閣
かく

諸島の領有を主張しているが，日本政府は領土問題は存在し
ないという立場をとっている。1991年から始まった北朝鮮との
国交正常化交渉には進展がみられず，核・ミサイル問題も拉

ら

致
ち

問
題も解決の糸口がつかめないままである。
　さらに，歴史認識問題が中国や韓国との友好関係を阻

そ

害
がい

する要
因となっている。これは，日本が戦前や戦中にアジア諸国に対し
て行った植民地支配や侵

しん

略
りゃく

について，戦後どう取り組んできたか，
またそれをどう評価するかという問題である。これまで日本政府
は植民地支配と侵略に対する「反省」と「お詫

わ

び」を明確にしてきた
が，この問題は収束していない。また，「慰

い

安
あん

婦
ふ

問題」のように，

₁

₂ ❶

▶日本の外交や安全保障が直面している課題にはどのようなものがあるだろうか。
▶今日の国際社会において，日本にはどのような役割が求められているだろうか。
▶日本の国際協力や開発援助はどうあるべきだろうか。

国際社会における日本の役割6

₁日朝首脳会談によって帰国した
日本人拉致被害者たち（2002年）
　��日朝関係のその後の動きをま
とめてみよう。

河野談話（1993年，抜粋）　「慰安婦問題」に関する調査結果を受け，当時の河
こう

野
の

洋
よう

平
へい

内閣官房長官が発表した談話。■₂

　本件（慰安婦問題）は，当時の軍の関与の下
もと

に，多数の
女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題である。政府は，
この機会に，改めて，その出身地のいかんを問わず，い
わゆる従軍慰安婦として数

あま

多
た

の苦痛を経験され，心身に
わたり癒

いや

しがたい傷を負われたすべての方々に対し心か
らお詫びと反省の気持ちを申し上げる。……
　われわれはこのような歴史の真実を回

かい

避
ひ

することなく，

むしろこれを歴史の教訓として直視していきたい。われ
われは，歴史研究，歴史教育を通じて，このような問題
を永く記憶にとどめ，同じ過

あやま

ちを決して繰り返さないと
いう固い決意を改めて表明する。

「慰安婦問題」への日本軍関与を認めた談話で，日本政府の
公式見解となっている。2021年に「従軍慰安婦」ではなく「慰
安婦」の用語を用いることが適切との閣議決定が行われた。

日本の領土をめぐる問題

◆北方領土問題
　北方領土（歯

はぼ

舞
まい

群島，色
しこ

丹
たん

島
とう

，国
くな

後
しり

島
とう

，択
え

捉
とろふ

島
とう

）は，
日本のポツダム宣言受

じゅ

諾
だく

直後にソ連が不法に占領し
て，自国領に編入した。日本は，19世紀から続く国
境画

かく

定
てい

の歴史的経緯から，北方領土が日本固有の領土
であることを主張して，返

へん

還
かん

を求めている。これに対
し，ソ連はヤルタ協定やサンフランシスコ平和条約な
どによりこの問題が解決済みと主張している。
　日ソ間の交渉では，1956年の日ソ共同宣言で，平
和条約締結後，歯舞群島と色丹島を日本に返還するこ
とで合意した。しかし，1960年の日米相互協力及

およ

び
安全保障条約調印後，ソ連は「日本領土から外国軍隊
が撤

てっ

退
たい

しないかぎり返還しない」と一方的に通告した。
その後も断続的に交渉があり，1993年には日本とソ
連を継承したロシア連邦との間で，北方領土問題解決
と平和条約締結に向けた交渉を継続することで合意
した。これを受けて，ロシア連邦との間で平和条約締
結などに向けた話し合いが行われている。
◆竹島問題
　竹島は，1905年に明治政府が日本領土とする閣議
決定を行い，島根県告示により島根県に編入した。第
二次世界大戦後，韓国が領有を主張し，52年には「李

イ

承
スン

晩
マン

ライン」を設定して竹島（韓国名は独
トク

島
ト

）を韓国の
領域内に含め，その後，不法占拠を続けている。これ
に対し日本政府は抗議を続けている。
　1965年の日韓基本条約締結によって「李承晩ライ

   り

しょうばん

ン」は消滅したが，竹島については意見が対立し，未
解決のままになっている。1996年には，国連海洋法
条約批

ひ

准
じゅん

にともない日本が設定した排
はい

他
た

的経済水域
に竹島が含まれていることに韓国が強く抗議したが，
1998年の日韓漁業協定で海域についての基本合意が
成立した。しかし，2005年に島根県議会が「竹島の日」
条例を制定すると韓国での抗議が高まった。日本は国
際司法裁判所に提

てい

訴
そ

して解決を図ることを提案して
いるが，韓国はこれに応じていない。
◆尖閣諸島をめぐる問題
　尖閣諸島は，1895年に明治政府が閣議決定によっ
て沖縄県に編入した。第二次世界大戦後，一時アメリ
カの施政下におかれたが，1972年の沖縄復帰にとも
ない日本領に復帰した。
　しかし，1960年代末に東シナ海の海底に豊富な石
油資源がある可能性が指摘されると，中国政府と台

たい

湾
わん

当局が領有権を主張するようになった。1992年には
中国政府が尖閣諸島を中国の領土とする中国領海法
を制定し，2008年以降，中国政府の船

せん

舶
ぱく

や民間漁船
による尖閣諸島付近への領海侵犯が繰り返されるよ
うになった。それに対して日本政府が2012年に魚

うお

釣
つり

島
しま

などを国有化すると，中国で激しい抗議デモが繰り
返され，日中間の緊張が高まった。日本政府は，尖閣
諸島が日本固有の領土であることは歴史的にも国際
法上も疑いなく，実効的に支配しており，領有権をめ
ぐる問題は存在しないとの立場をとっている。

■₃日本の領域　日本の領土は約 38 万㎢で，世界で 61 番目の広さだが，領海および排他的経済水域（EEZ）は約
447万㎢で，6番目である。日本政府は，領土をめぐる問題の平和的な解決に向けて外交的な努力を続けている。

❶「慰安婦問題」　1995 年に民間か
ら資金を募

つの

った「女性のためのア
ジア平和国民基金（アジア女性基
金）」が発足し，韓国やインドネシ
アなどで元慰安婦に対する償

つぐな

い事
業が実施された（2007 年解散）。
また，2015 年の日韓外相会談で，
韓国政府が設立する財団へ日本政
府が資金を拠

きょ

出
しゅつ

することなどに
よってこの問題を「最終的かつ不
可逆的に解決」することで合意し
たが，韓国での政権交代後，その
財団は正式に解散した。

日本の西端
与那国島
よ　な ぐにじま

せいたん

北方領土

日本の東端
南鳥島

とりみなみ しま

中華人民共和国

ロシア連邦

朝鮮民主主義
人民共和国（北朝鮮）

大韓民国
（韓国）

台湾

とりしまおき

日本の南端 沖ノ鳥島日本の南端 沖ノ鳥島

日本の北端 択捉島（写真は散布山）
えとろふとう やまちりっぷ

日本の領海および排他的経
済水域（200海里水域）
日本の大陸棚

（　　 は海上保安庁資料による）

たいりくだな

竹島（女島〔手前〕と
男島〔奥〕）

め じま

お じま

尖閣諸島（魚釣島〔奥〕と
南小島〔左〕・北小島〔右〕）

うおつりしま

みなみ　こ　じま きた　こ　じま
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　通貨の交換比率は為替レート（為替相
そう

場
ば

）とよばれる。今
こん

日
にち

の主
要国の通貨は，その需

じゅ

要
よう

と供給によって為替レートが決まるとい
う変動為替相場

➡p.212
制の下

もと

にある。たとえば，ドルを売って円を買う
動きが強まるとドル安・円

えん

高
だか

になり，ユーロを売ってドルを買う
動きが強まるとユーロ安・ドル高になる。円高になると，日本で
つくった製品が外国で割

わり

高
だか

になるため，日本からの輸出は伸び悩
むが，その一方で，海外からの輸入品が割

わり

安
やす

となるため輸入は増
えて，日本の貿易収支は赤字になる傾向をもつ。逆に，円

えん

安
やす

にな
ると，日本の輸出が増えて輸入が減る傾向がある

➡レクチャー
。

　異なる通貨を売買する市
し

場
じょう

が外国為替市場である。為替レート
の変動が激しいとき，中央銀行

➡p.108
はインターバンク市

➡p.106
場に介

かい

入
にゅう

し，
銀行などと外貨（外国の通貨）の売買を行って為替レートを安定さ
せようとする。これを公的介入（平

へい

衡
こう

操作）とよぶ。

7

❷

　為替変動の要因　　為替レートの変動要因はさまざまだが，物価や
金利，国際収支の動向などに表れる各国経済の基礎的条件（ファンダメ
ンタルズ）の影響を強く受ける。二国間の物価動向を反映して，物価上
昇率が高いほうの国の通貨が割安になるように為替レートが決まるとい
う考え方（購

こう

買
ばい

力平価説）もある。今日では貿易にともなう通貨の交換以
上に，資本移動にともなう通貨交換が大きな要因となっている。さらに，
為替レートの変動によって生じる利益（為替差益）を狙

ねら

った投
とう

機
き

的資金や，
ヘッジファンド

➡p.221
のような短期的な資金の動きも大きな影響を与える。

国際収支の
しくみ

国際間の経済取り引きの結果を帳
ちょう

簿
ぼ

の形で記
録したものが国際収支

➡p.210レクチャー
である。国際収支は経

常収支，資本移転等収支，金融収支に大
たい

別
べつ

される。経常収支は，
商品やサービスの取り引きである貿易・サービス収支，海外で稼

かせ

いだ給料や利子といった対価の受け取りと外国への対価の支払い
を差し引きした第一次所得収支，および国際機関への拠

きょ

出
しゅつ

金など
の第二次所得収支からなる。資本移転等収支は外国での道路建設
などへの無

む

償
しょう

資金援助などが含まれる。金融収支は，証券投資や
企業設立などにともなう資本の移動や，外貨準備の増減からなる。
　日本の国際収支は，高度経済成長

➡p.119
の前半までは経常収支が赤字

を基調とし，固定為替相場制
➡p.212

の下，景気が拡大すれば原材料や燃
料などの輸入も大きく増え，赤字を減らすためにやむなく景気を
引き締めるという事態（「国際収支の天

てん

井
じょう

」）が続いたが，1960年
代になると黒字に転じた。1980年代以降，輸出が増加して経常
収支の黒字が定着したが，近年では貿易収支の黒字が減少し，一
時は赤字に転じたため，経常収支の黒字が減少した。一方で第一
次所得収支は黒字が続いており，そのほとんどは投資収益である。

�

❸

❹

❺

❻

�

❸購買力平価説　為替レートは二国
間の通貨の購買力（➡p.104）に
よって決定されるという考え方。
たとえば，アメリカでは1ドルで
買えるものが日本では100円で買
える場合，為替レートは1ドル＝
100円と考える。また，日本の物
価がアメリカより上がる（円の購
買力がドルに比べて低くなる）と，
円安・ドル高になり，長期的には
物価と為替レートが均

きん

衡
こう

すると考
える。しかし，短期的には，その
ように為替レートが調整されず，
両国の物価に差がある状態（内外
価格差）が生じうる。その要因には，
各国の商慣行や取り引き規制など
がある。
❹資本移動　資本移動には証券投資
と直接投資がある。証券投資とは，
資金運用を目的とした株式や社

しゃ

債
さい

などの売買である。直接投資とは，
企業経営や事業への参加を目的と
した資本の移動で，企業の設立や
工場建設のための投資などがある。
❺�国際間の経済取り引き　国際間の
取り引きは任意の通貨によって行
われるのではなく，国際的な通用
力をもった国際通貨（基

き

軸
じく

通貨）に
よって行われる。今日では，ドル
が国際通貨としての地位を占めて
おり，ほかにユーロ，ポンド，円
などによって決済が行われている。
❻�外貨準備　通貨当局（日本では財
務省と日本銀行）が利用したり調
整したりできる対外資産のこと。
公的介入などに利用される。

❷�公的介入　政府や中央銀行が，為
替レートを操作するために，保有
している外貨準備（その保有高を
外貨準備高

だか

という）をもとにして，
外貨の売買を行うこと。為替介入
ともいう。2022年9月には，急
速に円安が進むなか，日本政府と
日本銀行が10年10か月ぶり（ド
ル売り・円買いとしては24年3
か月ぶり）に公的介入を行った。

7外国為替市場のディーリング
ルーム（2019年）

�為替レートの変動要因　 　�このほかに円の需要を増減
させる要因としてどのようなものが考えられるだろうか。

�日本の経常収支の推移（財務省資料） 
第一次所得収支の黒字が貿易収支の黒字を上

うわ

回
まわ

るよう
になったのはいつからだろうか。
��

円高と円安
　円高・円安が日本の輸出入に及

およ

ぼす影響を考える。
たとえば，為替レートが「1ドル＝100円」から「1ドル
＝50円」になったとき（円高）に，日本の自動車メー
カーが1台100万円の乗用車を輸出すると，「1ドル＝
100円」のときは10000ドルだったものが，20000ド
ルとなる。円での価格は変わらないのにドルでの価
格は2倍になるため，輸出には不利になる。
　しかし，輸入には有利になる。たとえば，これま
で1000円で輸入していた10ドル分の農産物を，
500円で輸入することができるようになる。

　円安のときは，円高のときと逆になる。たとえば，
為替レートが「1ドル＝100円」から「1ドル＝200円」
になったとき（円安）に，日本の自動車メーカーが1台
100万円の乗用車を輸出すると，「1ドル＝100円」の
ときは10000ドルだったものが，5000ドルとなる。
円での価格は変わらないのにドルでの価格は2分の1
になるため，輸出には有利になる。
　しかし，輸入については，これまで1000円で輸入
していた農産物が2000円に値上がりするため，不利
になる。

100万円

1ドル ＝ 50円

日本が
輸入する場合＝ 500円

10ドル
＝ 2000円

10ドル
＝ 1000円

10ドル

1ドル＝200円

円 安円 高

日本での価格が変
わらなくても，ドル
での価格は2倍に

100万円
5000ドル ＝日本が

輸出する場合
20000ドル＝

100万円
10000ドル＝ 日本での価格が変

わらなくても，ドル
での価格は半分に

アメリカでの価格
が変わらなくても，
円での価格は半分
に

アメリカでの価格
が変わらなくても，
円での価格は２倍
に

1ドル＝100円

■₈円高・円安の輸出入に与える影響 ■₉円高・円安のメリット・デメリット

円�高 円�安

メ
リ
ッ
ト

・ 輸入品の価格が下がり，国内
物価が下がる
・ 海外旅行の費用が安くなり，海
外旅行客が増える
・ 海外における賃金等の費用が
安くなり，国内企業による海外
直接投資が増える

・ 輸出品の価格が下がり，輸出
企業には有利になる
・ 日本旅行の費用が安くなり，海
外からの旅行客が増える
・ 日本における賃金等の費用が安
くなり，海外企業から日本への
直接投資が増える
・ 外貨預金や海外資産の価値が
上がる（為替差益）

デ
メ
リ
ッ
ト

・ 輸出品の価格が上がり，輸出
企業には不利になる
・ 日本旅行の費用が高くなり，海
外からの旅行客が減る
・ 日本における賃金等の費用が高
くなり，日本企業の海外進出が
増え，産業の空

くう
洞
どう
化が進む

・ 外貨預金や海外資産の価値が
目減りする（為替差損）

・ 輸入品の価格が上がり，国内
物価が上がる
・ 海外旅行の費用が高くなり，海
外旅行客が減る
・ 海外における賃金等の費用が
高くなり，国内企業による海外
直接投資が減る

貿易
・ 海外への輸出が増える（輸
出の代金をドルで受け取
り，それを円に交換する）

 ・ 日本への輸入が増える（円
をドルに交換して，輸入
品支払いにあてる）

資本
移動

・ 海外企業が日本に進出す
る，日本の企業を買収する
・ 海外の投資家が日本の株
式や債券を購入する

・ 日本企業が海外に進出す
る，海外の企業を買収する

・ 日本の投資家が海外の株
式や債券を購入する

金利
・ 日本の金利が上がる（海
外から日本の銀行への預
金が増える）

・ 日本の金利が下がる（日
本から海外の銀行への預
金が増える）

物価 ・ 日本の物価が下がる ・ 日本の物価が上がる

円高になる 円安になる

経常収支 第一次所得収支

貿易収支

第二次所得収支 サービス収支
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　通貨の交換比率は為替レート（為替相
そう

場
ば

）とよばれる。今
こん

日
にち

の主
要国の通貨は，その需

じゅ

要
よう

と供給によって為替レートが決まるとい
う変動為替相場

➡p.212
制の下

もと

にある。たとえば，ドルを売って円を買う
動きが強まるとドル安・円

えん

高
だか

になり，ユーロを売ってドルを買う
動きが強まるとユーロ安・ドル高になる。円高になると，日本で
つくった製品が外国で割

わり

高
だか

になるため，日本からの輸出は伸び悩
むが，その一方で，海外からの輸入品が割

わり

安
やす

となるため輸入は増
えて，日本の貿易収支は赤字になる傾向をもつ。逆に，円

えん

安
やす

にな
ると，日本の輸出が増えて輸入が減る傾向がある

➡レクチャー
。

　異なる通貨を売買する市
し

場
じょう

が外国為替市場である。為替レート
の変動が激しいとき，中央銀行

➡p.108
はインターバンク市

➡p.106
場に介

かい

入
にゅう

し，
銀行などと外貨（外国の通貨）の売買を行って為替レートを安定さ
せようとする。これを公的介入（平

へい

衡
こう

操作）とよぶ。

7

❷

　為替変動の要因　　為替レートの変動要因はさまざまだが，物価や
金利，国際収支の動向などに表れる各国経済の基礎的条件（ファンダメ
ンタルズ）の影響を強く受ける。二国間の物価動向を反映して，物価上
昇率が高いほうの国の通貨が割安になるように為替レートが決まるとい
う考え方（購

こう

買
ばい

力平価説）もある。今日では貿易にともなう通貨の交換以
上に，資本移動にともなう通貨交換が大きな要因となっている。さらに，
為替レートの変動によって生じる利益（為替差益）を狙

ねら

った投
とう

機
き

的資金や，
ヘッジファンド

➡p.221
のような短期的な資金の動きも大きな影響を与える。

国際収支の
しくみ

国際間の経済取り引きの結果を帳
ちょう

簿
ぼ

の形で記
録したものが国際収支

➡p.210レクチャー
である。国際収支は経

常収支，資本移転等収支，金融収支に大
たい

別
べつ

される。経常収支は，
商品やサービスの取り引きである貿易・サービス収支，海外で稼

かせ

いだ給料や利子といった対価の受け取りと外国への対価の支払い
を差し引きした第一次所得収支，および国際機関への拠

きょ

出
しゅつ

金など
の第二次所得収支からなる。資本移転等収支は外国での道路建設
などへの無

む

償
しょう

資金援助などが含まれる。金融収支は，証券投資や
企業設立などにともなう資本の移動や，外貨準備の増減からなる。
　日本の国際収支は，高度経済成長

➡p.119
の前半までは経常収支が赤字

を基調とし，固定為替相場制
➡p.212

の下，景気が拡大すれば原材料や燃
料などの輸入も大きく増え，赤字を減らすためにやむなく景気を
引き締めるという事態（「国際収支の天

てん

井
じょう

」）が続いたが，1960年
代になると黒字に転じた。1980年代以降，輸出が増加して経常
収支の黒字が定着したが，近年では貿易収支の黒字が減少し，一
時は赤字に転じたため，経常収支の黒字が減少した。一方で第一
次所得収支は黒字が続いており，そのほとんどは投資収益である。

�

❸

❹

❺

❻

�

❸購買力平価説　為替レートは二国
間 の 通 貨 の購買力（➡ p.104）に
よって決定されるという考え方。
たとえば，アメリカでは1ドルで
買えるものが日本では100円で買
える場合，為替レートは1ドル＝
100円と考える。また，日本の物
価がアメリカより上がる（円の購
買力がドルに比べて低くなる）と，
円安・ドル高になり，長期的には
物価と為替レートが均

きん

衡
こう

すると考
える。しかし，短期的には，その
ように為替レートが調整されず，
両国の物価に差がある状態（内外
価格差）が生じうる。その要因には，
各国の商慣行や取り引き規制など
がある。
❹資本移動　資本移動には証券投資

と直接投資がある。証券投資とは，
資金運用を目的とした株式や社

しゃ

債
さい

などの売買である。直接投資とは，
企業経営や事業への参加を目的と
した資本の移動で，企業の設立や
工場建設のための投資などがある。
❺�国際間の経済取り引き　国際間の

取り引きは任意の通貨によって行
われるのではなく，国際的な通用
力をもった国際通貨（基

き

軸
じく

通貨）に
よって行われる。今日では，ドル
が国際通貨としての地位を占めて
おり，ほかにユーロ，ポンド，円
などによって決済が行われている。
❻�外貨準備　通貨当局（日本では財

務省と日本銀行）が利用したり調
整したりできる対外資産のこと。
公的介入などに利用される。

❷�公的介入　政府や中央銀行が，為
替レートを操作するために，保有
している外貨準備（その保有高を
外貨準備高

だか

という）をもとにして，
外貨の売買を行うこと。為替介入
ともいう。2022 年 9 月には，急
速に円安が進むなか，日本政府と
日本銀行が 10 年 10 か月ぶり（ド
ル売り・円買いとしては 24 年 3
か月ぶり）に公的介入を行った。

7外国為替市場のディーリング
ルーム（2019年）

�為替レートの変動要因　 　�このほかに円の需要を増減
させる要因としてどのようなものが考えられるだろうか。

�日本の経常収支の推移（財務省資料） 
第一次所得収支の黒字が貿易収支の黒字を上

うわ

回
まわ

るよう
になったのはいつからだろうか。
��

円高と円安
　円高・円安が日本の輸出入に及

およ

ぼす影響を考える。
たとえば，為替レートが「1ドル＝100円」から「1ドル
＝50円」になったとき（円高）に，日本の自動車メー
カーが1台100万円の乗用車を輸出すると，「1ドル＝
100円」のときは10000ドルだったものが，20000ド
ルとなる。円での価格は変わらないのにドルでの価
格は2倍になるため，輸出には不利になる。
　しかし，輸入には有利になる。たとえば，これま
で 1000 円で輸入していた 10ドル分の農産物を，
500円で輸入することができるようになる。

　円安のときは，円高のときと逆になる。たとえば，
為替レートが「1ドル＝100円」から「1ドル＝200円」
になったとき（円安）に，日本の自動車メーカーが1台
100万円の乗用車を輸出すると，「1ドル＝100円」の
ときは10000ドルだったものが，5000ドルとなる。
円での価格は変わらないのにドルでの価格は2分の1
になるため，輸出には有利になる。
　しかし，輸入については，これまで1000円で輸入
していた農産物が2000円に値上がりするため，不利
になる。

100万円

1ドル ＝ 50円

日本が
輸入する場合＝ 500円

10ドル
＝ 2000円

10ドル
＝ 1000円

10ドル

1ドル ＝200円

円 安円 高

日本での価格が変
わらなくても，ドル
での価格は2倍に

100万円
5000ドル ＝日本が

輸出する場合
20000ドル ＝

100万円
10000ドル ＝ 日本での価格が変

わらなくても，ドル
での価格は半分に

アメリカでの価格
が変わらなくても，
円での価格は半分
に

アメリカでの価格
が変わらなくても，
円での価格は２倍
に

1ドル ＝ 100円

■8円高・円安の輸出入に与える影響 ■9円高・円安のメリット・デメリット

円�高 円�安

メ
リ
ッ
ト

・ 輸入品の価格が下がり，国内
物価が下がる

・ 海外旅行の費用が安くなり，海
外旅行客が増える

・ 海外における賃金等の費用が
安くなり，国内企業による海外
直接投資が増える

・ 輸出品の価格が下がり，輸出
企業には有利になる

・ 日本旅行の費用が安くなり，海
外からの旅行客が増える

・ 日本における賃金等の費用が安
くなり，海外企業から日本への
直接投資が増える

・ 外貨預金や海外資産の価値が
上がる（為替差益）

デ
メ
リ
ッ
ト

・ 輸出品の価格が上がり，輸出
企業には不利になる

・ 日本旅行の費用が高くなり，海
外からの旅行客が減る

・ 日本における賃金等の費用が高
くなり，日本企業の海外進出が
増え，産業の空

くう
洞
どう

化が進む
・ 外貨預金や海外資産の価値が

目減りする（為替差損）

・ 輸入品の価格が上がり，国内
物価が上がる

・ 海外旅行の費用が高くなり，海
外旅行客が減る

・ 海外における賃金等の費用が
高くなり，国内企業による海外
直接投資が減る

貿易
・ 海外への輸出が増える（輸

出の代金をドルで受け取
り，それを円に交換する）

 ・ 日本への輸入が増える（円
をドルに交換して，輸入
品支払いにあてる）

資本
移動

・ 海外企業が日本に進出す
る，日本の企業を買収する

・ 海外の投資家が日本の株
式や債券を購入する

・ 日本企業が海外に進出す
る，海外の企業を買収する

・ 日本の投資家が海外の株
式や債券を購入する

金利
・ 日本の金利が上がる（海

外から日本の銀行への預
金が増える）

・ 日本の金利が下がる（日
本から海外の銀行への預
金が増える）

物価 ・ 日本の物価が下がる ・ 日本の物価が上がる

円高になる 円安になる

経常収支 第一次所得収支

貿易収支

第二次所得収支 サービス収支
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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国際収支表
　国際収支表のうち，貿易・サービス収支は，貿易
収支とサービス収支からなる。貿易収支は，商品の
輸出と輸入の差額を意味する。サービス収支は，輸送，
旅行や，金融サービス，情報通信サービス，知的財
産権等使用料などの，輸出と輸入の差額を意味する。
　貿易・サービス収支，第一次所得収支，第二次所
得収支の合計が，経常収支となる。経常収支は，一
国の対外的な収入と支出の差額を表す。これらの収
支全体で収入が支出を上回ると経常収支が黒字にな
り，逆の場合に赤字になる。経常収支が黒字になる
と対外的に購買力を高めることになり，逆に赤字に

なると対外的な購買力が失われる。黒字がよくて赤
字が悪いわけではなく，それぞれの国が互いに自由
に財やサービスを売買できることが重要である。た
だし，経常収支の赤字が続くと，基軸通貨国を除いて，
対外的な購買力がなくなり，輸入代金の支払いが滞

とどこお

ることもありえる。
　資本移転等収支は，第二次所得収支のように対価
をともなわない資金移動だが，道路建設などの資本
形成が含まれる。金融収支には，日本の資金で外国
に工場を建てるような直接投資や，証券投資が含ま
れる。

❶�ブロック経済　複数の国の経済が
外部に対して閉

へい

鎖
さ

的な経済圏
けん

を構
成すること。1930年代にはイギ
リスやフランスなどの帝国主義国
を中心に，世界はいくつかの通貨
圏に分断された。

❷GATTの発足　GATTの締
てい

結
けつ

交
こう

渉
しょう

と並行して，自由貿易を促進す
る国際機関として国際貿易機関
（ITO）の創設が企図されたが，諸
国の批

ひ

准
じゅん

が得られず，頓
とん

挫
ざ

した。
❸�最恵国待遇　関税や通商の取り決
めにおいて，特定の国に有利な条
件を与えた場合，ほかの国にもそ
の条件を適用すること。

❹内国民待遇　自国民等と同様の条
件を相手国にも適用すること。

❺多角主義　2国間でなく多国間で
交渉を行うこと。

❻�ブレトン・ウッズ協定　1944年に
アメリカのブレトン・ウッズで開
かれた連合国国際通貨会議で締結
された協定の総称。ドルを基

き

軸
じく

通
貨とすること，およびIMF，国
際復興開発銀行（IBRD，世界銀
行）の設立が決められた。

IMF‒GATT
体制

第
1914〜18年
一次世界大戦以前の国際経済は

➡p.105
，金

きん

本
ほん

位
い

制
せい

という国際通貨体制に基礎をおく，自由貿
➡p.207
易

の経済体制であった。金本位制は，国家の介
かい

入
にゅう

がなくとも国際収
支が自動的に均

きん

衡
こう

し，自由貿易体制の利点が国際的に享
きょう

受
じゅ

できる
経済秩

ちつ

序
じょ

として認識されていた。
　しかし，1929年の世界恐

きょう

慌
こう

後
➡p.86
，金本位制は崩

ほう

壊
かい

した。各国は，
輸出の増大によって不

ふ

況
きょう

を克
こく

服
ふく

しようと為
か わ せ

替レートの切り下げ競
争に走り，その一方で，輸入を抑えようと輸入品に高率の関税を
課する保護主義政策をとった。その結果，世界の貿易量は大幅に
減少し，さらに主要国はブロック経済を形成して排

はい

他
た

的になった。
これが第二

1939〜45年
次世界大戦の一因になったといわれている。

　第二次世界大戦後，戦前の反省を踏まえて，新たな制度の下
もと

で
国際経済秩序の再建が図られることになった。戦後の国際経済秩
序の柱となったのが，I

International Monetary Fund
MF（国際通貨基金）とG

ガ ッ ト

ATT（関
General Agreement on Tariffs and Trade

税と貿易

に関する一般協定）という二つの制度である。このことから，戦
後の国際経済秩序は IMF‒GATT体制ともよばれる。
　GATTは自由貿易を促

そく

進
しん

するため，1948年に発足した。自由
貿易，無差別の最

さい

恵
けい

国
こく

待
たい

遇
ぐう

・内
ない

国
こく

民
みん

待遇，多角主義の三原則（ま
とめて「自由・無差別・多
角」ともよぶ）の上に立ち，
その活動は，関税の引き
下げや，輸入制限などの
非関税障

しょう

壁
へき

の撤
てっ

廃
ぱい

など，
多
た

岐
き

にわたった。
　いっぽう，IMFは1944
年のブレトン・ウッズ協
定にもとづいて設立され
た国際機関である（1947
年業務開始）。ブレトン・

❶

₁

❷

❸ ❹ ❺

❻

₁国際経済協力体制�

■�国際収支の体系　第二次所得収支と資本移転等収支については自国から海外への援助・投資等がマイナスと
して計上され，金融収支については資産・負債の増加がプラスとして計上される。

商品の輸出と輸入を差し引きした項目

輸送，旅行，その他サービス（金融サービス，
情報通信サービス，知的財産権等使用料，
文化・娯楽サービスなど）

雇用者報酬，投資収益（利子，配当など），
その他第一次所得  ＊ほとんどを投資収益が占める

消費財に関わる（資本形成にならない）無償資
金協力，国際機関拠出金，労働者送金など

資本移転（道路建設など資本形成になる
無償資金協力など）ほか

直接投資（企業買収や工場建設などの投資），
証券投資（株式や債券などを通じた投資），
金融派生商品，その他投資，外貨準備

統計上の誤差や漏れを調整する項目

貿易・
サービス収支

❶経常収支

貿易収支

サービス収支

第一次所得収支

第二次所得収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

■�おもな国の国際収支（「世界の統計」）　経常収支が赤字の国を「債務国」，経
常収支が黒字の国を「債権国」といい，「債権国」のうち貿易・サービス収支と
第一次所得収支の両方が黒字の国は「未成熟な債権国」，貿易・サービス収支
が赤字だが第一次所得収支の黒字が上回っている国は「成熟した債権国」とよ
ばれる。　  日本は「債務国」「債権国」「未成熟な債権国」「成熟した債権国」の
四つのうちのどれにあてはまるだろうか。

▶現代の国際通貨体制はどのような変遷をたどって形成されたのだろうか。
▶近年，経済政策の分野で各国の政策協調が必要になっているのはなぜだろうか。
▶地域経済統合やFTA・EPAは，自由貿易の進展にどのような影響を与えるだろうか。

戦後国際経済体制の展開2

先進国から発展途上国への資金の流れはどのようになっているだろうか。

■�日本の国際収支表（財務省資料）
複式計上という方法がとられるた
め，必ず①＋②-③＋④＝0となる。

貿易・
サービス収支

第一次
所得収支

第二次
所得収支

（100万ドル）

❸金融収支❶経常収支

日本 164,497 -6,200 194,643 -23,946 141,821
アメリカ -616,087 -676,679 188,463 -127,871 -652,992
イギリス -95,421 -10,819 -48,445 -36,157 -124,163
ドイツ 268,527 221,505 106,188 -59,166 268,018
フランス -49,060 -48,562 49,379 -49,877 -58,847
イタリア 69,735 71,911 19,814 -21,990 58,227
中国＊ 141,336 164,122 -33,036 10,250 -57,043

［2020年］＊2019年（億円）［2021年］

貿易・サービス収支 -25,615

　　貿易収支 16,701

　　サービス収支 -42,316

　第一次所得収支 204,781

-24,289　第二次所得収支

154,877❶経常収支

-4,197❷資本移転等収支

107,527❸金融収支

-43,153❹誤差脱漏

IMF
資金
SDR

出資・世界銀行債
引き受け

政府への
貸しつけ

企業への
貸しつけ貸しつけ

貿易・為替の自由取り引き 為替相場の安全と統一 経済協力

二国間援助

為替資金貸しつけ

出資・金融協力

配分

為替資金貸しつけ

出資

出資

配分

特恵貿易・援助改善の要求

●IDA：国際開発協会(第二世銀)。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で
長期融資を行う。　●IFC：国際金融公社。途上国の民間企業に政府保証なしで市
場金利での融資を行う。いずれもIBRD(国際復興開発銀行)の姉妹機関。

先
進
国

発
展
途
上
国

WTO
貿易に関する

国際的ルールの確立

OECD
経済協力の
約束・調整

DAC
調整・促進

IBRD
資金

IDA

IFC

UNCTAD
要求促進

そう ば
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国際収支表
　国際収支表のうち，貿易・サービス収支は，貿易
収支とサービス収支からなる。貿易収支は，商品の
輸出と輸入の差額を意味する。サービス収支は，輸送，
旅行や，金融サービス，情報通信サービス，知的財
産権等使用料などの，輸出と輸入の差額を意味する。
　貿易・サービス収支，第一次所得収支，第二次所
得収支の合計が，経常収支となる。経常収支は，一
国の対外的な収入と支出の差額を表す。これらの収
支全体で収入が支出を上回ると経常収支が黒字にな
り，逆の場合に赤字になる。経常収支が黒字になる
と対外的に購買力を高めることになり，逆に赤字に

なると対外的な購買力が失われる。黒字がよくて赤
字が悪いわけではなく，それぞれの国が互いに自由
に財やサービスを売買できることが重要である。た
だし，経常収支の赤字が続くと，基軸通貨国を除いて，
対外的な購買力がなくなり，輸入代金の支払いが滞

とどこお

ることもありえる。
　資本移転等収支は，第二次所得収支のように対価
をともなわない資金移動だが，道路建設などの資本
形成が含まれる。金融収支には，日本の資金で外国
に工場を建てるような直接投資や，証券投資が含ま
れる。

❶�ブロック経済　複数の国の経済が
外部に対して閉

へい

鎖
さ

的な経済圏
けん

を構
成すること。1930年代にはイギ
リスやフランスなどの帝国主義国
を中心に，世界はいくつかの通貨
圏に分断された。
❷GATTの発足　GATTの締

てい

結
けつ

交
こう

渉
しょう

と並行して，自由貿易を促進す
る国際機関として国際貿易機関
（ITO）の創設が企図されたが，諸
国の批

ひ

准
じゅん

が得られず，頓
とん

挫
ざ

した。
❸�最恵国待遇　関税や通商の取り決
めにおいて，特定の国に有利な条
件を与えた場合，ほかの国にもそ
の条件を適用すること。
❹内国民待遇　自国民等と同様の条
件を相手国にも適用すること。
❺多角主義　2国間でなく多国間で
交渉を行うこと。
❻�ブレトン・ウッズ協定　1944年に
アメリカのブレトン・ウッズで開
かれた連合国国際通貨会議で締結
された協定の総称。ドルを基

き

軸
じく

通
貨とすること，およびIMF，国
際復興開発銀行（IBRD，世界銀
行）の設立が決められた。

IMF–GATT
体制

第
1914〜18年
一次世界大戦以前の国際経済は

➡p.105
，金

きん

本
ほん

位
い

制
せい

という国際通貨体制に基礎をおく，自由貿
➡p.207
易

の経済体制であった。金本位制は，国家の介
かい

入
にゅう

がなくとも国際収
支が自動的に均

きん

衡
こう

し，自由貿易体制の利点が国際的に享
きょう

受
じゅ

できる
経済秩

ちつ

序
じょ

として認識されていた。
　しかし，1929年の世界恐

きょう

慌
こう

後
➡p.86
，金本位制は崩

ほう

壊
かい

した。各国は，
輸出の増大によって不

ふ

況
きょう

を克
こく

服
ふく

しようと為
か わ せ

替レートの切り下げ競
争に走り，その一方で，輸入を抑えようと輸入品に高率の関税を
課する保護主義政策をとった。その結果，世界の貿易量は大幅に
減少し，さらに主要国はブロック経済を形成して排

はい

他
た

的になった。
これが第二

1939〜45年
次世界大戦の一因になったといわれている。

　第二次世界大戦後，戦前の反省を踏まえて，新たな制度の下
もと

で
国際経済秩序の再建が図られることになった。戦後の国際経済秩
序の柱となったのが，I

International Monetary Fund
MF（国際通貨基金）とG

ガ ッ ト

ATT（関
General Agreement on Tariffs and Trade

税と貿易

に関する一般協定）という二つの制度である。このことから，戦
後の国際経済秩序は IMF–GATT体制ともよばれる。
　GATTは自由貿易を促

そく

進
しん

するため，1948年に発足した。自由
貿易，無差別の最

さい

恵
けい

国
こく

待
たい

遇
ぐう

・内
ない

国
こく

民
みん

待遇，多角主義の三原則（ま
とめて「自由・無差別・多
角」ともよぶ）の上に立ち，
その活動は，関税の引き
下げや，輸入制限などの
非関税障

しょう

壁
へき

の撤
てっ

廃
ぱい

など，
多
た

岐
き

にわたった。
　いっぽう，IMFは1944
年のブレトン・ウッズ協
定にもとづいて設立され
た国際機関である（1947
年業務開始）。ブレトン・

❶

₁

❷

❸ ❹ ❺

❻

₁国際経済協力体制�

■�国際収支の体系　第二次所得収支と資本移転等収支については自国から海外への援助・投資等がマイナスと
して計上され，金融収支については資産・負債の増加がプラスとして計上される。

商品の輸出と輸入を差し引きした項目

輸送，旅行，その他サービス（金融サービス，
情報通信サービス，知的財産権等使用料，
文化・娯楽サービスなど）

雇用者報酬，投資収益（利子，配当など），
その他第一次所得  ＊ほとんどを投資収益が占める

消費財に関わる（資本形成にならない）無償資
金協力，国際機関拠出金，労働者送金など

資本移転（道路建設など資本形成になる
無償資金協力など）ほか

直接投資（企業買収や工場建設などの投資），
証券投資（株式や債券などを通じた投資），
金融派生商品，その他投資，外貨準備

統計上の誤差や漏れを調整する項目

貿易・
サービス収支

❶経常収支

貿易収支

サービス収支

第一次所得収支

第二次所得収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

■�おもな国の国際収支（「世界の統計」）　経常収支が赤字の国を「債務国」，経
常収支が黒字の国を「債権国」といい，「債権国」のうち貿易・サービス収支と
第一次所得収支の両方が黒字の国は「未成熟な債権国」，貿易・サービス収支
が赤字だが第一次所得収支の黒字が上回っている国は「成熟した債権国」とよ
ばれる。　  日本は「債務国」「債権国」「未成熟な債権国」「成熟した債権国」の
四つのうちのどれにあてはまるだろうか。

▶現代の国際通貨体制はどのような変遷をたどって形成されたのだろうか。
▶近年，経済政策の分野で各国の政策協調が必要になっているのはなぜだろうか。
▶地域経済統合やFTA・EPAは，自由貿易の進展にどのような影響を与えるだろうか。

戦後国際経済体制の展開2

先進国から発展途上国への資金の流れはどのようになっているだろうか。

■�日本の国際収支表（財務省資料）
複式計上という方法がとられるた
め，必ず①＋②−③＋④＝0となる。

貿易・
サービス収支

第一次
所得収支

第二次
所得収支

（100万ドル）

❸金融収支❶経常収支

日本 142,491 -22,513 187,197 -22,193 99,583
アメリカ -846,354 -845,050 139,496 -140,800 -740,587
イギリス -82,534 -39,929 -16,620 -25,985 -63,370
ドイツ 313,753 228,573 149,100 -63,920 373,060
フランス 9,947 -36,853 96,190 -49,390 3,411
イタリア 53,095 51,068 25,089 -23,062 31,770
中国 317,301 462,808 -162,031 16,524 151,352

［2021年］（億円）［2022年］

　貿易・サービス収支

　　貿易収支

　　サービス収支

　第一次所得収支

　第二次所得収支

115,466

-211,638

-157,436

-54,202

351,857

-24,753

-1,144

64,922

-49,400

❶経常収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

IMF
資金
SDR

出資・世界銀行債
引き受け

政府への
貸しつけ

企業への
貸しつけ貸しつけ

貿易・為替の自由取り引き 為替相場の安全と統一 経済協力

二国間援助

為替資金貸しつけ

出資・金融協力

配分

為替資金貸しつけ

出資

出資

配分

特恵貿易・援助改善の要求

●IDA：国際開発協会(第二世銀)。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で
長期融資を行う。　●IFC：国際金融公社。途上国の民間企業に政府保証なしで市
場金利での融資を行う。いずれもIBRD(国際復興開発銀行)の姉妹機関。

先
進
国

発
展
途
上
国

WTO
貿易に関する

国際的ルールの確立

OECD
経済協力の
約束・調整

DAC
調整・促進

IBRD
資金

IDA

IFC

UNCTAD
要求促進
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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国際収支表
　国際収支表のうち，貿易・サービス収支は，貿易
収支とサービス収支からなる。貿易収支は，商品の
輸出と輸入の差額を意味する。サービス収支は，輸送，
旅行や，金融サービス，情報通信サービス，知的財
産権等使用料などの，輸出と輸入の差額を意味する。
　貿易・サービス収支，第一次所得収支，第二次所
得収支の合計が，経常収支となる。経常収支は，一
国の対外的な収入と支出の差額を表す。これらの収
支全体で収入が支出を上回ると経常収支が黒字にな
り，逆の場合に赤字になる。経常収支が黒字になる
と対外的に購買力を高めることになり，逆に赤字に

なると対外的な購買力が失われる。黒字がよくて赤
字が悪いわけではなく，それぞれの国が互いに自由
に財やサービスを売買できることが重要である。た
だし，経常収支の赤字が続くと，基軸通貨国を除いて，
対外的な購買力がなくなり，輸入代金の支払いが滞

とどこお

ることもありえる。
　資本移転等収支は，第二次所得収支のように対価
をともなわない資金移動だが，道路建設などの資本
形成が含まれる。金融収支には，日本の資金で外国
に工場を建てるような直接投資や，証券投資が含ま
れる。

❶�ブロック経済　複数の国の経済が
外部に対して閉

へい

鎖
さ

的な経済圏
けん

を構
成すること。1930年代にはイギ
リスやフランスなどの帝国主義国
を中心に，世界はいくつかの通貨
圏に分断された。

❷GATTの発足　GATTの締
てい

結
けつ

交
こう

渉
しょう

と並行して，自由貿易を促進す
る国際機関として国際貿易機関
（ITO）の創設が企図されたが，諸
国の批

ひ

准
じゅん

が得られず，頓
とん

挫
ざ

した。
❸�最恵国待遇　関税や通商の取り決
めにおいて，特定の国に有利な条
件を与えた場合，ほかの国にもそ
の条件を適用すること。

❹内国民待遇　自国民等と同様の条
件を相手国にも適用すること。

❺多角主義　2国間でなく多国間で
交渉を行うこと。

❻�ブレトン・ウッズ協定　1944年に
アメリカのブレトン・ウッズで開
かれた連合国国際通貨会議で締結
された協定の総称。ドルを基

き

軸
じく

通
貨とすること，およびIMF，国
際復興開発銀行（IBRD，世界銀
行）の設立が決められた。

IMF‒GATT
体制

第
1914〜18年
一次世界大戦以前の国際経済は

➡p.105
，金

きん

本
ほん

位
い

制
せい

という国際通貨体制に基礎をおく，自由貿
➡p.207
易

の経済体制であった。金本位制は，国家の介
かい

入
にゅう

がなくとも国際収
支が自動的に均

きん

衡
こう

し，自由貿易体制の利点が国際的に享
きょう

受
じゅ

できる
経済秩

ちつ

序
じょ

として認識されていた。
　しかし，1929年の世界恐

きょう

慌
こう

後
➡p.86
，金本位制は崩

ほう

壊
かい

した。各国は，
輸出の増大によって不

ふ

況
きょう

を克
こく

服
ふく

しようと為
か わ せ

替レートの切り下げ競
争に走り，その一方で，輸入を抑えようと輸入品に高率の関税を
課する保護主義政策をとった。その結果，世界の貿易量は大幅に
減少し，さらに主要国はブロック経済を形成して排

はい

他
た

的になった。
これが第二

1939〜45年
次世界大戦の一因になったといわれている。

　第二次世界大戦後，戦前の反省を踏まえて，新たな制度の下
もと

で
国際経済秩序の再建が図られることになった。戦後の国際経済秩
序の柱となったのが，I

International Monetary Fund
MF（国際通貨基金）とG

ガ ッ ト

ATT（関
General Agreement on Tariffs and Trade

税と貿易

に関する一般協定）という二つの制度である。このことから，戦
後の国際経済秩序は IMF‒GATT体制ともよばれる。
　GATTは自由貿易を促

そく

進
しん

するため，1948年に発足した。自由
貿易，無差別の最

さい

恵
けい

国
こく

待
たい

遇
ぐう

・内
ない

国
こく

民
みん

待遇，多角主義の三原則（ま
とめて「自由・無差別・多
角」ともよぶ）の上に立ち，
その活動は，関税の引き
下げや，輸入制限などの
非関税障

しょう

壁
へき

の撤
てっ

廃
ぱい

など，
多
た

岐
き

にわたった。
　いっぽう，IMFは1944
年のブレトン・ウッズ協
定にもとづいて設立され
た国際機関である（1947
年業務開始）。ブレトン・

❶

₁

❷

❸ ❹ ❺

❻

₁国際経済協力体制�

■�国際収支の体系　第二次所得収支と資本移転等収支については自国から海外への援助・投資等がマイナスと
して計上され，金融収支については資産・負債の増加がプラスとして計上される。

商品の輸出と輸入を差し引きした項目

輸送，旅行，その他サービス（金融サービス，
情報通信サービス，知的財産権等使用料，
文化・娯楽サービスなど）

雇用者報酬，投資収益（利子，配当など），
その他第一次所得  ＊ほとんどを投資収益が占める

消費財に関わる（資本形成にならない）無償資
金協力，国際機関拠出金，労働者送金など

資本移転（道路建設など資本形成になる
無償資金協力など）ほか

直接投資（企業買収や工場建設などの投資），
証券投資（株式や債券などを通じた投資），
金融派生商品，その他投資，外貨準備

統計上の誤差や漏れを調整する項目

貿易・
サービス収支

❶経常収支

貿易収支

サービス収支

第一次所得収支

第二次所得収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

■�おもな国の国際収支（「世界の統計」）　経常収支が赤字の国を「債務国」，経
常収支が黒字の国を「債権国」といい，「債権国」のうち貿易・サービス収支と
第一次所得収支の両方が黒字の国は「未成熟な債権国」，貿易・サービス収支
が赤字だが第一次所得収支の黒字が上回っている国は「成熟した債権国」とよ
ばれる。　  日本は「債務国」「債権国」「未成熟な債権国」「成熟した債権国」の
四つのうちのどれにあてはまるだろうか。

▶現代の国際通貨体制はどのような変遷をたどって形成されたのだろうか。
▶近年，経済政策の分野で各国の政策協調が必要になっているのはなぜだろうか。
▶地域経済統合やFTA・EPAは，自由貿易の進展にどのような影響を与えるだろうか。

戦後国際経済体制の展開2

先進国から発展途上国への資金の流れはどのようになっているだろうか。

■�日本の国際収支表（財務省資料）
複式計上という方法がとられるた
め，必ず①＋②-③＋④＝0となる。

貿易・
サービス収支

第一次
所得収支

第二次
所得収支

（100万ドル）

❸金融収支❶経常収支

日本 164,497 -6,200 194,643 -23,946 141,821
アメリカ -616,087 -676,679 188,463 -127,871 -652,992
イギリス -95,421 -10,819 -48,445 -36,157 -124,163
ドイツ 268,527 221,505 106,188 -59,166 268,018
フランス -49,060 -48,562 49,379 -49,877 -58,847
イタリア 69,735 71,911 19,814 -21,990 58,227
中国＊ 141,336 164,122 -33,036 10,250 -57,043

［2020年］＊2019年（億円）［2021年］

貿易・サービス収支 -25,615

　　貿易収支 16,701

　　サービス収支 -42,316

　第一次所得収支 204,781

-24,289　第二次所得収支

154,877❶経常収支

-4,197❷資本移転等収支

107,527❸金融収支

-43,153❹誤差脱漏

IMF
資金
SDR

出資・世界銀行債
引き受け

政府への
貸しつけ

企業への
貸しつけ貸しつけ

貿易・為替の自由取り引き 為替相場の安全と統一 経済協力

二国間援助

為替資金貸しつけ

出資・金融協力

配分

為替資金貸しつけ

出資

出資

配分

特恵貿易・援助改善の要求

●IDA：国際開発協会(第二世銀)。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で
長期融資を行う。　●IFC：国際金融公社。途上国の民間企業に政府保証なしで市
場金利での融資を行う。いずれもIBRD(国際復興開発銀行)の姉妹機関。

先
進
国

発
展
途
上
国

WTO
貿易に関する

国際的ルールの確立

OECD
経済協力の
約束・調整

DAC
調整・促進

IBRD
資金

IDA

IFC

UNCTAD
要求促進
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国際収支表
　国際収支表のうち，貿易・サービス収支は，貿易
収支とサービス収支からなる。貿易収支は，商品の
輸出と輸入の差額を意味する。サービス収支は，輸送，
旅行や，金融サービス，情報通信サービス，知的財
産権等使用料などの，輸出と輸入の差額を意味する。
　貿易・サービス収支，第一次所得収支，第二次所
得収支の合計が，経常収支となる。経常収支は，一
国の対外的な収入と支出の差額を表す。これらの収
支全体で収入が支出を上回ると経常収支が黒字にな
り，逆の場合に赤字になる。経常収支が黒字になる
と対外的に購買力を高めることになり，逆に赤字に

なると対外的な購買力が失われる。黒字がよくて赤
字が悪いわけではなく，それぞれの国が互いに自由
に財やサービスを売買できることが重要である。た
だし，経常収支の赤字が続くと，基軸通貨国を除いて，
対外的な購買力がなくなり，輸入代金の支払いが滞

とどこお

ることもありえる。
　資本移転等収支は，第二次所得収支のように対価
をともなわない資金移動だが，道路建設などの資本
形成が含まれる。金融収支には，日本の資金で外国
に工場を建てるような直接投資や，証券投資が含ま
れる。

❶�ブロック経済　複数の国の経済が
外部に対して閉

へい

鎖
さ

的な経済圏
けん

を構
成すること。1930年代にはイギ
リスやフランスなどの帝国主義国
を中心に，世界はいくつかの通貨
圏に分断された。
❷GATTの発足　GATTの締

てい

結
けつ

交
こう

渉
しょう

と並行して，自由貿易を促進す
る国際機関として国際貿易機関
（ITO）の創設が企図されたが，諸
国の批

ひ

准
じゅん

が得られず，頓
とん

挫
ざ

した。
❸�最恵国待遇　関税や通商の取り決
めにおいて，特定の国に有利な条
件を与えた場合，ほかの国にもそ
の条件を適用すること。
❹内国民待遇　自国民等と同様の条
件を相手国にも適用すること。
❺多角主義　2国間でなく多国間で
交渉を行うこと。
❻�ブレトン・ウッズ協定　1944年に
アメリカのブレトン・ウッズで開
かれた連合国国際通貨会議で締結
された協定の総称。ドルを基

き

軸
じく

通
貨とすること，およびIMF，国
際復興開発銀行（IBRD，世界銀
行）の設立が決められた。

IMF–GATT
体制

第
1914〜18年
一次世界大戦以前の国際経済は

➡p.105
，金

きん

本
ほん

位
い

制
せい

という国際通貨体制に基礎をおく，自由貿
➡p.207
易

の経済体制であった。金本位制は，国家の介
かい

入
にゅう

がなくとも国際収
支が自動的に均

きん

衡
こう

し，自由貿易体制の利点が国際的に享
きょう

受
じゅ

できる
経済秩

ちつ

序
じょ

として認識されていた。
　しかし，1929年の世界恐

きょう

慌
こう

後
➡p.86
，金本位制は崩

ほう

壊
かい

した。各国は，
輸出の増大によって不

ふ

況
きょう

を克
こく

服
ふく

しようと為
か わ せ

替レートの切り下げ競
争に走り，その一方で，輸入を抑えようと輸入品に高率の関税を
課する保護主義政策をとった。その結果，世界の貿易量は大幅に
減少し，さらに主要国はブロック経済を形成して排

はい

他
た

的になった。
これが第二

1939〜45年
次世界大戦の一因になったといわれている。

　第二次世界大戦後，戦前の反省を踏まえて，新たな制度の下
もと

で
国際経済秩序の再建が図られることになった。戦後の国際経済秩
序の柱となったのが，I

International Monetary Fund
MF（国際通貨基金）とG

ガ ッ ト

ATT（関
General Agreement on Tariffs and Trade

税と貿易

に関する一般協定）という二つの制度である。このことから，戦
後の国際経済秩序は IMF–GATT体制ともよばれる。
　GATTは自由貿易を促

そく

進
しん

するため，1948年に発足した。自由
貿易，無差別の最

さい

恵
けい

国
こく

待
たい

遇
ぐう

・内
ない

国
こく

民
みん

待遇，多角主義の三原則（ま
とめて「自由・無差別・多
角」ともよぶ）の上に立ち，
その活動は，関税の引き
下げや，輸入制限などの
非関税障

しょう

壁
へき

の撤
てっ

廃
ぱい

など，
多
た

岐
き

にわたった。
　いっぽう，IMFは1944
年のブレトン・ウッズ協
定にもとづいて設立され
た国際機関である（1947
年業務開始）。ブレトン・

❶

₁

❷

❸ ❹ ❺

❻

₁国際経済協力体制�

■�国際収支の体系　第二次所得収支と資本移転等収支については自国から海外への援助・投資等がマイナスと
して計上され，金融収支については資産・負債の増加がプラスとして計上される。

商品の輸出と輸入を差し引きした項目

輸送，旅行，その他サービス（金融サービス，
情報通信サービス，知的財産権等使用料，
文化・娯楽サービスなど）

雇用者報酬，投資収益（利子，配当など），
その他第一次所得  ＊ほとんどを投資収益が占める

消費財に関わる（資本形成にならない）無償資
金協力，国際機関拠出金，労働者送金など

資本移転（道路建設など資本形成になる
無償資金協力など）ほか

直接投資（企業買収や工場建設などの投資），
証券投資（株式や債券などを通じた投資），
金融派生商品，その他投資，外貨準備

統計上の誤差や漏れを調整する項目

貿易・
サービス収支

❶経常収支

貿易収支

サービス収支

第一次所得収支

第二次所得収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

■�おもな国の国際収支（「世界の統計」）　経常収支が赤字の国を「債務国」，経
常収支が黒字の国を「債権国」といい，「債権国」のうち貿易・サービス収支と
第一次所得収支の両方が黒字の国は「未成熟な債権国」，貿易・サービス収支
が赤字だが第一次所得収支の黒字が上回っている国は「成熟した債権国」とよ
ばれる。　  日本は「債務国」「債権国」「未成熟な債権国」「成熟した債権国」の
四つのうちのどれにあてはまるだろうか。

▶現代の国際通貨体制はどのような変遷をたどって形成されたのだろうか。
▶近年，経済政策の分野で各国の政策協調が必要になっているのはなぜだろうか。
▶地域経済統合やFTA・EPAは，自由貿易の進展にどのような影響を与えるだろうか。

戦後国際経済体制の展開2

先進国から発展途上国への資金の流れはどのようになっているだろうか。

■�日本の国際収支表（財務省資料）
複式計上という方法がとられるた
め，必ず①＋②−③＋④＝0となる。

貿易・
サービス収支

第一次
所得収支

第二次
所得収支

（100万ドル）

❸金融収支❶経常収支

日本 142,491 -22,513 187,197 -22,193 99,583
アメリカ -846,354 -845,050 139,496 -140,800 -740,587
イギリス -82,534 -39,929 -16,620 -25,985 -63,370
ドイツ 313,753 228,573 149,100 -63,920 373,060
フランス 9,947 -36,853 96,190 -49,390 3,411
イタリア 53,095 51,068 25,089 -23,062 31,770
中国 317,301 462,808 -162,031 16,524 151,352

［2021年］（億円）［2022年］

　貿易・サービス収支

　　貿易収支

　　サービス収支

　第一次所得収支

　第二次所得収支

115,466

-211,638

-157,436

-54,202

351,857

-24,753

-1,144

64,922

-49,400

❶経常収支

❷資本移転等収支

❸金融収支

❹誤差脱漏

IMF
資金
SDR

出資・世界銀行債
引き受け

政府への
貸しつけ

企業への
貸しつけ貸しつけ

貿易・為替の自由取り引き 為替相場の安全と統一 経済協力

二国間援助

為替資金貸しつけ

出資・金融協力

配分

為替資金貸しつけ

出資

出資

配分

特恵貿易・援助改善の要求

●IDA：国際開発協会(第二世銀)。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で
長期融資を行う。　●IFC：国際金融公社。途上国の民間企業に政府保証なしで市
場金利での融資を行う。いずれもIBRD(国際復興開発銀行)の姉妹機関。

先
進
国

発
展
途
上
国

WTO
貿易に関する

国際的ルールの確立

OECD
経済協力の
約束・調整

DAC
調整・促進

IBRD
資金

IDA

IFC

UNCTAD
要求促進

そう ば

さい

し

じょう
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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ウッズ協定にもとづき，ドルは「金
きん

1オンス（約31g）＝35ドル」
の比率で金との交換を保証され（金・ドル本位制），ほかの国々の
通貨とドルとの交換比率は一定の率に固定化された（固定為替相

そう

場
ば

制）。各国の通貨当局に為替レートの維
い

持
じ

（上下1％の変動は容
認される）を義務づけ，経常収支

➡p.209
が一時的に赤字の国に対しては，

加盟国の拠
きょ

出
しゅつ

した出資金から，一時的な融
ゆう

資
し

（引き出し）が行われ
ることなどが決められた。こうして確立された体制を，ブレトン・
ウッズ体制という。

国際通貨体制
の変容

戦後の混乱した国際経済のなかにあってアメ
リカは飛び抜けた経済力をもち，国際流動性

（国際的通用力をもつ決
けっ

済
さい

資金）が不足するなかで，ドルは金
きん

より
も強いとさえいわれた。このような経済力とドルの圧倒的優位が，
ドルを基

き

軸
じく

通
key currency

貨とする国際通貨体制を生み出した。アメリカは
IMF‒GATT体制の下で自由貿易を推進するとともに，IMFと同
様にブレトン・ウッズ協定により設立された国際復興開発銀行
（I

International Bank for Reconstruction and Development，1946年業務開始
BRD，世界銀行）などにより，戦後の経済復興を図った。
　しかし，西側諸国への経済援助や軍事援助，ベ

1960〜75年
トナム戦争など

による軍事支出を通じて，ドルが世界中に散
さん

布
ぷ

されると，アメリ
カの対外債

さい

務
む

は金準備（ドルとの交換に応じるために準備してい
る金）を上

うわ

回
まわ

るようになった。その結果，ドルへの信用不安が高
まり，大量の金が国外に流出してドル危機とよばれる事態が発生
した。アメリカはドル防衛策を講

こう

じたが，ついに1971年8月，
ニ
R.M.Nixon（在職1969〜74）
クソン大統領は新経済政策を発表し，金・ドル交換を停止した

（ドル・ショック，ニクソン・ショック）。1971年12月，スミソ
ニアン協定によって新レートでの固定為替相場制の再建が図られ
たが，ドル危機がその後も続いたため，1973年には，主要国は
変動為替相場制

➡p.208
に移行し始めた。

　このような変動為替相場制への移行を受けて，1976年にIMF
協定の第二次改正案についての合意が成立した（キ

1978年発効
ングストン合

意）。そこでは，変動為替相場制への移行を追
つい

認
にん

すること，金の
かわりにS

Special Drawing Rights
DR（特別引き出し権）を基礎にすること，金の公定価

格を廃止すること，などが取り決められた。

プラザ合意と
政策協調

1981年にアメリカ大統領に就任したレ
R.Reagan（在職1981〜89）

ーガ
ンは，アメリカの経済力と軍事力の強化を図

❼

❽

❾

₂

�

₅

� ₃

�

❼ IMFによる融資　融資対象国には，
財政収支改善などの条件（コン
ディショナリティ）が課せられる。

❽対外債務　外国から借りている債
務。外国がもつドルはアメリカの
対外債務となる。

❾ドル危機　アメリカは，ドル危機
を回
かい

避
ひ

しようとすればドルの流通
量を制限せざるをえないが，そう
すれば他国で必要とするドルが不
足する，「国際流動性のジレンマ」
とよばれる状

じょう

況
きょう

におちいった。
��スミソニアン協定　ワシントン
D.C.のスミソニアン博物館で開か
れた10か国財務相会議での協定。
ドルの価値を「金1オンス＝35ド
ル」から「38ドル」に切り下げて為
替レートの調整を図った。これに
ともない，円は「1ドル＝360円」
から「308円」に切り上げられた。

� �SDR　IMFの準備資産の一つで，
1969年に金やドルを補完するも
のとして創設された。加盟国は
IMFへの出資額に応じてSDRの
配分を受け，経常収支が赤字に
なったときに，SDRを対価にし
て外貨準備が豊富な国から一定
限度内でドルなどの外貨を受け
取ることができる。

ろうとした。しかし，軍事支出の激増と減税により財政赤字は拡
大した。また，折から石油危機

➡p.121
後のインフレを抑えるべく通貨

➡p.109
量

を抑えてきたことで金利が上昇し，高金利がドルの需
じゅ

要
よう

をよんで
ドル高となり，輸出が不

ふ

振
しん

となった。こうして1980年代のアメ
リカは，財政赤字と経常収支の赤字が同時に拡大する「双

ふた

子
ご

の赤

字」に悩まされ，アメリカ国内では保護主義が台
たい

頭
とう

し始めた。
　保護主義の傾向に危機を感じた先進諸国は，1985年に先進5
か国財務相・中央銀行総裁会議（G5

Group of Five
）を開き，外国為替市

し

場
じょう

に
➡p.208

協
調介入してドル高是

ぜ

正
せい

を行うことで合意した（プ
1985年
ラザ合意）。この

合意にもとづいて各国がドル売りの市場介入（公的介
➡p.208
入）を行った

結果，円やマルク（当時の西ドイツの通貨）に対するドルの為替
レートは急速に下落し始めた。1980年代後半以降，G5やG

Group of Seven
7，

それにサミット（主要国首脳会議）などの場を通して，各国の金利
を調整したり，為替レートの安定を図ったりするな
ど，政策協調がめざされている。
　2000年代以降，中国などの新興国が台頭し

➡p.219
，国

際経済問題は主要国だけでは解決できなくなってき
た。そこで，2008年の世界金融危機

➡p.221
を契

けい

機
き

に，サミッ
トに参加していたG8に新興経済諸国が加わった主
要20か国・地域首脳会合（G20

Group of Twenty
）が国際経済の枠

わく

組
ぐ

みを議論する場として重視されるようになった。

�

�

₄

��レーガン　「小さな政府」を主張し
た彼の新自由主義的な政策はレー
ガノミクスとよばれた（➡p.88）。

� �G7　1985年に行われた日本，ア
メリカ，西ドイツ（当時），イギ
リス，フランスの財務相・中央
銀行総裁が参加した会議（G5）に，
翌年以降，カナダとイタリアを
加えG7となった。

��サミット　1975年にフランスの
ランブイエで開催された先進6か
国による首脳会議が第1回。以後
年1回開催され，その後カナダ，
EU首脳（参加当時はEC委員会），
ロシア連邦が参加するようになり，
G8サミットとよばれるように
なった。なお，2014年以降，ウ
クライナ紛争（➡p.188）をめぐっ
てロシア連邦が参加停止になり，
G7サミットとなっている。

日本
アメリカ
イギリス
ドイツ
フランス

アルゼンチン
オーストラリア
インドネシア
トルコ
サウジアラビア

メキシコ
韓国

イタリア
カナダ
（＋EU）

G20

BRICS

G8

G7

ロシア連邦

ブリックス

中国
ブラジル

インド
南アフリカ

₄G20の構成国・地域

₂ドル・ショック　ドル防衛策を
発表するニクソン大統領（1971年）。

①出資額に応じて
　SDRを配分

②SDRを渡す

③ドルなどを
　渡す

外貨豊富

加盟国
A

加盟国
B

外貨不足

国際通貨基金
（IMF）

₅円の対ドルレートの推移（日本銀行資料） 　 1995年4月には一時1ドル79円75銭まで円高が進んだが，これはド
ル・ショック前に比べて，円に対するドルの価値がどれくらい下落したことになるだろうか。

₃SDRのしくみ　SDRの価値は，
ドル，ユーロ，人

じん

民
みん

元
げん

，円，ポン
ドの五つの通貨の為替レートに連
動して決まる。
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ウッズ協定にもとづき，ドルは「金
きん

1オンス（約31g）＝35ドル」
の比率で金との交換を保証され（金・ドル本位制），ほかの国々の
通貨とドルとの交換比率は一定の率に固定化された（固定為替相

そう

場
ば

制）。各国の通貨当局に為替レートの維
い

持
じ

（上下1％の変動は容
認される）を義務づけ，経常収支

➡p.209
が一時的に赤字の国に対しては，

加盟国の拠
きょ

出
しゅつ

した出資金から，一時的な融
ゆう

資
し

（引き出し）が行われ
ることなどが決められた。こうして確立された体制を，ブレトン・
ウッズ体制という。

国際通貨体制
の変容

戦後の混乱した国際経済のなかにあってアメ
リカは飛び抜けた経済力をもち，国際流動性

（国際的通用力をもつ決
けっ

済
さい

資金）が不足するなかで，ドルは金
きん

より
も強いとさえいわれた。このような経済力とドルの圧倒的優位が，
ドルを基

き

軸
じく

通
key currency

貨とする国際通貨体制を生み出した。アメリカは
IMF‒GATT体制の下で自由貿易を推進するとともに，IMFと同
様にブレトン・ウッズ協定により設立された国際復興開発銀行
（I

International Bank for Reconstruction and Development，1946年業務開始
BRD，世界銀行）などにより，戦後の経済復興を図った。
　しかし，西側諸国への経済援助や軍事援助，ベ

1960〜75年
トナム戦争など

による軍事支出を通じて，ドルが世界中に散
さん

布
ぷ

されると，アメリ
カの対外債

さい

務
む

は金準備（ドルとの交換に応じるために準備してい
る金）を上

うわ

回
まわ

るようになった。その結果，ドルへの信用不安が高
まり，大量の金が国外に流出してドル危機とよばれる事態が発生
した。アメリカはドル防衛策を講

こう

じたが，ついに1971年8月，
ニ
R.M.Nixon（在職1969〜74）
クソン大統領は新経済政策を発表し，金・ドル交換を停止した

（ドル・ショック，ニクソン・ショック）。1971年12月，スミソ
ニアン協定によって新レートでの固定為替相場制の再建が図られ
たが，ドル危機がその後も続いたため，1973年には，主要国は
変動為替相場制

➡p.208
に移行し始めた。

　このような変動為替相場制への移行を受けて，1976年にIMF
協定の第二次改正案についての合意が成立した（キ

1978年発効
ングストン合

意）。そこでは，変動為替相場制への移行を追
つい

認
にん

すること，金の
かわりにS

Special Drawing Rights
DR（特別引き出し権）を基礎にすること，金の公定価

格を廃止すること，などが取り決められた。

プラザ合意と
政策協調

1981年にアメリカ大統領に就任したレ
R.Reagan（在職1981〜89）

ーガ
ンは，アメリカの経済力と軍事力の強化を図

❼

❽

❾

₂

�

₅

� ₃

�

❼ IMFによる融資　融資対象国には，
財政収支改善などの条件（コン
ディショナリティ）が課せられる。

❽対外債務　外国から借りている債
務。外国がもつドルはアメリカの
対外債務となる。
❾ドル危機　アメリカは，ドル危機
を回
かい

避
ひ

しようとすればドルの流通
量を制限せざるをえないが，そう
すれば他国で必要とするドルが不
足する，「国際流動性のジレンマ」
とよばれる状

じょう

況
きょう

におちいった。
��スミソニアン協定　ワシントン
D.C.のスミソニアン博物館で開か
れた10か国財務相会議での協定。
ドルの価値を「金1オンス＝35ド
ル」から「38ドル」に切り下げて為
替レートの調整を図った。これに
ともない，円は「1ドル＝360円」
から「308円」に切り上げられた。
� �SDR　IMFの準備資産の一つで，
1969年に金やドルを補完するも
のとして創設された。加盟国は
IMFへの出資額に応じてSDRの
配分を受け，経常収支が赤字に
なったときに，SDRを対価にし
て外貨準備が豊富な国から一定
限度内でドルなどの外貨を受け
取ることができる。

ろうとした。しかし，軍事支出の激増と減税により財政赤字は拡
大した。また，折から石油危機

➡p.121
後のインフレを抑えるべく通貨

➡p.109
量

を抑えてきたことで金利が上昇し，高金利がドルの需
じゅ

要
よう

をよんで
ドル高となり，輸出が不

ふ

振
しん

となった。こうして1980年代のアメ
リカは，財政赤字と経常収支の赤字が同時に拡大する「双

ふた

子
ご

の赤

字」に悩まされ，アメリカ国内では保護主義が台
たい

頭
とう

し始めた。
　保護主義の傾向に危機を感じた先進諸国は，1985年に先進5
か国財務相・中央銀行総裁会議（G5

Group of Five
）を開き，外国為替市

し

場
じょう

に
➡p.208

協
調介入してドル高是

ぜ

正
せい

を行うことで合意した（プ
1985年
ラザ合意）。この

合意にもとづいて各国がドル売りの市場介入（公的介
➡p.208
入）を行った

結果，円やマルク（当時の西ドイツの通貨）に対するドルの為替
レートは急速に下落し始めた。1980年代後半以降，G5やG

Group of Seven
7，

それにサミット（主要国首脳会議）などの場を通して，各国の金利
を調整したり，為替レートの安定を図ったりするな
ど，政策協調がめざされている。
　2000年代以降，中国などの新興国が台頭し

➡p.219
，国

際経済問題は主要国だけでは解決できなくなってき
た。そこで，2008年の世界金融危機

➡p.221
を契

けい

機
き

に，サミッ
トに参加していたG8に新興経済諸国が加わった主
要20か国・地域首脳会合（G20

Group of Twenty
）が国際経済の枠

わく

組
ぐ

みを議論する場として重視されるようになった。

�

�

₄

��レーガン　「小さな政府」を主張し
た彼の新自由主義的な政策はレー
ガノミクスとよばれた（➡p.88）。

� �G7　1985年に行われた日本，ア
メリカ，西ドイツ（当時），イギ
リス，フランスの財務相・中央
銀行総裁が参加した会議（G5）に，
翌年以降，カナダとイタリアを
加えG7となった。

��サミット　1975年にフランスの
ランブイエで開催された先進6か
国による首脳会議が第1回。以後
年1回開催され，その後カナダ，
EU首脳（参加当時はEC委員会），
ロシア連邦が参加するようになり，
G8サミットとよばれるように
なった。なお，2014年以降，ウ
クライナ紛争（➡p.188）をめぐっ
てロシア連邦が参加停止になり，
G7サミットとなっている。

日本
アメリカ
イギリス
ドイツ
フランス

アルゼンチン
オーストラリア
インドネシア
トルコ
サウジアラビア

メキシコ
韓国

イタリア
カナダ
（＋EU）

G20

BRICS

G8

G7

ロシア連邦

ブリックス

中国
ブラジル

インド
南アフリカ

₄G20の構成国・地域

₂ドル・ショック　ドル防衛策を
発表するニクソン大統領（1971年）。

①出資額に応じて
　SDRを配分

②SDRを渡す

③ドルなどを
　渡す

外貨豊富

加盟国
A

加盟国
B

外貨不足

国際通貨基金
（IMF）

₅円の対ドルレートの推移（日本銀行資料） 　 1995年4月には一時1ドル79円75銭まで円高が進んだが，これはド
ル・ショック前に比べて，円に対するドルの価値がどれくらい下落したことになるだろうか。

₃SDRのしくみ　SDRの価値は，
ドル，ユーロ，人

じん

民
みん

元
げん

，円，ポン
ドの五つの通貨の為替レートに連
動して決まる。

300
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／
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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　貿易が自由化されることで，消費者や生産者に多
様な恩

おん

恵
けい

がもたらされる。消費者は，国内外の産地
を問わず，よりよい品物をより安く買うことができ
る。国内の生産者も，海外の生産者との競争に直面
するが，互いに切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することで，生産技術を向
上させたり，品質を改善させたりすることができ，
産業の活性化を図ることができる。
　いっぽう，貿易自由化にともない，海外の生産者
によって国内の生産者の市場が奪われてしまうと，
その国では雇

こ

用
よう

が失われたり，所得が減ったりして，
一時的に経済的な打

だ

撃
げき

を受ける恐れがある。そこで，
打撃を受ける恐れのある生産者や生産者団体は，貿
易自由化に反対することがある。
　今日，貿易自由化の進め方には，大

たい

別
べつ

して二つの
方法が用いられている。一つには，WTOでの協議
を通じて，全加盟国で共通してさまざまな品目や
サービスなどを対象として関税の撤廃をめざす進め
方である。この方法では，国際交渉が妥

だ

結
けつ

すれば多

くの国との間で多数の品目の関税撤廃が実現する半
面，国内で関税撤廃への反対が強いと合意できず，
関税撤廃の実現までに長い時間がかかることがある。
これに対して，特定の国との間で，一部の品目に限
定して関税撤廃を行うFTA・EPAを結ぶ進め方もある。
この方法では，反対が強い品目の関税撤廃を避ける
ことで，早期に合意を得やすい半面，反対が強い品
目の関税がいつまでも撤廃されないことになる。

貿易自由化はどうあるべきか

南北問題
IMF‒GATT

➡p.211
体制は先進国を中心とする国際

経済秩
ちつ

序
じょ

であり，この秩序の下
もと

で自由貿易の
恩
おん

恵
けい

に浴
よく

したのは主
しゅ

として先進国（北側諸国）であった。それに対
して，かつての植民地支配の影響から，農産物や鉱産物などの一
次産

さん

品
ぴん

に特化したモ
monoculture
ノカルチャー経済を余

よ

儀
ぎ

なくされている発展
途上国（南側諸国）は，交易条件（輸出財と輸入財の交換比率）の悪
化によって，経済状態がむしろ悪化し，先進国との経済格差はさ
らに広がった（南北問題）。
　1961年に国連は「国連開発の10年」を採択して南北間格差の是

ぜ

正
せい

に乗り出し，O
Organization for Economic Cooperation and Development
ECD（経済協力開発機構）もまた同年，D

ダ ッ ク

AC（開
発
Development Assistance Committee
援助委員会）を組織して発展途上国の援助に踏み出した。DAC

は，O
Official Development Assistance
DA（政府開発援助

➡p.202
）が満たすべき要件を定めるなど，途上

国の経済発展と福祉向上のための援助を促
そく

進
しん

しようとした。1962
年には国連総会で国

United Nations Conference on Trade and Development
連貿易開発会議（U

ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）の開催が決定さ
れ，1964年にジュネーブで第1回会議が開かれた。このとき，
UNCTADの初代事務局長プ

R.Prebisch（1901～86）
レビッシュは「プレビッシュ報告」の

なかで，発展途上国の立場からGATTの自由貿易制度への不満
を表明し，先進国の途上国に対する経済援助，一次産品価格安定
化のための商品協定，軽工業製品への一般特恵関税，国際収支を
改善するための融

ゆう

資
し

，開発金融などを要求した。
　発展途上国の先進国に対する格差是正の要求は，
自国に存在する資源を自国で管理・開発しようとい
う資源ナショナリズムの動きにあと押しされて，し
だいに勢いを増した。1

Organization of Petroleum Exporting Countries，1960年設立
973年のO

オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国
機構）による石油価格の大幅な引き上げ

➡p.121
は，格差是

正の一つの試みであった。1974年の国連資源特別
総会で，発展途上国の発言力の増大を背景に，国際
経済における発展途上国の平等な参加を要求する新
国
New International Economic Order
際経済秩序（N

ニ エ オ

IEO）樹
じゅ

立
りつ

宣言が採択された。

₁

❶

❷

❸

❹

❶ �OECD　マーシャル・プラン（➡
p.182）の受け入れ機関である
OEEC（欧州経済協力機構）が1961
年に改組されて設立された，先
進国間の経済協力機構。

❷ �ODA　ODAの満たすべき要件と
は，①政府または政府の実施機
関によって供

きょう

与
よ

される，②発展
途上国の経済発展と福祉の向上
を主目的とする，③グラント・
エレメント（援助が贈

ぞう

与
よ

にどれだ
け近いかを示す指標で，贈与の場
合は100％，借

しゃっ

款
かん

は貸しつけ金利
や返

へん

済
さい

期間などの条件が厳しいほ
ど数値が小さくなる）を25％以上
にする，の三つ。なお，2019～
20年のODAのグラント・エレメ
ントは，DAC諸国平均で92.1%，
日本は81.0％となっている。

❸�経済援助　DAC諸国は，1970年代
にGNIの0.7％をODA（政府開発
援助）の支出目標とすることを決
定した。なお，2020年のODAの対
GNI比は，DAC諸国平均で0.33％，
日本は0.31％となっている。

❹一般特恵関税　特定国への関税の
免
めん

除
じょ

や特別に低い関税率の適用を
行う，税制上の優遇措

そ

置
ち

。

その一方で，2018年に調印・発効したTPP11協定
➡p.192
のように，よ

り広範囲にわたる国々が協定を結んで連携を強めようとする動き
があるほか，「ASEAN＋3（日本・韓国・中国）」を含む15か国によっ
て地
Regional Comprehensive Economic Partnership, 2020年調印
域的な包

ほう

括
かつ

的経済連携（R
アールセップ

CEP）
➡p.192
協定が2022年に発効した。

このような二国間・多国間のFTAやEPAは，WTOの規定に反
するものではないが，多用するとWTOを内部から侵

しん

食
しょく

しかね
ない。

⓳

��

⓳TPP11協定　2016年にアメリカ
を含む12か国が環太平洋経済連
携（TPP）協定に調印したが，2017
年にアメリカが離脱を表明した。
2018年に，残る11か国はTPP11
協定（包

ほう

括
かつ

的及
およ

び先進的な環太平
洋パートナーシップ協定，CPTPP）
に調印し，同年発効した。

■�日本のFTA・EPAの現状

■�おもな国の貿易額
に占めるFTA・EPA
締結国の割合（ジェ
トロ資料）

₁南北間の格差（世界銀行資料）　 格差の背景に
はどのような歴史的経緯があるだろうか。

▶国際社会は南北問題の解消にどのように取り組んできただろうか。
▶新興経済諸国とはどのような国々だろうか。
▶中国の台

たい

頭
とう

によって世界経済にはどのような変化が起こっているだろうか。

発展途上国の経済3

①日本の米のように，国内需要を国内生産で十分
にまかなえる品目について，貿易自由化を進めるとど
のようなメリットがあるか，比較生産費説（➡p.207）を
踏まえて考えてみよう。
②貿易自由化を進める場合，生産者などが受ける打撃
をどうしたら軽減できるか，話し合ってみよう。    
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＊アラブ首長国連邦，オマーン，カタール，クウェート， 
  サウジアラビア，バーレーンの6か国による地域協力機構
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　貿易が自由化されることで，消費者や生産者に多
様な恩

おん

恵
けい

がもたらされる。消費者は，国内外の産地
を問わず，よりよい品物をより安く買うことができ
る。国内の生産者も，海外の生産者との競争に直面
するが，互いに切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することで，生産技術を向
上させたり，品質を改善させたりすることができ，
産業の活性化を図ることができる。
　いっぽう，貿易自由化にともない，海外の生産者
によって国内の生産者の市場が奪われてしまうと，
その国では雇

こ

用
よう

が失われたり，所得が減ったりして，
一時的に経済的な打

だ

撃
げき

を受ける恐れがある。そこで，
打撃を受ける恐れのある生産者や生産者団体は，貿
易自由化に反対することがある。
　今日，貿易自由化の進め方には，大

たい

別
べつ

して二つの
方法が用いられている。一つには，WTOでの協議
を通じて，全加盟国で共通してさまざまな品目や
サービスなどを対象として関税の撤廃をめざす進め
方である。この方法では，国際交渉が妥

だ

結
けつ

すれば多

くの国との間で多数の品目の関税撤廃が実現する半
面，国内で関税撤廃への反対が強いと合意できず，
関税撤廃の実現までに長い時間がかかることがある。
これに対して，特定の国との間で，一部の品目に限
定して関税撤廃を行うFTA・EPAを結ぶ進め方もある。
この方法では，反対が強い品目の関税撤廃を避ける
ことで，早期に合意を得やすい半面，反対が強い品
目の関税がいつまでも撤廃されないことになる。

貿易自由化はどうあるべきか

南北問題
IMF‒GATT

➡p.211
体制は先進国を中心とする国際

経済秩
ちつ

序
じょ

であり，この秩序の下
もと

で自由貿易の
恩
おん

恵
けい

に浴
よく

したのは主
しゅ

として先進国（北側諸国）であった。それに対
して，かつての植民地支配の影響から，農産物や鉱産物などの一
次産

さん

品
ぴん

に特化したモ
monoculture
ノカルチャー経済を余

よ

儀
ぎ

なくされている発展
途上国（南側諸国）は，交易条件（輸出財と輸入財の交換比率）の悪
化によって，経済状態がむしろ悪化し，先進国との経済格差はさ
らに広がった（南北問題）。
　1961年に国連は「国連開発の10年」を採択して南北間格差の是

ぜ

正
せい

に乗り出し，O
Organization for Economic Cooperation and Development
ECD（経済協力開発機構）もまた同年，D

ダ ッ ク

AC（開
発
Development Assistance Committee
援助委員会）を組織して発展途上国の援助に踏み出した。DAC

は，O
Official Development Assistance
DA（政府開発援助

➡p.202
）が満たすべき要件を定めるなど，途上

国の経済発展と福祉向上のための援助を促
そく

進
しん

しようとした。1962
年には国連総会で国

United Nations Conference on Trade and Development
連貿易開発会議（U

ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）の開催が決定さ
れ，1964年にジュネーブで第1回会議が開かれた。このとき，
UNCTADの初代事務局長プ

R.Prebisch（1901〜86）
レビッシュは「プレビッシュ報告」の

なかで，発展途上国の立場からGATTの自由貿易制度への不満
を表明し，先進国の途上国に対する経済援助，一次産品価格安定
化のための商品協定，軽工業製品への一般特恵関税，国際収支を
改善するための融

ゆう

資
し

，開発金融などを要求した。
　発展途上国の先進国に対する格差是正の要求は，
自国に存在する資源を自国で管理・開発しようとい
う資源ナショナリズムの動きにあと押しされて，し
だいに勢いを増した。1

Organization of Petroleum Exporting Countries，1960年設立
973年のO

オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国
機構）による石油価格の大幅な引き上げ

➡p.121
は，格差是

正の一つの試みであった。1974年の国連資源特別
総会で，発展途上国の発言力の増大を背景に，国際
経済における発展途上国の平等な参加を要求する新
国
New International Economic Order
際経済秩序（N

ニ エ オ

IEO）樹
じゅ

立
りつ

宣言が採択された。

₁

❶

❷

❸

❹

❶ �OECD　マーシャル・プラン（➡
p.182）の受け入れ機関である
OEEC（欧州経済協力機構）が1961
年に改組されて設立された，先
進国間の経済協力機構。

❷ �ODA　ODAの満たすべき要件と
は，①政府または政府の実施機
関によって供

きょう

与
よ

される，②発展
途上国の経済発展と福祉の向上
を主目的とする，③グラント・
エレメント（援助が贈

ぞう

与
よ

にどれだ
け近いかを示す指標で，贈与の場
合は100％，借

しゃっ

款
かん

は貸しつけ金利
や返

へん

済
さい

期間などの条件が厳しいほ
ど数値が小さくなる）を25％以上
にする，の三つ。なお，2019〜
20年のODAのグラント・エレメ
ントは，DAC諸国平均で92.1%，
日本は81.0％となっている。

❸�経済援助　DAC諸国は，1970年代
にGNIの0.7％をODA（政府開発
援助）の支出目標とすることを決
定した。なお，2020年のODAの対
GNI比は，DAC諸国平均で0.33％，
日本は0.31％となっている。
❹一般特恵関税　特定国への関税の
免
めん

除
じょ

や特別に低い関税率の適用を
行う，税制上の優遇措

そ

置
ち

。

その一方で，2018年に調印・発効したTPP11協定
➡p.192
のように，よ

り広範囲にわたる国々が協定を結んで連携を強めようとする動き
があるほか，「ASEAN＋3（日本・韓国・中国）」を含む15か国によっ
て地

Regional Comprehensive Economic Partnership, 2020年調印
域的な包

ほう

括
かつ

的経済連携（R
アールセップ

CEP）
➡p.192
協定が2022年に発効した。

このような二国間・多国間のFTAやEPAは，WTOの規定に反
するものではないが，多用するとWTOを内部から侵

しん

食
しょく

しかね
ない。

�

��

�TPP11協定　2016年にアメリカ
を含む12か国が環太平洋経済連
携（TPP）協定に調印したが，2017
年にアメリカが離脱を表明した。
2018年に，残る11か国はTPP11
協定（包

ほう

括
かつ

的及
およ

び先進的な環太平
洋パートナーシップ協定，CPTPP）
に調印し，同年発効した。その後，
2023年にイギリスが加盟し，12
か国での協定となった。

■�日本のFTA・EPAの現状

■�おもな国の貿易額
に占めるFTA・EPA
締結国の割合（ジェ
トロ資料）

₁南北間の格差（世界銀行資料）　 格差の背景に
はどのような歴史的経緯があるだろうか。

▶国際社会は南北問題の解消にどのように取り組んできただろうか。
▶新興経済諸国とはどのような国々だろうか。
▶中国の台

たい

頭
とう

によって世界経済にはどのような変化が起こっているだろうか。

発展途上国の経済3

①日本の米のように，国内需要を国内生産で十分
にまかなえる品目について，貿易自由化を進めるとど
のようなメリットがあるか，比較生産費説（➡p.207）を
踏まえて考えてみよう。
②貿易自由化を進める場合，生産者などが受ける打撃
をどうしたら軽減できるか，話し合ってみよう。    
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＊アラブ首長国連邦，オマーン，カタール，クウェート， 
   サウジアラビア，バーレーンの6か国による地域協力機構

交渉中

［2023年9月現在］

発効済み

15.9
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1億
3454万㎢

低
所
得
国

高所得国

人口
78億
3660万人

GNI
94.6兆ドル

輸出総額
22.4兆ドル

［2021年］ ＊2018年
※低・中・高所得国の区分は世界銀行による（前見返しの地図を参照）
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　貿易が自由化されることで，消費者や生産者に多
様な恩

おん

恵
けい

がもたらされる。消費者は，国内外の産地
を問わず，よりよい品物をより安く買うことができ
る。国内の生産者も，海外の生産者との競争に直面
するが，互いに切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することで，生産技術を向
上させたり，品質を改善させたりすることができ，
産業の活性化を図ることができる。
　いっぽう，貿易自由化にともない，海外の生産者
によって国内の生産者の市場が奪われてしまうと，
その国では雇

こ

用
よう

が失われたり，所得が減ったりして，
一時的に経済的な打

だ

撃
げき

を受ける恐れがある。そこで，
打撃を受ける恐れのある生産者や生産者団体は，貿
易自由化に反対することがある。
　今日，貿易自由化の進め方には，大

たい

別
べつ

して二つの
方法が用いられている。一つには，WTOでの協議
を通じて，全加盟国で共通してさまざまな品目や
サービスなどを対象として関税の撤廃をめざす進め
方である。この方法では，国際交渉が妥

だ

結
けつ

すれば多

くの国との間で多数の品目の関税撤廃が実現する半
面，国内で関税撤廃への反対が強いと合意できず，
関税撤廃の実現までに長い時間がかかることがある。
これに対して，特定の国との間で，一部の品目に限
定して関税撤廃を行うFTA・EPAを結ぶ進め方もある。
この方法では，反対が強い品目の関税撤廃を避ける
ことで，早期に合意を得やすい半面，反対が強い品
目の関税がいつまでも撤廃されないことになる。

貿易自由化はどうあるべきか

南北問題
IMF‒GATT

➡p.211
体制は先進国を中心とする国際

経済秩
ちつ

序
じょ

であり，この秩序の下
もと

で自由貿易の
恩
おん

恵
けい

に浴
よく

したのは主
しゅ

として先進国（北側諸国）であった。それに対
して，かつての植民地支配の影響から，農産物や鉱産物などの一
次産

さん

品
ぴん

に特化したモ
monoculture
ノカルチャー経済を余

よ

儀
ぎ

なくされている発展
途上国（南側諸国）は，交易条件（輸出財と輸入財の交換比率）の悪
化によって，経済状態がむしろ悪化し，先進国との経済格差はさ
らに広がった（南北問題）。
　1961年に国連は「国連開発の10年」を採択して南北間格差の是

ぜ

正
せい

に乗り出し，O
Organization for Economic Cooperation and Development
ECD（経済協力開発機構）もまた同年，D

ダ ッ ク

AC（開
発
Development Assistance Committee
援助委員会）を組織して発展途上国の援助に踏み出した。DAC

は，O
Official Development Assistance
DA（政府開発援助

➡p.202
）が満たすべき要件を定めるなど，途上

国の経済発展と福祉向上のための援助を促
そく

進
しん

しようとした。1962
年には国連総会で国

United Nations Conference on Trade and Development
連貿易開発会議（U

ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）の開催が決定さ
れ，1964年にジュネーブで第1回会議が開かれた。このとき，
UNCTADの初代事務局長プ

R.Prebisch（1901～86）
レビッシュは「プレビッシュ報告」の

なかで，発展途上国の立場からGATTの自由貿易制度への不満
を表明し，先進国の途上国に対する経済援助，一次産品価格安定
化のための商品協定，軽工業製品への一般特恵関税，国際収支を
改善するための融

ゆう

資
し

，開発金融などを要求した。
　発展途上国の先進国に対する格差是正の要求は，
自国に存在する資源を自国で管理・開発しようとい
う資源ナショナリズムの動きにあと押しされて，し
だいに勢いを増した。1

Organization of Petroleum Exporting Countries，1960年設立
973年のO

オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国
機構）による石油価格の大幅な引き上げ

➡p.121
は，格差是

正の一つの試みであった。1974年の国連資源特別
総会で，発展途上国の発言力の増大を背景に，国際
経済における発展途上国の平等な参加を要求する新
国
New International Economic Order
際経済秩序（N

ニ エ オ

IEO）樹
じゅ

立
りつ

宣言が採択された。

₁

❶

❷

❸

❹

❶ �OECD　マーシャル・プラン（➡
p.182）の受け入れ機関である
OEEC（欧州経済協力機構）が1961
年に改組されて設立された，先
進国間の経済協力機構。

❷ �ODA　ODAの満たすべき要件と
は，①政府または政府の実施機
関によって供

きょう

与
よ

される，②発展
途上国の経済発展と福祉の向上
を主目的とする，③グラント・
エレメント（援助が贈

ぞう

与
よ

にどれだ
け近いかを示す指標で，贈与の場
合は100％，借

しゃっ

款
かん

は貸しつけ金利
や返

へん

済
さい

期間などの条件が厳しいほ
ど数値が小さくなる）を25％以上
にする，の三つ。なお，2019～
20年のODAのグラント・エレメ
ントは，DAC諸国平均で92.1%，
日本は81.0％となっている。

❸�経済援助　DAC諸国は，1970年代
にGNIの0.7％をODA（政府開発
援助）の支出目標とすることを決
定した。なお，2020年のODAの対
GNI比は，DAC諸国平均で0.33％，
日本は0.31％となっている。

❹一般特恵関税　特定国への関税の
免
めん

除
じょ

や特別に低い関税率の適用を
行う，税制上の優遇措

そ

置
ち

。

その一方で，2018年に調印・発効したTPP11協定
➡p.192
のように，よ

り広範囲にわたる国々が協定を結んで連携を強めようとする動き
があるほか，「ASEAN＋3（日本・韓国・中国）」を含む15か国によっ
て地
Regional Comprehensive Economic Partnership, 2020年調印
域的な包

ほう

括
かつ

的経済連携（R
アールセップ

CEP）
➡p.192
協定が2022年に発効した。

このような二国間・多国間のFTAやEPAは，WTOの規定に反
するものではないが，多用するとWTOを内部から侵

しん

食
しょく

しかね
ない。

⓳

��

⓳TPP11協定　2016年にアメリカ
を含む12か国が環太平洋経済連
携（TPP）協定に調印したが，2017
年にアメリカが離脱を表明した。
2018年に，残る11か国はTPP11
協定（包

ほう

括
かつ

的及
およ

び先進的な環太平
洋パートナーシップ協定，CPTPP）
に調印し，同年発効した。

■�日本のFTA・EPAの現状

■�おもな国の貿易額
に占めるFTA・EPA
締結国の割合（ジェ
トロ資料）

₁南北間の格差（世界銀行資料）　 格差の背景に
はどのような歴史的経緯があるだろうか。

▶国際社会は南北問題の解消にどのように取り組んできただろうか。
▶新興経済諸国とはどのような国々だろうか。
▶中国の台

たい

頭
とう

によって世界経済にはどのような変化が起こっているだろうか。

発展途上国の経済3

①日本の米のように，国内需要を国内生産で十分
にまかなえる品目について，貿易自由化を進めるとど
のようなメリットがあるか，比較生産費説（➡p.207）を
踏まえて考えてみよう。
②貿易自由化を進める場合，生産者などが受ける打撃
をどうしたら軽減できるか，話し合ってみよう。    
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＊アラブ首長国連邦，オマーン，カタール，クウェート， 
  サウジアラビア，バーレーンの6か国による地域協力機構

交渉中

［2022年9月現在］

発効済み

15.9

面積*
1億
3454万㎢

低
所
得
国

高所得国

人口
78億
3660万人

GNI
94.6兆ドル

輸出総額
22.4兆ドル

［2021年］ ＊2018年
※低・中・高所得国の区分は世界銀行による（前見返しの地図を参照）

12.0
% 19.2 40.8 28.0

32.043.19.0
%

8.9 27.5 63.1

64.527.67.5

0.4%

0.5%

中所得国
下位 上位

［2021年］

73.7

EU(域内 +域外）

日本

36.1%

メキシコ

79.2

中国

35.7

76.2

オーストラリア

アメリカ

38.2

シンガポール

92.1

タイ

66.7

5

10

15

20

25

5

216 第�2�章 現代の国際経済 2171�節 国民経済と国際経済

2編3章 p.242〜243

　貿易が自由化されることで，消費者や生産者に多
様な恩

おん

恵
けい

がもたらされる。消費者は，国内外の産地
を問わず，よりよい品物をより安く買うことができ
る。国内の生産者も，海外の生産者との競争に直面
するが，互いに切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することで，生産技術を向
上させたり，品質を改善させたりすることができ，
産業の活性化を図ることができる。
　いっぽう，貿易自由化にともない，海外の生産者
によって国内の生産者の市場が奪われてしまうと，
その国では雇

こ

用
よう

が失われたり，所得が減ったりして，
一時的に経済的な打

だ

撃
げき

を受ける恐れがある。そこで，
打撃を受ける恐れのある生産者や生産者団体は，貿
易自由化に反対することがある。
　今日，貿易自由化の進め方には，大

たい

別
べつ

して二つの
方法が用いられている。一つには，WTOでの協議
を通じて，全加盟国で共通してさまざまな品目や
サービスなどを対象として関税の撤廃をめざす進め
方である。この方法では，国際交渉が妥

だ

結
けつ

すれば多

くの国との間で多数の品目の関税撤廃が実現する半
面，国内で関税撤廃への反対が強いと合意できず，
関税撤廃の実現までに長い時間がかかることがある。
これに対して，特定の国との間で，一部の品目に限
定して関税撤廃を行うFTA・EPAを結ぶ進め方もある。
この方法では，反対が強い品目の関税撤廃を避ける
ことで，早期に合意を得やすい半面，反対が強い品
目の関税がいつまでも撤廃されないことになる。

貿易自由化はどうあるべきか

南北問題
IMF‒GATT

➡p.211
体制は先進国を中心とする国際

経済秩
ちつ

序
じょ

であり，この秩序の下
もと

で自由貿易の
恩
おん

恵
けい

に浴
よく

したのは主
しゅ

として先進国（北側諸国）であった。それに対
して，かつての植民地支配の影響から，農産物や鉱産物などの一
次産

さん

品
ぴん

に特化したモ
monoculture
ノカルチャー経済を余

よ

儀
ぎ

なくされている発展
途上国（南側諸国）は，交易条件（輸出財と輸入財の交換比率）の悪
化によって，経済状態がむしろ悪化し，先進国との経済格差はさ
らに広がった（南北問題）。
　1961年に国連は「国連開発の10年」を採択して南北間格差の是

ぜ

正
せい

に乗り出し，O
Organization for Economic Cooperation and Development
ECD（経済協力開発機構）もまた同年，D

ダ ッ ク

AC（開
発
Development Assistance Committee
援助委員会）を組織して発展途上国の援助に踏み出した。DAC

は，O
Official Development Assistance
DA（政府開発援助

➡p.202
）が満たすべき要件を定めるなど，途上

国の経済発展と福祉向上のための援助を促
そく

進
しん

しようとした。1962
年には国連総会で国

United Nations Conference on Trade and Development
連貿易開発会議（U

ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）の開催が決定さ
れ，1964年にジュネーブで第1回会議が開かれた。このとき，
UNCTADの初代事務局長プ

R.Prebisch（1901〜86）
レビッシュは「プレビッシュ報告」の

なかで，発展途上国の立場からGATTの自由貿易制度への不満
を表明し，先進国の途上国に対する経済援助，一次産品価格安定
化のための商品協定，軽工業製品への一般特恵関税，国際収支を
改善するための融

ゆう

資
し

，開発金融などを要求した。
　発展途上国の先進国に対する格差是正の要求は，
自国に存在する資源を自国で管理・開発しようとい
う資源ナショナリズムの動きにあと押しされて，し
だいに勢いを増した。1

Organization of Petroleum Exporting Countries，1960年設立
973年のO

オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国
機構）による石油価格の大幅な引き上げ

➡p.121
は，格差是

正の一つの試みであった。1974年の国連資源特別
総会で，発展途上国の発言力の増大を背景に，国際
経済における発展途上国の平等な参加を要求する新
国
New International Economic Order
際経済秩序（N

ニ エ オ

IEO）樹
じゅ

立
りつ

宣言が採択された。

₁

❶

❷

❸

❹

❶ �OECD　マーシャル・プラン（➡
p.182）の受け入れ機関である
OEEC（欧州経済協力機構）が1961
年に改組されて設立された，先
進国間の経済協力機構。

❷ �ODA　ODAの満たすべき要件と
は，①政府または政府の実施機
関によって供

きょう

与
よ

される，②発展
途上国の経済発展と福祉の向上
を主目的とする，③グラント・
エレメント（援助が贈

ぞう

与
よ

にどれだ
け近いかを示す指標で，贈与の場
合は100％，借

しゃっ

款
かん

は貸しつけ金利
や返

へん

済
さい

期間などの条件が厳しいほ
ど数値が小さくなる）を25％以上
にする，の三つ。なお，2019〜
20年のODAのグラント・エレメ
ントは，DAC諸国平均で92.1%，
日本は81.0％となっている。

❸�経済援助　DAC諸国は，1970年代
にGNIの0.7％をODA（政府開発
援助）の支出目標とすることを決
定した。なお，2020年のODAの対
GNI比は，DAC諸国平均で0.33％，
日本は0.31％となっている。
❹一般特恵関税　特定国への関税の
免
めん

除
じょ

や特別に低い関税率の適用を
行う，税制上の優遇措

そ

置
ち

。

その一方で，2018年に調印・発効したTPP11協定
➡p.192
のように，よ

り広範囲にわたる国々が協定を結んで連携を強めようとする動き
があるほか，「ASEAN＋3（日本・韓国・中国）」を含む15か国によっ
て地

Regional Comprehensive Economic Partnership, 2020年調印
域的な包

ほう

括
かつ

的経済連携（R
アールセップ

CEP）
➡p.192
協定が2022年に発効した。

このような二国間・多国間のFTAやEPAは，WTOの規定に反
するものではないが，多用するとWTOを内部から侵

しん

食
しょく

しかね
ない。

�

��

�TPP11協定　2016年にアメリカ
を含む12か国が環太平洋経済連
携（TPP）協定に調印したが，2017
年にアメリカが離脱を表明した。
2018年に，残る11か国はTPP11
協定（包

ほう

括
かつ

的及
およ

び先進的な環太平
洋パートナーシップ協定，CPTPP）
に調印し，同年発効した。その後，
2023年にイギリスが加盟し，12
か国での協定となった。

■�日本のFTA・EPAの現状

■�おもな国の貿易額
に占めるFTA・EPA
締結国の割合（ジェ
トロ資料）

₁南北間の格差（世界銀行資料）　 格差の背景に
はどのような歴史的経緯があるだろうか。

▶国際社会は南北問題の解消にどのように取り組んできただろうか。
▶新興経済諸国とはどのような国々だろうか。
▶中国の台

たい

頭
とう

によって世界経済にはどのような変化が起こっているだろうか。

発展途上国の経済3

①日本の米のように，国内需要を国内生産で十分
にまかなえる品目について，貿易自由化を進めるとど
のようなメリットがあるか，比較生産費説（➡p.207）を
踏まえて考えてみよう。
②貿易自由化を進める場合，生産者などが受ける打撃
をどうしたら軽減できるか，話し合ってみよう。    
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   サウジアラビア，バーレーンの6か国による地域協力機構

交渉中

［2023年9月現在］
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15.9
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国
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3660万人
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94.6兆ドル
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22.4兆ドル
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55 更新が適切な事実の

記載

56 変更が適切な体裁、

記載（よりわかりやすい

表現にするため）

57 218

図版 4

キャプ

ション

NIESの発展と
南南問題

経済発展の糸口をつかめないでいた発展途上
国のなかにも，1970年代に入ると，経済発

展の「助走」の段階から，やがて「離陸（テ
take-off

イクオフ）」を始めようと
する国々が出てきた。韓国，台

たい

湾
わん

，香
ホン

港
コン

，シンガポールなどのア
ジアの国・地域，あるいはアルゼンチン，ブラジル，メキシコな
どの中南米諸国がそうで，急ピッチで工業化を進めるこれらの国・
地域はN

ニ ー ズ

IES（新
Newly Industrializing Economies

興工業経済地域）とよばれた。
　それに対して，資源をもたない発展途上国は発展から取り残さ
れ，後

Least Developed Countries
発発展途上国（LDC）とよばれるようになった。発展途上

国の間の格差は1980年代に入ると表面化し，南北問題に対して
「南

なん

南
なん

問題」とよばれた。

新興経済諸国の
債務と急成長

経済成長の過程でアメリカなど諸外国の銀
行から多額の融資を受けていた新興国は，

石油危機
➡p.121
後の世界的な不

ふ

況
きょう

の下で債
さい

務
む

の返
へん

済
さい

に苦しみ，中南米
NIESを中心に，累

るい

積
せき

債務問題が表面化した。メキシコやブラジ
ルなどではデ

default
フォルト（債務不履行）が起こることもあり，リスケ

ジ
rescheduling
ューリング（債務返済繰り延べ）などにより解決が図られている。
　累積債務問題の打

だ

撃
げき

が大きかった中南米諸国とは対照的に，ア
ジアNIESは累積債務問題を乗り越え，1980年代には，多くの
国が「開発独裁

➡p.24
」ともよばれる政治体制の下で，高率の経済成長を

続けた。しかし，大量の投
とう

機
き

的資金が流入して経済をバブル
➡p.123
化さ

せ，その崩
ほう

壊
かい

を見越して資金が海外に逃
とう

避
ひ

し始めると，金融・通
貨不安が生じ，1997年のタイにおける通貨暴落を機に，その影

❺

₂

₃4

❻ �BRICS　2011年からは，ブラジ
ル，ロシア連邦，インド，中国の
4か国（BRICs）で開催していた首
脳会議に南アフリカ共和国が参
加することになり，5か国の頭文
字をとってBRICSになった。

響はアジアの各国に波
は

及
きゅう

した（アジア通貨危機）。
　それでも，新興国は着実に経済発展をとげ，エ

emerging markets
マージング・マー

ケット（新興市場）として世界経済の成長を牽
けん

引
いん

している。近年で
は特に，ブラジル，ロシア連邦，インド，中国，南アフリカ共和
国といったB

ブリックス

RICSとよばれる国々の成長が著しい。いずれも広
大な国土と豊かな人的・物的資源をもち，今後これらの国々が世
界経済に占める比重はますます高まっていくと予想され，先進国
を中心にした世界経済の勢力図が大きく変容しつつある。

中国の台頭
1978年に始まった中国の改革開放政策

➡p.88
は，

1989年の天
てん

安
あん

門
もん

事件
➡p.186
による一時的中断は

あったものの着実に進展し，沿岸部を中心に外国企業の進出が相
あい

次
つ

いだ。2000年代に入ると急速な経済発展をとげ，2010年に
はGDPで日本を追い越し，世界第二の経済大国になった。こう
して中国は「世界の工場」，そして「世界の市場」とまでよばれるよ
うになり，日本とも経済的相互依

い

存
そん

を深めている。
　国際的にも中国の存在感は高まっている。1980年にはIMF

➡p.211
加

盟が，2001年にはWTO
➡p.214

加盟が実現した。さらに日米の主導す
るア

Asian Development Bank, 1966年発足
ジア開発銀行（ADB）に対抗して2015年にアジアインフラ投

資
Asian Infrastructure Investment Bank
銀行（AIIB）を設立し，加盟国へインフラ整備などへの融資を

行っているが，大きな債務を負った加盟国に対して中国が過度の
影響力をもつことが懸

け

念
ねん

されている。こうした動きと並行して，
中国は，陸（一帯）海（一路）二つのシルクロード経済圏

けん

の構築に
よってヨーロッパとアジアの間の物流の活性化をめざすという一

いっ

帯
たい

一
いち

路
ろ

を提唱し，自国の影響力拡大をめざしている。こうしたな
かでも，中国と日本は経済面での関係が深化し，中国は日本にとっ
て最大の貿易相手国であり，かつ直接投資先となっている。

6

❻ 7

5

❺ �LDC　発展途上国のなかでも最
も経済発展の後れた国。国連の経
済社会理事会（➡p.179）によって，
3年ごとに認定基準が見直される。
2022年9月現在，46か国が該

がい

当
とう

する。

4アジア諸国の経済成長率の推移（国連資料）
） 1998年と2008年と2020年に経済成長率が急落して
いるのはなぜだろうか。
　　

₃ベトナムの工場（バクニン，
2019年）　社会主義体制をとるベ
トナムでは，1986年からドイモ
イ（刷新）政策が実施され，外国
資本の導入などが行われた。

₂おもな発展途上国の債務総額
とその対GNI比（世界銀行資料）

5世界の輸出総額に占めるおもな国の割合の推移（国連資料）　
 中国はいつから世界第一の輸出国になったのだろうか。　　　

7BRICSの世界経済に占める割
合（国連資料）
BRICS諸国が経済成長を続け

ているのはなぜだろうか。
　　　

節のまとめ

世界の人々のより豊かな生活を実現するためにはどうすればよいだろうか。貿易自由
化や国際的な経済格差の現状を踏まえて，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  貿易の拡大は各国の経済や国民生活にどのような影響を与えるだろうか。戦後から今
こん

日
にち

までの
日本経済を例にあげて考えてみよう。

•  国際経済における各国の政策協調や先進国による発展途上国に対する経済援助は，なぜ必要な
のだろうか。自国中心主義の主張に対する反論という形で，話し合って検討してみよう。

1

6 IT企業が集積するベンガルー
ル（インド，2017年）　外国企業
からソフトウェア開発などを受
注するオフショアリングなどに
より発展し，「インドのシリコン
バレー」ともよばれる。

1990 95 2000 05 10 15 20年

15
％

10

5

0

－5

－10

韓国韓国 インドインド

日本日本タイタイ

中国中国

中国
アメリカドイツ

日本

フランス

オランダ

韓国

0

2

4

6

8

10

12

14

16
%

15 20年100520009590851980

ブラジル 2.8%

ブラジル 1.7%

ブラジル1.1%

ロシア連邦 1.9

ロシア連邦 1.7

インド
18.1

インド3.1

ロシア連邦1.5
インド2.3

南アフリカ
0.8

南アフリカ
0.4

南アフリカ
0.4

中国
18.8

中国
17.3

中国
11.4

■人口
［2020年］

■GDP
［2020年］

■貿易額
［2020年］

中国

債務総額 対GNI比
［2020年］

ブラジル

インド

ロシア
連邦
メキシコ

トルコ

アル
ゼンチン
南アフリカ

12兆ドル 0 80％6040200

インド
ネシア

5

10

15

20

25

5

10

15

20

218 第�2�章 現代の国際経済 2191�節 国民経済と国際経済

NIESの発展と
南南問題

経済発展の糸口をつかめないでいた発展途上
国のなかにも，1970年代に入ると，経済発

展の「助走」の段階から，やがて「離陸（テ
take-off

イクオフ）」を始めようと
する国々が出てきた。韓国，台

たい

湾
わん

，香
ホン

港
コン

，シンガポールなどのア
ジアの国・地域，あるいはアルゼンチン，ブラジル，メキシコな
どの中南米諸国がそうで，急ピッチで工業化を進めるこれらの国・
地域はN

ニ ー ズ

IES（新
Newly Industrializing Economies

興工業経済地域）とよばれた。
　それに対して，資源をもたない発展途上国は発展から取り残さ
れ，後

Least Developed Countries
発発展途上国（LDC）とよばれるようになった。発展途上

国の間の格差は1980年代に入ると表面化し，南北問題に対して
「南

なん

南
なん

問題」とよばれた。

新興経済諸国の
債務と急成長

経済成長の過程でアメリカなど諸外国の銀
行から多額の融資を受けていた新興国は，

石油危機
➡p.121
後の世界的な不

ふ

況
きょう

の下で債
さい

務
む

の返
へん

済
さい

に苦しみ，中南米
NIESを中心に，累

るい

積
せき

債務問題が表面化した。メキシコやブラジ
ルなどではデ

default
フォルト（債務不履行）が起こることもあり，リスケ

ジ
rescheduling
ューリング（債務返済繰り延べ）などにより解決が図られている。
　累積債務問題の打

だ

撃
げき

が大きかった中南米諸国とは対照的に，ア
ジアNIESは累積債務問題を乗り越え，1980年代には，多くの
国が「開発独裁

➡p.24
」ともよばれる政治体制の下で，高率の経済成長を

続けた。しかし，大量の投
とう

機
き

的資金が流入して経済をバブル
➡p.123
化さ

せ，その崩
ほう

壊
かい

を見越して資金が海外に逃
とう

避
ひ

し始めると，金融・通
貨不安が生じ，1997年のタイにおける通貨暴落を機に，その影

❺

₂

₃₄

❻ �BRICS　2011年からは，ブラジ
ル，ロシア連邦，インド，中国の
4か国（BRICs）で開催していた首
脳会議に南アフリカ共和国が参
加することになり，5か国の頭文
字をとってBRICSになった。

響はアジアの各国に波
は

及
きゅう

した（アジア通貨危機）。
　それでも，新興国は着実に経済発展をとげ，エ

emerging markets
マージング・マー

ケット（新興市場）として世界経済の成長を牽
けん

引
いん

している。近年で
は特に，ブラジル，ロシア連邦，インド，中国，南アフリカ共和
国といったB

ブリックス

RICSとよばれる国々の成長が著しい。いずれも広
大な国土と豊かな人的・物的資源をもち，今後これらの国々が世
界経済に占める比重はますます高まっていくと予想され，先進国
を中心にした世界経済の勢力図が大きく変容しつつある。

中国の台頭
1978年に始まった中国の改革開放政策

➡p.88
は，

1989年の天
てん

安
あん

門
もん

事件
➡p.186
による一時的中断は

あったものの着実に進展し，沿岸部を中心に外国企業の進出が相
あい

次
つ

いだ。2000年代に入ると急速な経済発展をとげ，2010年に
はGDPで日本を追い越し，世界第二の経済大国になった。こう
して中国は「世界の工場」，そして「世界の市場」とまでよばれるよ
うになり，日本とも経済的相互依

い

存
そん

を深めている。
　国際的にも中国の存在感は高まっている。1980年にはIMF

➡p.211
加

盟が，2001年にはWTO
➡p.214

加盟が実現した。さらに日米の主導す
るア

Asian Development Bank, 1966年発足
ジア開発銀行（ADB）に対抗して2015年にアジアインフラ投

資
Asian Infrastructure Investment Bank
銀行（AIIB）を設立し，加盟国へインフラ整備などへの融資を

行っているが，大きな債務を負った加盟国に対して中国が過度の
影響力をもつことが懸

け

念
ねん

されている。こうした動きと並行して，
中国は，陸（一帯）海（一路）二つのシルクロード経済圏

けん

の構築に
よってヨーロッパとアジアの間の物流の活性化をめざすという一

いっ

帯
たい

一
いち

路
ろ

を提唱し，自国の影響力拡大をめざしている。こうしたな
かでも，中国と日本は経済面での関係が深化し，中国は日本にとっ
て最大の貿易相手国であり，かつ直接投資先となっている。

6

❻ 7

₅

❺ �LDC　発展途上国のなかでも最
も経済発展の後れた国。国連の経
済社会理事会（➡p.179）によって，
3年ごとに認定基準が見直される。
2022年9月現在，46か国が該

がい

当
とう

する。

₄アジア諸国の経済成長率の推移（国連資料）
） 1997～98年と2008～09年と2020年に経済成長率が
急落しているのはなぜだろうか。
　　

₃ベトナムの工場（バクニン，
2019年）　社会主義体制をとるベ
トナムでは，1986年からドイモ
イ（刷新）政策が実施され，外国
資本の導入などが行われた。

₂おもな発展途上国の債務総額
とその対GNI比（世界銀行資料）

₅世界の輸出総額に占めるおもな国の割合の推移（国連資料）　
 中国はいつから世界第一の輸出国になったのだろうか。　　　

7BRICSの世界経済に占める割
合（国連資料）

BRICS諸国が経済成長を続け
ているのはなぜだろうか。
　　　

節のまとめ

世界の人々のより豊かな生活を実現するためにはどうすればよいだろうか。貿易自由
化や国際的な経済格差の現状を踏まえて，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•��貿易の拡大は各国の経済や国民生活にどのような影響を与えるだろうか。戦後から今
こん

日
にち

までの
日本経済を例にあげて考えてみよう。
•��国際経済における各国の政策協調や先進国による発展途上国に対する経済援助は，なぜ必要な
のだろうか。自国中心主義の主張に対する反論という形で，話し合って検討してみよう。

1

6 IT企業が集積するベンガルー
ル（インド，2017年）　外国企業
からソフトウェア開発などを受
注するオフショアリングなどに
より発展し，「インドのシリコン
バレー」ともよばれる。
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変更が適切な体裁、記載

（着目する年次をより適

切にするため）

58 222 19

中国

日本
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危機
➡p.192
）。EUでは，金融政策

➡p.108
については欧州中央銀行（ECB

➡p.191
）によっ

て統一的に行われているが，財政政策
➡p.114
については各国の独自性が

あり統合されていない。それゆえ，ユーロ加盟国に財政上の格差
が存在し，全体での合意が難しい状

じょう

況
きょう

になっている。EUで発生
した金融不安は世界に波及する危険性をはらんでおり，さらなる
世界的な金融危機が懸

け

念
ねん

された。

自国中心主義
の台頭

各国の経済が多くの課題を突きつけられるな
かで，自国中心主義が拡がりつつある。アメ

リカのト
（在職2017～21）
ランプ大統領は「アメリカ・ファースト」を唱えて，保護

主義的政策や外交を行うことで，中国など諸外国との間で経済摩
ま

擦
さつ

を引き起こした
➡p.188
。一方の中国も，自国の利益を追求するなかで

アジア諸国との対立が表面化している。イギリスでは2016年の
国民投票の結果，EUから離脱することが決まり，2020年には
正式に離脱した（ブレグジット

➡p.192
）。近年では，各国で排

はい

外
がい

的な自国
中心主義を訴える極右ポピュリズム

➡p.19
勢力への支持が徐

じょ

々
じょ

に広がっ
ている。グローバル化のなかで世界の経済秩

ちつ

序
じょ

をどのようにして
維
い

持
じ

し，世界の経済発展につなげていくかが課題となっている。
　2020年の新型コロナウイルス感

かん

染
せん

症
しょう

の
➡p.232

世界的大流行（パンデ
ミック）は，世界経済に大きな影響を与えている。各国は，感染
拡大を防ぐために，国境を越えたヒトの移動を制限することにな
り，国際的な往来はかつてないほどに縮小した。また，感染拡大
の責任をめぐって，アメリカと中国の間での対立が深まった。

❽ ❾

5

❽ 国際金融のトリレンマ　国際金融
の政策では，①自由な資本移動，
②為

かわ せ

替レートの安定（固定為替相
場制），③独立した金融政策，の
三つを同時に達成することができ
ないとされ，「国際金融のトリレン
マ」とよばれる。ほとんどの先進
国は②をあきらめて①と③を享

きょう

受
じゅ

しているが，ユーロ圏
けん

内は③をあ
きらめて①と②を享受している。
❾ ユーロ加盟の条件　EUはユーロ
加盟に際して，財政赤字は単年度
で対GDP比3%以下であること，
政府債務残高は対GDP比60%以
下であること，といった財政や物
価，為替レート，長期金利に関す
る条件を課している。

グローバル化における経済発展と格差
　経済発展とグローバル化が進むなか，多くの国で
格差問題が顕

けん

在
ざい

化している。これまでの考え方では，
経済成長がある程度進むと人々の経済格差は縮小し
ていくはずであった。発展の初期には労働者の犠

ぎ

牲
せい

の上に資本家の富の蓄積が進むから，格差は拡大す
る。しかし経済成長が進むと教育が充実し，労働者
の技能も高度化するため，労働者の所得は上昇し，
その結果，格差は縮小に向かう。このような経済成
長と所得格差の逆U字型の関係は，発見者の名前を
とってクズネッツ曲線とよばれている。
　しかし1980年代以降，先進国の所得や富の格差
は著しく拡大している。また，100年，200年とい

う長期間をとって
みると，格差はむ
しろ拡大している
という説もある。
　所得への累

るい

進
しん

課
税や資産への課税
を強化することに
よって格差を是

ぜ

正
せい

する試みは重要である。しかし，国際間の資本移動
が容易になっているグローバル経済においては，一
国だけで課税を強化しても効果は薄く，税制につい
て国際間で協調することが重要である。

グローバル化と
そのガバナンス

グローバル化
➡p.220
とは，ヒト・モノ・カネ・情

報のみならず，汚
お

染
せん

・感
かん

染
せん

症
しょう

などさまざま
な現象が国境を越えて広がることである。それが進むにつれ，経
済・環境・貧

ひん

困
こん

・人権などの地球規模の課題（グ
global issue
ローバル・イシュー）

が発生し，さまざまなリスクが連動する時代となった。これらは
一国だけで対処できるものではなく，多くの国や主体が協力して
はじめて解決する問題であり，世界的な取り組みが必要となる。

地球環境問題
とは

もとより自然に働きかけて生きてきた人類は，
地球の環境・生態系を破

は

壊
かい

し，自らの生存の
基
き

盤
ばん

を脅
おびや

かすに至った。地球環境問題とは，発展や開発が引き起
こす自然の破壊や汚染，それがもたらす人体や生態系への悪影響
が世代を超えて地球規模に及

およ

ぶ事態をさす。
　家庭や工場，交通手段が排

はい

出
しゅつ

する二酸化炭素などは大気圏
けん

の気
温を上昇させる効果をもち（温室効果ガス），また二酸化炭素を吸
収して酸素を供給する熱帯林が減少することで，地球温暖化が引
き起こされる。その結果，海面や海水温の上昇，ひいては台風の
大型化やゲリラ豪

ごう

雨
う

（局地的大雨）などの異常気象などをもたらし
ている。また，窒

ちっ

素
そ

酸化物や硫
い

黄
おう

酸化物の排出は酸性雨のおもな
原因となっている。いっぽう，エアコンや冷蔵庫などに使用され
たフロンガスはオゾン層を破壊する。オゾン層は，太陽光線に含
まれる，生物にとって有害な紫

し

外
がい

線
せん

を吸収する性質をもつ。

4

➡p.241₃4

➡p.240₁₂

₁

₂

₃

▶地球環境問題とはどのような問題だろうか。
▶地球環境問題への対応をめぐって，国際社会にはどのような利害対立があるだろうか。
▶脱炭素社会の構築に向けて各国政府や私たちにはどのような取り組みができるだろうか。

地球環境問題2

4問題群としての地球環境問題（環境省資料）　　  地球環境問題にはどのようなものがあるだろうか。

₂酸性雨の影響で立ち枯れた森
林（ドイツ）

₁温暖化による海面上昇で水
すい

没
ぼつ

の
危機にあるツバル（フナフティ）

1979年10月
平均値

2021年10月
平均値

＊Duはオゾンの厚さを表す単位

520Du 0オゾン全量

多 少

ドブソン

₃南極上空のオゾンホールの推移
（気象庁資料）

■6クズネッツ曲線

経済成長（一人あたりGDP）

不
平
等
度

食料危機

災害増加
海面上昇

大気汚染

酸性雨
化学物質の
暴露・蓄積
紫外線量増加

農地劣化

森林減少

地球温暖化

都市交通問題
海洋汚染
越境汚染

オゾン層破壊

地下水枯渇

土壌劣化・
砂漠化
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経済成長

豊かさの変化

経
済
活
動
の
拡
大

フロン排出
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5アメリカの相手国別貿易収支
（IMF資料）　　  もしアメリカが
輸入制限措

そ

置
ち

をとると，世界経済
にはどのような影響があるだろう
か。p.206コラムを参考に考えよう。
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危機
➡p.192
）。EUでは，金融政策

➡p.108
については欧州中央銀行（ECB

➡p.191
）によっ

て統一的に行われているが，財政政策
➡p.114
については各国の独自性が

あり統合されていない。それゆえ，ユーロ加盟国に財政上の格差
が存在し，全体での合意が難しい状

じょう

況
きょう

になっている。EUで発生
した金融不安は世界に波及する危険性をはらんでおり，さらなる
世界的な金融危機が懸

け

念
ねん

された。

自国中心主義
の台頭

各国の経済が多くの課題を突きつけられるな
かで，自国中心主義が拡がりつつある。アメ

リカのト
（在職2017～21）
ランプ大統領は「アメリカ・ファースト」を唱えて，保護

主義的政策や外交を行うことで，中国など諸外国との間で経済摩
ま

擦
さつ

を引き起こした
➡p.188
。一方の中国も，自国の利益を追求するなかで

アジア諸国との対立が表面化している。イギリスでは2016年の
国民投票の結果，EUから離脱することが決まり，2020年には
正式に離脱した（ブレグジット

➡p.192
）。近年では，各国で排

はい

外
がい

的な自国
中心主義を訴える極右ポピュリズム

➡p.19
勢力への支持が徐

じょ

々
じょ

に広がっ
ている。グローバル化のなかで世界の経済秩

ちつ

序
じょ

をどのようにして
維
い

持
じ

し，世界の経済発展につなげていくかが課題となっている。
　2020年の新型コロナウイルス感

かん

染
せん

症
しょう

の
➡p.232

世界的大流行（パンデ
ミック）は，世界経済に大きな影響を与えた。各国は，感染拡大
を防ぐために，国境を越えたヒトの移動を制限することになり，
国際的な往来はかつてないほどに縮小した。また，感染拡大の責
任をめぐって，アメリカと中国の間での対立が深まった。

❽ ❾

5

❽�国際金融のトリレンマ　国際金融
の政策では，①自由な資本移動，
②為

かわ せ

替レートの安定（固定為替相
場制），③独立した金融政策，の
三つを同時に達成することができ
ないとされ，「国際金融のトリレン
マ」とよばれる。ほとんどの先進
国は②をあきらめて①と③を享

きょう

受
じゅ

しているが，ユーロ圏
けん

内は③をあ
きらめて①と②を享受している。
❾�ユーロ加盟の条件　EUはユーロ
加盟に際して，財政赤字は単年度
で対GDP比3%以下であること，
政府債務残高は対GDP比60%以
下であること，といった財政や物
価，為替レート，長期金利に関す
る条件を課している。

グローバル化における経済発展と格差
　経済発展とグローバル化が進むなか，多くの国で
格差問題が顕

けん

在
ざい

化している。これまでの考え方では，
経済成長がある程度進むと人々の経済格差は縮小し
ていくはずであった。発展の初期には労働者の犠

ぎ

牲
せい

の上に資本家の富の蓄積が進むから，格差は拡大す
る。しかし経済成長が進むと教育が充実し，労働者
の技能も高度化するため，労働者の所得は上昇し，
その結果，格差は縮小に向かう。このような経済成
長と所得格差の逆U字型の関係は，発見者の名前を
とってクズネッツ曲線とよばれている。
　しかし1980年代以降，先進国の所得や富の格差
は著しく拡大している。また，100年，200年とい

う長期間をとって
みると，格差はむ
しろ拡大している
という説もある。
　所得への累

るい

進
しん

課
税や資産への課税
を強化することに
よって格差を是

ぜ

正
せい

する試みは重要である。しかし，国際間の資本移動
が容易になっているグローバル経済においては，一
国だけで課税を強化しても効果は薄く，税制につい
て国際間で協調することが重要である。

グローバル化と
そのガバナンス

グローバル化
➡p.220
とは，ヒト・モノ・カネ・情

報のみならず，汚
お

染
せん

・感
かん

染
せん

症
しょう

などさまざま
な現象が国境を越えて広がることである。それが進むにつれ，経
済・環境・貧

ひん

困
こん

・人権などの地球規模の課題（グ
global issue
ローバル・イシュー）

が発生し，さまざまなリスクが連動する時代となった。これらは
一国だけで対処できるものではなく，多くの国や主体が協力して
はじめて解決する問題であり，世界的な取り組みが必要となる。

地球環境問題
とは

もとより自然に働きかけて生きてきた人類は，
地球の環境・生態系を破

は

壊
かい

し，自らの生存の
基
き

盤
ばん

を脅
おびや

かすに至った。地球環境問題とは，発展や開発が引き起
こす自然の破壊や汚染，それがもたらす人体や生態系への悪影響
が世代を超えて地球規模に及

およ

ぶ事態をさす。
　家庭や工場，交通手段が排

はい

出
しゅつ

する二酸化炭素などは大気圏
けん

の気
温を上昇させる効果をもち（温室効果ガス），また二酸化炭素を吸
収して酸素を供給する熱帯林が減少することで，地球温暖化が引
き起こされる。その結果，海面や海水温の上昇，ひいては台風の
大型化やゲリラ豪

ごう

雨
う

（局地的大雨）などの異常気象などをもたらし
ている。また，窒

ちっ

素
そ

酸化物や硫
い

黄
おう

酸化物の排出は酸性雨のおもな
原因となっている。いっぽう，エアコンや冷蔵庫などに使用され
たフロンガスはオゾン層を破壊する。オゾン層は，太陽光線に含
まれる，生物にとって有害な紫

し

外
がい

線
せん

を吸収する性質をもつ。

₄

➡p.241₃₄

➡p.240₁₂

₁

₂

₃

▶地球環境問題とはどのような問題だろうか。
▶地球環境問題への対応をめぐって，国際社会にはどのような利害対立があるだろうか。
▶脱炭素社会の構築に向けて各国政府や私たちにはどのような取り組みができるだろうか。

地球環境問題2

₄問題群としての地球環境問題（環境省資料）　　��地球環境問題にはどのようなものがあるだろうか。

₂酸性雨の影響で立ち枯れた森
林（ドイツ）

₁温暖化による海面上昇で水
すい

没
ぼつ

の
危機にあるツバル（フナフティ）

1979年10月
平均値

2021年10月
平均値

＊Duはオゾンの厚さを表す単位

520Du 0オゾン全量

多 少

ドブソン

₃南極上空のオゾンホールの推移
（気象庁資料）

■6クズネッツ曲線

経済成長（一人あたりGDP）

不
平
等
度

食料危機

災害増加
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化学物質の
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都市交通問題
海洋汚染
越境汚染

オゾン層破壊

地下水枯渇

土壌劣化・
砂漠化

資源枯渇
人口増加

経済成長

豊かさの変化

経
済
活
動
の
拡
大

フロン排出

化学物質使用

環境汚染物質・
廃棄物排出

人物流の拡大

化石燃料の使用

森林伐採

農作物増

資源消費

健康被害
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危機

生態系破壊

5アメリカの相手国別貿易収支
（IMF資料）　　��もしアメリカが
輸入制限措

そ

置
ち

をとると，世界経済
にはどのような影響があるだろう
か。p.206コラムを参考に考えよう。

2編3章 p.240～241

5

10

15

20

5

10

15

20

222 第�2�章 現代の国際経済 2232�節 世界経済の現状と課題

更新が適切な事実の記載

番号56番号 56番号 55

番号 55 番号 55

番号 55



別紙様式第 16号別紙

図書の記号・番号

21

政経 701

番
号

訂正箇所
原文 訂正文 訂正理由

ページ 行

59 230 1-5

の一方で，先進国では飽
ほう

食
しょく

の状態にあり，食品ロス
➡p.139
などが社会問

題化している。これらのことは，生産された食料が必要とする人々
に届かないという配分の問題を示している。それに加えて，そも
そも先立つ資金がなく食料を生産できない人々がおり，紛争で生
産が滞

とどこお

る地域もある。近年では，とうもろこしによるバイオ
➡p.226
燃料

の需
じゅ

要
よう

増や，穀物市
し

場
じょう

への投
とう

機
き

的資金の流入などで食料価格が急
きゅう

騰
とう

し，いくつかの発展途上国は深刻な食料危機に見
み

舞
ま

われた。

貧困問題
貧
poverty
困もまた，飢餓と同様，社会構造に起因す
る問題である。貧困は絶対的貧困と相対的貧

困に分けられる。世界銀行は絶対的貧困を「一日あたり1.9ドル
未満で暮らす状態」と定義し，その層は飢餓人口と重なる。それ
に対して相対的貧困は「その国の生活水準や文化水準を下回って
いる状態」をさす。絶対的貧困に比べて相対的貧困は周囲から把

は

握
あく

されづらく，特に子どもに対して心理面も含めて大きな影響を
与え，貧困の連

れん

鎖
さ

を生みやすいことが指摘されている。日本でも
およそ15.7％が相対的貧困にあたり，特にひとり親家庭の半数
が貧困状態にある（2018年現在）。
　発展途上国の貧困は，紛争や政府の腐

ふ

敗
はい

などの政治的要因に加
え，インフラや資金の不足，低識字率などの教育問題，劣悪な衛
生や医

い

療
りょう

の未整備，そして一次産
さん

品
ぴん

など価格の安い商品の生産に
依
い

存
そん

せざるをえない経済構造など，さまざまな経済・社会的要因
による。発展途上国の多くでは，女性が満足な教育を受けられず，
所得に男女格差があり，社会全体の発展につながらない。また，
都市化が急激に進む地域では，深刻な水不足と水質悪化が発生し，
居住環境や衛生状態が悪化している。

➡p.242₁

₃

46

5

人口・食料問題
20世紀半

なか

ばに25億人であった世界人口は，
2019年現在77億人にまで増加し，国連は，

2050年までに97億人に，2100年には109億人にまで増えると
推測している。急激な人口増加（人口爆発）は，食料やエネルギー
資源の不足，環境破

は

壊
かい

，水資源の枯
こ

渇
かつ

などを引き起こす。
　人口増加の中心は発展途上国で，働き手の確保や老後のケアな
どのために子どもを多く出産する傾向にある。いっぽう，先進国
では少子化が進んでおり，また近年では発展途上国でも徐

じょ

々
じょ

に出
生率が下がってきたことで，世界の人口増加がやや鈍

どん

化
か

してきて
いる。また，中国では長らく「一人っ子政策」がとられ，2016年
にそれを廃

はい

止
し

したのちも出生率が低迷している。さらに女性の性
の自己決定権

➡p.39
を尊重する「リ

reproductive health and rights
プロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性

と生
せい

殖
しょく

に関する健康と権利）の考え方が徐々に浸
しん

透
とう

してきている。
国
Food and Agriculture Organization of the United Nations，1945年設立
連食

しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）によると，世界では年間で26億t（ト
ン）もの穀物が生産されており，これは本来120億人が生きてい
くのに十分な量である。それにもかかわらず，世界で10人に1人が，
十分な食料を得られない飢

き

餓
が

状態にある（2018～20年現在）。そ

₁

➡p.154�

❶

₂

▶ 21世紀の世界人口はどのように変動すると予想されているだろうか。
▶貧

ひん

困
こん

はどのような要因で発生するだろうか。
▶持続可能な社会の形成に向けて国際社会はどのように取り組むべきだろうか。

人口・貧困・感染症4

❶リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ　個人やカップルが，出産する
人数や時期を自由に責任をもって
決める権利のこと。中絶や避

ひ

妊
にん

，
女性が産むか産まないかを決める
権利も含まれる。1994年にエジ
プトのカイロで開催された国際人
口開発会議（ICPD）で初めて提唱
され，日本では国の男女共同参画
基本計画（2000年以降策定）に盛
り込まれている。

₂ハンガーマップ（FAO資料）　　  栄養不足人口の割合が高い国は，どの地域に多く分布しているだろうか。

5スラムと高層ビル群（フィリピ
ン・マニラ，2017年）

4遠く離れた水源の水を自宅へ
運ぶ女性たち（ケニア，2018年）

₃おもな国の相対的貧困率
（OECD資料）　世帯の所得が，
その国の等価可処分所得の中央
値の半分（貧困線）に満たない人
の割合を示す。

2編3章 p.238～239，248～249

₁地域別の人口推移と予測（国連
資料）　　  2020年代以降に大幅
な人口増加が予測されている地域
はどこだろうか。

アジア

アフリカ
ヨーロッパ

北アメリカ

ラテンアメリカ・
オセアニア

（中位推計）
予測

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

110
億人

100年5020001950

6先進国と発展途上国の指標（国連資料ほか）　　  貧困の連鎖を解消するにはどうすればよいか，話し合ってみよう。
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の一方で，先進国では飽
ほう

食
しょく

の状態にあり，食品ロス
➡p.139
などが社会問

題化している。これらのことは，生産された食料が必要とする人々
に届かないという配分の問題を示している。それに加えて，そも
そも先立つ資金がなく食料を生産できない人々がおり，紛争で生
産が滞

とどこお

る地域もある。近年では，とうもろこしによるバイオ
➡p.226
燃料

の需
じゅ

要
よう

増や，穀物市
し

場
じょう

への投
とう

機
き

的資金の流入などで食料価格が急
きゅう

騰
とう

し，いくつかの発展途上国は深刻な食料危機に見
み

舞
ま

われた。

貧困問題
貧
poverty
困もまた，飢餓と同様，社会構造に起因す
る問題である。貧困は絶対的貧困と相対的貧

困に分けられる。世界銀行は絶対的貧困を「一日あたり1.9ドル
未満で暮らす状態」と定義し，その層は飢餓人口と重なる。それ
に対して相対的貧困は「その国の生活水準や文化水準を下回って
いる状態」をさす。絶対的貧困に比べて相対的貧困は周囲から把

は

握
あく

されづらく，特に子どもに対して心理面も含めて大きな影響を
与え，貧困の連

れん

鎖
さ

を生みやすいことが指摘されている。日本でも
およそ15.7％が相対的貧困にあたり，特にひとり親家庭の半数
が貧困状態にある（2018年現在）。
　発展途上国の貧困は，紛争や政府の腐

ふ

敗
はい

などの政治的要因に加
え，インフラや資金の不足，低識字率などの教育問題，劣悪な衛
生や医

い

療
りょう

の未整備，そして一次産
さん

品
ぴん

など価格の安い商品の生産に
依
い

存
そん

せざるをえない経済構造など，さまざまな経済・社会的要因
による。発展途上国の多くでは，女性が満足な教育を受けられず，
所得に男女格差があり，社会全体の発展につながらない。また，
都市化が急激に進む地域では，深刻な水不足と水質悪化が発生し，
居住環境や衛生状態が悪化している。

➡p.242₁

₃

₄6

5

人口・食料問題
20世紀半

なか

ばに25億人であった世界人口は，
2022年現在80億人にまで増加し，国連は，

2040年までに90億人，2060年までに100億人を上
うわ

回
まわ

ると推測
している。急激な人口増加（人口爆発）は，食料やエネルギー資源
の不足，環境破

は

壊
かい

，水資源の枯
こ

渇
かつ

などを引き起こす。
　人口増加の中心は発展途上国で，働き手の確保や老後のケアな
どのために子どもを多く出産する傾向にある。いっぽう，先進国
では少子化が進んでおり，また近年では発展途上国でも徐

じょ

々
じょ

に出
生率が下がってきたことで，世界の人口増加がやや鈍

どん

化
か

してきて
いる。また，中国では長らく「一人っ子政策」がとられ，2016年
にそれを廃

はい

止
し

したのちも出生率が低迷している。さらに女性の性
の自己決定権

➡p.39
を尊重する「リ

reproductive health and rights
プロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性

と生
せい

殖
しょく

に関する健康と権利）の考え方が徐々に浸
しん

透
とう

してきている。
国
Food and Agriculture Organization of the United Nations，1945年設立
連食

しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）によると，世界では年間で26億t（ト
ン）もの穀物が生産されており，これは本来120億人が生きてい
くのに十分な量である。それにもかかわらず，世界で10人に1人が，
十分な食料を得られない飢

き

餓
が

状態にある（2018～20年現在）。そ

₁

➡p.154�

❶

₂

▶ 21世紀の世界人口はどのように変動すると予想されているだろうか。
▶貧

ひん

困
こん

はどのような要因で発生するだろうか。
▶持続可能な社会の形成に向けて国際社会はどのように取り組むべきだろうか。

人口・貧困・感染症4

❶リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ　個人やカップルが，出産する
人数や時期を自由に責任をもって
決める権利のこと。中絶や避

ひ

妊
にん

，
女性が産むか産まないかを決める
権利も含まれる。1994年にエジ
プトのカイロで開催された国際人
口開発会議（ICPD）で初めて提唱
され，日本では国の男女共同参画
基本計画（2000年以降策定）に盛
り込まれている。

₂ハンガーマップ（FAO資料）　　��栄養不足人口の割合が高い国は，どの地域に多く分布しているだろうか。

5スラムと高層ビル群（フィリピ
ン・マニラ，2017年）

₄遠く離れた水源の水を自宅へ
運ぶ女性たち（ケニア，2018年）

₃おもな国の相対的貧困率
（OECD資料）　世帯の所得が，
その国の等価可処分所得の中央
値の半分（貧困線）に満たない人
の割合を示す。

2編3章 p.238～239，248～249

₁地域別の人口推移と予測（国連
資料）　　��2020年代以降に大幅
な人口増加が予測されている地域
はどこだろうか。

6先進国と発展途上国の指標（国連資料ほか）　　��貧困の連鎖を解消するにはどうすればよいか，話し合ってみよう。
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更新が適切な事実の記載
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の一方で，先進国では飽
ほう

食
しょく

の状態にあり，食品ロス
➡p.139
などが社会問

題化している。これらのことは，生産された食料が必要とする人々
に届かないという配分の問題を示している。それに加えて，そも
そも先立つ資金がなく食料を生産できない人々がおり，紛争で生
産が滞

とどこお

る地域もある。近年では，とうもろこしによるバイオ
➡p.226
燃料

の需
じゅ

要
よう

増や，穀物市
し

場
じょう

への投
とう

機
き

的資金の流入などで食料価格が急
きゅう

騰
とう

し，いくつかの発展途上国は深刻な食料危機に見
み

舞
ま

われた。

貧困問題
貧
poverty
困もまた，飢餓と同様，社会構造に起因す
る問題である。貧困は絶対的貧困と相対的貧

困に分けられる。世界銀行は絶対的貧困を「一日あたり1.9ドル
未満で暮らす状態」と定義し，その層は飢餓人口と重なる。それ
に対して相対的貧困は「その国の生活水準や文化水準を下回って
いる状態」をさす。絶対的貧困に比べて相対的貧困は周囲から把

は

握
あく

されづらく，特に子どもに対して心理面も含めて大きな影響を
与え，貧困の連

れん

鎖
さ

を生みやすいことが指摘されている。日本でも
およそ15.7％が相対的貧困にあたり，特にひとり親家庭の半数
が貧困状態にある（2018年現在）。
　発展途上国の貧困は，紛争や政府の腐

ふ

敗
はい

などの政治的要因に加
え，インフラや資金の不足，低識字率などの教育問題，劣悪な衛
生や医

い

療
りょう

の未整備，そして一次産
さん

品
ぴん

など価格の安い商品の生産に
依
い

存
そん

せざるをえない経済構造など，さまざまな経済・社会的要因
による。発展途上国の多くでは，女性が満足な教育を受けられず，
所得に男女格差があり，社会全体の発展につながらない。また，
都市化が急激に進む地域では，深刻な水不足と水質悪化が発生し，
居住環境や衛生状態が悪化している。
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5

人口・食料問題
20世紀半

なか

ばに25億人であった世界人口は，
2019年現在77億人にまで増加し，国連は，

2050年までに97億人に，2100年には109億人にまで増えると
推測している。急激な人口増加（人口爆発）は，食料やエネルギー
資源の不足，環境破

は

壊
かい

，水資源の枯
こ

渇
かつ

などを引き起こす。
　人口増加の中心は発展途上国で，働き手の確保や老後のケアな
どのために子どもを多く出産する傾向にある。いっぽう，先進国
では少子化が進んでおり，また近年では発展途上国でも徐

じょ

々
じょ

に出
生率が下がってきたことで，世界の人口増加がやや鈍

どん

化
か

してきて
いる。また，中国では長らく「一人っ子政策」がとられ，2016年
にそれを廃

はい

止
し

したのちも出生率が低迷している。さらに女性の性
の自己決定権

➡p.39
を尊重する「リ

reproductive health and rights
プロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性

と生
せい

殖
しょく

に関する健康と権利）の考え方が徐々に浸
しん

透
とう

してきている。
国
Food and Agriculture Organization of the United Nations，1945年設立
連食

しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）によると，世界では年間で26億t（ト
ン）もの穀物が生産されており，これは本来120億人が生きてい
くのに十分な量である。それにもかかわらず，世界で10人に1人が，
十分な食料を得られない飢

き

餓
が

状態にある（2018～20年現在）。そ

₁

➡p.154�

❶

₂

▶ 21世紀の世界人口はどのように変動すると予想されているだろうか。
▶貧

ひん

困
こん

はどのような要因で発生するだろうか。
▶持続可能な社会の形成に向けて国際社会はどのように取り組むべきだろうか。

人口・貧困・感染症4

❶リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ　個人やカップルが，出産する
人数や時期を自由に責任をもって
決める権利のこと。中絶や避

ひ

妊
にん

，
女性が産むか産まないかを決める
権利も含まれる。1994年にエジ
プトのカイロで開催された国際人
口開発会議（ICPD）で初めて提唱
され，日本では国の男女共同参画
基本計画（2000年以降策定）に盛
り込まれている。

₂ハンガーマップ（FAO資料）　　  栄養不足人口の割合が高い国は，どの地域に多く分布しているだろうか。

5スラムと高層ビル群（フィリピ
ン・マニラ，2017年）

4遠く離れた水源の水を自宅へ
運ぶ女性たち（ケニア，2018年）

₃おもな国の相対的貧困率
（OECD資料）　世帯の所得が，
その国の等価可処分所得の中央
値の半分（貧困線）に満たない人
の割合を示す。

2編3章 p.238～239，248～249

₁地域別の人口推移と予測（国連
資料）　　  2020年代以降に大幅
な人口増加が予測されている地域
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の一方で，先進国では飽
ほう

食
しょく

の状態にあり，食品ロス
➡p.139
などが社会問

題化している。これらのことは，生産された食料が必要とする人々
に届かないという配分の問題を示している。それに加えて，そも
そも先立つ資金がなく食料を生産できない人々がおり，紛争で生
産が滞

とどこお

る地域もある。近年では，とうもろこしによるバイオ
➡p.226
燃料

の需
じゅ

要
よう

増や，穀物市
し

場
じょう

への投
とう

機
き

的資金の流入などで食料価格が急
きゅう

騰
とう

し，いくつかの発展途上国は深刻な食料危機に見
み

舞
ま

われた。

貧困問題
貧
poverty
困もまた，飢餓と同様，社会構造に起因す
る問題である。貧困は絶対的貧困と相対的貧

困に分けられる。世界銀行は絶対的貧困を「一日あたり1.9ドル
未満で暮らす状態」と定義し，その層は飢餓人口と重なる。それ
に対して相対的貧困は「その国の生活水準や文化水準を下回って
いる状態」をさす。絶対的貧困に比べて相対的貧困は周囲から把

は

握
あく

されづらく，特に子どもに対して心理面も含めて大きな影響を
与え，貧困の連

れん

鎖
さ

を生みやすいことが指摘されている。日本でも
およそ15.7％が相対的貧困にあたり，特にひとり親家庭の半数
が貧困状態にある（2018年現在）。
　発展途上国の貧困は，紛争や政府の腐

ふ

敗
はい

などの政治的要因に加
え，インフラや資金の不足，低識字率などの教育問題，劣悪な衛
生や医

い

療
りょう

の未整備，そして一次産
さん

品
ぴん

など価格の安い商品の生産に
依
い

存
そん

せざるをえない経済構造など，さまざまな経済・社会的要因
による。発展途上国の多くでは，女性が満足な教育を受けられず，
所得に男女格差があり，社会全体の発展につながらない。また，
都市化が急激に進む地域では，深刻な水不足と水質悪化が発生し，
居住環境や衛生状態が悪化している。
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人口・食料問題
20世紀半

なか

ばに25億人であった世界人口は，
2022年現在80億人にまで増加し，国連は，

2040年までに90億人，2060年までに100億人を上
うわ

回
まわ

ると推測
している。急激な人口増加（人口爆発）は，食料やエネルギー資源
の不足，環境破

は

壊
かい

，水資源の枯
こ

渇
かつ

などを引き起こす。
　人口増加の中心は発展途上国で，働き手の確保や老後のケアな
どのために子どもを多く出産する傾向にある。いっぽう，先進国
では少子化が進んでおり，また近年では発展途上国でも徐

じょ

々
じょ

に出
生率が下がってきたことで，世界の人口増加がやや鈍

どん

化
か

してきて
いる。また，中国では長らく「一人っ子政策」がとられ，2016年
にそれを廃

はい

止
し

したのちも出生率が低迷している。さらに女性の性
の自己決定権

➡p.39
を尊重する「リ

reproductive health and rights
プロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性

と生
せい

殖
しょく

に関する健康と権利）の考え方が徐々に浸
しん

透
とう

してきている。
国
Food and Agriculture Organization of the United Nations，1945年設立
連食

しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）によると，世界では年間で26億t（ト
ン）もの穀物が生産されており，これは本来120億人が生きてい
くのに十分な量である。それにもかかわらず，世界で10人に1人が，
十分な食料を得られない飢

き

餓
が

状態にある（2018～20年現在）。そ

₁

➡p.154�

❶

₂

▶ 21世紀の世界人口はどのように変動すると予想されているだろうか。
▶貧

ひん

困
こん

はどのような要因で発生するだろうか。
▶持続可能な社会の形成に向けて国際社会はどのように取り組むべきだろうか。

人口・貧困・感染症4

❶リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ　個人やカップルが，出産する
人数や時期を自由に責任をもって
決める権利のこと。中絶や避

ひ

妊
にん

，
女性が産むか産まないかを決める
権利も含まれる。1994年にエジ
プトのカイロで開催された国際人
口開発会議（ICPD）で初めて提唱
され，日本では国の男女共同参画
基本計画（2000年以降策定）に盛
り込まれている。

₂ハンガーマップ（FAO資料）　　��栄養不足人口の割合が高い国は，どの地域に多く分布しているだろうか。

5スラムと高層ビル群（フィリピ
ン・マニラ，2017年）

₄遠く離れた水源の水を自宅へ
運ぶ女性たち（ケニア，2018年）

₃おもな国の相対的貧困率
（OECD資料）　世帯の所得が，
その国の等価可処分所得の中央
値の半分（貧困線）に満たない人
の割合を示す。

2編3章 p.238～239，248～249

₁地域別の人口推移と予測（国連
資料）　　��2020年代以降に大幅
な人口増加が予測されている地域
はどこだろうか。

6先進国と発展途上国の指標（国連資料ほか）　　��貧困の連鎖を解消するにはどうすればよいか，話し合ってみよう。
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非常に低い
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栄養不足人口の割合［2019～2021年］　
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60 更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

61 変更が適切な体裁、

記載（年次の表示をより

適切にするため）

62 233
コラム内

10-19

■�日本の新型コロナウイルス感染者数（PCR検査陽性者
数）の推移（厚生労働省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。

₉

7₈

�

�

�� �

　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　  世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　  どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

₈おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん
然
ねん
痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV／エイズ 4010万人（2021年時点）

新型コロナウイルス感染症 649万人（2022年8月末時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2022年8月末現在，感染者は約6億305万人，
死者は649万人にのぼっている。多くの国や地域で
緊急事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動
制限が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限さ
れ，感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。
その結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともい
われる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数の推移（厚生労働
省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。

₉
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　��世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　��どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

8おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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1.611.611.531.53

�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん

然
ねん

痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV ／エイズ 4040万人（2022年時点）

新型コロナウイルス感染症 688万人（2023年3月10日時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2023年3月10日までに，感染者は約6億7660万人，
死者は688万人にのぼった。多くの国や地域で緊急
事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動制限
が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限され，
感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。そ
の結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともいわ
れる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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更新が適切な事実の記載
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数（PCR検査陽性者
数）の推移（厚生労働省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　  世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　  どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

₈おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん
然
ねん
痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV／エイズ 4010万人（2021年時点）

新型コロナウイルス感染症 649万人（2022年8月末時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2022年8月末現在，感染者は約6億305万人，
死者は649万人にのぼっている。多くの国や地域で
緊急事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動
制限が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限さ
れ，感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。
その結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともい
われる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数の推移（厚生労働
省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　��世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　��どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

8おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
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8,587,256
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6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん

然
ねん

痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV ／エイズ 4040万人（2022年時点）

新型コロナウイルス感染症 688万人（2023年3月10日時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2023年3月10日までに，感染者は約6億7660万人，
死者は688万人にのぼった。多くの国や地域で緊急
事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動制限
が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限され，
感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。そ
の結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともいわ
れる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数（PCR検査陽性者
数）の推移（厚生労働省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。

₉
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　  世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　  どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

₈おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん
然
ねん
痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV／エイズ 4010万人（2021年時点）

新型コロナウイルス感染症 649万人（2022年8月末時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2022年8月末現在，感染者は約6億305万人，
死者は649万人にのぼっている。多くの国や地域で
緊急事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動
制限が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限さ
れ，感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。
その結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともい
われる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数の推移（厚生労働
省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　��世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　��どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

8おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん

然
ねん

痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV ／エイズ 4040万人（2022年時点）

新型コロナウイルス感染症 688万人（2023年3月10日時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2023年3月10日までに，感染者は約6億7660万人，
死者は688万人にのぼった。多くの国や地域で緊急
事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動制限
が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限され，
感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。そ
の結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともいわ
れる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）
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および

タイトル

■�日本の新型コロナウイルス感染者数（PCR検査陽性者
数）の推移（厚生労働省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　  世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　  どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

₈おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891
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�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん
然
ねん
痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV／エイズ 4010万人（2021年時点）

新型コロナウイルス感染症 649万人（2022年8月末時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2022年8月末現在，感染者は約6億305万人，
死者は649万人にのぼっている。多くの国や地域で
緊急事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動
制限が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限さ
れ，感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。
その結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともい
われる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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■�日本の新型コロナウイルス感染者数の推移（厚生労働
省資料）

国際人口移動
の増加

国ごとの貧富の格差，移動手段の利便性の向
上，そして先進国における少子高齢化にとも

なう労働力不足を背景に，国境を越えて移動する人が増加してい
る。世界の国

international migration
際移民（出身国以外で暮らす人々）の数は2019年現

在で2億7200万人にのぼり，2010年から5100万人増加した。
国際移民の男女比はほぼ1対1で，4人に3人は現

げん

役
えき

世代（20～
64歳）である。移民はいまや先進国経済にとって欠かせない存在
となっているが，雇

こ

用
よう

や社会保障などで不利な扱いを受けやすく，
差別の対象にもなりやすい。近年では，欧米などで極右ポピュリ
ズム

➡p.19
勢力などによる移民排

はい

斥
せき

運動が大きな問題となっている。
　労働力人口の減少する日本でも外国人の流入が続き，2021年
時点の在留外国人数は276万人（総人口の約2%）にのぼる。日本
の技術を発展途上国に伝える目的で始められた外国人研修・技能
実習制度は，中小工場や農業などで不足する労働力を補う役割も
果たしており，賃金未払いや不当解雇など人権侵

しん

害
がい

の事例もみら
れる
➡p.146
。また，日本に住む外国人の小・中学生にあたる子ども約

12万4000人のうち，約2万人が就学していない可能性があるな
ど（2019年現在），外国人住民の社

social inclusion
会的包

ほう

摂
せつ

が課題となっている
➡p.65 コラム

。

グローバル化
と感染症

グローバル化した世界では，感
かん

染
せん

症
しょう

も瞬
またた

く間
に世界中に広がる。H

Human Immunodeficiency Virus

IV／エイズやエボラ出
Ebola hemorrhagic fever

血熱のように，広い地域にわたって多数の犠
ぎ

牲
せい

者を出すものもあ
る。2020年には新

COVID-19
型コロナウイルス感染症の世界的大流行（パ

ン
pandemic

デミック）が発生し，各国に多大な人的被害と経済的損失をも
たらし，社会や経済のあり方に大きな影響を与えた

➡p.125，222
。

₉
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　感染症の被害は特に発展途上国で大きくなる傾向がある。その
背景には，紛争の多発，政治機構の未整備，貧困や不衛生な環境
などの問題があるため，社会基

き

盤
ばん

の立て直しを含めた総合的な対
策が求められる。国境を越えて広がる感染症の予防と対策には，
国単位での医師や薬剤師，医療施設などの整備に加えて，国際的
な連

れん

携
けい

が必要である。2003年の
severe acute respiratory syndrome

S
サ ー ズ

ARSの流行時には，世界保健
機関（W

World Health Organization，1948年設立
HO）が流行を抑え込むのに力を発

はっ

揮
き

した。

7国際移民のおもな送り出し国，
受け入れ国（上位10か国）と日本
（国連資料）

₉現住地域別の国際移民の推移（国連資料）
　��世界全体の国際移民数と日本の人口を比較してみよう。

�日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割
合（在留外国人統計）　　��どの国籍の外国人数が増加して
いるだろうか。またそれはなぜだろうか。

8おもな先進国の人口に占める移
民の割合の推移（OECD資料）

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

■�おもなグローバル感染症（UNAIDS資料ほか）

■�おもな国の新型コロナウイルス感染者数（ジョンズ・
ホプキンス大学資料ほか）
国による違いはなぜ生じたのだろうか。

送り出し国 人数［2019年］

人数［2019年］

インド
メキシコ
中国
ロシア連邦
シリア
バングラデシュ
パキスタン
フィリピン
ウクライナ
アフガニスタン
日本

17,513,533
11,796,491
10,734,807
10,575,205
8,274,868
7,835,380
6,509,984
5,996,161
5,978,783
5,120,959
838,957

受け入れ国
アメリカ
ドイツ
サウジアラビア
ロシア連邦
イギリス
アラブ首長国連邦
フランス
カナダ
オーストラリア
イタリア
日本

50,661,149
13,132,146
13,122,338
11,640,559
9,552,110
8,587,256
8,334,875
7,960,657
7,549,270
6,273,722
2,498,891

オーストラリアオーストラリア

アメリカアメリカ
フランスフランス
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日本日本
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ヨ
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ロ
ッ
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億人

19年1510052000951990

2.722.72
2.492.49

2.212.21

1.921.92
1.741.74

1.611.611.531.53

�緊急事態宣言発出前（上）と発出
中（下，2020年4月）の渋

しぶ

谷
や

駅前

感染症 おもな被害（死者数）
ペスト 7500万人（1347～51年 ヨーロッパ）

天
てん

然
ねん

痘
とう 16世紀にヨーロッパ人が中南米にも

ち込み，人口の約6～9割が死亡

スペイン風邪 5000万人（1918～20年）

SARS（重症急性呼吸器症候群）774人（2002～03年）

エボラ出血熱 11325人（2014～16年 西アフリカ）

HIV ／エイズ 4040万人（2022年時点）

新型コロナウイルス感染症 688万人（2023年3月10日時点）

こ ほく ぶ かん

　鳥や豚
ぶた

などの獣
けもの

と人との間には共通の感染症が存
在し，それが人と人との間で広まるようになると，と
きに大きな被害が生じる。20世紀初頭の「スペイン風

か

邪
ぜ

」は，世界で5000万人もの死者を出したといわれる。
都市に人々が密集し，国境を越えた移動が大規模か
つ高速に行われるようになった現代においては，ひと
たび未知の感染症が発生すると，瞬く間に世界中に広
まりうる。これもまた典型的なグローバル・イシュー
である。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）もまた，そ
の一例である。この感染症は，2019年12月に中国の
湖
フー

北
ペイ

省武
ウー

漢
ハン

市で確認され，2020年に世界中へと広まっ
た。2023年3月10日までに，感染者は約6億7660万人，
死者は688万人にのぼった。多くの国や地域で緊急
事態が宣言され，都市封

ふう

鎖
さ

（ロックダウン）や活動制限
が行われた。人々の国内外の移動は大きく制限され，
感染が拡大した国への往来はほとんどなくなった。そ
の結果，経済活動は落ち込み，世界恐慌以来ともいわ
れる経済危機におちいった。
　影響は，社会のあり方そのものにまで及

およ

んだ。感染
防止のため，世界的にマスクの着用が広まり，身体的
距離（フィジカル・ディスタンス）をとるなど，日常生
活が変わった。通勤や勤務先での感染拡大を防ぐた
めに在宅でのテレワークが奨

しょう

励
れい

されるいっぽう，治
ち

安
あん

，
食料生産，医療などライフラインに携

たずさ

わる人 （々エッ
センシャル・ワーカー）は，感染のリスクにさらされ
ながら，社会生活に不可欠な仕事に従事している。
　自由と強制の問題も提起された。各国政府は飲食
店などに休業などの制限を求めたが，多くの場合，休
業にともなう補

ほ

償
しょう

などが十分になされないままであっ
た。スウェーデンでは当初，行動制限が課せられな
かったいっぽう，中国などでは，人々の移動がスマー
トフォンなどのアプリケーションを通じて政府に把

は

握
あく

され，プライバシーと引きかえに感染が抑え込まれた。
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65 更新が適切な統計資

料（次年度供給本から更

新、新型コロナウイルス

の陽性判定の方法が変更

されたことにともないタ

イトルを変更）

66 変更が適切な体裁、

記載（グラフをより読み

取りやすくするため）

67 240

図版 1

および

キャプ

ション

3 まとめる
参加する

1 つかむ

2 考える

　地球環境問題は自分たちのみならず，子や孫の生活に直結する問題である。それを踏まえて，身の回
りの生活を見直してみよう。たとえば，つけっぱなしの照明はないだろうか。使い捨てのプラスチック
製品を多用していないだろうか。そうした行動の延長で社会や国のあり方の変容を思いえがこう。ある
いはそうした行動ができない人が出てくることを前提に，どのようなルールや制度が必要か考えよう。

　地球環境や資源・エネルギーをめぐっては，人類の生存にも関わるさま
ざまな問題が指摘されているが，その解決策をめぐる国際間の対立は根深
い。地球環境問題や資源・エネルギー問題を解決するにはどうすればよい
か，具体的な課題を立てて探究しよう。（右の写真は，気候変動枠

わく

組
ぐ

み条
約の締

てい

約
やく

国会議でスピーチをするグレタ・トゥーンベリ氏〔2019年〕。）

　地球温暖化対策をめぐる課題を解決し，地球環境を守るにはどうすればよいか，次の四つの視点など
を踏まえて考察しよう。

地球温暖化を食い止める方策を考えよう

地球環境を将来世代に引き継ぐために

地球環境と資源・エネルギー問題テ
ー
マ2

地球温暖化を食い止めるには
どうすればよいか

探究課題の設定
　環境保全について，各国の利害が一

いっ

致
ち

している
わけではない。先進国でも，トランプ政権時のア
メリカのように，それを優先しない国もある。目
標を共有していても，実現方法や日程，負担のあ
り方で対立することがある。その対立を合意へと
導くために必要なのが利害調整である。典型的に
は，環境保全を優先する先進国と経済発展を求め
る発展途上国とが対立する。この対立を緩

かん

和
わ

する
ために，どのような方策がありうるだろうか。

利害調整視点A

持続可能性とは，一般に，特定のしくみ（シス
テム）が将来にわたって適切に維

い

持
じ

・発展できる
ことを意味する。地球環境にそくしていうと，「将
来の世代のニーズを満たしつつ，現在の世代の
ニーズも満足させるように開発すること」をさす。
地球温暖化対策について，必ずしも世代間で利害
が一致するとはかぎらない。このとき，持続可能
性を実現するために，どのような施策やメカニズ
ムが必要となるだろうか。

持続可能性視点B

インセンティブ（➡p.83）とは，行動を促
うなが

す誘因
のことである。地球環境の持続可能性に向けて，
たとえば温室効果ガスの排出量を取り引きするな
ど，市

し

場
じょう

メカニズムを活用して，売買の双
そう

方
ほう

に排
出削減へのインセンティブをもたらす方法などが
考えられる（➡p.225）。ほかにインセンティブを利
用する方法にはどのようなものがあるだろうか。
また政府や国際機関，企業，NGO，個人など，
主体別にどのようなことができるだろうか。

インセンティブ視点C

　自然を「外部」とみなし，それを搾
さく

取
しゅ

して豊かさ
を得るという従来のライフスタイルは，持続可能
だろうか。自然が「外部」なのではなく，人間が自
然の一部である以上，従来のライフスタイルは自
らの将来の生活資源を先食いしていることになる。
エネルギーや資源を大量に消費する生活から，省
資源・省エネルギーにもとづくものへと，生活や
社会のあり方そのものを変えていくにはどうすれ
ばよいだろうか。

ライフスタイルの変容視点D

地球温暖化対策の現状はどうなっているか
地球温暖化とその影響
　産業革命以降，大気中の二酸化炭素などの温室
効果ガス濃度が上昇するにつれ，地球全体の平均
気温は約1.1℃上昇し，今世紀末には最大で約
5.7℃上昇すると予測されている。日本でも，海
水温の上昇に起因するといわれる局地的大雨や，
爆
ばく

弾
だん

低気圧，大型台風が多発し，水害や家屋倒
とう

壊
かい

などが増えている。世界を見わたせば，南北極の
氷や氷河が解け海面が上昇することで島

とう

嶼
しょ

国が水
すい

没
ぼつ

の危機に�
ひん

し，旱
かん

魃
ばつ

や砂
さ

漠
ばく

化が進み，森林火災
が頻

ひん

発
ぱつ

している。国連環境計画（U
ユ ネ ッ プ

NEP）
➡p.224

によると，
その適応コストは2050年には年間3000億ドル
（約35兆円）以上にのぼる可能性がある。
国際社会の取り組み
　国際社会は，1992年の地球サミット，97年の
京都議定書，2015年のパリ協定などを通じて，
地球温暖化への対処を続けてきた

➡ｐ.224
。パリ協定では，

産業革命以前に比べて温度上昇を2℃，できれば
1.5℃に抑えるよう取り決め，そのためにすべて
の締約国に温室効果ガスの排

はい

出
しゅつ

削減目標設定と定

₁₂ 

➡p.223₂

期的な報告などを義務づけた。背景には，世界的
に地球環境問題への関心が高まっていることがあ
げられる。特にヨーロッパでは，グレタ・トゥー
ンベリ氏などに象

しょう

徴
ちょう

されるように若者主導の運動
も盛り上がり，政治的課題となっている。しかし，
パリ協定は目標達成を義務化していないうえ，排
出量の多いアメリカがトランプ大統領の下

もと

で協定
から一時脱

2020〜21年
退するなど，課題は多い。

日本の課題
　日本は，京都議定書の合意を議長国として主導
したが，2013年以降の第二約束期間には参加し
なかった。2011年の東日本大震災とそれにとも
なう福島第一原子力発電所の事故

➡p.227
を経て原子力発

電が滞
とどこお

り，再生可能エネルギー
➡p.226

の普
ふ

及
きゅう

が進まない
なか，化石燃料による発電の比重が増している。
特に石炭による発電に対しては，世界中から厳し
い目が注がれている。それでも，日本では2012
年以降段階的に地球温暖化対策税が導入され，さ
らに2020年に政府は，2050年までに温室効果
ガスの排出を実質ゼロにすると表明した。

➡p.2257

➡p.2275

₁二酸化炭素排出量と平均気温の平年値との差の変化
（気象庁資料）

その他の探究課題例　

•海洋プラスチック問題にどう取り組めばよいか

•限られたエネルギー資源を世界にどう配分するか

•持続可能なエネルギー供給をどう実現するか

₃日本の部門別二酸化炭素排出量の推移（国立環境研究
所資料）　　　近年減少傾向なのはどの部門だろうか。

4日本の家庭からの二酸化炭素排出量（国立環境研究所
資料）  身近でできる温暖化対策を話し合おう。
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₂地球の気温変化と将来予測（IPCC資料）
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関連 2編2章 p.223～229

産業部門（工場など）

運輸部門
（自動車など）

業務その他部門
（商業・サービス・事務所など）

家庭部門

工業プロセス 廃棄物 農業・その他

20年度15100520009519900
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6
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エネルギー転換部門（発電所など）
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3 まとめる
参加する
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2 考える

　地球環境問題は自分たちのみならず，子や孫の生活に直結する問題である。それを踏まえて，身の回
りの生活を見直してみよう。たとえば，つけっぱなしの照明はないだろうか。使い捨てのプラスチック
製品を多用していないだろうか。そうした行動の延長で社会や国のあり方の変容を思いえがこう。ある
いはそうした行動ができない人が出てくることを前提に，どのようなルールや制度が必要か考えよう。

　地球環境や資源・エネルギーをめぐっては，人類の生存にも関わるさま
ざまな問題が指摘されているが，その解決策をめぐる国際間の対立は根深
い。地球環境問題や資源・エネルギー問題を解決するにはどうすればよい
か，具体的な課題を立てて探究しよう。（右の写真は，気候変動枠

わく

組
ぐ

み条
約の締

てい

約
やく

国会議でスピーチをするグレタ・トゥーンベリ氏〔2019年〕。）

　地球温暖化対策をめぐる課題を解決し，地球環境を守るにはどうすればよいか，次の四つの視点など
を踏まえて考察しよう。

地球温暖化を食い止める方策を考えよう

地球環境を将来世代に引き継ぐために

地球環境と資源・エネルギー問題テ
ー
マ2

地球温暖化を食い止めるには
どうすればよいか

探究課題の設定
　環境保全について，各国の利害が一

いっ

致
ち

している
わけではない。先進国でも，トランプ政権時のア
メリカのように，それを優先しない国もある。目
標を共有していても，実現方法や日程，負担のあ
り方で対立することがある。その対立を合意へと
導くために必要なのが利害調整である。典型的に
は，環境保全を優先する先進国と経済発展を求め
る発展途上国とが対立する。この対立を緩

かん

和
わ

する
ために，どのような方策がありうるだろうか。

利害調整視点A

持続可能性とは，一般に，特定のしくみ（シス
テム）が将来にわたって適切に維

い

持
じ

・発展できる
ことを意味する。地球環境にそくしていうと，「将
来の世代のニーズを満たしつつ，現在の世代の
ニーズも満足させるように開発すること」をさす。
地球温暖化対策について，必ずしも世代間で利害
が一致するとはかぎらない。このとき，持続可能
性を実現するために，どのような施策やメカニズ
ムが必要となるだろうか。

持続可能性視点B

インセンティブ（➡p.83）とは，行動を促
うなが

す誘因
のことである。地球環境の持続可能性に向けて，
たとえば温室効果ガスの排出量を取り引きするな
ど，市

し

場
じょう

メカニズムを活用して，売買の双
そう

方
ほう

に排
出削減へのインセンティブをもたらす方法などが
考えられる（➡p.225）。ほかにインセンティブを利
用する方法にはどのようなものがあるだろうか。
また政府や国際機関，企業，NGO，個人など，
主体別にどのようなことができるだろうか。

インセンティブ視点C

　自然を「外部」とみなし，それを搾
さく

取
しゅ

して豊かさ
を得るという従来のライフスタイルは，持続可能
だろうか。自然が「外部」なのではなく，人間が自
然の一部である以上，従来のライフスタイルは自
らの将来の生活資源を先食いしていることになる。
エネルギーや資源を大量に消費する生活から，省
資源・省エネルギーにもとづくものへと，生活や
社会のあり方そのものを変えていくにはどうすれ
ばよいだろうか。

ライフスタイルの変容視点D

地球温暖化対策の現状はどうなっているか
地球温暖化とその影響
　産業革命以降，大気中の二酸化炭素などの温室
効果ガス濃度が上昇するにつれ，地球全体の平均
気温は約1.1℃上昇し，今世紀末には最大で約
5.7℃上昇すると予測されている。日本でも，海
水温の上昇に起因するといわれる局地的大雨や，
爆
ばく

弾
だん

低気圧，大型台風が多発し，水害や家屋倒
とう

壊
かい

などが増えている。世界を見わたせば，南北極の
氷や氷河が解け海面が上昇することで島

とう

嶼
しょ

国が水
すい

没
ぼつ

の危機に瀕
ひん

し，旱
かん

魃
ばつ

や砂
さ

漠
ばく

化が進み，森林火災
が頻

ひん

発
ぱつ

している。国連環境計画（U
ユ ネ ッ プ

NEP）
➡p.224

によると，
その適応コストは2050年には年間3000億ドル
（約35兆円）以上にのぼる可能性がある。
国際社会の取り組み
　国際社会は，1992年の地球サミット，97年の
京都議定書，2015年のパリ協定などを通じて，
地球温暖化への対処を続けてきた

➡ｐ.224
。パリ協定では，

産業革命以前に比べて温度上昇を2℃，できれば
1.5℃に抑えるよう取り決め，そのためにすべて
の締約国に温室効果ガスの排

はい

出
しゅつ

削減目標設定と定

12 

➡p.2232

期的な報告などを義務づけた。背景には，世界的
に地球環境問題への関心が高まっていることがあ
げられる。特にヨーロッパでは，グレタ・トゥー
ンベリ氏などに象

しょう

徴
ちょう

されるように若者主導の運動
も盛り上がり，政治的課題となっている。しかし，
パリ協定は目標達成を義務化していないうえ，排
出量の多いアメリカがトランプ大統領の下

もと

で協定
から一時脱

2020～21年
退するなど，課題は多い。

日本の課題
　日本は，京都議定書の合意を議長国として主導
したが，2013年以降の第二約束期間には参加し
なかった。2011年の東日本大震災とそれにとも
なう福島第一原子力発電所の事故

➡p.227
を経て原子力発

電が滞
とどこお

り，再生可能エネルギー
➡p.226

の普
ふ

及
きゅう

が進まない
なか，化石燃料による発電の比重が増している。
特に石炭による発電に対しては，世界中から厳し
い目が注がれている。それでも，日本では2012
年以降段階的に地球温暖化対策税が導入され，さ
らに2020年に政府は，2050年までに温室効果
ガスの排出を実質ゼロにすると表明した。

➡p.2257

➡p.2275

1二酸化炭素排出量と平均気温の平年値との差の変化
（気象庁資料ほか）

その他の探究課題例　

•海洋プラスチック問題にどう取り組めばよいか

•限られたエネルギー資源を世界にどう配分するか

•持続可能なエネルギー供給をどう実現するか

3日本の部門別二酸化炭素排出量の推移（国立環境研究
所資料）　　　近年減少傾向なのはどの部門だろうか。

4日本の家庭からの二酸化炭素排出量（国立環境研究所
資料）  身近でできる温暖化対策を話し合おう。

2地球の気温変化と将来予測（IPCC資料）
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関連 2編2章 p.223～229

産業部門（工場など）

運輸部門
（自動車など）

業務その他部門
（商業・サービス・事務所など）

家庭部門

工業プロセス 廃棄物 農業・その他

20年度15100520009519900

1

2

3

4

5

6
億t
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新、

最新の数値を記載するた

め出典を一部変更）
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年表

（日本）

日本 世界内閣日本 世界内閣

1945 ⑧広島・長崎に原爆投下⑧ポツダム宣言受諾　⑪財閥解体
②ヤルタ会談　⑦ポツダム会談
⑧第二次世界大戦終結　⑩国際連合発足

1946 ④初の男女による衆議院議員総選挙⑪日本国憲法公布
③チャーチル「鉄のカーテン」演説
⑫インドシナ戦争（～54）

1947 ③教育基本法・学校教育法公布④労働基準法・独占禁止法公布
⑥マーシャル・プラン発表　⑨コミンフォルム設立
⑩GATT調印

1948 ⑪極東国際軍事裁判判決⑫経済安定九原則指令
⑤イスラエル国家樹立宣言，第一次中東戦争
⑫国連総会，世界人権宣言採択

1949 ④1ドル＝360円の為替レート設定⑦⑧下山事件・三鷹事件・松川事件
④NATO結成　⑩中華人民共和国成立
⑩ドイツ東西分断

1950 ⑦日本労働組合総評議会（総評）結成⑧警察予備隊発足
②中ソ友好同盟相互援助条約調印
⑥朝鮮戦争（～53）

1951 ⑨サンフランシスコ平和条約・　日米安全保障条約調印
④ECSC設立条約調印（52発足）
⑦朝鮮休戦会談

1952 ④日華平和条約調印⑧IMF・世界銀行加盟　⑩保安隊発足
⑩英，核実験
⑪米，水爆実験

1953 ②NHK，テレビ放送開始⑫奄美群島復帰
⑦朝鮮戦争休戦協定　⑧ソ連，水爆実験
⑫国連総会，原子力の平和利用に関する決議

1954 ③第五福竜丸事件（ビキニ事件）⑦自衛隊・防衛庁発足
⑥中・印，平和五原則発表
⑨東南アジア条約機構（SEATO）結成

1955 ⑥GATT加盟　⑧第1回原水爆禁止世界大会⑪自由民主党結成
④第1回アジア・アフリカ会議
⑤ワルシャワ条約機構結成　⑦ジュネーブ四巨頭会談

1956 ⑤水俣病公式確認⑩日ソ共同宣言　⑫国連加盟
②ソ連共産党，スターリン批判
⑩ハンガリー動乱　⑩第二次中東戦争

1957 ⑧茨城県東海村の原子力研究所に　「原子の火」ともる
③EEC結成
⑩ソ連，人工衛星打ち上げ成功

1958 ⑧インスタントラーメン発売⑫東京タワー完成
④第1回アフリカ独立諸国会議
⑤中国，大躍進政策（～61）

1959 ④国民年金法公布＊輸出量，戦前水準を回復
①キューバ革命
③チベット動乱

1960 ①日米相互協力及び安全保障条約調印⑫国民所得倍増計画発表
②仏，核実験
⑫南ベトナム解放民族戦線結成　＊「アフリカの年」

1961 ⑥農業基本法公布＊農林業就業者30％を割る
④ソ連，有人宇宙飛行成功　⑧「ベルリンの壁」構築
⑨第1回非同盟諸国首脳会議

1962 ③テレビ受信契約数1000万突破⑨国産第1号原子炉完成
⑩キューバ危機
⑩中印国境紛争

1963 ②GATT11条国へ移行⑦老人福祉法公布　⑦名神高速道路開通
②中・ソ論争公然化
⑧PTBT調印

1964 ④IMF8条国へ移行　④OECD加盟⑩東海道新幹線開業　⑩東京五輪
③第1回UNCTAD
⑩中国，核実験

1965 ⑥日韓基本条約調印⑧同和対策審議会答申
②米，北ベトナム爆撃（北爆）を開始
⑫国連総会，人種差別撤廃条約採択

1966 ①戦後初の赤字国債発行＊人口1億人突破
⑤中国，文化大革命（～76）
⑫国連総会，国際人権規約採択

1967 ⑤朝日訴訟最高裁判決⑧公害対策基本法公布
⑥第三次中東戦争　⑦EC発足
⑦ビアフラ戦争（～70）　⑧ASEAN結成

1968 ⑤消費者保護基本法公布 ⑥小笠原諸島復帰
＊GNP，資本主義国第2位

①「プラハの春」
⑥核拡散防止条約調印　⑧チェコ事件

1969 ⑤東名高速道路開通 ③中ソ国境紛争
⑦米，アポロ11号月面着陸

1970 ③日本万国博覧会（大阪万博）⑥日米相互協力及び安全保障条約自動延長
⑤米，ベトナム反戦運動拡大
⑧ソ連・西ドイツ武力不行使条約調印

1971 ⑦環境庁設置　⑪国会，非核三原則決議⑫円切り上げ（1ドル＝308円）
⑧米，金・ドル交換停止発表
⑩中国の国連代表権交代　⑫スミソニアン協定合意

1972 ②札幌冬季五輪　⑤沖縄復帰⑥日本列島改造論発表　⑨日中共同声明
②ニクソン米大統領，中国訪問
⑤米ソ，SALTⅠ調印　⑥国連人間環境会議

1973 ②円，変動為替相場制へ移行⑩第一次石油危機
①拡大EC発足　①ベトナム和平協定調印
⑩第四次中東戦争

1974 ①端島（軍艦島）炭鉱閉鎖＊戦後初のマイナス成長
④国連資源特別総会
⑤インド，核実験

1975 ⑫赤字国債発行＊大学生200万人突破（進学率34.2％）
④ベトナム戦争終結
⑪第1回先進国首脳会議（サミット）

1976 ②ロッキード事件発覚⑪防衛費GNP比1％枠を閣議決定
⑤カンボジア，ポルポト政権成立
⑦南北ベトナム統一

1977 ⑦領海12海里，漁業水域200海里施行⑨王貞治，ホームラン世界新記録
⑪サダト・エジプト大統領，イスラエル訪問
⑫ベトナム，カンボジア侵攻

1978 ⑤新東京国際空港（現 成田国際空港）開港⑧日中平和友好条約調印
⑤第1回国連軍縮特別総会
⑫中国，改革開放政策採用

1979 ⑥東京サミット＊第二次石油危機
①米中国交正常化　②イラン革命
⑫ソ連，アフガニスタン侵攻（～89）

1980 ⑥気象庁，降水確率の予報開始 ＊自動車生産台数世界一
⑦西側諸国，モスクワ五輪不参加
⑨イラン・イラク戦争（～88）

1981 ③第二次臨時行政調査会発足④敦賀原子力発電所放射能漏れ発覚
②米，レーガノミクス発表
④米，スペースシャトル打ち上げ成功

1982 ⑧参議院に比例代表制を導入⑨長沼ナイキ基地訴訟最高裁判決
④英・アルゼンチン，フォークランド紛争
⑦国際捕鯨委員会，商業捕鯨の一時停止決定

1983 ④東京ディズニーランド開園 ＊パソコン・ワープロ，急速に普及
⑨大韓航空機撃墜事件
⑫米，欧州に中距離核戦力実戦配備

1984 ⑨韓国大統領，初来日 ⑦東側諸国，ロサンゼルス五輪不参加
＊エチオピア飢饉

年表

1985 ④NTT・JT発足⑥男女雇用機会均等法公布
③ソ連，ゴルバチョフ政権成立
⑨プラザ合意

1986 ④基礎年金制度導入　⑤東京サミット⑫国鉄分割・民営化法公布（87 JR発足）
②フィリピン，アキノ政権成立
④ソ連，チェルノブイリ原子力発電所事故

1987 ②NTT株が上場（財テクブーム）＊防衛費，GNP比1％枠突破
②ルーブル合意
⑫米ソ，INF全廃条約調印

1988 ⑥牛肉・オレンジ輸入自由化合意（91実施）⑦リクルート事件発覚
⑤ソ連，アフガニスタンから撤退開始
⑧イラン・イラク戦争停戦

1989 ①昭和から平成へ　④消費税3％導入⑫株価史上最高値
⑥中国，天安門事件　⑪「ベルリンの壁」崩壊
⑫米ソ，マルタ会談 ＊東欧革命

1990 ⑪雲仙・普賢岳噴火 ⑧湾岸危機（91湾岸戦争）
⑩東西ドイツ統一

1991 ④自衛隊ペルシャ湾派遣＊バブル経済崩壊
⑥南アフリカ共和国，アパルトヘイト廃止
⑦米ソ，START調印　⑫ソ連解体

1992 ⑥PKO協力法成立　⑧佐川急便事件問題化⑨自衛隊カンボジアPKO派遣
⑥国連環境開発会議
＊旧ユーゴスラビアの民族紛争深刻化

1993 ⑦東京サミット　⑧「非自民」連立政権成立⑫米の部分開放決定
⑨パレスチナ暫定自治協定調印
⑪EU発足

1994 ③衆議院に小選挙区比例代表並立制導入⑥自社さ連立政権成立
①NAFTA発足
④ルワンダでジェノサイド発生

1995 ①阪神・淡路大震災③地下鉄サリン事件
①WTO発足
⑨仏，南太平洋で地下核実験を強行

1996 ②薬害エイズで厚生大臣謝罪＊インターネット，急速に普及
③李登輝が初の直接総統選挙により台湾総統に就任
⑨国連総会，CTBT採択

1997 ④消費税，5％に引き上げ⑤アイヌ文化振興法成立
⑦英，中国に香港返還　⑦アジア通貨危機
⑫対人地雷全面禁止条約採択

1998 ②長野冬季五輪⑥金融システム改革法成立
⑤インド・パキスタン，核実験
⑤インドネシア，スハルト政権崩壊

1999 ⑤ガイドライン関連法成立⑥改正労働者派遣法成立 ⑨東海村臨界事故
③NATO，コソボ空爆
⑫ポルトガル，中国にマカオ返還

2000 ①国会に憲法調査会設置④介護保険制度開始　⑦九州・沖縄サミット
⑤ロシア連邦，プーチン大統領就任
⑥初の南北朝鮮首脳会談

2001 ①中央省庁再編　⑥ハンセン病補償法成立⑪自衛隊インド洋派遣
⑨米同時多発テロ　⑩アフガニスタン軍事行動
⑫中国，WTO加盟

2002 ⑤日韓共催サッカーW杯⑨初の日朝首脳会談
①ユーロ紙幣・硬貨流通開始
⑤東ティモール独立　⑦AU発足

2003 ⑤個人情報保護関連5法成立⑥有事法制関連3法成立
③国際刑事裁判所設置
③イラク戦争（～11）＊SARSが世界的に流行

2004 ①自衛隊イラク派遣⑩イチロー，大リーグ最多安打記録更新
⑤EU，25か国に拡大
⑫スマトラ島沖地震

2005 ④JR西日本，尼崎で脱線事故⑩郵政民営化法成立 ＊戦後初の人口減少 ②京都議定書発効

2006 ⑤日米，在日米軍再編合意⑫教育基本法改正
⑦イスラエル，レバノンへ軍事行動
⑩北朝鮮，核実験

2007 ③北海道夕張市が財政再建団体に⑤国民投票法成立
⑫EU，リスボン条約調印
＊米，サブプライムローン問題表面化

2008 ④後期高齢者医療制度導入⑦北海道洞爺湖サミット
⑧南オセチア戦争　⑨世界金融危機
⑫クラスター爆弾禁止条約採択

2009 ⑤裁判員制度開始　⑨消費者庁設置⑨民主党中心の連立政権成立
①米，オバマ大統領就任
②ジンバブエ，通貨切り下げ

2010 ⑨尖閣諸島中国漁船衝突事件⑨初のペイオフ実施
④米ロ，新START調印　④ギリシャ財政危機
＊中国，GDP世界第2位

2011 ③東日本大震災③福島第一原子力発電所事故
①チュニジア，ジャスミン革命 ＊「アラブの春」
③シリア内戦　⑦南スーダン独立

2012 ⑧「社会保障と税の一体改革」関連法成立⑫自民党中心の連立政権成立
⑧ロシア連邦，WTO加盟
⑪パレスチナ，国連総会のオブザーバー国家に

2013 ⑫国家安全保障会議設置⑫特定秘密保護法成立 ③中国，習近平国家主席就任

2014 ④消費税，8％に引き上げ⑦集団的自衛権の行使容認を閣議決定
③ロシア連邦，クリミア半島編入を発表
⑨香港民主化デモ

2015 ⑥選挙権年齢，18歳以上に引き下げ（16施行）⑨安全保障関連法成立
⑦米・キューバ，国交回復　⑦イラン核合意成立
⑫パリ協定採択　⑫AIIB発足

2016 ①マイナンバー制度発足　④熊本地震⑤伊勢志摩サミット
⑤オバマ米大統領が広島訪問
⑥イギリス，国民投票でEU離脱派が賛成多数

2017 ⑥改正組織犯罪処罰法成立⑨桐生祥秀，100m走9秒台
①米，トランプ大統領就任
⑦国連総会，核兵器禁止条約採択

2018 ③TPP11協定調印⑥成年年齢，18歳に引き下げ（22施行）
①ASEAN，域内関税撤廃
⑥初の米朝首脳会談

2019 ④アイヌ施策推進法成立　⑤平成から令和へ⑩消費税，10％に引き上げ
④スリランカ連続爆破テロ事件
⑥香港民主化デモ　⑧INF全廃条約失効

2020 ④新型コロナウイルス感染拡大にともなう初の緊急事態宣言　⑪RCEP協定調印
②イギリス，EU離脱　⑥中国，香港国家安全維持法成立
＊新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

2021 ⑤改正少年法成立⑧東京五輪
①米，バイデン大統領就任　②ミャンマー，軍事クーデタ
⑧アメリカ軍，アフガニスタン撤退

2022 ②ロシア連邦，ウクライナ侵攻

2023

2024
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日本の出来事，
世界の出来事

サンフランシスコ平和条約調印（1951年） 国鉄民営化の式典（1987年）

チェルノブイリ原子力発電所事故（1986年）

第１回アジア・アフリカ会議（1955年） 国連環境開発会議（1992年）

東京オリンピックの開会式（1964年） ユーゴスラビア紛争（1999年,コソボ）

アポロ11号の月面着陸（1969年） 東日本大震災（2011年）

日本万国博覧会（大阪万博）（1970年） イギリスのEU離脱（2020年）
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日本 世界内閣日本 世界内閣

1945 ⑧広島・長崎に原爆投下⑧ポツダム宣言受諾　⑪財閥解体
②ヤルタ会談　⑦ポツダム会談
⑧第二次世界大戦終結　⑩国際連合発足

1946 ④初の男女による衆議院議員総選挙⑪日本国憲法公布
③チャーチル「鉄のカーテン」演説
⑫インドシナ戦争（～54）

1947 ③教育基本法・学校教育法公布④労働基準法・独占禁止法公布
⑥マーシャル・プラン発表　⑨コミンフォルム設立
⑩GATT調印

1948 ⑪極東国際軍事裁判判決⑫経済安定九原則指令
⑤イスラエル国家樹立宣言，第一次中東戦争
⑫国連総会，世界人権宣言採択

1949 ④1ドル＝360円の為替レート設定⑦⑧下山事件・三鷹事件・松川事件
④NATO結成　⑩中華人民共和国成立
⑩ドイツ東西分断

1950 ⑦日本労働組合総評議会（総評）結成⑧警察予備隊発足
②中ソ友好同盟相互援助条約調印
⑥朝鮮戦争（～53）

1951 ⑨サンフランシスコ平和条約・　日米安全保障条約調印
④ECSC設立条約調印（52発足）
⑦朝鮮休戦会談

1952 ④日華平和条約調印⑧IMF・世界銀行加盟　⑩保安隊発足
⑩英，核実験
⑪米，水爆実験

1953 ②NHK，テレビ放送開始⑫奄美群島復帰
⑦朝鮮戦争休戦協定　⑧ソ連，水爆実験
⑫国連総会，原子力の平和利用に関する決議

1954 ③第五福竜丸事件（ビキニ事件）⑦自衛隊・防衛庁発足
⑥中・印，平和五原則発表
⑨東南アジア条約機構（SEATO）結成

1955 ⑥GATT加盟　⑧第1回原水爆禁止世界大会⑪自由民主党結成
④第1回アジア・アフリカ会議
⑤ワルシャワ条約機構結成　⑦ジュネーブ四巨頭会談

1956 ⑤水俣病公式確認⑩日ソ共同宣言　⑫国連加盟
②ソ連共産党，スターリン批判
⑩ハンガリー動乱　⑩第二次中東戦争

1957 ⑧茨城県東海村の原子力研究所に　「原子の火」ともる
③EEC結成
⑩ソ連，人工衛星打ち上げ成功

1958 ⑧インスタントラーメン発売⑫東京タワー完成
④第1回アフリカ独立諸国会議
⑤中国，大躍進政策（～61）

1959 ④国民年金法公布＊輸出量，戦前水準を回復
①キューバ革命
③チベット動乱

1960 ①日米相互協力及び安全保障条約調印⑫国民所得倍増計画発表
②仏，核実験
⑫南ベトナム解放民族戦線結成　＊「アフリカの年」

1961 ⑥農業基本法公布＊農林業就業者30％を割る
④ソ連，有人宇宙飛行成功　⑧「ベルリンの壁」構築
⑨第1回非同盟諸国首脳会議

1962 ③テレビ受信契約数1000万突破⑨国産第1号原子炉完成
⑩キューバ危機
⑩中印国境紛争

1963 ②GATT11条国へ移行⑦老人福祉法公布　⑦名神高速道路開通
②中・ソ論争公然化
⑧PTBT調印

1964 ④IMF8条国へ移行　④OECD加盟⑩東海道新幹線開業　⑩東京五輪
③第1回UNCTAD
⑩中国，核実験

1965 ⑥日韓基本条約調印⑧同和対策審議会答申
②米，北ベトナム爆撃（北爆）を開始
⑫国連総会，人種差別撤廃条約採択

1966 ①戦後初の赤字国債発行＊人口1億人突破
⑤中国，文化大革命（～76）
⑫国連総会，国際人権規約採択

1967 ⑤朝日訴訟最高裁判決⑧公害対策基本法公布
⑥第三次中東戦争　⑦EC発足
⑦ビアフラ戦争（～70）　⑧ASEAN結成

1968 ⑤消費者保護基本法公布 ⑥小笠原諸島復帰
＊GNP，資本主義国第2位

①「プラハの春」
⑥核拡散防止条約調印　⑧チェコ事件

1969 ⑤東名高速道路開通 ③中ソ国境紛争
⑦米，アポロ11号月面着陸

1970 ③日本万国博覧会（大阪万博）⑥日米相互協力及び安全保障条約自動延長
⑤米，ベトナム反戦運動拡大
⑧ソ連・西ドイツ武力不行使条約調印

1971 ⑦環境庁設置　⑪国会，非核三原則決議⑫円切り上げ（1ドル＝308円）
⑧米，金・ドル交換停止発表
⑩中国の国連代表権交代　⑫スミソニアン協定合意

1972 ②札幌冬季五輪　⑤沖縄復帰⑥日本列島改造論発表　⑨日中共同声明
②ニクソン米大統領，中国訪問
⑤米ソ，SALTⅠ調印　⑥国連人間環境会議

1973 ②円，変動為替相場制へ移行⑩第一次石油危機
①拡大EC発足　①ベトナム和平協定調印
⑩第四次中東戦争

1974 ①端島（軍艦島）炭鉱閉鎖＊戦後初のマイナス成長
④国連資源特別総会
⑤インド，核実験

1975 ⑫赤字国債発行＊大学生200万人突破（進学率34.2％）
④ベトナム戦争終結
⑪第1回先進国首脳会議（サミット）

1976 ②ロッキード事件発覚⑪防衛費GNP比1％枠を閣議決定
⑤カンボジア，ポルポト政権成立
⑦南北ベトナム統一

1977 ⑦領海12海里，漁業水域200海里施行⑨王貞治，ホームラン世界新記録
⑪サダト・エジプト大統領，イスラエル訪問
⑫ベトナム，カンボジア侵攻

1978 ⑤新東京国際空港（現 成田国際空港）開港⑧日中平和友好条約調印
⑤第1回国連軍縮特別総会
⑫中国，改革開放政策採用

1979 ⑥東京サミット＊第二次石油危機
①米中国交正常化　②イラン革命
⑫ソ連，アフガニスタン侵攻（～89）

1980 ⑥気象庁，降水確率の予報開始 ＊自動車生産台数世界一
⑦西側諸国，モスクワ五輪不参加
⑨イラン・イラク戦争（～88）

1981 ③第二次臨時行政調査会発足④敦賀原子力発電所放射能漏れ発覚
②米，レーガノミクス発表
④米，スペースシャトル打ち上げ成功

1982 ⑧参議院に比例代表制を導入⑨長沼ナイキ基地訴訟最高裁判決
④英・アルゼンチン，フォークランド紛争
⑦国際捕鯨委員会，商業捕鯨の一時停止決定

1983 ④東京ディズニーランド開園 ＊パソコン・ワープロ，急速に普及
⑨大韓航空機撃墜事件
⑫米，欧州に中距離核戦力実戦配備

1984 ⑨韓国大統領，初来日 ⑦東側諸国，ロサンゼルス五輪不参加
＊エチオピア飢饉

年表

1985 ④NTT・JT発足⑥男女雇用機会均等法公布
③ソ連，ゴルバチョフ政権成立
⑨プラザ合意

1986 ④基礎年金制度導入　⑤東京サミット⑫国鉄分割・民営化法公布（87 JR発足）
②フィリピン，アキノ政権成立
④ソ連，チェルノブイリ原子力発電所事故

1987 ②NTT株が上場（財テクブーム）＊防衛費，GNP比1％枠突破
②ルーブル合意
⑫米ソ，INF全廃条約調印

1988 ⑥牛肉・オレンジ輸入自由化合意（91実施）⑦リクルート事件発覚
⑤ソ連，アフガニスタンから撤退開始
⑧イラン・イラク戦争停戦

1989 ①昭和から平成へ　④消費税3％導入⑫株価史上最高値
⑥中国，天安門事件　⑪「ベルリンの壁」崩壊
⑫米ソ，マルタ会談 ＊東欧革命

1990 ⑪雲仙・普賢岳噴火 ⑧湾岸危機（91湾岸戦争）
⑩東西ドイツ統一

1991 ④自衛隊ペルシャ湾派遣＊バブル経済崩壊
⑥南アフリカ共和国，アパルトヘイト廃止
⑦米ソ，START調印　⑫ソ連解体

1992 ⑥PKO協力法成立　⑧佐川急便事件問題化⑨自衛隊カンボジアPKO派遣
⑥国連環境開発会議
＊旧ユーゴスラビアの民族紛争深刻化

1993 ⑦東京サミット　⑧「非自民」連立政権成立⑫米の部分開放決定
⑨パレスチナ暫定自治協定調印
⑪EU発足

1994 ③衆議院に小選挙区比例代表並立制導入⑥自社さ連立政権成立
①NAFTA発足
④ルワンダでジェノサイド発生

1995 ①阪神・淡路大震災③地下鉄サリン事件
①WTO発足
⑨仏，南太平洋で地下核実験を強行

1996 ②薬害エイズで厚生大臣謝罪＊インターネット，急速に普及
③李登輝が初の直接総統選挙により台湾総統に就任
⑨国連総会，CTBT採択

1997 ④消費税，5％に引き上げ⑤アイヌ文化振興法成立
⑦英，中国に香港返還　⑦アジア通貨危機
⑫対人地雷全面禁止条約採択

1998 ②長野冬季五輪⑥金融システム改革法成立
⑤インド・パキスタン，核実験
⑤インドネシア，スハルト政権崩壊

1999 ⑤ガイドライン関連法成立⑥改正労働者派遣法成立 ⑨東海村臨界事故
③NATO，コソボ空爆
⑫ポルトガル，中国にマカオ返還

2000 ①国会に憲法調査会設置④介護保険制度開始　⑦九州・沖縄サミット
⑤ロシア連邦，プーチン大統領就任
⑥初の南北朝鮮首脳会談

2001 ①中央省庁再編　⑥ハンセン病補償法成立⑪自衛隊インド洋派遣
⑨米同時多発テロ　⑩アフガニスタン軍事行動
⑫中国，WTO加盟

2002 ⑤日韓共催サッカーW杯⑨初の日朝首脳会談
①ユーロ紙幣・硬貨流通開始
⑤東ティモール独立　⑦AU発足

2003 ⑤個人情報保護関連5法成立⑥有事法制関連3法成立
③国際刑事裁判所設置
③イラク戦争（～11）＊SARSが世界的に流行

2004 ①自衛隊イラク派遣⑩イチロー，大リーグ最多安打記録更新
⑤EU，25か国に拡大
⑫スマトラ島沖地震

2005 ④JR西日本，尼崎で脱線事故⑩郵政民営化法成立 ＊戦後初の人口減少 ②京都議定書発効

2006 ⑤日米，在日米軍再編合意⑫教育基本法改正
⑦イスラエル，レバノンへ軍事行動
⑩北朝鮮，核実験

2007 ③北海道夕張市が財政再建団体に⑤国民投票法成立
⑫EU，リスボン条約調印
＊米，サブプライムローン問題表面化

2008 ④後期高齢者医療制度導入⑦北海道洞爺湖サミット
⑧南オセチア戦争　⑨世界金融危機
⑫クラスター爆弾禁止条約採択

2009 ⑤裁判員制度開始　⑨消費者庁設置⑨民主党中心の連立政権成立
①米，オバマ大統領就任
②ジンバブエ，通貨切り下げ

2010 ⑨尖閣諸島中国漁船衝突事件⑨初のペイオフ実施
④米ロ，新START調印　④ギリシャ財政危機
＊中国，GDP世界第2位

2011 ③東日本大震災③福島第一原子力発電所事故
①チュニジア，ジャスミン革命 ＊「アラブの春」
③シリア内戦　⑦南スーダン独立

2012 ⑧「社会保障と税の一体改革」関連法成立⑫自民党中心の連立政権成立
⑧ロシア連邦，WTO加盟
⑪パレスチナ，国連総会のオブザーバー国家に

2013 ⑫国家安全保障会議設置⑫特定秘密保護法成立 ③中国，習近平国家主席就任

2014 ④消費税，8％に引き上げ⑦集団的自衛権の行使容認を閣議決定
③ロシア連邦，クリミア半島編入を発表
⑨香港民主化デモ

2015 ⑥選挙権年齢，18歳以上に引き下げ（16施行）⑨安全保障関連法成立
⑦米・キューバ，国交回復　⑦イラン核合意成立
⑫パリ協定採択　⑫AIIB発足

2016 ①マイナンバー制度発足　④熊本地震⑤伊勢志摩サミット
⑤オバマ米大統領が広島訪問
⑥イギリス，国民投票でEU離脱派が賛成多数

2017 ⑥改正組織犯罪処罰法成立⑨桐生祥秀，100m走9秒台
①米，トランプ大統領就任
⑦国連総会，核兵器禁止条約採択

2018 ③TPP11協定調印⑥成年年齢，18歳に引き下げ（22施行）
①ASEAN，域内関税撤廃
⑥初の米朝首脳会談

2019 ④アイヌ施策推進法成立　⑤平成から令和へ⑩消費税，10％に引き上げ
④スリランカ連続爆破テロ事件
⑥香港民主化デモ　⑧INF全廃条約失効

2020 ④新型コロナウイルス感染拡大にともなう初の緊急事態宣言　⑪RCEP協定調印
②イギリス，EU離脱　⑥中国，香港国家安全維持法成立
＊新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

2021 ⑤改正少年法成立⑧東京五輪
①米，バイデン大統領就任　②ミャンマー，軍事クーデタ
⑧アメリカ軍，アフガニスタン撤退

2022 ⑤改正刑法成立（「拘禁刑」創設）⑫安全保障３文書改定
②ロシア連邦，ウクライナ侵攻
＊世界人口，80億人に到達

2023 ⑤広島サミット

2024
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▲ 2 0
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日本の出来事，
世界の出来事

サンフランシスコ平和条約調印（1951年） 国鉄民営化の式典（1987年）

チェルノブイリ原子力発電所事故（1986年）

第１回アジア・アフリカ会議（1955年） 国連環境開発会議（1992年）

東京オリンピックの開会式（1964年） ユーゴスラビア紛争（1999年,コソボ）

アポロ11号の月面着陸（1969年） 東日本大震災（2011年）

日本万国博覧会（大阪万博）（1970年） イギリスのEU離脱（2020年）
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更新が適切な事実の記載

69 後見
返し

年表

（世界）

日本 世界内閣日本 世界内閣

1945 ⑧広島・長崎に原爆投下⑧ポツダム宣言受諾　⑪財閥解体
②ヤルタ会談　⑦ポツダム会談
⑧第二次世界大戦終結　⑩国際連合発足

1946 ④初の男女による衆議院議員総選挙⑪日本国憲法公布
③チャーチル「鉄のカーテン」演説
⑫インドシナ戦争（～54）

1947 ③教育基本法・学校教育法公布④労働基準法・独占禁止法公布
⑥マーシャル・プラン発表　⑨コミンフォルム設立
⑩GATT調印

1948 ⑪極東国際軍事裁判判決⑫経済安定九原則指令
⑤イスラエル国家樹立宣言，第一次中東戦争
⑫国連総会，世界人権宣言採択

1949 ④1ドル＝360円の為替レート設定⑦⑧下山事件・三鷹事件・松川事件
④NATO結成　⑩中華人民共和国成立
⑩ドイツ東西分断

1950 ⑦日本労働組合総評議会（総評）結成⑧警察予備隊発足
②中ソ友好同盟相互援助条約調印
⑥朝鮮戦争（～53）

1951 ⑨サンフランシスコ平和条約・　日米安全保障条約調印
④ECSC設立条約調印（52発足）
⑦朝鮮休戦会談

1952 ④日華平和条約調印⑧IMF・世界銀行加盟　⑩保安隊発足
⑩英，核実験
⑪米，水爆実験

1953 ②NHK，テレビ放送開始⑫奄美群島復帰
⑦朝鮮戦争休戦協定　⑧ソ連，水爆実験
⑫国連総会，原子力の平和利用に関する決議

1954 ③第五福竜丸事件（ビキニ事件）⑦自衛隊・防衛庁発足
⑥中・印，平和五原則発表
⑨東南アジア条約機構（SEATO）結成

1955 ⑥GATT加盟　⑧第1回原水爆禁止世界大会⑪自由民主党結成
④第1回アジア・アフリカ会議
⑤ワルシャワ条約機構結成　⑦ジュネーブ四巨頭会談

1956 ⑤水俣病公式確認⑩日ソ共同宣言　⑫国連加盟
②ソ連共産党，スターリン批判
⑩ハンガリー動乱　⑩第二次中東戦争

1957 ⑧茨城県東海村の原子力研究所に　「原子の火」ともる
③EEC結成
⑩ソ連，人工衛星打ち上げ成功

1958 ⑧インスタントラーメン発売⑫東京タワー完成
④第1回アフリカ独立諸国会議
⑤中国，大躍進政策（～61）

1959 ④国民年金法公布＊輸出量，戦前水準を回復
①キューバ革命
③チベット動乱

1960 ①日米相互協力及び安全保障条約調印⑫国民所得倍増計画発表
②仏，核実験
⑫南ベトナム解放民族戦線結成　＊「アフリカの年」

1961 ⑥農業基本法公布＊農林業就業者30％を割る
④ソ連，有人宇宙飛行成功　⑧「ベルリンの壁」構築
⑨第1回非同盟諸国首脳会議

1962 ③テレビ受信契約数1000万突破⑨国産第1号原子炉完成
⑩キューバ危機
⑩中印国境紛争

1963 ②GATT11条国へ移行⑦老人福祉法公布　⑦名神高速道路開通
②中・ソ論争公然化
⑧PTBT調印

1964 ④IMF8条国へ移行　④OECD加盟⑩東海道新幹線開業　⑩東京五輪
③第1回UNCTAD
⑩中国，核実験

1965 ⑥日韓基本条約調印⑧同和対策審議会答申
②米，北ベトナム爆撃（北爆）を開始
⑫国連総会，人種差別撤廃条約採択

1966 ①戦後初の赤字国債発行＊人口1億人突破
⑤中国，文化大革命（～76）
⑫国連総会，国際人権規約採択

1967 ⑤朝日訴訟最高裁判決⑧公害対策基本法公布
⑥第三次中東戦争　⑦EC発足
⑦ビアフラ戦争（～70）　⑧ASEAN結成

1968 ⑤消費者保護基本法公布 ⑥小笠原諸島復帰
＊GNP，資本主義国第2位

①「プラハの春」
⑥核拡散防止条約調印　⑧チェコ事件

1969 ⑤東名高速道路開通 ③中ソ国境紛争
⑦米，アポロ11号月面着陸

1970 ③日本万国博覧会（大阪万博）⑥日米相互協力及び安全保障条約自動延長
⑤米，ベトナム反戦運動拡大
⑧ソ連・西ドイツ武力不行使条約調印

1971 ⑦環境庁設置　⑪国会，非核三原則決議⑫円切り上げ（1ドル＝308円）
⑧米，金・ドル交換停止発表
⑩中国の国連代表権交代　⑫スミソニアン協定合意

1972 ②札幌冬季五輪　⑤沖縄復帰⑥日本列島改造論発表　⑨日中共同声明
②ニクソン米大統領，中国訪問
⑤米ソ，SALTⅠ調印　⑥国連人間環境会議

1973 ②円，変動為替相場制へ移行⑩第一次石油危機
①拡大EC発足　①ベトナム和平協定調印
⑩第四次中東戦争

1974 ①端島（軍艦島）炭鉱閉鎖＊戦後初のマイナス成長
④国連資源特別総会
⑤インド，核実験

1975 ⑫赤字国債発行＊大学生200万人突破（進学率34.2％）
④ベトナム戦争終結
⑪第1回先進国首脳会議（サミット）

1976 ②ロッキード事件発覚⑪防衛費GNP比1％枠を閣議決定
⑤カンボジア，ポルポト政権成立
⑦南北ベトナム統一

1977 ⑦領海12海里，漁業水域200海里施行⑨王貞治，ホームラン世界新記録
⑪サダト・エジプト大統領，イスラエル訪問
⑫ベトナム，カンボジア侵攻

1978 ⑤新東京国際空港（現 成田国際空港）開港⑧日中平和友好条約調印
⑤第1回国連軍縮特別総会
⑫中国，改革開放政策採用

1979 ⑥東京サミット＊第二次石油危機
①米中国交正常化　②イラン革命
⑫ソ連，アフガニスタン侵攻（～89）

1980 ⑥気象庁，降水確率の予報開始 ＊自動車生産台数世界一
⑦西側諸国，モスクワ五輪不参加
⑨イラン・イラク戦争（～88）

1981 ③第二次臨時行政調査会発足④敦賀原子力発電所放射能漏れ発覚
②米，レーガノミクス発表
④米，スペースシャトル打ち上げ成功

1982 ⑧参議院に比例代表制を導入⑨長沼ナイキ基地訴訟最高裁判決
④英・アルゼンチン，フォークランド紛争
⑦国際捕鯨委員会，商業捕鯨の一時停止決定

1983 ④東京ディズニーランド開園 ＊パソコン・ワープロ，急速に普及
⑨大韓航空機撃墜事件
⑫米，欧州に中距離核戦力実戦配備

1984 ⑨韓国大統領，初来日 ⑦東側諸国，ロサンゼルス五輪不参加
＊エチオピア飢饉

年表

1985 ④NTT・JT発足⑥男女雇用機会均等法公布
③ソ連，ゴルバチョフ政権成立
⑨プラザ合意

1986 ④基礎年金制度導入　⑤東京サミット⑫国鉄分割・民営化法公布（87 JR発足）
②フィリピン，アキノ政権成立
④ソ連，チェルノブイリ原子力発電所事故

1987 ②NTT株が上場（財テクブーム）＊防衛費，GNP比1％枠突破
②ルーブル合意
⑫米ソ，INF全廃条約調印

1988 ⑥牛肉・オレンジ輸入自由化合意（91実施）⑦リクルート事件発覚
⑤ソ連，アフガニスタンから撤退開始
⑧イラン・イラク戦争停戦

1989 ①昭和から平成へ　④消費税3％導入⑫株価史上最高値
⑥中国，天安門事件　⑪「ベルリンの壁」崩壊
⑫米ソ，マルタ会談 ＊東欧革命

1990 ⑪雲仙・普賢岳噴火 ⑧湾岸危機（91湾岸戦争）
⑩東西ドイツ統一

1991 ④自衛隊ペルシャ湾派遣＊バブル経済崩壊
⑥南アフリカ共和国，アパルトヘイト廃止
⑦米ソ，START調印　⑫ソ連解体

1992 ⑥PKO協力法成立　⑧佐川急便事件問題化⑨自衛隊カンボジアPKO派遣
⑥国連環境開発会議
＊旧ユーゴスラビアの民族紛争深刻化

1993 ⑦東京サミット　⑧「非自民」連立政権成立⑫米の部分開放決定
⑨パレスチナ暫定自治協定調印
⑪EU発足

1994 ③衆議院に小選挙区比例代表並立制導入⑥自社さ連立政権成立
①NAFTA発足
④ルワンダでジェノサイド発生

1995 ①阪神・淡路大震災③地下鉄サリン事件
①WTO発足
⑨仏，南太平洋で地下核実験を強行

1996 ②薬害エイズで厚生大臣謝罪＊インターネット，急速に普及
③李登輝が初の直接総統選挙により台湾総統に就任
⑨国連総会，CTBT採択

1997 ④消費税，5％に引き上げ⑤アイヌ文化振興法成立
⑦英，中国に香港返還　⑦アジア通貨危機
⑫対人地雷全面禁止条約採択

1998 ②長野冬季五輪⑥金融システム改革法成立
⑤インド・パキスタン，核実験
⑤インドネシア，スハルト政権崩壊

1999 ⑤ガイドライン関連法成立⑥改正労働者派遣法成立 ⑨東海村臨界事故
③NATO，コソボ空爆
⑫ポルトガル，中国にマカオ返還

2000 ①国会に憲法調査会設置④介護保険制度開始　⑦九州・沖縄サミット
⑤ロシア連邦，プーチン大統領就任
⑥初の南北朝鮮首脳会談

2001 ①中央省庁再編　⑥ハンセン病補償法成立⑪自衛隊インド洋派遣
⑨米同時多発テロ　⑩アフガニスタン軍事行動
⑫中国，WTO加盟

2002 ⑤日韓共催サッカーW杯⑨初の日朝首脳会談
①ユーロ紙幣・硬貨流通開始
⑤東ティモール独立　⑦AU発足

2003 ⑤個人情報保護関連5法成立⑥有事法制関連3法成立
③国際刑事裁判所設置
③イラク戦争（～11）＊SARSが世界的に流行

2004 ①自衛隊イラク派遣⑩イチロー，大リーグ最多安打記録更新
⑤EU，25か国に拡大
⑫スマトラ島沖地震

2005 ④JR西日本，尼崎で脱線事故⑩郵政民営化法成立 ＊戦後初の人口減少 ②京都議定書発効

2006 ⑤日米，在日米軍再編合意⑫教育基本法改正
⑦イスラエル，レバノンへ軍事行動
⑩北朝鮮，核実験

2007 ③北海道夕張市が財政再建団体に⑤国民投票法成立
⑫EU，リスボン条約調印
＊米，サブプライムローン問題表面化

2008 ④後期高齢者医療制度導入⑦北海道洞爺湖サミット
⑧南オセチア戦争　⑨世界金融危機
⑫クラスター爆弾禁止条約採択

2009 ⑤裁判員制度開始　⑨消費者庁設置⑨民主党中心の連立政権成立
①米，オバマ大統領就任
②ジンバブエ，通貨切り下げ

2010 ⑨尖閣諸島中国漁船衝突事件⑨初のペイオフ実施
④米ロ，新START調印　④ギリシャ財政危機
＊中国，GDP世界第2位

2011 ③東日本大震災③福島第一原子力発電所事故
①チュニジア，ジャスミン革命 ＊「アラブの春」
③シリア内戦　⑦南スーダン独立

2012 ⑧「社会保障と税の一体改革」関連法成立⑫自民党中心の連立政権成立
⑧ロシア連邦，WTO加盟
⑪パレスチナ，国連総会のオブザーバー国家に

2013 ⑫国家安全保障会議設置⑫特定秘密保護法成立 ③中国，習近平国家主席就任

2014 ④消費税，8％に引き上げ⑦集団的自衛権の行使容認を閣議決定
③ロシア連邦，クリミア半島編入を発表
⑨香港民主化デモ

2015 ⑥選挙権年齢，18歳以上に引き下げ（16施行）⑨安全保障関連法成立
⑦米・キューバ，国交回復　⑦イラン核合意成立
⑫パリ協定採択　⑫AIIB発足

2016 ①マイナンバー制度発足　④熊本地震⑤伊勢志摩サミット
⑤オバマ米大統領が広島訪問
⑥イギリス，国民投票でEU離脱派が賛成多数

2017 ⑥改正組織犯罪処罰法成立⑨桐生祥秀，100m走9秒台
①米，トランプ大統領就任
⑦国連総会，核兵器禁止条約採択

2018 ③TPP11協定調印⑥成年年齢，18歳に引き下げ（22施行）
①ASEAN，域内関税撤廃
⑥初の米朝首脳会談

2019 ④アイヌ施策推進法成立　⑤平成から令和へ⑩消費税，10％に引き上げ
④スリランカ連続爆破テロ事件
⑥香港民主化デモ　⑧INF全廃条約失効

2020 ④新型コロナウイルス感染拡大にともなう初の緊急事態宣言　⑪RCEP協定調印
②イギリス，EU離脱　⑥中国，香港国家安全維持法成立
＊新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

2021 ⑤改正少年法成立⑧東京五輪
①米，バイデン大統領就任　②ミャンマー，軍事クーデタ
⑧アメリカ軍，アフガニスタン撤退

2022 ②ロシア連邦，ウクライナ侵攻

2023

2024
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日本の出来事，
世界の出来事

サンフランシスコ平和条約調印（1951年） 国鉄民営化の式典（1987年）

チェルノブイリ原子力発電所事故（1986年）

第１回アジア・アフリカ会議（1955年） 国連環境開発会議（1992年）

東京オリンピックの開会式（1964年） ユーゴスラビア紛争（1999年,コソボ）

アポロ11号の月面着陸（1969年） 東日本大震災（2011年）

日本万国博覧会（大阪万博）（1970年） イギリスのEU離脱（2020年）
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日本 世界内閣日本 世界内閣

1945 ⑧広島・長崎に原爆投下⑧ポツダム宣言受諾　⑪財閥解体
②ヤルタ会談　⑦ポツダム会談
⑧第二次世界大戦終結　⑩国際連合発足

1946 ④初の男女による衆議院議員総選挙⑪日本国憲法公布
③チャーチル「鉄のカーテン」演説
⑫インドシナ戦争（～54）

1947 ③教育基本法・学校教育法公布④労働基準法・独占禁止法公布
⑥マーシャル・プラン発表　⑨コミンフォルム設立
⑩GATT調印

1948 ⑪極東国際軍事裁判判決⑫経済安定九原則指令
⑤イスラエル国家樹立宣言，第一次中東戦争
⑫国連総会，世界人権宣言採択

1949 ④1ドル＝360円の為替レート設定⑦⑧下山事件・三鷹事件・松川事件
④NATO結成　⑩中華人民共和国成立
⑩ドイツ東西分断

1950 ⑦日本労働組合総評議会（総評）結成⑧警察予備隊発足
②中ソ友好同盟相互援助条約調印
⑥朝鮮戦争（～53）

1951 ⑨サンフランシスコ平和条約・　日米安全保障条約調印
④ECSC設立条約調印（52発足）
⑦朝鮮休戦会談

1952 ④日華平和条約調印⑧IMF・世界銀行加盟　⑩保安隊発足
⑩英，核実験
⑪米，水爆実験

1953 ②NHK，テレビ放送開始⑫奄美群島復帰
⑦朝鮮戦争休戦協定　⑧ソ連，水爆実験
⑫国連総会，原子力の平和利用に関する決議

1954 ③第五福竜丸事件（ビキニ事件）⑦自衛隊・防衛庁発足
⑥中・印，平和五原則発表
⑨東南アジア条約機構（SEATO）結成

1955 ⑥GATT加盟　⑧第1回原水爆禁止世界大会⑪自由民主党結成
④第1回アジア・アフリカ会議
⑤ワルシャワ条約機構結成　⑦ジュネーブ四巨頭会談

1956 ⑤水俣病公式確認⑩日ソ共同宣言　⑫国連加盟
②ソ連共産党，スターリン批判
⑩ハンガリー動乱　⑩第二次中東戦争

1957 ⑧茨城県東海村の原子力研究所に　「原子の火」ともる
③EEC結成
⑩ソ連，人工衛星打ち上げ成功

1958 ⑧インスタントラーメン発売⑫東京タワー完成
④第1回アフリカ独立諸国会議
⑤中国，大躍進政策（～61）

1959 ④国民年金法公布＊輸出量，戦前水準を回復
①キューバ革命
③チベット動乱

1960 ①日米相互協力及び安全保障条約調印⑫国民所得倍増計画発表
②仏，核実験
⑫南ベトナム解放民族戦線結成　＊「アフリカの年」

1961 ⑥農業基本法公布＊農林業就業者30％を割る
④ソ連，有人宇宙飛行成功　⑧「ベルリンの壁」構築
⑨第1回非同盟諸国首脳会議

1962 ③テレビ受信契約数1000万突破⑨国産第1号原子炉完成
⑩キューバ危機
⑩中印国境紛争

1963 ②GATT11条国へ移行⑦老人福祉法公布　⑦名神高速道路開通
②中・ソ論争公然化
⑧PTBT調印

1964 ④IMF8条国へ移行　④OECD加盟⑩東海道新幹線開業　⑩東京五輪
③第1回UNCTAD
⑩中国，核実験

1965 ⑥日韓基本条約調印⑧同和対策審議会答申
②米，北ベトナム爆撃（北爆）を開始
⑫国連総会，人種差別撤廃条約採択

1966 ①戦後初の赤字国債発行＊人口1億人突破
⑤中国，文化大革命（～76）
⑫国連総会，国際人権規約採択

1967 ⑤朝日訴訟最高裁判決⑧公害対策基本法公布
⑥第三次中東戦争　⑦EC発足
⑦ビアフラ戦争（～70）　⑧ASEAN結成

1968 ⑤消費者保護基本法公布 ⑥小笠原諸島復帰
＊GNP，資本主義国第2位

①「プラハの春」
⑥核拡散防止条約調印　⑧チェコ事件

1969 ⑤東名高速道路開通 ③中ソ国境紛争
⑦米，アポロ11号月面着陸

1970 ③日本万国博覧会（大阪万博）⑥日米相互協力及び安全保障条約自動延長
⑤米，ベトナム反戦運動拡大
⑧ソ連・西ドイツ武力不行使条約調印

1971 ⑦環境庁設置　⑪国会，非核三原則決議⑫円切り上げ（1ドル＝308円）
⑧米，金・ドル交換停止発表
⑩中国の国連代表権交代　⑫スミソニアン協定合意

1972 ②札幌冬季五輪　⑤沖縄復帰⑥日本列島改造論発表　⑨日中共同声明
②ニクソン米大統領，中国訪問
⑤米ソ，SALTⅠ調印　⑥国連人間環境会議

1973 ②円，変動為替相場制へ移行⑩第一次石油危機
①拡大EC発足　①ベトナム和平協定調印
⑩第四次中東戦争

1974 ①端島（軍艦島）炭鉱閉鎖＊戦後初のマイナス成長
④国連資源特別総会
⑤インド，核実験

1975 ⑫赤字国債発行＊大学生200万人突破（進学率34.2％）
④ベトナム戦争終結
⑪第1回先進国首脳会議（サミット）

1976 ②ロッキード事件発覚⑪防衛費GNP比1％枠を閣議決定
⑤カンボジア，ポルポト政権成立
⑦南北ベトナム統一

1977 ⑦領海12海里，漁業水域200海里施行⑨王貞治，ホームラン世界新記録
⑪サダト・エジプト大統領，イスラエル訪問
⑫ベトナム，カンボジア侵攻

1978 ⑤新東京国際空港（現 成田国際空港）開港⑧日中平和友好条約調印
⑤第1回国連軍縮特別総会
⑫中国，改革開放政策採用

1979 ⑥東京サミット＊第二次石油危機
①米中国交正常化　②イラン革命
⑫ソ連，アフガニスタン侵攻（～89）

1980 ⑥気象庁，降水確率の予報開始 ＊自動車生産台数世界一
⑦西側諸国，モスクワ五輪不参加
⑨イラン・イラク戦争（～88）

1981 ③第二次臨時行政調査会発足④敦賀原子力発電所放射能漏れ発覚
②米，レーガノミクス発表
④米，スペースシャトル打ち上げ成功

1982 ⑧参議院に比例代表制を導入⑨長沼ナイキ基地訴訟最高裁判決
④英・アルゼンチン，フォークランド紛争
⑦国際捕鯨委員会，商業捕鯨の一時停止決定

1983 ④東京ディズニーランド開園 ＊パソコン・ワープロ，急速に普及
⑨大韓航空機撃墜事件
⑫米，欧州に中距離核戦力実戦配備

1984 ⑨韓国大統領，初来日 ⑦東側諸国，ロサンゼルス五輪不参加
＊エチオピア飢饉

年表

1985 ④NTT・JT発足⑥男女雇用機会均等法公布
③ソ連，ゴルバチョフ政権成立
⑨プラザ合意

1986 ④基礎年金制度導入　⑤東京サミット⑫国鉄分割・民営化法公布（87 JR発足）
②フィリピン，アキノ政権成立
④ソ連，チェルノブイリ原子力発電所事故

1987 ②NTT株が上場（財テクブーム）＊防衛費，GNP比1％枠突破
②ルーブル合意
⑫米ソ，INF全廃条約調印

1988 ⑥牛肉・オレンジ輸入自由化合意（91実施）⑦リクルート事件発覚
⑤ソ連，アフガニスタンから撤退開始
⑧イラン・イラク戦争停戦

1989 ①昭和から平成へ　④消費税3％導入⑫株価史上最高値
⑥中国，天安門事件　⑪「ベルリンの壁」崩壊
⑫米ソ，マルタ会談 ＊東欧革命

1990 ⑪雲仙・普賢岳噴火 ⑧湾岸危機（91湾岸戦争）
⑩東西ドイツ統一

1991 ④自衛隊ペルシャ湾派遣＊バブル経済崩壊
⑥南アフリカ共和国，アパルトヘイト廃止
⑦米ソ，START調印　⑫ソ連解体

1992 ⑥PKO協力法成立　⑧佐川急便事件問題化⑨自衛隊カンボジアPKO派遣
⑥国連環境開発会議
＊旧ユーゴスラビアの民族紛争深刻化

1993 ⑦東京サミット　⑧「非自民」連立政権成立⑫米の部分開放決定
⑨パレスチナ暫定自治協定調印
⑪EU発足

1994 ③衆議院に小選挙区比例代表並立制導入⑥自社さ連立政権成立
①NAFTA発足
④ルワンダでジェノサイド発生

1995 ①阪神・淡路大震災③地下鉄サリン事件
①WTO発足
⑨仏，南太平洋で地下核実験を強行

1996 ②薬害エイズで厚生大臣謝罪＊インターネット，急速に普及
③李登輝が初の直接総統選挙により台湾総統に就任
⑨国連総会，CTBT採択

1997 ④消費税，5％に引き上げ⑤アイヌ文化振興法成立
⑦英，中国に香港返還　⑦アジア通貨危機
⑫対人地雷全面禁止条約採択

1998 ②長野冬季五輪⑥金融システム改革法成立
⑤インド・パキスタン，核実験
⑤インドネシア，スハルト政権崩壊

1999 ⑤ガイドライン関連法成立⑥改正労働者派遣法成立 ⑨東海村臨界事故
③NATO，コソボ空爆
⑫ポルトガル，中国にマカオ返還

2000 ①国会に憲法調査会設置④介護保険制度開始　⑦九州・沖縄サミット
⑤ロシア連邦，プーチン大統領就任
⑥初の南北朝鮮首脳会談

2001 ①中央省庁再編　⑥ハンセン病補償法成立⑪自衛隊インド洋派遣
⑨米同時多発テロ　⑩アフガニスタン軍事行動
⑫中国，WTO加盟

2002 ⑤日韓共催サッカーW杯⑨初の日朝首脳会談
①ユーロ紙幣・硬貨流通開始
⑤東ティモール独立　⑦AU発足

2003 ⑤個人情報保護関連5法成立⑥有事法制関連3法成立
③国際刑事裁判所設置
③イラク戦争（～11）＊SARSが世界的に流行

2004 ①自衛隊イラク派遣⑩イチロー，大リーグ最多安打記録更新
⑤EU，25か国に拡大
⑫スマトラ島沖地震

2005 ④JR西日本，尼崎で脱線事故⑩郵政民営化法成立 ＊戦後初の人口減少 ②京都議定書発効

2006 ⑤日米，在日米軍再編合意⑫教育基本法改正
⑦イスラエル，レバノンへ軍事行動
⑩北朝鮮，核実験

2007 ③北海道夕張市が財政再建団体に⑤国民投票法成立
⑫EU，リスボン条約調印
＊米，サブプライムローン問題表面化

2008 ④後期高齢者医療制度導入⑦北海道洞爺湖サミット
⑧南オセチア戦争　⑨世界金融危機
⑫クラスター爆弾禁止条約採択

2009 ⑤裁判員制度開始　⑨消費者庁設置⑨民主党中心の連立政権成立
①米，オバマ大統領就任
②ジンバブエ，通貨切り下げ

2010 ⑨尖閣諸島中国漁船衝突事件⑨初のペイオフ実施
④米ロ，新START調印　④ギリシャ財政危機
＊中国，GDP世界第2位

2011 ③東日本大震災③福島第一原子力発電所事故
①チュニジア，ジャスミン革命 ＊「アラブの春」
③シリア内戦　⑦南スーダン独立

2012 ⑧「社会保障と税の一体改革」関連法成立⑫自民党中心の連立政権成立
⑧ロシア連邦，WTO加盟
⑪パレスチナ，国連総会のオブザーバー国家に

2013 ⑫国家安全保障会議設置⑫特定秘密保護法成立 ③中国，習近平国家主席就任

2014 ④消費税，8％に引き上げ⑦集団的自衛権の行使容認を閣議決定
③ロシア連邦，クリミア半島編入を発表
⑨香港民主化デモ

2015 ⑥選挙権年齢，18歳以上に引き下げ（16施行）⑨安全保障関連法成立
⑦米・キューバ，国交回復　⑦イラン核合意成立
⑫パリ協定採択　⑫AIIB発足

2016 ①マイナンバー制度発足　④熊本地震⑤伊勢志摩サミット
⑤オバマ米大統領が広島訪問
⑥イギリス，国民投票でEU離脱派が賛成多数

2017 ⑥改正組織犯罪処罰法成立⑨桐生祥秀，100m走9秒台
①米，トランプ大統領就任
⑦国連総会，核兵器禁止条約採択

2018 ③TPP11協定調印⑥成年年齢，18歳に引き下げ（22施行）
①ASEAN，域内関税撤廃
⑥初の米朝首脳会談

2019 ④アイヌ施策推進法成立　⑤平成から令和へ⑩消費税，10％に引き上げ
④スリランカ連続爆破テロ事件
⑥香港民主化デモ　⑧INF全廃条約失効

2020 ④新型コロナウイルス感染拡大にともなう初の緊急事態宣言　⑪RCEP協定調印
②イギリス，EU離脱　⑥中国，香港国家安全維持法成立
＊新型コロナウイルス感染症の世界的大流行

2021 ⑤改正少年法成立⑧東京五輪
①米，バイデン大統領就任　②ミャンマー，軍事クーデタ
⑧アメリカ軍，アフガニスタン撤退

2022 ⑤改正刑法成立（「拘禁刑」創設）⑫安全保障３文書改定
②ロシア連邦，ウクライナ侵攻
＊世界人口，80億人に到達

2023 ⑤広島サミット

2024

1 9
4 5

▲ 2 0
2 4

日本の出来事，
世界の出来事

サンフランシスコ平和条約調印（1951年） 国鉄民営化の式典（1987年）

チェルノブイリ原子力発電所事故（1986年）

第１回アジア・アフリカ会議（1955年） 国連環境開発会議（1992年）

東京オリンピックの開会式（1964年） ユーゴスラビア紛争（1999年,コソボ）

アポロ11号の月面着陸（1969年） 東日本大震災（2011年）

日本万国博覧会（大阪万博）（1970年） イギリスのEU離脱（2020年）
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更新が適切な事実の記載
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対

処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
介護 介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども

を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。

B
�

⓬
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➡p.158₁

⓯

福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2021年現在で28.9%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。

⓰ �

�

⓱

⓲�

⓬公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
13 後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
⓮ 介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関

被
保
険
者

費
用
の
支
払
い（
一
部
）

介護保険料

＊一定以上の所得がある者は2割または3割

利用者
負担
(原則1割＊)

介護
サービス

原則， 年金
から天引き

健康保険，
国民健康
保険から

医
療
保
険

若年者
(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

�公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•  急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。

•  日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。

4

�おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）
　  日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

�医療費の推移（厚生労働省資料）
　  医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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�おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）
　  高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

⓯待機児童 保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

⓰ 合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年に1.26と過去最低を記録し，
2021年には1.30となっている。

⓱ 地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

⓲ バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

�バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　  それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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果に応じて給付額が決まる確定拠出年金（日本版401k）など，民
間による年金事業も2001年から導入されている。
	 医療　高齢化により医療費が年々増大していることにどう対
処するかが課題となっている。高齢者の医療費の増大に対処する
ために，1983年，70歳以上（のちに75歳以上）の高齢者を対象
として，財源を国・地方公共団体の公費と各医療保険制度からの
拠出金とで折

せっ

半
ぱん

する老人保健制度が導入された。さらに老人保健
制度は，現役世代が負担する拠出金の増加を抑えるために，
2008年に後期高齢者医療制度に改められ，75歳以上の「後期高
齢者」を被保険者とする独立した制度に移行した。これにより，
後期高齢者は原則全員が保険料を負担することとなった。
	 介護　介

2000年導入
護保険制度にもとづき，40歳以上の人が公的介護

保険に加入し，要介護状態と認められた人に，その能力に応じて
自立して生活ができるよう，必要な介護サービスが提供されてい
る。高齢化により，介護費も年々増加しており，どう対処するか
が課題となっている。2015年からは，高所得の利用者の自己負
担を増やすとともに，介護の重点が被介護者のケアから予防へと
シフトするように改正された。今後は，高齢者の医療と介護の連

れん

携
けい

強化も求められる。
	 子ども・子育て支援　仕事と子育ての両立を支援し，子ども
を生み育てやすい環境の整備が進められている。都市部を中心に
深刻になっている待機児童問題を解消すべく保育所を増設したり，
保育所や幼稚園などの利用料を一

2019年
部無償化したりしている。

　社会保障を縮小させることなく，必要な財源をいかにして確保
するか。このことは大きな課題である。
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福祉社会の
実現に向けて

現在の日本では，生活の貧困化が質と量の両
面で進行しているといわれる。少子高齢化

➡p.126レクチャー
が

進んでいるのは先進諸国のどこでも同じであるが，他国に比べて
日本の合計特殊出

しゅっ

生
しょう

率は低い。65歳以上の老年人口が総人口に
占める割合（高齢化率）が7％を超えた社会を高齢化社会，14％を
超えた社会を高齢社会，21％を超えた社会を超高齢社会とよぶ。
日本は1994年に高齢化率が14％を，2007年には21％を超え，
2022年現在で29.0%である。また，2010年代には死亡者数が
出生者数を上

うわ

回
まわ

る人口減少社会に突入した。少子高齢化が大幅に
進行すると福祉の質が低下するといわれるが，福祉の質が低下す
ると出生率が低くなり，少子高齢化がさらに進むという面もある。
　福祉社会を実現するためには，地域ごとに異なる福祉サービス
のニーズにきめ細かく応えられるようにする必要がある。高齢者
や心身に障がいのある人たちが，社会のなかでほかの人々と同じ
ように生活するというノ

normalization
ーマライゼーションの考え方を実現する

ために，バ
barrier free
リアフリーやユ

universal design
ニバーサルデザインに根ざしたまちづ

くりを行うことも重要である。
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��公的医療保険　医療費のうち，義
務教育就学前までは2割，69歳ま
では3割，74歳までは原則2割，
75歳以上は原則1割を患者が自己
負担し，残りを税金と保険料でま
かなっている。
��後期高齢者医療制度　医療制度改
革の一環として導入された。財源
は公費が5割，現役世代の保険料
が4割，75歳以上の高齢者の保険
料が1割。都道府県単位の「広域
連合」を保険者とし，原則として
75歳以上の被保険者の年金から
保険料を徴

ちょう

収
しゅう

する。
��介護サービス　利用できるものに
は，通所介護，訪問介護などの居
宅サービスや，特別養護老人施設，
老人保健施設などの施設サービス
などがある。しかし，介護者の人
員や施設数は十分とはいえず，ま
た地域間の不合理な格差の解消も
課題となっている。

介護サービス提供機関
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から天引き
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国民健康
保険から
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(40～64歳)

高齢者
(65歳以上)

運営主体
市町村(東京都は23区も含む)

�公的介護保険の概要

節のまとめ

日本の経済や社会が抱える諸課題の解決に向けて，私たちには何ができるだろうか。
最も重要だと考える課題を一つあげ，自分の考えをまとめよう。

節の課題に
取り組もう

•		急激な少子高齢化の進展にともなって生じている日本経済の課題や，今後想定される問題を出
し合い，どのような対策が考えられるか検討してみよう。
•		日本経済が抱えるさまざまな課題を解決する際に優先順位をどうつけるか，その理由も含めて
話し合ってみよう。
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�おもな国の合計特殊出生率の推移（人口統計資料集）　
　��日本の出生率が回復しないのはなぜか，話し合ってみよう。

�医療費の推移（厚生労働省資料）
　��医療費が年々増加しているのはなぜだろうか。
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�おもな国の高齢化率の推移（人口統計資料集）　
　��高齢化は経済にどのような影響を与えるだろうか。

��待機児童　保護者が保育所などに
入所申

しん

請
せい

をしているものの入所待
ち状態となっている児童。

�	�合計特殊出生率　一人の女性が一
生の間に平均して何人の子どもを
出産するかを示す数字。日本では
2.07より大きいと人口が増加し，
2.07より小さいと人口が減少して
いくといわれている。日本は2005
年と2022年に過去最低となる
1.26を記録した。

�	�地域包括ケアシステム　高齢者が
住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう，地
域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構
築が推進されている。

��バリアフリーとユニバーサルデザ
イン　バリアフリーは，障がい者
や高齢者などにとって生活の支障
となる物理的な障がいや精神的な
障
しょう

壁
へき

を取り除くという考え方。ユ
ニバーサルデザインは，年齢や障
がいの有無などにかかわらず，あ
らゆる人が利用可能な建物や製品
をつくるという考え方。

�バリアフリー（左）とユニバーサルデザイン（右）の例
　��それぞれどのような点が工夫されているだろうか。
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更新が適切な統計資料

（次年度供給本から更新）

　番号 12、番号 16 は欠番。
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番号 原文

26
27

10年間で国民所得を2倍にするという国民所得倍増計画を立て，
経済成長策を積極的に推進した。1968年には日本のGNP

➡p.102
が西

ドイツ（当時）を抜いて資本主義国第2位となり，日本はアメリカ
に次ぐ「経済大国」になった。
　国際経済への復帰も進み，貿易，為

か わ せ

替，資本の自由化が段階的
に推

お

し進められた。1963年にG
ガ ッ ト

ATT1
➡p.211

1条国，1964年にIMF
➡p.211
8条

国へ移行し，同年には，OECD
➡p.217
（経済協力開発機構）への加盟を果

たした。また，1967年には資本の自由化が開始された。
　高度経済成長を可能にした要因はさまざまである。戦後の政治・
経済における制度面での諸改革，安くて質の高い労働力の豊富な
存在，日本国民の高い貯蓄率などがあげられる。IMF‒GATT

➡p.211
体

制下での自由貿易の進展，世界的な好況，原油価格の安定など，
国際的な経済環境が良好であったことも幸いした。
　また，企業の設備投資

➡p.91
意欲が旺

おう

盛
せい

で，製造業では，欧米の先進
技術が積極的に導入された。設備の大型化と工程の一貫化が進め
られて，「規模の経済

➡p.86
」が追求されるとともに，石油化学や鉄鋼産

業では各地に関連産業を集めたコンビナートがつくられ，「集積
の経済」が追求された。

1

❾

10

11

12

13    

　高度経済成長は日本を「経済大国」に引き上げたが，急速な変化
は新たな課題を社会にもたらした。地方から都市への人口流出が
続き，農村や山間部で過

か

疎
そ

化が進行した。過密化する都市では，
騒
そう

音
おん

，大気汚
お

染
せん

，光化学スモッグなどの公害
➡p.128
が発生し，生活環境

を著しく悪化させた。このようななか，人々の生活にとって安定
や安全がより重要なものとなりつつあった。

高度経済成長
から安定成長へ

1970年代に入ると，それまでの過
か

剰
じょう

投資
に労働力不足が加わって，企業の設備投資

は鈍
どん

化
か

し，成長率も低下し始めた。そこに起こったのが1973年
の第一次石油危機（オイル・ショック）である。第四次中東戦争

➡p.246
を

機にO
オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国機構）
➡p.217

が原油価格を一挙に4倍に引き上げ
ると，その影響はたちまち世界中に波

は

及
きゅう

し，多くの国々で，原油
価格の高

こう

騰
とう

によってインフレーションが起こり，不況と物価上昇
が同時に進行するスタグフレーション

➡p.104
が生じた。日本の経済成長

も減速し，1973年から第
1979年
二次石油危機を経て1980年代前半に

至る10年間の平均成長率は約4％にとどまった。こうして高度
経済成長は終わり，日本経済は質的転換を迫

せま

られることになった。
　政府は国民生活の質的向上と持続的な経済成長を両立させる

2

14

❾  GATT11条国，IMF8条国　GATT
11条国は，国際収支の悪化を理
由に輸入の数量制限ができない
国。IMF8条国は同様の理由で為
替制限ができない国。

10 資本の自由化　日本は戦後，外資
法と外

がい

為
ため

法（外国為替及
およ

び外国貿
易法）によって国際間の資本取り引
きを厳しく制限していたが，OECD
加盟後の1967年以降，自由化を段
階的に進めていった。
11貯蓄率　国民所得に占める総貯蓄
の割合。
12  企業の設備投資意欲　ある産業で
の投資が直接・間接に他産業での
投資を誘発する様子は「投資が投
資をよぶ」とよばれた。
13    集積の経済　生産が一定の地域で
集中的に行われることにより，生
産や流通に必要な経費を節約でき
ることをいうが，一定規模を超え
ると，地価上昇，混雑などにより，
集積の不経済が発生する。集積の
利益ともいう。
14  第一次石油危機　石油危機による
物価上昇は経済に混乱をもたらし，
狂乱物価（➡p.104）とよばれる事
態も起こった。

1戦後日本経済の歩み（内閣府資料ほか）

＊1963年以前は都市，それ以降は全世帯
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率の推移（消
費動向調査）　このような消費者
の生活様式の急激な変化を消費
革命という。1950年代後半には
白黒テレビ，電気洗濯機，電気
冷蔵庫の三つが「三種の神

じん

器
ぎ

」と
よばれ，1960年代後半にはカ
ラーテレビ，クーラー，乗用車
の三つが「3C」や「新三種の神器」
とよばれた。
「三種の神器」が急速に普及

した時期の日本経済はどのよう
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10年間で国民所得を2倍にするという国民所得倍増計画を立て，
経済成長策を積極的に推進した。1968年には日本のGNP

➡p.102
が西

ドイツ（当時）を抜いて資本主義国第2位となり，日本はアメリカ
に次ぐ「経済大国」になった。
　国際経済への復帰も進み，貿易，為

か わ せ

替，資本の自由化が段階的
に推

お

し進められた。1963年にG
ガ ッ ト

ATT1
➡p.211

1条国，1964年にIMF
➡p.211
8条

国へ移行し，同年には，OECD
➡p.217
（経済協力開発機構）への加盟を果

たした。また，1967年には資本の自由化が開始された。
　高度経済成長を可能にした要因はさまざまである。戦後の政治・
経済における制度面での諸改革，安くて質の高い労働力の豊富な
存在，日本国民の高い貯蓄率などがあげられる。IMF‒GATT

➡p.211
体

制下での自由貿易の進展，世界的な好況，原油価格の安定など，
国際的な経済環境が良好であったことも幸いした。
　また，企業の設備投資

➡p.91
意欲が旺

おう

盛
せい

で，製造業では，欧米の先進
技術が積極的に導入された。設備の大型化と工程の一貫化が進め
られて，「規模の経済

➡p.86
」が追求されるとともに，石油化学や鉄鋼産

業では各地に関連産業を集めたコンビナートがつくられ，「集積
の経済」が追求された。

1

❾

10

11

12

13    

　高度経済成長は日本を「経済大国」に引き上げたが，急速な変化
は新たな課題を社会にもたらした。地方から都市への人口流出が
続き，農村や山間部で過

か

疎
そ

化が進行した。過密化する都市では，
騒
そう

音
おん

，大気汚
お

染
せん

，光化学スモッグなどの公害
➡p.128
が発生し，生活環境

を著しく悪化させた。このようななか，人々の生活にとって安定
や安全がより重要なものとなりつつあった。

高度経済成長
から安定成長へ

1970年代に入ると，それまでの過
か

剰
じょう

投資
に労働力不足が加わって，企業の設備投資

は鈍
どん

化
か

し，成長率も低下し始めた。そこに起こったのが1973年
の第一次石油危機（オイル・ショック）である。第四次中東戦争

➡p.246
を

機にO
オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国機構）
➡p.217

が原油価格を一挙に4倍に引き上げ
ると，その影響はたちまち世界中に波

は

及
きゅう

し，多くの国々で，原油
価格の高

こう

騰
とう

によってインフレーションが起こり，不況と物価上昇
が同時に進行するスタグフレーション

➡p.104
が生じた。日本の経済成長

も減速し，1973年から第
1979年
二次石油危機を経て1980年代前半に

至る10年間の平均成長率は約4％にとどまった。こうして高度
経済成長は終わり，日本経済は質的転換を迫

せま

られることになった。
　政府は国民生活の質的向上と持続的な経済成長を両立させる

2

14

❾  GATT11条国，IMF8条国　GATT
11条国は，国際収支の悪化を理
由に輸入の数量制限ができない
国。IMF8条国は同様の理由で為
替制限ができない国。

10 資本の自由化　日本は戦後，外資
法と外

がい

為
ため

法（外国為替及
およ

び外国貿
易法）によって国際間の資本取り引
きを厳しく制限していたが，OECD
加盟後の1967年以降，自由化を段
階的に進めていった。
11貯蓄率　国民所得に占める総貯蓄
の割合。
12  企業の設備投資意欲　ある産業で
の投資が直接・間接に他産業での
投資を誘発する様子は「投資が投
資をよぶ」とよばれた。
13    集積の経済　生産が一定の地域で
集中的に行われることにより，生
産や流通に必要な経費を節約でき
ることをいうが，一定規模を超え
ると，地価上昇，混雑などにより，
集積の不経済が発生する。集積の
利益ともいう。
14  第一次石油危機　石油危機による
物価上昇は経済に混乱をもたらし，
狂乱物価（➡p.104）とよばれる事
態も起こった。

1戦後日本経済の歩み（内閣府資料ほか）

＊1963年以前は都市，それ以降は全世帯
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した時期の日本経済はどのよう
な状況にあっただろうか。
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39

平和共存と
多極化

1950年代初めに米ソが水爆（水素爆弾）実験
に成功し，全面核戦争の脅

きょう

威
い

が広く認識され
ると，東西間で緊張緩

かん

和
わ

が試みられた。朝鮮戦争とインドシナ戦
争の停戦，米英仏ソ首脳によるジ

1955年
ュネーブ四巨頭会談は，その例

である。ソ連共産党第一書記のフ
N.Khrushchev（在職1953〜64年）
ルシチョフは，1956年に「スター

リ
J.Stalin（1879〜1953）
ン批判」を行い，自由主義勢力との「平和共存」は可能であると

述べた。一方で，米ソ間での核軍拡競争は激化し，1962年のキュー
バ危機では核戦争の一歩手前まで近づいた。しかし，対立の安定
化を図る試みが続けられ，翌年，米ソ間にホットライン（直通電
話回線）が結ばれた。
　1960年代に入ると，国際政治は，米ソ二極体制から多極化へ
と向かう。西側陣営では，日本や西ドイツが経済的に台

たい

頭
とう

し，フ
ランスは独自に核兵器を開発し，NATOの軍事機構から脱

1966年脱退，2009年復帰
退した。

ベ
1960〜75年
トナム戦争は，アメリカの政治的・経済的影響力の低下に拍

はく

車
しゃ

をかけた。東側陣営でも，中ソ対立が表面化し，チェコスロバキ
アでは民主化を求めた運動（「プ

1968年
ラハの春」）が起こったが，ワル

シャワ条約機構軍がこれを鎮
ちん

圧
あつ

した（チェコ事件）。
　また，1950年代半ばから60年代にかけて，新たに独立した旧
植民地諸国を中心に，東西どちらの陣営にも加わらないとする非
同盟主義が唱えられ，これらの諸国は第三世界とよばれた。
　1970年代前半には，アメリカによってデ

détente
タント（緊張緩和）政

6

❼5

❽7

❾

策が進められ，米ソ間の軍備管理
➡p.194
が進展した。また，東西ヨーロッ

パ諸国とアメリカ，カナダなどが参加した欧
Conference on Security and Cooperation in Europe

州安全保障協力会議

（CSCE）が開
1975年
催され，さらに東西の緊張は緩和された。アジアでは，

1971年にアメリカのニ
R.M.Nixon（在職1969〜74年）
クソン大統領が中華人民共和国訪問を電

撃的に表
1972年訪問
明し，1979年に米中国交正常化がなされたが，これは

中ソ対立に乗じたアメリカによる東側陣営分断策でもあった。日
中関係も，米中関係の改善を受けて正常化された。
　日本の国際社会への復帰　　日本が1952年に独立を回復したのち
も，日ソ間は緊張状態にあったが，1956年に日ソ共同宣言が締結され
て国交が回復し，これを受けて同年末に日本の国連加盟が実現した。以
後日本は，外交三原則として長らく，①国連中心主義，②自由主義諸国
との協調，③アジアの一員としての立場の堅

けん

持
じ

を掲げてきた。
　　戦争で多大な被害を与えたアジア諸国とは，1950年代末までに賠

ばい

償
しょう

協定や経済協力協定を結んで国交を回復した。1965年には，植民地と
して支配した韓国との間で，日韓基本条約を締結して国交正常化を図っ
た。また，1972年には日中共同声明を発表して中華人民共和国との国
交を正常化し（これにともない中華民国〔台湾〕と結んでいた日華平和条
約は失効），1978年には日中平和友好条約が締結された。
　　この間，日本は，アメリカの「核の傘」の下，高度経済成長

➡p.119
をとげ，

1960年代末には西ドイツを抜いて｢世界第二の経済大国」になった。
1980年代にはアジア諸国を中心に政府開発援助（ODA

➡p.202
）を通じて経済

援助や技術援助を行い，また，サミット（主要国首脳会議
➡p.213

）に参加するな
ど，国際社会で大きな影響力をもつ国となった。

�

8

❼�キューバ危機　キューバにソ連が
ミサイル基地を建設したためアメ
リカが海上封

ふう

鎖
さ

を行い，世界が核
戦争の危機に直面した。ソ連が基
地を撤去して戦争は回

かい

避
ひ

された。
❽�ベトナム戦争　分断国家となった
ベトナムにおける米ソの代理戦争。
アメリカが共産主義化を防ぐ名目
で南ベトナムを支援し，北ベトナ
ムに軍事介

かい

入
にゅう

したが，事実上アメ
リカの敗北に終わった。

❾�第三世界　第二次世界大戦後，ア
フリカやアジアの植民地が相

あい

次
つ

い
で独立を達成した。これらの国は
1955年にアジア・アフリカ会議
（バンドン会議）を開き，平和十原
則を発表した。また，1961年に
はユーゴスラビア連邦で第１回非
同盟諸国首脳会議が開催された。

5キューバ危機（1962年）　核弾
頭の運

うん

搬
ぱん

が疑われるソ連の貨物船
と，並走するアメリカの偵

てい

察
さつ

機
き

。

年
東西対立・冷戦 デタント・多極化

47

ト
ル
ー
マ
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・
ド
ク
ト
リ
ン
発
表

コ
ミ
ン
フ
ォ
ル
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設
置

マ
ー
シ
ャ
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・
プ
ラ
ン
発
表

48

ソ
連
、
ベ
ル
リ
ン
封
鎖

49

N
A
T
O
結
成

中
華
人
民
共
和
国
成
立

61
「
ベ
ル
リ
ン
の
壁
」構
築

62

キ
ュ
ー
バ
危
機

63

P
T
B
T
調
印

1945

国
際
連
合
成
立

ポ
ツ
ダ
ム
宣
言
受
諾
、
敗
戦

46

チ
ャ
ー
チ
ル「
鉄
の
カ
ー
テ
ン
」演
説

日
本
国
憲
法
公
布

50

朝
鮮
戦
争（
〜
53
年
停
戦
）

警
察
予
備
隊
発
足（
52
年
保
安
隊
）
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ル
シ
ャ
ワ
条
約
機
構
結
成

ジ
ュ
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ー
ブ
四
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頭
会
談

55
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ジ
ア
・
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フ
リ
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会
議

G
A
T
T
加
盟

ガ

ッ

ト

E
C
S
C
発
足

52

日
華
平
和
条
約
調
印（
72
年
失
効
）

54

自
衛
隊
発
足

53

奄
美
群
島
復
帰

56

ソ
連
共
産
党
、
ス
タ
ー
リ
ン
批
判

日
ソ
共
同
宣
言
調
印

国
際
連
合
加
盟

ハ
ン
ガ
リ
ー
動
乱

60

日
米
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
調
印

58

E
E
C
発
足

64

O
E
C
D
加
盟

65

米
、
北
ベ
ト
ナ
ム
爆
撃（
北
爆
）開
始

日
韓
基
本
条
約
調
印

68

N
P
T
調
印
「
プ
ラ
ハ
の
春
」

小
笠
原
諸
島
復
帰

71

国
連
、中
華
人
民
共
和
国
の
代
表
権
承
認

沖
縄
返
還
協
定
調
印（
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年
復
帰
）

72

ニ
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ソ
ン
米
大
統
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、
中
国
訪
問

日
中
共
同
声
明
調
印（
国
交
正
常
化
）

73

第
四
次
中
東
戦
争
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第
一
次
石
油
危
機

世
界
の
出
来
事

日
本
の
出
来
事
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ン
フ
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ン
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ス
コ
平
和
条
約
調
印
、日
米
安
全
保
障
条
約
調
印

第
1
回
C
S
C
E
開
催

75

ベ
ト
ナ
ム
戦
争
終
結

第
1
回
サ
ミ
ッ
ト
開
催

お
よじ

ゅ
だ
く

��賠償協定　戦争による被害の補償
は，一般に講和条件の一つとして
国家から国家への賠償の形で行わ
れる。日本政府は，賠償協定を結
んだフィリピン，南ベトナム，イ
ンドネシア，ビルマ（現在のミャ
ンマー）以外の国々へは，賠償請
求権放

ほう

棄
き

の見返りに，経済支援を
行う政策を基本としてきた。

7ベトナム戦争（1960〜75年）
米兵に家を焼かれたベトナム人。

8国交正常化を記念して中華人
民共和国から日本に贈

おく

られたパン
ダ（上

うえ

野
の

動物園，1972年）

　��第二次世界大戦後，日本はどのような過程を経て国際社会へ復帰したのだろうか。6第二次世界大戦後の国際関係の展開と日本

冷戦後の世界
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平和共存と
多極化

1950年代初めに米ソが水爆（水素爆弾）実験
に成功し，全面核戦争の脅

きょう

威
い

が広く認識され
ると，東西間で緊張緩

かん

和
わ

が試みられた。朝鮮戦争とインドシナ戦
争の停戦，米英仏ソ首脳によるジ

1955年
ュネーブ四巨頭会談は，その例

である。ソ連共産党第一書記のフ
N.Khrushchev（在職1953〜64年）
ルシチョフは，1956年に「スター

リ
J.Stalin（1879〜1953）
ン批判」を行い，自由主義勢力との「平和共存」は可能であると

述べた。一方で，米ソ間での核軍拡競争は激化し，1962年のキュー
バ危機では核戦争の一歩手前まで近づいた。しかし，対立の安定
化を図る試みが続けられ，翌年，米ソ間にホットライン（直通電
話回線）が結ばれた。
　1960年代に入ると，国際政治は，米ソ二極体制から多極化へ
と向かう。西側陣営では，日本や西ドイツが経済的に台

たい

頭
とう

し，フ
ランスは独自に核兵器を開発し，NATOの軍事機構から脱

1966年脱退，2009年復帰
退した。

ベ
1960〜75年
トナム戦争は，アメリカの政治的・経済的影響力の低下に拍

はく

車
しゃ

をかけた。東側陣営でも，中ソ対立が表面化し，チェコスロバキ
アでは民主化を求めた運動（「プ

1968年
ラハの春」）が起こったが，ワル

シャワ条約機構軍がこれを鎮
ちん

圧
あつ

した（チェコ事件）。
　また，1950年代半ばから60年代にかけて，新たに独立した旧
植民地諸国を中心に，東西どちらの陣営にも加わらないとする非
同盟主義が唱えられ，これらの諸国は第三世界とよばれた。
　1970年代前半には，アメリカによってデ

détente
タント（緊張緩和）政

6

❼5

❽7

❾

策が進められ，米ソ間の軍備管理
➡p.194
が進展した。また，東西ヨーロッ

パ諸国とアメリカ，カナダなどが参加した欧
Conference on Security and Cooperation in Europe

州安全保障協力会議

（CSCE）が開
1975年
催され，さらに東西の緊張は緩和された。アジアでは，

1971年にアメリカのニ
R.M.Nixon（在職1969〜74年）
クソン大統領が中華人民共和国訪問を電

撃的に表
1972年訪問
明し，1979年に米中国交正常化がなされたが，これは

中ソ対立に乗じたアメリカによる東側陣営分断策でもあった。日
中関係も，米中関係の改善を受けて正常化された。
　日本の国際社会への復帰　　日本が1952年に独立を回復したのち
も，日ソ間は緊張状態にあったが，1956年に日ソ共同宣言が締結され
て国交が回復し，これを受けて同年末に日本の国連加盟が実現した。以
後日本は，外交三原則として長らく，①国連中心主義，②自由主義諸国
との協調，③アジアの一員としての立場の堅

けん

持
じ

を掲げてきた。
　　戦争で多大な被害を与えたアジア諸国とは，1950年代末までに賠

ばい

償
しょう

協定や経済協力協定を結んで国交を回復した。1965年には，植民地と
して支配した韓国との間で，日韓基本条約を締結して国交正常化を図っ
た。また，1972年には日中共同声明を発表して中華人民共和国との国
交を正常化し（これにともない中華民国〔台湾〕と結んでいた日華平和条
約は失効），1978年には日中平和友好条約が締結された。
　　この間，日本は，アメリカの「核の傘」の下，高度経済成長

➡p.119
をとげ，

1960年代末には西ドイツを抜いて｢世界第二の経済大国」になった。
1980年代にはアジア諸国を中心に政府開発援助（ODA

➡p.202
）を通じて経済

援助や技術援助を行い，また，サミット（主要国首脳会議
➡p.213

）に参加するな
ど，国際社会で大きな影響力をもつ国となった。

�

8

❼�キューバ危機　キューバにソ連が
ミサイル基地を建設したためアメ
リカが海上封

ふう

鎖
さ

を行い，世界が核
戦争の危機に直面した。ソ連が基
地を撤去して戦争は回

かい

避
ひ

された。
❽�ベトナム戦争　分断国家となった
ベトナムにおける米ソの代理戦争。
アメリカが共産主義化を防ぐ名目
で南ベトナムを支援し，北ベトナ
ムに軍事介

かい

入
にゅう

したが，事実上アメ
リカの敗北に終わった。
❾�第三世界　第二次世界大戦後，ア
フリカやアジアの植民地が相

あい

次
つ

い
で独立を達成した。これらの国は
1955年にアジア・アフリカ会議
（バンドン会議）を開き，平和十原
則を発表した。また，1961年に
はユーゴスラビア連邦で第１回非
同盟諸国首脳会議が開催された。

5キューバ危機（1962年）　核弾
頭の運

うん

搬
ぱん

が疑われるソ連の貨物船
と，並走するアメリカの偵

てい

察
さつ

機
き

。

年
東西対立・冷戦 デタント・多極化
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��賠償協定　戦争による被害の補償
は，一般に講和条件の一つとして
国家から国家への賠償の形で行わ
れる。日本政府は，賠償協定を結
んだフィリピン，南ベトナム，イ
ンドネシア，ビルマ（現在のミャ
ンマー）以外の国々へは，賠償請
求権放

ほう

棄
き

の見返りに，経済支援を
行う政策を基本としてきた。

7ベトナム戦争（1960〜75年）
米兵に家を焼かれたベトナム人。

8国交正常化を記念して中華人
民共和国から日本に贈

おく

られたパン
ダ（上

うえ

野
の

動物園，1972年）

　��第二次世界大戦後，日本はどのような過程を経て国際社会へ復帰したのだろうか。6第二次世界大戦後の国際関係の展開と日本

冷戦後の世界
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や議員の選挙は，公
1950年
職選挙法にもとづいて行われ，選挙が正しく

行われるよう実際に事務を担当するのは選挙管理委員会である。
　小選挙区制の特徴　　衆議院議員総選挙の小選挙区制では得票率と
議席数の乖

かい

離
り

が大きい。2021年の小選挙区では得票率約48％の自民
党が65％の議席を獲得した。また，議席に結びつかない死票も半数近
くにのぼった。国民の意見が多様化しているなかで，「つくられた多数派」
を生み出す選挙制度の問題点が指摘されている。政治の根幹ともいえる
選挙については常に制度の是

ぜ

非
ひ

を検討する必要がある。

選挙をめぐる
諸問題

投票権の平等という原則からすると，選挙区
ごとの有権者数と議員定数との均

きん

衡
こう

が必要で
ある。選挙区ごとの一票の価値の比率（「一票の格差」）については，
選挙区割りの変更や議員定数の増減などにより改善が図られてき
たが，とりわけ参議院では3倍程度と大きいままである。裁判所
からは違憲判決

➡p.59判例
や違憲状態とする判決が何度も出されており，格

差を是正することは，国民に対する国会の責任である。
　選挙活動における買

ばい

収
しゅう

や供
きょう

応
おう

などの腐
ふ

敗
はい

があとを絶たない。こ
れに対しては，公職選挙法の改正で，有権者の冠

かん

婚
こん

葬
そう

祭
さい

への寄付
などが規制され，選挙違反について連座制の強化などが実施され
た。また，政治資金の透明化を目的とする政治資金規正法の改

1994年
正

により政治資金の透明化が図られ，政治家個人への企業団体献
けん

金
きん

も禁止された。さらに，政
1994年
党助成法が制定され，政党は多額の政

治資金（政党交付金）を税金から支出されている。しかし，政党支

7

6

❹

�

❺

❻

₈

❼

部の乱立によって政治資金の流れが複雑になり，政治資金の透明
化は十分には実現していない。
　選挙をめぐる深刻な問題は，投票率が長期低落傾向にあること
で，国政選挙の投票率が50％を下回ることもある。地方選挙で
も低投票率が目立ち，候補者減少により無投票で当選することも
ある。投票率には世代間の差も大きく，一般に高齢者ほど投票率
が高いため，高齢者に有利な政策が実現されやすいといわれる
（「シルバーデモクラシー」）。近年，政治への信頼を回復するため，
各政党が政策目標を選挙前に選挙公約やマ

manifesto
ニフェストとして公表

している。2013年にはインターネットでの選挙運動が解禁され
たが，今後は，公職選挙法で禁止されている戸

こ

別
べつ

訪問解禁の是非
も含め，選挙運動のあり方を検討する必要があるだろう。

政治的無関心
と無党派層

低投票率の背景には政
political apathy
治的無関心がある。特

に注目されるのは，有権者の政党離れと，有
権者の半数に達することもある無党派層（政党支持なし層）の急増
である。この現象の原因としては，経営者団体や労働組合などの
利益集団を基礎としてきた政党政治の従来のしくみが壊れ，政党
の離

り

合
ごう

集
しゅう

散
さん

によって有権者と政党との関係が弱まったことがあげ
られる。有権者が自らの意見を代表すると期待できる政党がない
とすれば問題であり，政党側の真

しん

摯
し

な対応が求められる。
　2015年に選挙権年齢は18歳以上に引き下げられた（18歳選挙
権）。これは国際水準に合わせることに加えて，若い時期から政
治的関心を高めるべきとの判断からである。政治的対

たい

立
りつ

軸
じく

な
➡p.77トピック

どに
ついて理解を深め，積極的に政治に参加することが重要である。

₉

�

❽ �

₈政治資金の流れ  　　現在の政治資金の流れにはどのよう
な課題があるだろうか。

政党以外の政治団体

政治資金団体

後援会などその他の政治団体

政治家の資金管理団体
（政治家が1団体を指定）

個

　
　
人

企
業
・
団
体（
政
治
団
体
は
除
く
）

政党

政治家

政党交付金
国民一人あたり250円の合計を
議員数と得票数に応じて配分

総枠制限
および
個別制限なし

総枠の範囲内で
個別制限なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

年間
150万円以内

年間
150万円以内

年間
150万円以内
（金銭・有価証券
による寄付は禁止）

総枠制限および
個別制限なし
（金銭・有価証券による
寄付は禁止）

資
本
金
・
構
成
員
数
な
ど
に
応
じ
て

年
間
合
計
750
万
円
以
内
〜
1
億
円
以
内

政
党
な
ど
に
対
す
る

寄
付
の
総
枠

年
間
合
計

2000
万
円
以
内

政
党
な
ど
に
対
す
る

寄
付
の
総
枠

年
間
合
計

1000
万
円
以
内

そ
の
他
の
政
治
団
体
に

対
す
る
寄
付
の
総
枠

❹ 一票の格差　2021年の衆議院議員
総選挙では最大2.08倍，2022年
の参議院議員通常選挙では3.03倍
であった。
❺ 連座制　選挙運動の統

とう

括
かつ

主
しゅ

宰
さい

者，
出
すい

納
とう

責任者などが買収などの罪を
犯し刑に処せられた場合には，候
補者が関知していなくても当選は
無効になる。

❻ 政治資金規正法　企業，団体によ
る政治家個人への献

けん

金
きん

は禁止され
たが，政党や政党の政治資金団体
への献金は禁止されておらず，政
治資金の透明化には不十分である
との批判がある。

₉国政選挙における投票率の推
移（総務省資料）

7おもな公職選挙法改正 ＊1994年より前の議員定数変更は省略

�投票に行かなかった理由（明る
い選挙推進協会資料）

❼ 政党交付金　国会議員が5名以上
いるか，国会議員が1名以上かつ
直近の選挙で2％以上の得票率を
得た政党には公費での助成が行わ
れ，国民一人あたり年額250円
を負担している。

❽ 政治的無関心　アメリカの社会学
者リースマン（1909～2002）は，
政治的無知による「伝統型無関心」
と，政治的知識をもっているにも
かかわらず政治に冷淡な「現代型
無関心」に分類している。

6小選挙区での得票率と議席数
小選挙区制にはどのような

特徴があるだろうか。
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衆議院と参議院とで，違憲または違憲状態とする「一

票の格差」の値が異なるのはなぜだろうか。
日本の国政選挙にはどのような課題があり，どうす

ればその課題を克
こく

服
ふく

できるか，話し合ってみよう。

�年層別の投票率（総務省資料）
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や議員の選挙は，公
1950年
職選挙法にもとづいて行われ，選挙が正しく

行われるよう実際に事務を担当するのは選挙管理委員会である。
　小選挙区制の特徴　　衆議院議員総選挙の小選挙区制では得票率と
議席数の乖

かい

離
り

が大きい。2021年の小選挙区では得票率約48％の自民
党が65％の議席を獲得した。また，議席に結びつかない死票も半数近
くにのぼった。国民の意見が多様化しているなかで，「つくられた多数派」
を生み出す選挙制度の問題点が指摘されている。政治の根幹ともいえる
選挙については常に制度の是

ぜ

非
ひ

を検討する必要がある。

選挙をめぐる
諸問題

投票権の平等という原則からすると，選挙区
ごとの有権者数と議員定数との均

きん

衡
こう

が必要で
ある。選挙区ごとの一票の価値の比率（「一票の格差」）については，
選挙区割りの変更や議員定数の増減などにより改善が図られてき
たが，とりわけ参議院では3倍程度と大きいままである。裁判所
からは違憲判決

➡p.59判例
や違憲状態とする判決が何度も出されており，格

差を是正することは，国民に対する国会の責任である。
　選挙活動における買

ばい

収
しゅう

や供
きょう

応
おう

などの腐
ふ

敗
はい

があとを絶たない。こ
れに対しては，公職選挙法の改正で，有権者の冠

かん

婚
こん

葬
そう

祭
さい

への寄付
などが規制され，選挙違反について連座制の強化などが実施され
た。また，政治資金の透明化を目的とする政治資金規正法の改

1994年
正

により政治資金の透明化が図られ，政治家個人への企業団体献
けん

金
きん

も禁止された。さらに，政
1994年
党助成法が制定され，政党は多額の政

治資金（政党交付金）を税金から支出されている。しかし，政党支

7

6

❹

�

❺

❻

₈

❼

部の乱立によって政治資金の流れが複雑になり，政治資金の透明
化は十分には実現していない。
　選挙をめぐる深刻な問題は，投票率が長期低落傾向にあること
で，国政選挙の投票率が50％を下回ることもある。地方選挙で
も低投票率が目立ち，候補者減少により無投票で当選することも
ある。投票率には世代間の差も大きく，一般に高齢者ほど投票率
が高いため，高齢者に有利な政策が実現されやすいといわれる
（「シルバーデモクラシー」）。近年，政治への信頼を回復するため，
各政党が政策目標を選挙前に選挙公約やマ

manifesto
ニフェストとして公表

している。2013年にはインターネットでの選挙運動が解禁され
たが，今後は，公職選挙法で禁止されている戸

こ

別
べつ

訪問解禁の是非
も含め，選挙運動のあり方を検討する必要があるだろう。

政治的無関心
と無党派層

低投票率の背景には政
political apathy
治的無関心がある。特

に注目されるのは，有権者の政党離れと，有
権者の半数に達することもある無党派層（政党支持なし層）の急増
である。この現象の原因としては，経営者団体や労働組合などの
利益集団を基礎としてきた政党政治の従来のしくみが壊れ，政党
の離

り

合
ごう

集
しゅう

散
さん

によって有権者と政党との関係が弱まったことがあげ
られる。有権者が自らの意見を代表すると期待できる政党がない
とすれば問題であり，政党側の真

しん

摯
し

な対応が求められる。
　2015年に選挙権年齢は18歳以上に引き下げられた（18歳選挙
権）。これは国際水準に合わせることに加えて，若い時期から政
治的関心を高めるべきとの判断からである。政治的対

たい

立
りつ

軸
じく

な
➡p.77トピック

どに
ついて理解を深め，積極的に政治に参加することが重要である。

₉

�

❽ �

₈政治資金の流れ	 	　　現在の政治資金の流れにはどのよう
な課題があるだろうか。

政党以外の政治団体

政治資金団体

後援会などその他の政治団体

政治家の資金管理団体
（政治家が1団体を指定）

個

　
　
人

企
業
・
団
体（
政
治
団
体
は
除
く
）

政党

政治家

政党交付金
国民一人あたり250円の合計を
議員数と得票数に応じて配分

総枠制限
および
個別制限なし

総枠の範囲内で
個別制限なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

総枠の
範囲内で
個別制限
なし

年間
150万円以内

年間
150万円以内

年間
150 万円以内
（金銭・有価証券
による寄付は禁止）

総枠制限および
個別制限なし
（金銭・有価証券による
寄付は禁止）

資
本
金
・
構
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員
数
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ど
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年
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計
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〜
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❹�一票の格差　2021年の衆議院議員
総選挙では最大2.08倍，2022年
の参議院議員通常選挙では3.03倍
であった。
❺�連座制　選挙運動の統

とう

括
かつ

主
しゅ

宰
さい

者，
出
すい

納
とう

責任者などが買収などの罪を
犯し刑に処せられた場合には，候
補者が関知していなくても当選は
無効になる。

❻�政治資金規正法　企業，団体によ
る政治家個人への献

けん

金
きん

は禁止され
たが，政党や政党の政治資金団体
への献金は禁止されておらず，政
治資金の透明化には不十分である
との批判がある。

₉国政選挙における投票率の推
移（総務省資料）
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いるか，国会議員が1名以上かつ
直近の選挙で2％以上の得票率を
得た政党には公費での助成が行わ
れ，国民一人あたり年額250円
を負担している。

❽�政治的無関心　アメリカの社会学
者リースマン（1909～2002）は，
政治的無知による「伝統型無関心」
と，政治的知識をもっているにも
かかわらず政治に冷淡な「現代型
無関心」に分類している。

6小選挙区での得票率と議席数
小選挙区制にはどのような

特徴があるだろうか。

�「一票の格差」と最高裁判決（総務省資料ほか）
衆議院と参議院とで，違憲または違憲状態とする「一

票の格差」の値が異なるのはなぜだろうか。
日本の国政選挙にはどのような課題があり，どうす

ればその課題を克
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ふく

できるか，話し合ってみよう。

�年層別の投票率（総務省資料）
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0 10 20 30%

政党の政策や候補者の
人物像など，違いが
よくわからなかったから

適当な候補者も政党も
なかったから

仕事があったから

30.2

23.9

19.6

19.3

16.6体調が
すぐれなかったから

[2021年]

＊複数
    回答

選挙にあまり関心が
なかったから

2.0

1.0

3.0

4.0

5.0

6.0

4.99
4.40

2.131.98

4.77

3.08
3.00

3.03

2.08

6.59
7.0

1962 70 75 80 85 90 95 2000 05 10 15 20年

倍

（最大格差） 合憲 違憲 審理中違憲状態

参議院参議院

衆議院衆議院

0

20

40

60

80

100
%

43.21

33.62
39.36

45.06

57.2760.70
65.64

70.3272.4973.2770.82

53.53全体 55.93

18
・
19

20
〜
24

25
〜
29

30
〜
34

35
〜
39

40
〜
44

45
〜
49

50
〜
54

55
〜
59

60
〜
64

65
〜
69

70
〜
74

75
〜
79

［2021年衆議院議員総選挙］

48.90 48.60

80
歳
以
上

1945

50

60

70

80
%

50 60 70 80 90 2000 10 20年

衆議院衆議院

参議院参議院

［2021年10月31日］

8.4

国
民
民
主
党
6

共産党 4.6

日
本
維
新
の
会 

16

い  

し
ん

公
明
党
1.5

社
会
民
主
党
0.5

れ
い
わ
新
選
組
0.4

101

2.2

得票率 議席数
（計289議席）

0

20

40

60

80

100
%

57

10

189議席

9

48.4％
自由民主党

30.0
立憲民主党

4.0
諸派・無所属

5

10

15

20

5

10

15

20

72 第�1�章 現代日本の政治 734�節 現代政治の特質と課題

更新が適切な事実の記載

　



番号 原文 訂正文

別紙　　　1 図書の記号・番号 政経 701

1

　いっぽう，刑事裁判とは，犯罪を疑われて起訴された被
ひ

告
こく

人
にん

に
ついて，検察官による犯罪の立証が十分かどうかを裁判官や裁判
員が検討して，犯罪事実の有無を認定し（事実認定），有罪の場合
には刑

けい

罰
ばつ

の程度を決める（量刑）ものである。その際，検察官は公
益の代表者として裁判所に訴えを起こし（起訴），証

しょう

拠
こ

主義にもと
づいて犯罪の立証責任を負う。これに対し，弁護士は弁護人とし
て被告人の側に立ち，検察官の立証の不十分さなどを指摘する役
割をもつ。検察官は検察庁に属し，検察庁は裁判所の種類に対応
する形で組織されている。検察官による不起訴処分が適切か否か
を，18歳以上の有権者から選ばれた検察審査員が審査するのが
検察審査会制度である。

7

6

❻

➡p.60�

　なお，犯罪を疑われた人の人権が不当に制限されないよう，憲
法はさまざまな権利を認めてい

➡p.34
る。罪に問われるのは，何が正し

い行動かを判断する能力（責任能力）がある者に限られる。また，
20歳未満の少年が罪を犯した場合には，更

こう

生
せい

を重視する立場か
ら少年法が適用される。
　このほかに，政府や地方公共団体の行った行政行為に対する国
民の異議申し立てである行政裁判があり，民事裁判の形式にもと
づいて行われる。

違憲審査権
裁判所は，裁判を通して一切の法律，命令，
規則，処分が憲法に反していないかどうかを

判断する権限をもっている。これが違憲審査権で，すべての裁判
所によって行使されうるが，最終的な判断は最高裁判所が下す（第
81条）。そのため最高裁判所は「憲法の番人」ともよばれる。

₈

❼

₉

6刑罰の種類　このうち懲役と
禁錮は2025年までに一本化され
て「拘禁」になる予定。国や地方公
共団体が科

か

す過
か

料
りょう

は刑罰ではない。
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察
官

弁
護
人

被
告
人

裁
判
官

判
決

審
理

不
起
訴
・

起
訴
猶
予

裁判所

捜
査
・
逮
捕
・

取
り
調
べ

取
り
調
べ

そ
う
さ

た
い
ほ

起
訴

被
疑
者

被
疑
者

送
検

警
察（
官
）

検
察（
官
）

犯罪の
発生

弁
護
人
を
依
頼

ゆ
う
よ

裁判官裁判官 裁判官

裁判所書記官

被告人

弁護人
（弁護士）検察官

事件によっては裁判
官が一人の場合もあ
る。また，事件によっ
ては裁判員も参加す
る（➡p.60）

＊

7刑事裁判の流れ（左）と法廷（右）

❻検察庁　検察庁は行政機関の一部
であるが，準司法機関としての性
格ももつ。

❼違憲審査権 司法審査権ともいう。
ドイツなどでは，具体的事件を離
れて法律の合憲性を憲法裁判所な
どで審査する抽象的違憲審査制が，
アメリカなどでは，具体的な争訟
事件を解決するのに必要なかぎり
で裁判所が合憲性を審査する付

ふ

随
ずい

的違憲審査制が採用されている。
日本の制度は付随的違憲審査制と
されている。

少年法改正を考える
　少年は若く，罪を犯しても更生する可能性が大き
い。そのため，法に触れた少年については20歳以
上と異なる扱いをするというのが少年法の趣

しゅ

旨
し

であ
る。従来の少年法では，刑罰よりも教育・保護・更
生に重点がおかれ，少年犯罪はすべて家庭裁判所で
処
しょ

遇
ぐう

が決定されていた。
　しかし，2000年の改正により刑罰の適用年齢が
16歳以上から14歳以上に引き下げられ，16歳以
上の少年が故

こ

意
い

に死亡させた場合は，家庭裁判所は
検察官に戻す（逆送

そう

致
ち

）ことが原則となった。その後
の2007年の改正では，少年院送致の対象年齢が14
歳以上から「おおむね12歳以上」（「おおむね」の幅は
1歳程度）に改められた。
　さらに2021年の改正では，選挙権年齢（➡p.73）や
民法上の成年年齢（➡p.12）の引き下げを受けて，18，
19歳が「特定少年」と位置づけられ，①逆送致の対

象事件が強盗罪や強制性交罪などへと拡大され，②
逆送致後は20歳以上と同じ扱いとなり，③実名報
道が解禁された。この改正には，少年の立ち直りを
促
うなが

す観点から懸念する声がある。

■₈少年事件の手続きの流れ

少年院

保護観察

児童自立支援
施設などに送致

家庭裁判所

少年審判 検
察
官

刑事裁判

懲役・禁錮
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捜査
逆
送

起
訴

調査触法少年
14歳未満
刑罰法令に
触れる行為

■₉最高裁判所によるおもな違憲判断 最高裁判所が「憲法の番人」とされるのはなぜだろうか。

死刑 法務大臣の命令により
拘置所で執行

懲役 刑務所などに拘置，
所定の作業義務あり
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こ 刑務所などに拘置，
所定の作業義務なし

罰金
1万円以上。
納められないときは
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役
えき

場に留置

拘留 1日以上30日未満，
刑務所などに拘置
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りょう 1000円以上1万円未満。
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30日以下で労役場に留置
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違憲判断 根拠となった条項 違憲の理由 判決後の取り扱い

尊
そん
属
ぞく
殺人重罰規定
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第14条1項
（法の下の平等）

尊属殺人の法定刑が死刑または無期懲役という刑法第200条の規定は，
普通殺人の法定刑に対して著しく不合理な差別であり，違憲

1995年に
同条項を削除

薬事法距離制限違憲判決
（1975.4.30）（➡p.35）

第22条1項
（職業選択の自由）

薬局開設の許可基準として距離の制限を設けている薬事法第6条の規定
は，不良医薬品の供給防止という立法目的から合理的とはいえず，違憲

1975年に
同条項を削除

衆議院議員定数
不均衡違憲判決
（1976.4.14／1985.7.17）

第14条1項，44条
（法の下の平等，議員
及び選挙人の資格）

公職選挙法別表第1および付則第7～9項の規定について，議員一人あ
たりの有権者数の格差が合理的期間内に是

ぜ
正
せい
されておらず，違憲（事情

判決で選挙そのものは有効）

判決時に定数是正
済み／1986年に
公職選挙法を改正

森林法分割制限規定
違憲判決（1987.4.22）

第29条
（財産権の保障）

共有林の分割請求を制限する森林法第186条の規定は，不必要な制限で
あり，財産権の制限に該当し，違憲
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同条項を削除

愛媛玉
たま
ぐし料訴訟違憲
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第20条３項，89条
（政教分離，
公金支出の制限）

愛媛県が行った靖
やす
国
くに
神社への玉ぐし料などの公金支出は，政教分離や公

金支出の制限を定めた憲法に反し，違憲
県知事（当時）に
公金返還を命令

郵便法損害賠
ばい
償
しょう
制限

違憲判決（2002.9.11）
第17条
（国の賠償責任）

書
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留
とめ
郵便の遅配で生じた損害について，国の損害賠償の範囲を紛失・棄

き

損
そん
に限定した郵便法第68，73条の規定は，合理性がなく，違憲

2002年に
郵便法を改正

在外国民選挙権制限
違憲判決（2005.9.14）

第15条1，3項，43条
1項，44条
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在外国民の選挙権（小選挙区選挙権等）を制限する公職選挙法付則第8項
の規定は，選挙権を保障した憲法に反し，違憲
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がい
子
し
差別

違憲判決（2008.6.4）
第14条1項
（法の下の平等）

外国人の母から生まれた子が出生後に日本人の父から認知されても，父
母の婚

こん
姻
いん
がなければ日本国籍を認めないとする国籍法第3条1項の規定

は不合理で，違憲

2008年に
国籍法を改正

空
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ち
太
ぶと
神社訴訟

（2010.1.20）（➡p.33）

第20条1項，89条
（政教分離，
公金支出の制限）

北海道砂
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川
がわ
市による神社への市有地の無償提供は，政教分離や公金支出

の制限を定めた憲法に反し，違憲
市有地の一部を
神社に有償貸与

婚外子相
そう
続
ぞく
差別訴訟違憲

決定（2013.9.4）（➡p.31）
第14条1項
（法の下の平等）

婚外子の相続分は嫡
ちゃく
出
しゅつ
である子の相続分の2分の1とする民法第900条

4号の規定は合理的根
こん
拠
きょ
がなく，法の下の平等を保障した憲法に反し，

違憲

2013年に
民法を改正

女性の再婚禁止期間
違憲判決（2015.12.16）

第14条1項，24条2項
（法の下の平等，
両性の本質的平等）

女性のみ離婚後6か月の間，再婚を禁止する民法第733条1項の規定に
ついて，100日を超える部分は男女の区別が合理的な根拠にもとづくも
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使用料を請求
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国民審査法改正
を検討
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がなく，法の下の平等を保障した憲法に反し，違憲

2013年に
民法を改正

女性の再婚禁止期間
違憲判決（2015.12.16）

第14条1項，24条2項
（法の下の平等，
両性の本質的平等）

女性のみ離婚後6か月の間，再婚を禁止する民法第733条1項の規定に
ついて，100日を超える部分は男女の区別が合理的な根拠にもとづくも
のでなく，違憲

2016年に
民法を改正

孔
こう
子
し
廟
びょう
訴訟違憲判決

（2021.2.24）
第20条3項
（政教分離）

沖縄県那
な
覇
は
市による孔子廟（孔子などを祀

まつ
る施設）への公園内敷地の無償

提供は，政教分離を定めた憲法に反し，違憲
孔子廟に公園
使用料を請求

在外国民国民審査権
違憲判決（2022.5.25）

第15条1項，79条
2，3項（国民審査権）

在外国民の国民審査権の行使を認めない国民審査法の規定は，国民審査
権を保障した憲法に違反し，違憲

2022年に
国民審査法を改正

性別変更生
せい
殖
しょく
不能要件

違憲決定（2023.10.25）
第13条
（個人の尊重）

生殖能力がないことを戸籍上の性別変更の要件とする性同一性障害特例
法の規定は，身体への侵

しん
襲
しゅう
を受けない自由への合理性を欠く制約で，違憲

性同一性障害特例法
改正を検討
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